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Ⅰ 人文学部の教育目的と特徴 
 

１ 人文学部の教育の目的 

(1) 人文学部は、人文、コミュニケーション及び社会の諸科学に係る専門の学芸を教授す

るとともに、幅広く深い教養及び総合的な判断力を培い、豊かな人間性を涵養すること

を目的としている。 

(2) そして、文系総合学部としての特徴を生かし、人間の文化と社会活動に関する基礎

的な専門知識の教授と幅広い教養を培うことにより、現代社会において積極的な役割

を果たしうる、柔軟かつ論理的な思考力、課題探求能力、広い視野、実践的コミュニケー

ション能力等をもった、行動力と公共性を備えた人材の育成を図ることを目的としてい

る（資料 1-0-1-1）。 

(3) これらの教育目的は、『人文学部履修要項』に記載することにより、ガイダンス等を

通じて周知されるとともに、ホームページに掲載することにより、一般に広く学内外

に公開されている（資料 1-0-1-1,2）。 

(4) 人文コミュニケーション学科と社会科学科の両学科において、それぞれの学科の特

徴を踏まえた上で学科の教育目的を設定し、それらを具体的な教育活動の指針として

『人文学部履修要項』およびホームページに掲載している（資料 1-0-1-3）。 

 

２ 人文学部の特徴 

(1) 幅広い視野と基礎に裏付けられた実践的な能力を育成していくために、緩やかな積

み上げによる体系的なカリキュラムを構築している。充実した教養教育の後に、志望

する専攻を見越したコース選択を行い、専攻（コース）ごとに必要とされる基礎的な能

力を身に付けた上で、専門的な授業に進めるように工夫がなされている（資料 1-0-1-

4）。 

(2) コースでの学修の他に、実践的なコミュニケーション能力や課題解決能力を育成す

るために、学部共通プログラムを置き、学科・コースを問わずに履修できるようになっ

ている（資料 1-0-1-4）。 

具体的には、就業力を育成するための「根力（ねぢから）育成プログラム」、英語の

運用能力を基礎として、国際的な視野を持ち、自ら英語で学術的情報を収集し英語で

発信する能力の育成を目的とした「国際教養プログラム」、専門的な知見に基づき総合

的な判断のできる地域リーダーを育成することを目的とした「地域課題の総合的探求

プログラム」、外国語としての日本語を指導するために必要な専門的知識と基礎能力の

修得を目的とした「日本語教育プログラム」、地域に頼られ地域を先導できる学生を育

成し、地域の課題解決と活性化を図ることを目的とした「COC 地域志向教育プログラム」

である（資料 1-0-1-5）。 

(3) 上記の教育目的を達成するために、中期目標・中期計画において「教育の目標に関す

る成果を達成するための措置」を設定し、計画の円滑な運営と教育成果の検証を行う

ための組織として、学部に、将来計画正・副委員長、教務委員会正・副委員長、学科長

などから構成される教育改革推進委員会と点検・評価委員会を置き、教務委員会を中

心として FD 活動を行っている（資料 1-0-1-6）。 

 

[想定する関係者とその期待] 
(1) オープンキャンパスの際に実施されたアンケート調査によれば、人文学部が志向され

ている主な要因として、志望する専門分野および経済的・地理的な理由があげられる。 
関心のある学問分野は、文学、歴史学、心理学、メディアといった人文科学分野に次

いで、社会科学分野があげられている。入学後の希望としては、英語力の向上や海外留

学・海外語学研修で全体の 45％強と高く、次いで公務員試験準備と資格取得が約 36％
と続く。今回のアンケートでは県内出身者の割合が高いことから、地元の国立大学法人
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として、学費や生活費などの経済的な負担を軽減しつつ、人文科学や社会科学の学修を

通して国際性に通じた素養や地域課題の解決能力のための専門性を養い、将来的には

県内で就職したいという地元志向の高い志願者が多いことを伺わせる（資料 1-0-1-7）。 
(2) 広く国際性を身につけながら、自らの専攻に限定されない広い視野と問題意識をも

ち、地域的な課題に各種のフィールドワークを通じて体系的な知識経験を修得すること

を目的とした教育方針は、就職先である民間企業や自治体等からも一定の評価がなされ

ている（資料 1-0-1-8、別添資料１）。 
 

 

資料 1-0-1-1  人文学部の教育理念・教育目的 
 

人文学部の教育理念・教育目的 

人文学部では、文系総合学部としての特徴を生かし、人間の文化と社会活動に関する基礎的な専門知

識の教授と幅広い教養を培うことをとおして、現代社会において積極的な役割を果たしうる人材、すな

わち柔軟かつ論理的な思考力、課題探求能力、広い視野、実践的コミュニケーション能力等をもち、行

動力と公共性を備えた人材の育成を図ります。 

（出典：『平成 27 年度 人文学部履修要項』２頁） 

 

資料 1-0-1-2  人文学部の教育目的 
 

専門性をもち、行動力と公共性を備えたジェネラリストの育成 

 人文学部では、文系総合学部としての特徴を生かし、人間の文化と社会に関する基礎的な専門知識の

教授と幅広い教養を培うことを目的としています。 

 この教育により、現代社会において積極的な役割を果たしうる人材、すなわち柔軟かつ論理的な思考

力、課題探求能力、広い視野、実践的コミュニケーション能力等をもち、行動力と公共性を備えた人材

の育成を目指しています。 

（出典：人文学部ホームページ） 
 
資料 1-0-1-3  各学科の教育理念・教育目的 
 

1.人文コミュニケーション学科の教育理念・教育目的 

人文コミュニケーション学科では、人文諸科学・コミュニケーション学を基礎に、心やことばの問題

をとおして人間の本質を探究し、日本および世界の諸地域の歴史や文化等の理解を深めるとともに、多

様なメディアを活用した情報の収集・分析・発信能力を養うことで、自己を客観的に認識すると同時に

他者をも積極的に理解し、人類の共生に貢献しうる人材の育成を図ります。 

 

1.社会科学科の教育理念・教育目的 

 社会科学科では、社会に関する幅広い知識の修得を基礎に、法学・行政学、経済学・経営学、地域研

究・社会学を学ぶことを通じて、社会的諸課題に対して幅広い視野から柔軟かつ総合的判断を下すこと

のできる能力、およびそれらに対して積極的に関与できる能力を持った人材の育成を図ります。 

（出典：『平成 27 年度人文学部履修要項』20 頁、38 頁） 
 
資料 1-0-1-4  人文学部の特色 
 
POINT 1．多彩な教授陣：関心に合わせて様々な分野が学べます 

POINT 2．2 年次でコース決定：先行する分野をじっくり検討できます 

POINT 3．基礎から応用まで：無理なく学べる体系的なカリキュラム 

POINT 4．少人数の授業：きめ細かい履修指導で、質の高い教育を実現 

POINT 5．先進の教育情報システムと学習支援環境：充実したインターネット環境、 

CALL（マルチメディア）教室 

POINT 6．学部共通プログラム：社会で役に立つ“本物の力”、キラリと光る実践力が 

身につきます 

（出典：人文学部ホームページ） 
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資料 1-0-1-5  学部共通プログラム 

 

「地域課題の総合的探求プログラム」のカリキュラムマップ 

  本プログラムでは、以下のような学年進行で、修了認定に必要な 24 単位を修得していきます。 

前学期 後学期 前学期 後学期 前学期 後学期 前学期 後学期

プログラム
関連科目

各指定科目
各2単位

プログラム
関連科目

各指定科目
各2単位

プログラム
関連科目

各指定科目
各2単位

プログラム
関連科目

各指定科目
各2単位

プログラム
関連科目

各指定科目
各2単位

プログラム
関連科目

各指定科目
各2単位

プログラム
関連科目

各指定科目
各2単位

プログラム
関連科目

各指定科目
各2単位

プログラム
入門科目

地域課題入門
2単位・集中

プログラム
講義科目

地域課題特論Ⅰ

A・B

各2単位

プログラム
講義科目

地域課題特論Ⅱ

A・B

各2単位

プログラム
演習科目

地域課題演習
2単位

プログラム
研究科目

地域課題研究
2単位

プログラム
関連科目

各指定科目
各2単位

プログラム
関連科目

各指定科目
各2単位

プログラム
関連科目

各指定科目
各2単位

プログラム
関連科目

各指定科目
各2単位

プログラム
関連科目

各指定科目
各2単位

プログラム
関連科目

各指定科目
各2単位

2年次 3年次 4年次

学
部 学

科
／
共
通
科
目

共
通
科
目

教
養

主
題
別
科
目

1年次
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（出典：『平成 27 年度人文学部履修要項』51 頁､52 頁､56 頁､62 頁） 
 
資料 1-0-1-6  教育成果の検証を行う組織 
 

茨城大学人文学部教育改革推進委員会規則 
第 2条（審議事項） 

委員会は、次に掲げる事項を審議する。 

(1) 教育関係年度計画の実施に向けた調整に関する事項 

(2) 学士課程における教育改革に関する事項 

(3) 新規開講科目に関する審議 

(4) 教育にかかわる政策的経費に関する事項 

(5) その他学士課程について審議を付託された事項 

第 3条（組織） 

 委員会は、次に掲げる者をもって組織する。 

(1) 将来計画委員会委員長又は学部長が指名する評議員若しくは副学部長 

(2) 将来計画委員会副委員長又は学部長が指名する評議員若しくは副学部長 

(3) 教務委員会正・副委員長 

(4) カリキュラム・FD 委員会正・副委員長 

(5) 学科長 

 

茨城大学人文学部及び大学院人文科学研究科点検・評価委員会規則 

第 2条（任務） 

 委員会は、教育・研究活動等についての点検・評価に関し、次の各号に掲げる事項を調査・審議する



茨城大学人文学部 

－1-6－ 
 

とともに、その実施に当たる。 

(1) 点検・評価の実施項目の設定 

(2) 実施主体(点検実施者)の設定 

(3) 点検の指示 

(4) 評価基準の作成 

(5) 点検の実施・点検結果のヒアリング 

(6) 評価の実施 

(7) 教授会、教育会議及び研究科委員会への報告 

(8) 改善結果のヒアリング 

(9) 茨城大学点検・評価委員会への報告 

(10) その他点検・評価に必要な事項の調査・審議 

（出典：国立大学法人茨城大学規則集） 
 
資料 1-0-1-7  平成 27 年度オープンキャンパスアンケート調査 
 

出身地 
県内 県外 無回答 回答数       

285 157 8 450       

性別 
男 女 無回答 回答数       

141 304 5 450       

学年 

高校 

3 年 

高校 

2 年 

高校 

1 年 

高校 

既卒 
その他 無回答 回答数    

166 171 103 3 2 5 450    

高卒後 

の進路 

4 年生 

大学 

短期 

大学 

専門 

学校 
就職 その他 無回答 回答数    

421 1 3 13 4 8 450    

進学 

希望 

分野 

人文社

会科学 
教育学 理学 工学 農学 

医歯薬

学 
その他 無回答 回答数  

361 38 7 2 3 6 10 23 450  

志望校 

選択の 

重視 

事項 

好きな 

分野 

国公立 

大学 

学力 

レベル 

経済的

負担 

就職実

績 

研究 

教育 

自宅 

通学 

資格専

門技術 

知名度 

歴史 
その他

351 209 132 121 108 94 83 74 49 4 

28.4% 16.9% 10.7% 9.8% 8.7% 7.6% 6.7% 6.0% 4.0% 0.3% 

無回答 回答数         

13 1238         

1.1% 100.0%         

人文社 

系学の 

関心 

分野 

文学 

哲学 

文化遺

産 

歴史 

心理学 
メディ

ア 

社会学

地理学

政治学

国際学

法律学
経済学

経営学
その他 無回答 回答数

93 53 85 60 55 31 44 3 26 450

取得 

したい 

資格 

教員免

許 

認定 

心理士 
学芸員 

社会 

調査士
その他 無回答 回答数    

102 55 43 24 21 205 450    

学修以

外での 

チャレ

ンジ 

英語力 

の向上 

公務員 

試験 

準備 

資格 

取得 

海外 

留学 

インタ

ーン 

シップ

地域活

性化の

取組 

海外 

語学 

研修 

その他 無回答 回答数

211 148 132 101 58 52 43 5 26 776

27.2% 19.1% 17.0% 13.0% 7.5% 6.7% 5.5% 0.6% 3.4% 100%

卒業後 

の進路 

地方 

公務員 

民間メ

ディア 
教員 

民間 

その他

民間 

金融 

関係 

研究職 その他 未定 無回答 回答数

103 48 44 25 19 6 21 159 25 450 
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（出典：平成 27 年度オープンキャンパスアンケート調査） 

 
資料 1-0-1-8  想定する関係者の期待１ 
 

人文学部からは例年多数の卒業生が職員として入庁されており、職員全体の 10 人に 1 人が茨城大学

出身者で占めるまでになっている。就業態度は真面目であり、コミュニケーション能力にも優れている。

今後は女性管理職への登用も視野に入れた指導力の育成も教育面に期待したい。 

 

（出典：水戸市長に対するインタビュー／平成 27 年 12 月 16 日） 
 
別添資料 1  想定する関係者の期待２ 
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 
 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制  

(観点に係る状況) 

  人文学部の目的である、人文科学、コミュニケーション学及び社会科学に関する専門的で

総合的な教育を実施するために、人文コミュニケーション学科及び社会科学科の２学科が

設置されている。このうち人文コミュニケーション学科は、人間科学、歴史・文化遺産、文

芸・思想、言語コミュニケーション、異文化コミュニケーション、メディア文化の６コース

から、社会科学科は、法律・行政学、経済学・経営学、地域研究・社会学の３コースから構

成されている（資料 1-1-1-1）。 

  各学科およびコースごとの定員並びに平成 27 年度の現員は資料 1-1-1-2 のとおりであ

る。コース別の学生定員数は現員教員数を基に設定されており、人文コミュニケーション学

科では、現員教員数を５倍した数を、社会科学科では、現員教員数を７倍した数をコース定

員としている。したがって、学科による違いはあるが、教員一人あたり５人から７人の学生

を担当することになり、少人数による教育が確保されているといえる。非常勤講師による授

業時間は、年度ごとの違いはあるものの、1000 時間から 1800 時間ほどである。しかし、こ

れは教職科目など専任で対応できない科目に充てており、主要な専門授業のほとんどは専

任で対応している（資料 1-1-1-3）。平成 27 年度の授業の開講形態は、両学科を平均して講

義が 36.5％、演習が 63.5％であり、非常勤時間のほとんどが講義形態の授業に充てられて

いる。しかもその割合も 4.5％、9.1％と極めて少なく、これらの科目の中に、上述した教

職などの資格系の科目が含まれる（資料 1-1-1-4）。 

 教員は授業アンケートを実施して「点検改善表」を提出することで教育改善評価を実施す

るとともに、授業アンケートおよび「点検改善表」を基に、毎年 12 月以降にコース FD、学

科 FD を実施し、学部 FD において情報交換を行い、前学期と後学期に教務委員会を通じて

授業参観を実施することで、教育改善を図る体制が整備されている（資料 1-1-1-5）。そし

て各年度で、研究成果や学内校務、地域貢献活動と並んで、教育効果に関する成果を「教員

業務評価」において測定する機会が設けられており、教育内容の質を保証する体制が強化さ

れている。 

 

資料 1-1-1-1  人文学部の学科構成 
 

第３条 本学部は、人文、コミュニケーション及び社会の諸科学に係る専門の学芸を教授するととも

に、幅広く深い教養及び総合的な判断力を培い、豊かな人間性を涵養することを目的とする。

 

（人文学部の学科構成） 

学科 コース 授与される学位 

人文コミュニケーション 

人間科学コース、歴史・文化遺産コース、文

芸・思想コース、言語コミュニケーションコ

ース、異文化コミュニケーションコース、メ

ディア文化コース 

 

学士（人文科学） 

社会科 法律・行政学コース、経済学・経営学コース、

地域研究・社会学コース 

学士（社会科学） 

（出典：人文学部規則第３条、『平成 27 年度人文学部履修要項』１頁） 
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資料 1-1-1-2  人文学部の組織編成と学生・教員数 
 

人文学部の組織編成と学生・教員数 

学科名 コース名 教員数 
コース Ｈ27 現員 

定員(人) （2年生） 

人文コミュニケーション 

人間科学 ８ 40 39 

歴史・文化遺産 ８ 40 39 

文芸・思想 14 70 33 

言語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ ４ 20 4 

異文化ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ ７ 35 19 

メディア文化 ７ 35 40 

社会科 

法学・行政学 14 98 96 

経済学・経営学 14 98 58 

地域研究・社会学 15 105 91 

（出典：茨城大学人文学部学務係資料） 

 

資料 1-1-1-3  非常勤講師時間配分時間（平成 22～27 年度） 
 

  A B C(=A+B) D（＝B/C×100） 

  学部専門科目 資格免許科目 合計 資格免許割合 

平成 22 年度 1567 240 1807 13.3% 

平成 23 年度 1416 312 1728 18.1% 

平成 24 年度 786 242 1028 23.5% 

平成 25 年度 951 274 1225 22.4% 

平成 26 年度 1124 234 1358 17.2% 

平成 27 年度 1248 236 1484 15.9% 

（出典：総務係「非常勤講師配分時間内訳」より作成） 

 
資料 1-1-1-4  授業開講形態と担当者（常勤・非常勤割合）平成 27 年度 
 

    人コミ 社会科 共通科目他 

    講義 演習 講義 演習 講義 演習 

前
学
期 

月 18 16 4 28 4 3 

火 13 52 10 10 5 0 

水 7 17 11 0 9 0 

木 26 36 13 39 4 0 

金 20 17 12 11 1 12 

後
学
期 

月 15 18 7 29 5 1 

火 20 46 12 13 5 0 

水 6 15 7 0 12 2 

木 19 39 12 36 4 0 

金 13 11 11 10 1 12 

合計 157 267 99 176 50 30 

割合① 37% 63% 36% 64% 62.5% 37.5% 

        

非常勤 7 2 9 0 31 0 

割合② 4.5% 0.7% 9.1% 0% 62% 0% 

 

※注 1：割合①は学科開講科目における当該開講形態の割合 
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※注 2：割合②は当該開講形態における非常勤開講の割合 

（出典：『平成 27 年度専門科目の授業計画』より作成） 

 
資料 1-1-1-5  学部 FD の開催 
 

年 度 開催日 内容・テーマなど 

平成 22 H22.11.17 学科 FD 報告、講演：「教員相互による授業参観について」（外部講師） 

平成 23 H24.2.29 
学科 FD 報告、「国際化に対応するカリキュラムの構築について」（関係委

員会報告）、参加者 50 名 

平成 24 H25.3.6 学科 FD 報告、就職データ報告（学生委員会）、模擬授業（本学教員） 

平成 25 H25.7.3 
学科 FD 報告、講演：「学生のメンタルヘルスと教員の関わり方」（本学教

員）、参加者 36 名 

平成 26 

H26.7.9 
学部 FD 研究会（研修会）：「認証評価と GPA を活用した内部質保証活動に

ついて」（本学教員）、参加者 58 名 

H27.3.18 

学科 FD 報告、国際教養プログラム報告、報告：「認証評価を通じてみた人

文学部の現状と課題」（本学教員）、報告：「学生の学習状況把握と教育

改善について」（本学教員） 

平成 27 H28.3.2 学科 FD 報告、報告：「内部質保証と教育改善について」（本学教員） 

（出典：人文学部年報より作成） 

 

(水準) 期待される水準を上回る。 

(判断理由) 

社会からの要請に応えて人文科学および社会科学の諸分野を総合的かつ専門的に学ぶこ

とができるように、コース別の学生定員数を現員教員数を基に設定し、従来からの人文学部

の特徴である少人数による教育を確保することができている。また、非常勤時間数の削減に

も努めつつ、専任教員によって効果的な教育成果をあげつつある。授業改善のために各種 FD

や授業参観を実施するとともに、教員による自己評価を遂行している。 

 

観点 教育内容・方法 

(観点に係る状況) 

人文学部・各学科のカリキュラムは、ディプロマ・ポリシーに基づく、一定のカリキュラ

ム・ポリシーに従って構成されている（資料 1-1-2-1,2）。 

人文学部の教育課程は、幅広い教養教育の上に、各学科の目的に応じた多様な専門教育が

用意されており、緩やかな積み上げによる４年一貫教育を目指している点に特色がある。す

なわち、高等学校や教養教育との接続性に配慮しつつ、各授業科目の専門性を考慮して専門

科目をⅠとⅡに分類するとともに、平成 26 年度より導入された科目ナンバリングを適用す

ることにより、段階的な授業科目の編成が行われている（資料 1-1-2-2,3）。また、両学科

とも２年次の後半から所属コースの選択を行い、３年次からコースに応じた専門科目を受

講できるように工夫されており、また、他コースや他学科の授業科目を柔軟に履修できるこ

とに加え、多彩な学部共通科目が用意されており、専門的かつ総合的な授業科目を履修する

ことを可能としている（資料 1-1-2-4）。 

  卒業に必要な総単位数は 124 単位であり、このうち教養科目として 42 単位以上を、専門

科目として 82 単位以上を履修することが必要とされる。専門科目Ⅰに属する演習授業は基

礎演習であり、教養科目として開講される主題別ゼミナールを受けて、３・４年次に開講さ

れる専門演習を橋渡しする役割を果たしている。講義科目は、２年次前期に履修するコース

指定科目を通じて各コースの特色を概観した上で、コースごとに２～３年次に配置された

授業科目を履修する体制がとられている。また、学部共通プログラムはコース横断的な性質
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を有しており、学生の多様なニーズに応えている（資料 1-1-2-5）。 

 両学科を通じて、学生の就業力育成と地域に根ざした教育プログラムを充実させており、

学部共通プログラムである「根力育成プログラム」を通じて、地域企業などから外部講師を

招き、講演や模擬面接を実施する「地域連携論Ⅰ・Ⅱ（働く意義・学ぶ意味）」を開講する

とともに、授業科目の一環として、インターンシップを広範囲にわたって実施している（資

料 1-1-2-6,7）。また、同プログラムの授業として、課題解決型学習（PBL）科目である「プ

ロジェクト実習」を開講し、その成果を毎年報告会により公開している（資料 1-1-2-8）。 

 また、地域連携あるいは授業開講に関する協定等を締結して、自治体（茨城県）やその施

設（茨城県歴史館）、企業（野村證券株式会社）や団体（一般社団法人茨城県経営者協会、

独立行政法人国際協力機構筑波国際センター、茨城県農業協同組合中央会及び茨城県生活

協同組合連合会）から講師を招き、地域と共創した授業も開講している（資料 1-1-2-9,10）。 
 

資料 1-1-2-1  人文学部のカリキュラム・ポリシー 
 

 人文学部では、幅広い教養と専門性を兼ね備えた人材を育成するため、教養から専門科目まで、4年一

貫の体系的なカリキュラム体制をとっています。1年次から2年次にかけて人間、社会、自然に関する幅

広い教養科目を履修した後、2年次にコースを決定し、コースの特色に応じて、基礎から応用までの講義

系科目と少人数教育を重視した演習系科目・実習系科目等を履修し、人文諸科学・社会諸科学の特定領

域の専門知識・方法論を身につけてゆきます。一方、コースが決定した後も、所属コース以外の専門科

目の履修が可能であり、幅広い知識と総合的な思考力を身につけることができます。3・4年次には、専

門演習（ゼミナール）や卒業研究に取り組み、人間と社会が直面する諸課題に主体的に取り組む力を身

につけます。 

また、人文学部にはコースでの学修の他に、実践的なコミュニケーション能力や課題解決能力を養成

するために、下記の4つの学部共通プログラムが用意されています。  

（１）社会人としての自覚を育て、社会で活躍できる基礎的能力を養成する「根力（ねぢから）育成プ

ログラム」   

（２）国際性と英語による実践的コミュニケーション能力を養成する「国際教養プログラム」 

（３）地域の課題発見・解決に役割を果たす地域リーダーを育成する「地域課題の総合的探求プログラ

ム」 

（４）外国語としての日本語の指導者を育成する「日本語教育プログラム」（このプログラムは留学生

センターが本学部及び教育学部と連携して運用するものです） 

以上のカリキュラムポリシーをもとに、学生担任（指導教員）がきめ細かい履修指導を行います。それ

を参考にしながら、自らの関心に即した履修計画を構築してください。 

（出典：『平成 27 年度人文学部履修要項』19 頁） 

 

資料 1-1-2-2  人文コミュニケーション学科及び社会科学科のカリキュラム構成（カリ
キュラムポリシー） 

 

人文コミュニケーション学科では、コース所属が決定する前の２年次前学期に専門分野の概論的科目

（コースからの推奨科目）を中心に履修し、複数の専門分野の基礎知識を身につけます。２年次後学期

からは人間科学コース、歴史・文化遺産コース、文芸・思想コース、言語コミュニケーションコース、

異文化コミュニケーションコース、メディア文化コースのいずれかに所属し、所属コースの学問分野の

専門性を深めます。２年次後学期から３年次にかけてはコース必修科目を中心に専門科目を履修し、各

コースの学修に必須の方法論、知識等を修得します。なお、所属コース以外の専門科目も履修可能であ

り、人文諸科学・コミュニケーション学の専門知識を幅広く身につけることができます。また、全ての

学年に演習形式の授業が設定されており、論理的かつ総合的な思考力とコミュニケーション能力を段階

的に修得していきます。４年次には卒業研究が必修であり、4 年間に修得した能力をもとに課題探求力

や総合的な実践力を養います。 

 

以下に専門科目と特に関係の深い教養教育科目を含め、主要授業科目の区分を示します。 
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教養科目 

主題別

ゼミナ

ール 

情報の収集・発信、議論など大学での学修に必要な基礎的な技能を身につけるための科

目です。少人数のゼミナール形式によって、自主性、理解力、思考力、表現力などを養成

します。情報関連科目と合わせて「フレッシュマン・ゼミナール」を構成します。 

分野別

基礎科

目 

講義形式によって、専門科目を学ぶために必要となる基本的な知識や考え方を修得する

ための科目です。人文諸科学・コミュニケーション学のさまざまな専門分野の基礎を学ぶ

ことによって、多角的・総合的な視野を身につけます。 

専門科目Ⅰ 

基礎演

習 

教養教育科目の学修を踏まえ、少人数のゼミナール形式によって、専門的な技能を身に

つけるための科目です。各コースの学問の一端に触れ、専門演習への橋渡しとします。 

選択科

目 

自らの学問的関心に応じて選択履修し、関連分野に関する多角的視野を身につけなが

ら、専門的な知識や考え方を深める科目です。 

コース必修科目（専門科目Ⅰまたは専門科目Ⅱ） 

コースで専門を深めるために必須の科目です。コースによって指定されている科目・単位数が異な

ります。 

専門科目Ⅱ 

専門演

習 

少人数のゼミナール形式によって、特定の専門分野に関する体系的な知識や考え方を養

い、卒業研究を充実させるための科目です。 

選択科

目 

  専門科目Ⅰにおける学修をもとに、自らの学問的関心をより深化させ、特定の分野をい

っそう専門的に学ぶ科目です。 

卒業研究 

  ４年間に修得した技能や知識や考え方を駆使して、特定の研究課題を設定し、それを論理的に分

析・解明・表現する能力を養います。 

学部共通科目 

学科専門科目の修得に必要な外国語能力を養う科目、職業意識を涵養するための科目で、学部共

通プログラムの必修科目・関連科目を含みます。学科を問わず履修することができます。 

 

 

 社会科学科では、１年次に、幅広い社会科学の世界、および各コースの内容を紹介する分野別基礎

科目を履修します。２年次から、法学・行政学コース、経済学・経営学コース、地域研究・社会学コ

ースのいずれかに所属し、専攻した学問分野の専門性を深めます。一方、所属コース以外の専門科目

も履修が可能で、社会科学の専門知識を幅広く身に付けることができます。また、４年間を通じて少

人数の演習形式の授業が設定され、論理的な思考力を身に付けます。４年次には卒業研究が必修とな

っており、課題探求能力を育成します。 

教養科目 

主題別ゼ

ミナール 

情報の収集・発信、議論など、大学での学修に必要な基礎的な技法を身に付けるため

の科目です。少人数の演習形式によって、自主性、理解力、思考力、表現力などを養成

します。情報関連科目と合わせて「フレッシュマン･ゼミナール」を構成します。 

分野別基

礎科目 

講義形式によって、専門科目を学ぶために必要となる知識や考え方を修得するための

科目です。社会科学の基礎、および各コースの概要を学ぶことによって、多角的・総合

的な視野を身に付けます。 

専門科目Ⅰ 

コース・

ゼミナー

ル 

教養教育科目の学修を踏まえ、少人数のゼミナール形式によって、各コースでの学修

に必要な技法を修得するための科目です。専門ゼミナールへの橋渡しとします。 

選択科目

Ⅰ 

教養教育科目の学修を踏まえ、講義形式によって、専門的な知識や考え方を修得する

ための科目です。自らの選択したコースの主要な分野の学修を通じて、多角的・総合的

な視野を身に付けます。 

専門科目Ⅱ 
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専門ゼミ

ナール 

少人数のゼミナール形式によって、自らの専攻に関する知識、考え方、技法を修得し、

卒業研究を充実させるための科目です。 

選択科目

Ⅱ 

  ２年次における学修をもとに、自らの専攻に関連する分野の知識や考え方を修得し、

学問的関心をより深化させるための科目です。 

卒業研究 

４年間に修得した知識や考え方や技法を駆使して、特定の研究課題を設定し、それを論理的に分

析・解明・表現する能力を養います。 

学部共通科目 

専門科目の修得に必要な外国語能力を養う科目、ならびに職業意識を涵養するための科目で、学

科を問わず履修することができます。 

（出典：『平成 27 年度人文学部履修要項』19 頁、37 頁） 

 

資料 1-1-2-3  科目ナンバリング 
 

 Ⅶ 科目ナンバリングについて 

茨城大学科目ナンバリング運用要項 

 

平 成 ２ ６ 年 ８ 月 ２ ７ 日

全 学 教 務 委 員 会 決 定

（目的） 

第 1 この要項は、教育課程の体系や履修の順序等を学生に示すとともに、教育課程を適切に構築す

るため科目ナンバリングの運用に関して必要な事項を定める。 

 

（科目ナンバリングの構成） 

第 2 科目ナンバリングは、次の各号に掲げるコードによって構成する。授業科目（教養科目におい

ては授業題目と読み替える。以下同じ。）には、第１号から第５号に掲げるすべてのコードを付す

こととする。第６号に掲げるコードについては、当該授業科目が教育プログラムを構成する場合に

付すこととする。 

 

(1) 部局コード 

部局コードは、授業科目を実施する部局（大学教育センター及び各学部（以下「各学部等」とい

う。））を示すものとし、そのコードは次のとおりとする。 

・大学教育センター ・・・K 

・人文学部 ・・・・・・・L 

・教育学部 ・・・・・・・P 

・理学部 ・・・・・・・・S 

・工学部 ・・・・・・・・T 

・農学部 ・・・・・・・・A 

 

(2) 学問分野コード 

学問分野コードは、当該授業科目の学問分野を示すものとし、そのコードは別表１のとおりとす

る。当該授業科目が複数の学問分野にまたがるときは、主たる学問分野を示すコードを付すことと

する。 

 

(3) 難易度コード 

難易度コードは、各学問分野における当該授業科目の難易度を示すものとし、そのコードは次の

とおりとする。 

・初歩・・・１００番台 

・基礎・・・２００番台 

・発展・・・３００番台 

・応用・・・４００番台 

  

(4) 授業方法コード 

授業方法コードは、当該授業科目の実施方法を示すものとし、そのコードは次のとおりとする。
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・下記以外の講義  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０番台 

・実験・実習・実技・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０番台 

・実験・実習・実技以外のアクティブ・ラーニングを取り入れた授業・・・３０番台 

 

（出典：『平成 27 年度人文学部履修要項』63 頁） 

 

資料 1-1-2-4  人文コミュニケーション学科の履修モデル図の例 

 

                       指導教員決定(3 年次以降） 

                          ↓           

 1 年次 2 年次 3 年次 4 年次  

 前学期 後学期 前学期 後学期 前学期 後学期 前学期 後学期  

演習形式の

授業 
ﾌﾚｯｼｭﾏﾝ･ｾﾞﾐﾅｰﾙ 

基礎演

習 

コース

必修科

目(＊)

専門演

習Ⅰ 

専門演

習Ⅱ 

専門演

習Ⅲ 

専門演

習Ⅳ 

卒 

業 

研 

究 

   

講義形式の

授業 
教養科目 

        専門科目Ⅰ 
 

（コース

から 

の推奨科

目） 

 

 

 

専門科目Ⅱ 

  

＊コース必修科目は主に 2 年次後学期に履修しますが、科目によっては履修時期が異なります。 

 

（出典：『平成 27 年度人文学部履修要項』21 頁） 

 

資料 1-1-2-5  人文コミュニケーション学科及び社会科学科の卒業資格最低修得単位の
内訳 

 

人文コミュニケーション学科の卒業資格最低修得単位は 124 単位であり、その内訳は次表のとおりで

す。 

授業科目区分 単位数
履修年

次 
備    考 

教 

養 

科 

目 

共
通
基
礎
科
目 

外国語科目 10 1～2 年
総合英語 4単位、未修外国語 1カ国語 6 単位を

履修。 

健康・スポーツ科目 2 1～2 年   

情報関連科目  2 1 年   

小 計 14    

主 

題 

別 

科 

目 

主題別ゼミナール 2 1 年 隔週通年開講。 

総合科目 6 

1年 前期に「茨城学」から 2単位履修。 

1～2年 
「茨城学」、「就業力育成・ステップアップ系

科目」以外から 2単位履修。 

2年 
「就業力育成・ステップアップ系科目」から

2単位履修。 

分野別教養科目 10 1 年 
人文の分野 2 単位、社会の分野 4単位、自然の

分野 4単位を履修。 
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分野別基礎科目 8 1 年 「人文系」8単位（4科目）を履修。 

小 計 24    

選択履修 

  

2 1～2 年 共通基礎科目、主題別科目（主題別ゼミナール、

総合科目「茨城学」、「就業力育成･ステップア

ップ系科目」を除く）から履修。 

必要最低修得単位 42 
    

専 
 
 

門 
 
 

科 
 
 

目 

専

門

科

目

Ⅰ 

基礎演習 2 
2 年前学

期 
1 科目（2単位）のみ履修。 

コース必修科目・

選択科目  

 

32 

 

 

2～4 年

 

 

所属コースの科目 10 単位以上（コース必修科

目（＝別表）を含む）を履修。なお、選択科目

として履修可能な科目は次頁の表による。 

専

門

科

目

Ⅱ 

専門演習 

 

8 

 

3～4 年

 

所属コースの専門演習Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ･Ⅳの 4科目（8

単位）を履修。 

コース必修科目・

選択科目  

 

26 

 

 

3～4 年

 

 

所属コースの科目 12 単位以上（コース必修科

目（＝別表）を含む）を履修。なお、選択科目

として履修可能な科目は次頁の表による。 

小  計 68    

自由履修 

 

6 

 

2～4 年

 

教養科目・基礎演習を除く。社会科学科・他学

部の専門科目も履修可。 

卒業研究 8 4 年   

必要最低修得単位数 82     

必要最低修得単位数総計 124     

（注１） 卒業要件としての専門演習Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ･Ⅳに関しては、少なくともⅢ･Ⅳは指導教員が担当する

ものを履修する必要があります。  

（注２） 指導教員以外の教員が担当する専門演習を、その担当教員の許可を得て履修することができ

ます。 

（注３） 人文コミュニケーション学科開講の【史料講読演習】【講読演習】科目群については、２年

次後学期に４単位まで（専門科目Ⅱとして）履修することができます。（２年次後学期に４単

位を超えて履修することはできません。） 

 

別表 各コースのコース必修科目  ＊コースによって履修年次・単位数等が異なります。 

コース名 単位数 
履修年

次 
専門科目Ⅰ・Ⅱの区分：「必修科目名」あるいは【必修科目群】

人間科学 4 2 年 専門科目Ⅰ：「人間科学研究法Ⅰ」・「人間科学演習Ⅰ」 

        または「人間科学研究法Ⅱ」・「人間科学演

習Ⅱ」 

歴史・文化遺産 6 2～3

年 

専門科目Ⅰ：「文化遺産実習Ⅰ・Ⅱ」 

専門科目Ⅱ：【史料講読演習】 

文芸・思想 6 2～3

年 

専門科目Ⅱ：【講読演習】 

言語コミュニケ

ーション 

6 2～3

年 

専門科目Ⅰ：「言語研究の理論と実践」 

専門科目Ⅱ：「言語学合同演習Ⅰ・Ⅱ」 

異文化コミュニケー 

ション 

4 2 年 専門科目Ⅰ：「異文化コミュニケーション実践演習」、「異文

化コミュニケーション文献講読」 

メディア文化 6 2 年 専門科目Ⅰ：「メディア文化論演習」、「メディア史Ⅰ」、「メデ

ィア・リテラシー論」 
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社会科学科の卒業資格最低修得単位は 124 単位であり、下表のような内訳となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：『平成 27 年度人文学部履修要項』21 頁、22 頁、39 頁） 

 

資料 1-1-2-6  根力育成プログラム「地域連携論」 
 

地域連携論Ⅱ（一般社団法人茨城県経営者協会提供講座） 

平成26年度の内容（後期開講、毎週水曜日2時限） 

1. 「働く意義・学ぶ意味（ガイダンス）」 

吉田茂（(財)茨城県科学技術振興財団専務理事） 

2. 開講式 

鬼澤邦夫（経営者協会会長、㈱常陽銀行代表取締役会長） 

3. 「論文・ＥＳ・プレゼンの作り方」 

牧良明（人文学部准教授） 

4. 「今、皆さんに伝えたいこと」 
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内藤学（水戸ヤクルト販売㈱代表取締役社長） 

5. 「働く意義・学ぶ意味」 

小濱裕正（経営者協会副会長、㈱カスミ代表取締役会長） 

6. 「サービス業での働きがいとお客様とのふれ合い」 

矢ノ倉寿枝（㈱水戸ロイヤル代表取締役社長） 

7. 就職模擬面接 

8. 「学生生活と就職活動」 

人文学部４年生 

9. 「働く意義・学ぶ意味」 

関正樹（関彰商事㈱代表取締役社長） 

10. 「人材育成業の変化と人間力を養う生き方」 

渡辺満枝（㈱エミー代表取締役社長） 

11. 「働く意義・学ぶ意味」 

佐藤修二（㈱日立ライフ代表取締役社長） 

12. 「野球哲学の実践と社会貢献活動」 

福井英治（㈱ノーブルホーム代表取締役社長） 

13. 「サービス業の現状と必要な視点」 

安順子（㈱たっぷとりで代表取締役社長） 

14. 「損害保険の営業体制」 

宇都宮健介（日本興亜損害保険㈱執行役員茨城支店長） 

15. 講座のまとめ 

澤畑慎志、加藤祐一（経営者協会職員・茨城大学ＯＢ）、牧良明（人文学部地域連携委員） 

茨城大学人文学部地域連携事業「就職模擬面接会」 

2014年11月19日（水）10：30～12：00  

茨城大学人文学部講義棟12番教室  

模擬面接官：㈱ケーズホールディングス、㈱常陽銀行 

  （出典：茨城大学人文学部市民共創教育研究センターHP） 

 

資料 1-1-2-7  根力育成プログラム「インターンシップ」 

 

インターンシップ 

公官庁関係 

経済産業省、文部科学省 

インターンシップ（水戸近郊） 

茨城県庁関係 

労働政策課、広報広聴課、総務課、生活文化課、女性青少年課、職業能力開発課、企画課、茨城県警警

務課、水戸 生涯学習センター、県南県民センター県民福祉課、教育庁総務課（調査・広報担当）、茨城

県教育財団（調査課・整理課）、白浜少年自然の家、県立図書館、医 療大学総務課、近代美術館、近代

美術館、天心記念五浦分館、陶芸美術館 

私企業・市役所関係 

土浦市役所、笠間市役所、水戸市役所、日立市役所、鹿嶋市役所、石岡市役所、古河市役所、那珂市役

所、鉾田市 役所、北茨城市役所、常陸大宮市役所、つくばみらい市役所、つくば市役所、ひたちなか市

役所、大洗町役場、東海町役場、茨城町役場、大子町役場、（株） フットボールクラブ水戸ホーリーホ
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ック、（株）茨城新聞社、筑波銀行、ネッツトヨタ水戸、特別養護老人ホーム樅の木荘  

インターンシップ（広域） 

宮城県庁、いわき市役所、秦野市役所、勝山市役所、茨城放送、テレビ朝日映像、（株）テレビ岩手、

J－スポーツ、朝日新聞社水戸総局、産経新聞水戸支局、毎日新聞水戸支局 、ヘレナメディアリサーチ、

木楽舎、主婦の友社、JICE：日本国際協力センター、水戸市国際交流センター、JICA筑波、東武商事（東

武グループ）、東武ステーションサービス（東武グループ）、物流業界連合 

 

（出典：茨城大学人文学部 HP） 

インターンシップ実施状況 

 

平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

49 43 45 50 84 91 

（出典：茨城大学人文学部学務係資料） 

 

資料 1-1-2-8  根力育成プログラム「プロジェクト実習」 
 

茨城大学人文学部PBL授業「プロジェクト実習」 

PBL(Project Based Learning)技法は、昨今その教育効果の高さが注目されているアクティブ・ラーニ

ングの一種であり、「課題解決型学習」と訳されます。茨城大学では、 2010年以来、学生の就業力育

成支援を目指す教育プログラム「根力（ねぢから）育成プログラム」の構築を進めており、その中核

としてPBL技法に基づく 授業を位置付けています。 

本学部の代表的なPBLである「プロジェクト実習」では、本学人文学部、教育学部、単位互換協定を結

んでいる常磐大学、茨城キリスト教大学の学生が参加し、5つのチームに分かれて茨城県の地域課題に

取り組みました。 

 チーム「イズミイル」……水戸市泉町二丁目商店街振興組合と連携して、中心市街地活性化 

 チーム「さとみ・あい」……常陸太田市と連携して、同市里美地区の魅力を発信 

 チーム「ICE」……茨城キリスト教大学と連携して、留学生・日本人学生・高校生の異文化交

流・理解の促進 

 チーム「公共交通」……水戸市役所ならびに茨城交通株式会社と連携して、市内バスの利用

促進 

 チーム「ごみフェス」……水戸市役所と連携して、ごみっとフェスティバルの企画・運営に

参画 

その成果発表として、2015年1月31日（土）、「平成26年度茨城大学人文学部PBL授業プロジェクト実

習 活動報告会」を実施しました。チラシはこちら（PDFファイル） 

また、チーム「さとみ・あい」が、常陸太田市合併10周年記念「かぼちゃフェス．」に協力しまし

た。詳しくはこちら（PDFファイル）。  

 

（出典：茨城大学人文学部市民共創教育研究センターHP） 

 

資料 1-1-2-9  国際協力論 
 

国際協力論（独立行政法人国際協力機構筑波国際センター） 

 

 

 

 

 

茨城大学人文学部は、JICA筑波と連携推進にかかる覚書協定を平成25年9月19日に締結し、平成26年度

は、継続して連携を図る協定としました。 

「国際協力論」の授業は、JICA筑波及びJICA本部からJICA筑波所長をはじめ国際協力の現場で活動されて

こられた講師陣が担当するもので、 茨城大学人文学部の教育力が一段とレベルアップしました。この協

定によって、茨城大学人文学部における国際協力関係の授業は、現場の状況を踏まえた、より 充実した

ものとなります。具体的には、学生が途上国の開発問題とその要因について認識を深めることができま
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す。 

また、学生が国際協力の仕組みと実際の取り組み、国際協力をめぐる最近の動きについて具体的知識

を得ることができます。さらに、学生が国際社会の問題について関心を持ち、途上国の開発や国際協力

のあり方について積極的に考え、意見を言えるようになることができます。 

今後は、「国際協力論」の授業にとどまらず連携を拡大してゆき、さらにインターンシップ実施等を通

じて、学生教育にとって有意義な協定として発展させる予定です。 

（シラバスより）「国際協力論 International Cooperation」 

【概要】開発途上国の平和と発展は国際社会全体の安定と繁栄に欠かせない。しかし、目覚ましい成長を

遂げる国がある一方で、極度の貧困に苦しむ国々 は依然として多く、貧困に伴う社会不安や格差の問題

も顕在化している。この授業では、途上国が抱える開発問題について多角的に分析し、開発に向けた課

題や 取り組みを考える。また、途上国の経済社会開発支援に向けた国際協力の現状を概観し、効果的な

協力のあり方について議論する。  

【キーワード】貧困と経済成長、人間開発、政府開発援助（ODA）、ミレニアム開発目標、援助効果 

【到達目標】 

1. 学生が、途上国の開発問題の現状とその要因について認識を深める。 

2. 学生が、国際協力の仕組みと実際の取り組み、国際協力をめぐる最近の動きについて知識を得

る。 

3. 学生が、国際社会の問題について関心を持ち、途上国の開発や国際協力のあり方について能動

的に考え、意見を言えるようになる。 

 

（出典：茨城大学人文学部市民共創教育研究センターHP） 

 

資料 1-1-2-10  地域課題の総合的探求プログラム「地域課題特論」 
 

地域課題特論（茨城県） 

地域課題特論講座は、「地域課題の総合的探究プログラム」（「地域プログラム」）の一つの講座です。

2012年度からの新カリキュラムの一環とし て、専門的な知見に基づき総合的な判断のできる地域リー

ダーを育成するために設定された科目群です。各自の専門分野を生かしながら、地域に飛び込み、地域 

の人から学び、地域を動かす課題発見・解決力を身につけていきます。 

人文学部生は、入学時に人文コミュニケーション学科ないし社会科学科に所属し、2年次に学科内のコー

スに所属し、3年次からコース内のゼミに所属し ます。つまり学年進行に応じて、各自の専門分野を深

めていきます。しかし地域では、市街地活性化や孤独死防止など、それらの専門分野の一つ一つでは対

応で きない、様々な課題が生じています。 

そこで「地域プログラム」では、それらの特定の課題に関心を持った学生がグループをつくり、コース

やゼミで学んだ知見を持ち寄って、その課題を総合的に探求していきます。地域課題の発見・解決が目

的、専門的な知見が手段となるわけです。 

「地域プログラム」では、下図のように、おもに地域に関する 5つの独自の科目（「地域課題入門」な

ど）を学んでいきます。それらは、地域の皆様を講師とし、教室よりも現地を教場とし、実習やワーク

ショップを中心とした科目です。 

 

（前掲資料 1-0-1-5、P.4、「地域課題の総合的探求プログラム」のカリキュラムマップ参照） 

 

しかしこのプログラムは、就業力や社会人力の育成を目的としたものではありません。あくまでも各自

の専門分野を踏まえた上で、それらを超えて協働 し、それらの意義と限界を再認識していくための科目

群です。地域と連携した新しい形の専門教育、そして「超」専門教育を目指しています。 

平成25年度後期から茨城県の協力を得て「地域課題研究」講座を開講しています。この講座は茨城大学

と茨城県の連携に基づき、人文学部OBなどの茨城県庁の職員の方に講師を努めていただき、教室での受

講生との議論、各種施設の現地観察などを中心に講義が展開されます。 

 

（出典：茨城大学人文学部市民共創教育研究センターHP） 

 

(水準) 期待される水準を上回る。 

(判断理由) 

 １年次からの教養科目に引き続き、専門科目として学科を横断する概括的な講義科目（専

門科目Ⅰ）を履修し、コース所属に必要な基礎的なスキルをコース必修科目で学び、所属
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コースの決定の後、より専門的な専門科目Ⅱを履修しつつ、総合的な思考方法を専門演習

で身に付けるという、緩やかな積み上げ型のカリキュラムとしている。また、学生の関心

に応じて副専攻である学科共通プログラムを５分野設定するとともに、就業力の育成や英

語による授業、地域課題探求や地域志向教育プログラムなど、履修生による能動的で積極

的な授業参加を必要とするバラエティに富んだ科目群を用意し、学生の知的好奇心の充足

と社会人として必要とされる能力の育成が図られている。 
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果  

(観点に係る状況) 

  人文学部のカリキュラムを通して身に付けるべき教育水準として、人文学部のディプロ

マ・ポリシー（学位授与の方針）が定められ、これを受けて、各学科のディプロマ・ポリシ

ーが設定されている（資料 1-2-1-1,2）。ディプロマ・ポリシーは学部の履修要項に掲載さ

れ、掲げられた能力を身に付けることを目指して専門科目を履修することが求められてい

る。各授業とディプロマ・ポリシーに示された能力との関係は、カリキュラムチェックリス

トによって説明されており、ホームページに掲載して学生に周知することにより、授業の履

修や選択の便宜が図られている（資料 1-2-1-3）。 

 学生が学年ごとに身に付けるべき学力・能力は、『人文学部履修要項』に「コースの学年

ごとの達成基準及び対応授業科目表」として定められている（資料 1-2-1-4）。学生は年間

40 単位を目安として、１年次は半各学期 24 単位、２年次以上は各学期 30 単位の履修登録

単位数の上限が課せられている（CAP 制）。一方、各年次において修得すべき最低単位数に

満たない場合には、学生委員会を通じて、各担任により学生との面談を行い、その結果を報

告する体制がとられている。学生担任は、各年次の演習クラスの担当教員となっており、学

生アドバイザー制度とあわせて、複数指導体制が確立している。 

 各授業を通じて獲得されるべき能力は、シラバス（授業案内）に到達目標として定められ

ており、各回の授業計画、予習・復習のポイント、教科書・参考書の明記により、学生の自

主学習の便宜が図られている。また、同様に客観的な成績の評価方法が定められ、成績評価

基準に照らして５段階の成績評価が行われている。成績評価に異議がある場合には、教員に

対する問い合わせ制度も履修要項に掲載されている。卒業論文については、学科ごとに審査

基準が設けられており、コース教員の複数名による共同審査が行われている。 

学生が身に付けた能力を学年ごとに測定すると、アンケート結果などの分析から、以下の

ような結果を示すことができる。 

 １年次に履修する「主題別ゼミナール」については、満足度・理解度とも概ね所期の目的

を達成している（資料 1-2-1-5）。専門科目については、カリキュラム・ポリシーや同チェ

ックリストの成果もあり、授業の位置づけを７割以上の学生が専門的であると回答してい

る。授業への積極的な参加（他人の意見を知り自分の意見の公表）も、クラスサイズの違い

と授業形式の違いによる割合は異なるものの、PBL の成果もあり、ここ数年の参加者の割合

増加している。自主学習（予習・復習）の割合も、ガイダンスや授業計画の記載方法の工夫

もあり、全くしなかった割合が減少している。その他、理解度・専門性も 80％以上と高い

評価を得ている。最終的に 90％以上の学生が授業に対して満足しているところから、教育

面でのカリキュラムの構成は成功しているということができる（資料 1-2-1-6）。 
卒業研究についてみると、両学科とも、30％以上の学生が A+評価、40％以上の学生が A評

価を取得している。担当教員による指導の成果でもあり、ディプロマ・ポリシーに沿った期

待された成果が上がっている（資料 1-2-1-7）。質問項目を一元化して全学で初めて一斉に

実施された卒業生アンケートでも、満足度は相対的に高く、学科ごとの特性を反映して、知

識技能はメディア文化コース、世界俯瞰的な視座や英語力は異文化コミュニケーションコ

ース、課題解決力は歴史・文化遺産コース、地域活性化志向は地域研究・社会学コースが高

いという評価を得ている（資料 1-2-1-8）。 
 単位取得状況は人文コミュニケーション学科および社会科学科の１年次生についてみる

と、大半が履修上限である 40 単位を目途に取得を行っており、30 単位以下の学生は極めて

少ない（資料 1-2-1-9）。 

 人文学部で取得できる主な資格は「教員免許状」と「学芸員資格」であり、前者は 30 名

程度、後者は 20 名程度が取得している（資料 1-2-1-10）。またこれら以外に認定心理士、

社会福祉主事の資格を取得している者もいる。 

 学生表彰を受けたものは平成 22 年度３件（延べ 43 名）、23 年度４件（延べ 63 名）、平成
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24 年度５件（延べ 61 名）、平成 25 年度１件（延べ６名）、平成 26 年度２件（延べ 26）、で、

表彰内容は国際交流や地域連携に関わる内容となっている（資料 1-2-1-11）。 

  
資料 1-2-1-1  人文学部のディプロマ・ポリシー
 
ディプロマポリシーとは、「学士学位取得のために身につけているべき能力」を明示したものです。人

文学部では以下のような 4 領域の能力を卒業までに身につけることを求めています。 

（1）知識・理解  豊かな人間性と社会性を支える幅広い教養を身につけるとともに、人間の文化

や社会に関する専門的知識と､それを探求するための方法を理解している。 

（2）思考・判断 人文諸科学・社会諸科学の特定領域の専門性を踏まえて、人間や社会の問題に

ついて論理的かつ総合的に考えることができる。 

（3）態度・行動 学びを通じて自らを高め続ける力を身につけ、人間・社会の直面する諸課題に

対して、他者と協力しながら、自律的かつ主体的にかかわることができる。 

（4）汎用的技能 社会で活躍できる的確なコミュニケーション能力と課題解決能力を身につけ

ている。 

（出典：『平成 27 年度人文学部履修要項』18 頁） 

 
資料 1-2-1-2  人文コミュニケーション学科及び社会科学科のディプロマ・ポリシー 
 

・人文コミュニケーション学科 

学部のディプロマポリシーに基づき、学科としてのディプロマポリシーが以下のように定められてい

ます。人文コミュニケーション学科の学生はどのコースに所属する場合でも、ここに掲げられた能力を

身につけることを目指して専門科目を履修していきます。各授業とディプロマポリシーに示された能力

との関係については、人文学部ホームページに掲載されているカリキュラムチェックリストを参照して

ください。 

 

（1）知識・理解  ・人間、社会、自然に関する幅広い教養を身につけている。 

・人文諸科学・コミュニケーション学の学問内容・方法を理解している。 

（2）思考・判断 ・人文諸科学・コミュニケーション学の専門性を踏まえて､人間や社会の問題

について論理的かつ総合的に考察することができる。 

（3）態度・行動 ・学びを通じて自らを高め続ける力を身につけている。 

・多様な価値観を認め合いながら、人間の直面する諸課題に対して、自律的か

つ主体的にかかわることができる。 

・市民としての社会的責任と役割について自覚し、他者と協力して目標に向

かって努力することができる。 

（4）汎用的技能 ・他者とコミュニケーションをとりながら、自らの思考・判断について文章・

口頭で的確に説明することができる。 

・課題解決に必要な情報を広く収集し、分析・活用する能力を身につけてい

る。 

・国際的な視野や外国語の基本的運用力を身につけている。 
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・社会科学科 

学部のディプロマポリシーに基づき、学科のディプロマポリシーが以下のように定められています。

社会科学科の学生は、どのコースに所属する場合でも、ここに掲げられた能力を身につけることを目

指して専門科目を履修していきます。各授業とディプロマポリシーに示された能力との関係について

は、人文学部ホームページに掲載されているカリキュラムチェックリストを参照してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：『平成 27 年度人文学部履修要項』19 頁、37 頁） 

 
資料 1-2-1-3  人文コミュニケーション学科のカリキュラムチェックリストの例 
 

人文コミュニケーション学科カリキュラムチェックリスト 

人文学部では、学部・学科のディプロマポリシーを実現するため、カリキュラムチェックリストを

作成し、公開することにしました。カリキュラムチェックリストとは、授業ごとの到達目標（学生が

何をできるようになるかを箇条書きで示したもの）がディプロマポリシーのどの項目と関連するかを

一覧表の形で示したものです。このカリキュラムチェックリストによって、ディプロマポリシーの各

項目が、具体的にどの科目によって実現されるのかがわかります。 

カリキュラムチェックリストは、教養科目、学科各コースの開講科目（人間科学コースの専門科目、

歴史・文化遺産コースの専門科目、文芸・思想コースの専門科目、言語コミュニケーションコースの

専門科目、異文化コミュニケーションコースの専門科目、メディア文化コースの専門科目）、学部共通

科目の順番で示されています。 
 

科目

区分 
授業科目名 

単

位 

配

当

年

次 

授業の主題 授業の到達目標 

ディプロマポリシー－の

番号 

Ⅰ 

知識・

理解

Ⅱ 

思考・

判断 

Ⅲ 

態度・

行動 

Ⅳ 

汎用

的技

能

◎DP 達成のためとくに重

要○DP 達成のため重要 

人間

科学

コー

ス専

門科

目 

人間科学概論 2 2 

心理学・社会学・文

化人類学それぞれの

アプローチによって

蓄積されてきた研究

成果を学習する中

で、人間・社会・文

化を科学的に探求す

ることについて理解

する。 

(1)心理学・社会学・文

化人類学の学問内容、

研究方法、視点や考え

方を理解する。 

◎ ○ 

  

(2)関連の基礎的な学術

用語について説明でき

る。 

◎ 

  

○ 
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心理学基礎論 2 2 
心理学全般の基礎的

な内容を講義する。

(1)心理学全般の基礎的

な知識と理論を身に付

ける。 

◎ ○ 

  

(2)心理学全体の、おお

まかなイメージが持て

るようになる。 

◎ 

   

フィールド人間

学基礎論 
2 2 

社会学・心理学・文

化人類学の方法論を

用いて、フィールド

ワークを行うにあた

っての理論的を身に

つける。 

(1)フィールドワークの

学問的な位置づけを理

解する。 

◎ ◎ ◎ ○ 

(2)フィールドワークの

基礎的な方法論を理解

する。 

○ ○ ○ ◎ 

人間科学研究法

Ⅰ 
2 2 

社会学・心理学・文

化人類学の方法論を

用いて、フィールド

ワークを実際に応用

するための知識を身

につける。 

(1)フィールドワークの

方法論を専門的に理解

する。 

◎ ◎ 

 

◎ 

(2)みずからフィールド

ワークの課題を設定す

ることができる。 

○ ○ 

 

◎ 

人間科学演習Ⅰ2 2 

社会学・心理学・文

化人類学の方法論を

用いて、フィールド

ワークを実践する。

(1)みずから設定した課

題に適した方法論を選

択できる。 

○ 

 

◎ ◎ 

(2)専門的な背景をふま

えてフィールドワーク

を実践できる。 

○ 

 

◎ ◎ 

（出典：人文学部ホームページ） 

 
資料 1-2-1-4  人間科学コースの学年ごとの達成基準及び対応授業科目表 
 

  達成基準 対応授業科目 

1

年

次 

通

年 

①コースでの学修に必要な汎用的な基礎的能

力及び語学力を身につけている。 

①フレッシュマン・ゼミナール、教養外国

語科目（総合英語、未修外国語）、分野

別基礎科目（入門心理学、他） 

2

年

次 

前

学

期 

①他者の考えに真摯に耳を傾ける姿勢と、自

分の考えを相手に伝わるように発表する技

能を身につけ、それらを踏まえて建設的に

議論をおこなうことができる。 

②心理学、社会学、文化人類学という学問分野

の概要を理解することができる。 

③心理学、社会学、文化人類学の基礎的な知識

と考え方を身につけている。（通年） 

①基礎演習 

②心理学基礎論（推奨科目）、フィールド

人間学基礎論（推奨科目） 

③専門科目Ⅰ 

後

学

期 

フィールド人間学系 

サブカリキュラム 

心理学系 

サブカリキュラム 

フィールド人間学

系 

心理学系 

 

①フィールド研究の

研究方法について

基本的な知識と技

術を身につけてい

る。 

①心理学全般の研究

方法について基本

的な知識と技術を

身につけている。 

①人間科学研究法

Ⅰ・人間科学演習

Ⅰ（選択必修） 

①人間科学研究法

Ⅱ・人間科学演

習Ⅱ（選択必修）
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3

年

次 

前

学

期 

①社会心理学、社会

学、文化人類学の専

門性を踏まえて、社

会や文化の問題に

ついて論理的かつ

総合的に考察でき

る。（通年） 

①心理学の専門性を

踏まえて、人間の

基本的性質や地域

社会の問題につい

て論理的かつ総合

的に考察できる。

（通年） 

①フィールド人間

学系専門科目Ⅱ、

フィールド人間

学系専門演習Ⅰ 

①心理学系専門科

目Ⅱ、人間科学

研究法Ⅲ・人間

科学演習Ⅲ、心

理学系専門演習

Ⅰ 

後

学

期 

①社会・文化の問題に

ついて、社会心理

学、社会学、文化人

類学の視点から、卒

業研究の問いを自

律的に設定するこ

とができる。 

①現代を生きる人間

や地域社会の問題

について、心理学

の視点から、卒業

研究の問いを自律

的に設定すること

ができる。 

①フィールド人間

学系専門演習Ⅱ 

①心理学系専門演

習Ⅱ 

4

年

次 

前

学

期 

①社会心理学、社会

学、文化人類学の社

会的役割や倫理を

自覚しつつ、学内外

の研究協力者と協

働しながら卒業研

究の課題を実証的

に探求できる。 

①心理学の社会的役

割や倫理を自覚し

つつ、学内外の研

究協力者と協働し

ながら卒業研究の

課題を実証的に探

求できる。 

①フィールド人間

学系専門演習Ⅲ 

①心理学系専門演

習Ⅲ 

 

後

学

期 

①卒業研究をまとめ、

成果を適切に発信

することができる。 

①卒業研究をまと

め、成果を適切に

発信することがで

きる。 

①卒業研究、フィー

ルド人間学系専

門演習Ⅳ、専門科

目Ⅱの選択科目 

①卒業研究、心理

学系専門演習

Ⅳ、専門科目Ⅱ

の選択科目 

（出典：『平成 27 年度 人文学部履修要項』27 頁） 

 
資料 1-2-1-5  主題別ゼミナールの授業アンケート結果（平成 25～27 年度） 

質問項目  年度 評価 5 評価 4 評価 3 評価 2 評価 1 

Q1：この授業に全体として満足し

ましたか？ 
Q1

H27 77 46 4 1 0 

H26 77 46 4 0 0 

H25 86 48 16 8 3 

Q2：授業内容をおおむね理解でき

たように思いますか？ 
Q2

H27 75 46 7 0 0 

H26 75 46 7 0 0 

H25 89 50 18 3 1 

Q3：この授業を受けて、新しいも

のの見方や知識・技能を獲得した

実感がありますか？ 

Q3

H27 79 37 8 3 0 

H26 79 37 8 4 0 

H25 87 54 15 2 3 

Q4：教員は受講生との意思疎通を

はかりながら授業を行ったと思い

ますか？ 

Q4

H27 104 20 4 0 0 

H26 107 17 4 0 0 

H25 107 32 15 5 2 

Q5：この授業へのあなた自身の取

り組み具合を総合的に自己評価し

て下さい 

Q5

H27 52 57 17 2 0 

H26 52 57 17 2 0 

H25 64 63 29 3 0 

Q6：この授業ため予習復習に１回

授業あたり平均してどれくらいか

けましたか？ 

Q6

H27 12 17 22 24 53 

H26 12 17 22 24 53 

H25 19 12 40 36 52 
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（出典：教養科目アンケート） 

 

資料 1-2-1-6  専門科目授業アンケート集計結果（平成 22 年～平成 26 年） 

設問１：この授業の位置づけをどう判断しますか？ 

 

 

【人コミ学科】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

18.3
16.3

19.8
16.1
18.2
18.2
18.9
19.1

16.9
14.5
13.4

53.5
48.2

51.6
45.4

52.4
47.3

50.6
43.4
47.8

45.8
43.1

15.5
18.1

19
21.9

17.9
18.3

18.9
20.6

20.8
25.3

23

11.7
13.9

9
13.8

9.9
13.7

10.2
13.9

13.1
12.5

17.6

1
3.4
0.8

2.8
1.6
2.5
1.4
3
1.4
1.9
2.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成27年後期

平成27年前期

平成26年後期

平成26年前期

平成25年後期

平成25年前期

平成24年後期

平成24年前期

平成23年後期

平成22年後期

平成22年前期

非常に

専門的だった

やや

専門的だった

専門的とも入門的

ともいえなかった

やや

入門的だった

非常に

入門的だった

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%

100%

H27 H26 H25 H27 H26 H25 H27 H26 H25 H27 H26 H25 H27 H26 H25 H27 H26 H25

Q1 Q2 Q3 Q4 Q5 Q6

主ゼミアンケート（人コミ学科）

評価5 評価4 評価3 評価2 評価1
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【社会科学科】 

 

設問２：この授業に対して積極的に参加すること（他人の意見を知ること、自分の意見を発表すること）

ができましたか？ 

【人コミ学科】 

【社会科学科】 

21.8
18
17

16.2
13.4
12.9
14.8

12.9
16.3

14.1
15.8

57.9
55.7
56.7

56.6
58.4

55
54.5

54.5
50

54.8
49.8

14.3
16.8
17.7

17.9
19.5

21.2
22.3

23.2
22.3

21.3
23.5

5.3
8.8
7.7
8.7
8

10.2
7.5
8.3

10.2
9.2
10

0.7
0.7
0.9
0.6
0.7
0.7
0.9
1.1
1.2
0.5
0.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成27年後期

平成27年前期

平成26年後期

平成26年前期

平成25年後期

平成25年前期

平成24年後期

平成24年前期

平成23年後期

平成22年後期

平成22年前期

非常に

専門的だった

やや

専門的だった

専門的とも入門的

ともいえなかった

やや

入門的だった

非常に

入門的だった

21.1
24.9

21.4
21.6

15.7
16.2

14.1
16

10.4
15.4
14.6

22.5
27.1

21.1
25.1

20.3
24.7

19.2
24.3

20.6
22.9
23

6.4
11.8

8.7
9.6

7.9
13

10.9
14.4

13.1
11.9

11.6

0.5
0.6

0.7
1.4

0.6
1.4

1.1
1.5

0.9
0.9

1.2

49.4
35.6

48.1
42.3

55.5
44.7

54.8
43.8

55
48.8
49.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成27年後期

平成27年前期

平成26年後期

平成26年前期

平成25年後期

平成25年前期

平成24年後期

平成24年前期

平成23年後期

平成22年後期

平成22年前期

よく参加できた わりと参加できた あまり

参加できなかった

まったく

参加できなかった

講義主体で発表は求められず

14.8
12.6
13.7

12.1
10.9
9.9
10.4
10.7
10.1
10.6
10.1

17.7
13.5
13.6

12.1
15.6

13.4
16.7
17.5

16.2
13.8

12.7

8.7
10.4

9.6
10.4

8.6
9.7

9.6
11.5

11.1
9.9

10.3

1.9
2.3
1.3
2

1.3
1.5

1.7
1.8

1.5
1

2.4

56.9
61.3
61.8

63.4
63.5

65.6
61.6
58.4

61.1
64.7
64.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成27年後期

平成27年前期

平成26年後期

平成26年前期

平成25年後期

平成25年前期

平成24年後期

平成24年前期

平成23年後期

平成22年後期

平成22年前期

よく参加できた わりと参加できた あまり

参加できなかった

まったく

参加できなかった

講義主体で発表は求められず
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設問３：この授業に関連する学習（予習、復習、教員の指示による準備、見学、情報収集、参考図書の

探索と読解、資料整理、課題作成などの作業等）として、授業時間以外の勉強を毎週どの程度しました

か？ 

 

 

【人コミ学科】 

 

 

 

 

 

【社会科学科】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.1
4.9
4.7
4.9
3.9
5.1
4.3
4.3

1.7
2.9
3.1

5.3
6.5
7.3
5.8
7.5
5

4.4
4.6

3.3
4.1
3.7

20.1
19.1
19.7

18
18.3

16.5
15.8
15.2

11.5
15.5

13.5

38.7
38.1

40.3
39.1

40
42.7

40.3
39.7

39.6
38.2

38.7

31.8
31.3

28
32.2
30.4
30.6

35.2
36.2

43.9
39.3
41

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成27年後期

平成26年後期

平成25年後期

平成24年後期

平成23年後期

平成22年前期

平均３時間以上 平均２時間以上 平均１時間以上

平均１時間未満 まったくしなかった

3.2
2.8
3.1
3.1

1.4
2.7
3.3
3.4
2.7
2.2
2.1

5.3
3.3
3.2
3.2

3.4
4.4
3.5
4

2.9
2.7
3

18.9
16.2
16.4
15.4
17.7
15.4
15.7

17
12.4
13.4
13.5

44.4
44.9
45.2

43.8
43.7

41.5
40.1

41.7
43.3
45.8

42.2

28.2
32.8
32.1

34.4
33.8

35.9
37.4

34
38.7
35.9
39

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成27年後期
平成27年前期
平成26年後期
平成26年前期
平成25年後期
平成25年前期
平成24年後期
平成24年前期
平成23年後期
平成22年後期
平成22年前期

平均３時間以上 平均２時間以上 平均１時間以上

平均１時間未満 まったくしなかった
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設問４：この授業の内容を理解できましたか？ 

【人コミ学科】 

 

【社会科学科】 

 

設問５：この授業を履修してその専門分野の考え方や知識もしくは技能が身につきましたか？ 

【人コミ学科】 

 

26.2
27.8
26.8
25.8

22.2
23.1
23

22.5
20

20.8
20.4

64.6
64.5

62.9
65.2

65.9
67.4
66.2
66.5

68.2
68.6

66.3

8.6
7

9.5
8.4

10.9
9.1

9.9
10.2
11.1
10.2

12.6

0.6
0.6
0.8
0.6
1

0.4
0.9
0.8
0.7
0.4
0.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成27年後期

平成27年前期

平成26年後期

平成26年前期

平成25年後期

平成25年前期

平成24年後期

平成24年前期

平成23年後期

平成22年後期

平成22年前期

よく理解できた わりと

理解できた

あまり理解

できなかった

まったく理解

できなかった

21.1
19.4
19.1
18.4

16.6
16.7
16.7
15.6

12.5
17.1
15.9

63
66.7
67.4

66.1
67.4
67.1
67.9

66.9
68

66.1
64.7

14.8
12.9
12.6
14

14.5
15
14.4

15.7
17.2

15.2
17.6

1.2
1

0.8
1.4
1.6
1.2
1

1.8
2.3
1.5
1.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成27年後期

平成27年前期

平成26年後期

平成26年前期

平成25年後期

平成25年前期

平成24年後期

平成24年前期

平成23年後期

平成22年後期

平成22年前期

よく理解できた わりと

理解できた

あまり理解

できなかった

まったく理解

できなかった

27.5
26.1
27.8

24.6
21.8
22
23.6
21

17.3
19.5
19.9

63.8
64.3
61.8

65.4
66.1
67.5
64.7

66.1
68.3
66.9
65.6

8.1
9

9.5
9.5

11.3
9.9

10.9
12.1

13.5
12.9
13.7

0.6
0.6
0.8
0.5
0.8
0.7
0.8
0.8
0.9
0.6
0.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成27年後期
平成27年前期
平成26年後期
平成26年前期
平成25年後期
平成25年前期
平成24年後期
平成24年前期
平成23年後期
平成22年後期
平成22年前期

よく身についた わりと

身についた

あまり

身につかなかった

まったく

身につかなかった
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【社会科学科】 

 

 

設問６：この授業で扱ったテーマについて、自分なりに視野をひろげたり、認識を深めたり、考えを発

展させたりすることができましたか？  

【人コミ学科】 

 

【社会科学科】 

 

22
20.5
19.8
19.9

16.1
16.7
17.4

15.1
14
18.5

16.2

64.7
67.2
68.3
66.6

67.4
67.5

68
66.8
68.2

65.4
64.2

12.4
11.6
11.4

12.5
15.2
14.8
13.6

16.7
16.4
14.8

17.9

1
0.7
0.5
1 

1.3
1
1

1.4
1.5
1.3
1.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成27年後期

平成27年前期

平成26年後期

平成26年前期

平成25年後期

平成25年前期

平成24年後期

平成24年前期

平成23年後期

平成22年後期

平成22年前期

よく身についた わりと

身についた

あまり

身につかなかった

まったく

身につかなかった

33.5
31.5
32.6

30.4
26.8
28.2
29.3
27.8

24.6
26.7
26

56.4
57.9
55.1

57.5
58.6
59.1
58.7

56.8
59.9

58.9
56.2

9.2
9.8

11.6
11.6

13.3
12.5
11.2

14.3
14.8
13.5

16.9

0.9
0.8
0.7
0.5
1.3
0.3
0.8
1.1
0.8
0.9
0.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成27年後期

平成27年前期

平成26年後期

平成26年前期

平成25年後期

平成25年前期

平成24年後期

平成24年前期

平成23年後期

平成22年後期

平成22年前期

よくできた わりとできた あまり

できなかった

まったく

できなかった

24.5
23.2
22.7
22.5

19.8
20.1
21.3

17.7
16.5

22
18.5

57.5
59.9
60.3

58.5
59.3
59
60.2

60
58.8

56.8
54.2

16.5
15.9
16.2

17.6
19.1
19.5
17.3

20.4
22.2

19.7
25

1.5
1

0.8
1.4
1.8
1.4
1.3
1.9
2.4
1.6
2.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成27年後期

平成27年前期

平成26年後期

平成26年前期

平成25年後期

平成25年前期

平成24年後期

平成24年前期

平成23年後期

平成22年後期

平成22年前期

よくできた わりとできた あまり

できなかった

まったく

できなかった
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設問７：この授業に満足しましたか？ 

【人コミ学科】 

 

【社会科学科】 

 

注 1）数字はすべて割合（％）を示す。 

注 2）平成 23 年前期は、震災のためアンケートは未実施。 

 

（出典：専門科目授業アンケートを集計） 

 
資料 1-2-1-7  卒業論文の評価分布（平成 25･26 年度） 
 

年

度 
学 科 

履修者 

合 計 
合格者 A+ A B C D E 取止 欠試

H25 

人コミ 197 

人 177 59 75 31 9 3 5 0 15 

％ 
89.

8 
29.9 38.1 15.7 4.6 1.5 2.5 0 7.6

社会科 267 

人 231 86 114 24 4 3 3 0 33 

％ 
86.

5 
32.2 42.7 9 1.5 1.1 1.1 0 12.6

H26 人コミ 194 人 174 59 82 21 8 4 3 0 17 

48.8
50.3
49.3
47.7

43.6
48.5
49.1
49.4

47.6
47.2
46.3

43.8
42.9

42.7
44.2

46.4
44.2
43.5
41

42.9
45.5

43.8

6.4
5.8
6.8
7.2

8.7
6.4
6.4

8.1
8.3
6.4

8.8

1
1

1.2
0.8
1.3
0.9
1

1.5
1.3
1

1.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成27年後期
平成27年前期
平成26年後期
平成26年前期
平成25年後期
平成25年前期
平成24年後期
平成24年前期
平成23年後期
平成22年後期
平成22年前期

満足した わりと満足した あまり

満足しなかった

満足しなかった

38.9
38.4

36.6
36.7
37.1
37.6

41.5
36.9
37.6
39.4

34.9

49.2
51.3
53.6

51.2
49.9
49.8

47.9
49.8
49.2
48.7

48.8

10.4
8.8
8.7

10.4
10.7
10.4

9.3
11.2
11
10.3

13.7

1.5
1.5
1.1
1.8
2.2
2.2
1.3
2.1
2.2
1.6
2.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成27年後期
平成27年前期
平成26年後期
平成26年前期
平成25年後期
平成25年前期

平成24年後期
平成24年前期
平成23年後期
平成22年後期
平成22年前期

満足した わりと満足した あまり

満足しなかった

満足しなかった
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％ 
89.

7 
30.4 42.3 10.8 4.1 2.1 1.5 0 8.8

社会科 267 

人 237 75 114 39 7 2 0 0 30 

％ 
88.

8 
28.1 42.7 14.6 2.6 0.7 0 0 11.2

（出典：教務情報システムから大学戦略・IR 室にて作成） 

 

 
資料 1-2-1-8  卒業生アンケート集計結果（平成 27 年度） 
 

○平均スコア（1←肯定的  否定的→5） 

id 満足度 知識 
世界俯瞰

的な視座

課題解決

力 

協働力 

英語力 

倫理観 

主体性 

地域活性

化志向 

人間科学 1.67 2.25 2.2 1.9 2.97 2.23 2.43 

歴史・文化遺産 1.73 2.12 2.12 1.73 3.12 1.96 2.04 

文芸・思想 1.64 2.21 2.21 1.86 2.96 2.18 2.43 

言語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 2.25 2.5 2.5 2.25 3.75 3.25 3 

異文化ｺﾐｭﾆｹｰｼｮ

ﾝ 
1.71 2.07 1.86 1.86 1.71 2.14 2.43 

メディア文化 1.86 1.95 2.18 1.91 2.64 2.5 2.32 

法学・行政 1.86 2.4 2.49 1.98 3.02 2.09 2.16 

経済学・経営学 2.05 2.26 2.15 1.95 3.17 2.17 2.32 

地域研究･社会

学 
1.66 2 2.18 1.84 2.55 2.02 1.76 

不明 1.82 2.23 2.2 2.09 2.46 2.11 2.29 

（出典：教務情報システムから大学戦略・IR 室にて作成） 

 
資料 1-2-1-9  1 年生の単位取得状況（平成 25･26･27 年度入学者） 
 

  平成 25 年度入学者 平成 26 年度入学者 平成 27 年度入学者 

n 単位 

以下 

人コミ 

学科 
社会科学科

人コミ 

学科 
社会科学科

人コミ 

学科 
社会科学科 

5 3 6 0 4 3 8 

10 0 1 1 1 1 2 

15 0 1 0 0 0 1 

20 5 1 1 1 2 2 

25 4 3 5 4 4 3 

30 6 8 3 6 8 8 

35 21 45 30 57 36 67 

40 109 122 108 125 89 139 

45 38 47 27 40 34 18 

50 2 2 1 0 0 0 

55 1 0 0 0 0 0 

（出典：教務情報システムから大学戦略・IR 室にて作成） 

 
資料 1-2-1-10  教員免許・学芸員資格取得者数（平成 23～27 年度） 
 

年度 資格名 

在学・卒業（修了）者中の学生資格取得者数 

受験者数 

(申請者数) 

合格者数 

(取得者数) 

平成 23 教員免許全体 37 37 
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中学校 27 27 

高等学校 35 35 

学芸員 15 15 

平成 24 

教員免許全体 32 32 

中学校 22 22 

高等学校 38 38 

学芸員 15 15 

平成 25 

教員免許全体 25 25 

中学校 13 13 

高等学校 23 23 

学芸員 25 25 

平成 26 
教員免許全体 55 55 

学芸員 12 12 

平成 27 
教員免許全体 37 37 

学芸員 18 18 

（出典：教務情報システムから大学戦略・IR 室にて作成） 

 
資料 1-2-1-11  学生表彰一覧（平成 23～26 年度） 

 

年度 
個人 

学 科 表 彰 理 由 
団体 

平成 22 

個人 

（２名） 
人コミ 

2010 年度茨苑祭（茨城大学学園祭）において、赤塚駅―水

戸キャンパス間の交通上の危険情報に関する展示を行い、安

全意識の向上に寄与するとともに、この取り組みが茨城放送

でも取り上げられ、本学学生による地域貢献活動の一端を広

く地域社会に紹介することになり、本学の広報に多大な貢

献。 

団体 

社 会 

地域連携論Ⅰ・Ⅱ、公開シンポジウム「働く意義・学ぶ意

味」の講演会・就職支援面接の管理・運営を実質的に行い、

学生の教育・就職支援に多大な貢献。 （21 名） 

団体 

社 会 水戸市および笠間市のまちづくりへの貢献。 

（20 名） 

平成 23 

団体 人コミ 水戸市芸術館の教育普及プログラムにボランティアスタッフ

として参加し、小中学生の学習（美術作品鑑賞）のアートイ

ベント「アンサンブル・パレード」の企画・運営を行った。（３名） 社 会 

団体 

社 会 

水戸商工会議所と連携し、水戸市の中心市街地を舞台とした

多彩な活動により、水戸市民と様々な局面での交流し、水戸

市のまちづくりに貢献。 （20 名） 

団体 

社 会 

平成 23 年度学生地域参画プロジェクト「FLEAI マーケッ

ト」により、大学と地域社会の交流の場を創出し、エコ意識

の向上と茨城県の復興支援に寄与し、地域社会に多大な貢

献。 
（22 名） 

団体 

社 会 

地域連携論Ⅰ・Ⅱ、公開シンポジウム（働く意義・学ぶ意

味）などの運営に携わり、学生の教育・就職支援などに多大

な貢献をし、他の模範とするに足る行為があった。 （18 名） 

平成 24 団体 人コミ 
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（29 名） 社 会 

平成 24 年度学生地域参画プロジェクト「FLEAI マーケット–

エコチャリティー2012」により、大学と地域社会の交流の場

を創出し、エコ意識の向上と茨城県の復興支援に寄与し、地

域社会に多大な貢献。 

団体 人コミ プロジェクト実習「里美 café チーム」として、里美地区

（茨城県常陸太田市）住民と協力し、同地区の地域おこしと

地域外への情報発信により、本学の広報活動に多大な貢献。（５名） 社 会 

団体 人コミ 茨城キリスト教大学との連携プロジェクト「国際交流学生フ

ォーラム」の企画・実施・運営に参加し、大学の地域貢献と

国際交流促進に貢献。 （６名） 社 会 

団体 

社 会 

東日本大震災の被災地への学生ボランティアバスツアーを企

画・実施し、学長が提唱する「茨大型ボランティア」を他に

先駆けて実施し、震災復興と茨大生のボランティア意識高揚

に貢献。 
（３名） 

団体 

社 会 

地域連携論Ⅰ・Ⅱ、公開シンポジウム（働く意義・学ぶ意

味）などの運営に携わり、学生の教育・就職支援などに多大

な貢献をし、他の模範とするに足る行為があった。 （18 名） 

平成 25 

団体 

人コミ 

協定校（インドネシア教育大学）において実施した、茨城大

学フェアと日本文化紹介ワークショップにおける、インドネ

シア人学生（約 400 名）との交流、協力により、事業の成功

に大きな貢献。 
（６名） 

平成 26 

団体 

人コミ 
日本国際協力センターからの依頼に基づく訪問団受入協力

と、学生メンバーとして国際親善に多大な貢献。 
（４名） 

団体 

社 会 

水戸市双葉台地区における無料学習支援プロジェクトの企

画・実施、及び、内閣府・茨城県他等の各種地域会議等への

参加・報告。 （22 名） 

（出典：人文学部年報より作成） 

 

(水準) 期待される水準を上回る。 

(判断理由) 

人文学部の教育理念・教育目的に従って、学部および学科のディプロマ・ポリシーが定め

られ、これに基づいて学部・学科のカリキュラム・ポリシーが設定されるとともに、コース

ごとにカリキュラムマップ、学年ごとの達成基準がシラバスに明記され、ガイダンスや履修

指導を通じて学生に周知されている。専門科目は、その内容に応じて専門科目ⅠおよびⅡに

区分され、カリキュラムチェックリストにより、カリキュラム・ポリシーとの適合性が確保

されている。学生は、各授業のガンダンスで説明され、シラバスに明記された授業の到達目

標を指標として、同じくシラバスの授業計画、予習・復習のポイント、履修上の注意を参考

に、履修上限（CAP 制）の範囲内で授業を選択することが可能であり、成績評価基準の厳格

な適用とあわせて、授業内容の質的な保証が確保されている。 
専門科目の授業アンケートの集計結果によれば、両学科とも６割以上の学生が授業の位

置づけの専門性を指摘しており、入門的であると回答した学生は年度を追うごとに減少し

ている。また、授業に対する主体性を測る積極的な参加に関するアンケートでは、学科ごと

に講義科目の割合や受講生数により数値に差異はあるものの、授業に参加できたと回答し

た学生の割合が徐々に高くなっている。授業以外の自主学習の時間確保は、以前より懸案の

課題であるが、シラバスの記載方法の変更や CAP 制の本格導入により、全くしなかった学生

の割合は年度ごとに明確に減少しており、自主学習を行った約 7 割の学生の学習時間をい

かにあげていくかが今後の課題といえる。授業の理解度、授業を通じた視野拡大・認識深化・

思考発展の割合も年を追うごとに高くなっている。授業に対する満足度は、社会科学科に比
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べて人文コミュニケーション学科が、比較的少人数の学生を希望に応じた多様なコースに

よって教育するため、専門性に対する個別ニーズが満たされているためであると考えられ

る。 
 

観点 進路・就職の状況 

(観点に係る状況) 

 人文学部における平成 22 年度から平成 27 年度における学部卒業生の進路動向を概観す

ると、全体的に民間企業への就職率が高いものの、公務員になる者も多く、大学院への進学、

教員が次いで多くなっている。民間企業の内訳は、金融・保険、卸・小売・飲食が最も多く、

次いで、サービス業、運輸・通信の順となっている（資料 1-2-2-1）。 

 学科別では、人文コミュニケーション学科では、卸売業・小売業の割合が高く、次いで公

務員、情報通信業の割合が高くなっている。社会科学科は、金融・保険業、公務員の割合が

際立って多く、卸売業・小売業がこれに次いでいる。学科の特性を反映した就職動向になっ

ているということができる（資料 1-2-2-2）。 

 また、就職者の地域先をみると、東京都と茨城県に二分化されるものの、人文コミュニケ

ーション学科は都内の就職が多く、社会科学科では茨城県内への就職者が多いという特色

がみられる。これは人文コミュニケーション学科では、大学院進学者が比較的多いこと、同

学科が、異文化コミュニケーションコースやメディア文化コースを擁するところから、都心

部に就職先が集中する傾向がみられると考えることができる。一方、社会科学科は実学志向

が強く、法律学・行政学、経済学・経営学、地域政策・社会学というコースカリキュラムを

反映して、地方自治体、地域金融、地域経済の領域に進む卒業生が多いということができる

（別添資料２,資料 1-2-2-3）。 

 進路指導は両学科とも、３年次から所属する専門演習（ゼミナール）を通じて行われてお

り、学生は、学部の学生委員会や全学の就職支援センターによるバックアップを受けながら、

就職活動などを行えるようになっている。そのため就職率は良好であり、就職希望者のほぼ

すべてが希望する企業や公務員に就職できている（資料 1-2-2-4）。 
 
資料 1-2-2-1  学部卒業者の進路 
 

  
平成 22 

年度 

平成 23 

年度 

平成 24 

年度 

平成 25 

年度 

平成 26 

年度 

平成 27 

年度 

  男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 

大学院等へ進学 17 21 9 12 10 14 9 15 7 8 9 10 

教員 2 4 2 6 2 4     1 2 2 8 

業

種

別 

公務員 17 14 20 26 25 18 30 38 42 28 42 23 

農林・水産       3   1     1 0 3 4 

鉱業・建設 1 2 1 1 4 6 1 8 5 3 6 0 

製造 9 5 4 5 10 13 5 15 8 19 16 11 

電気・ガス・

水道 
  1 1 1 2 4 2 2 1 2 0 0 

運輸・通信 18 23 6 34 11 28 10 22 17 25 15 31 

卸・小売・飲

食 
21 31 19 27 15 34 14 29 27 23 21 24 

金融・保険 13 36 18 24 15 38 19 41 18 38 15 45 

不動産   2 8 3 2 3 2 3 5 5 6 7 

サービス業 19 41 15 33 3 20 7 18 14 28 12 16 

医療・福祉   7 4 10 5 17 2 13 6 10 3 10 

その他     12 13 7 21 8 22 9 15 9 5 

小計 117 187 119 198 111 221 109 226 161 206 159 194 

上記以外 49 68 37 41 28 35 37 39 24 19 35 23 
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合計 166 255 156 239 139 256 146 265 185 225 194 217 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：茨城大学概要より作成） 

 

資料 1-2-2-2 学科別進路状況（平成 22～26 年度） 
 

人文コミュニケーション学科 

産業別 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 

農業・林業 0 0 0 0 0 

建設業 2  1  2  3  4  

製造業 3  6  10  12  11  

電気・ガス・熱供給・水道業 0  0  2  2  1  

情報通信業 10  16  11  11  15  

運輸業・郵便業 6  2  4  5  5  

卸売業・小売業 26  20  21  20  25  

金融・保険業 17  4  13  17  13  

不動産業・物品賃貸業 1  5  3  0  7  

学術研究、専門・技術サービス業 0  4  2  4  10  

宿泊業、飲食サービス業 4  4  4  4  2  

生活サービス業、娯楽業 0  4  7  5  5  

教育、学習支援業 10  7  10  6  6  

医療・福祉 3  5  11  3  7  

複合サービス事業 2  1  1  1  3  

サービス業（他に分類されないも

の） 
20  5  1  2  3  

公務 7  18  12  23  16  

上記以外 0  5  3  1  0  

 

社会科学科 

産業別 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 

農業・林業 0  3  1  0  1  

建設業 1  1  8  6  4  

製造業 11  3  13  8  16  

電気・ガス・熱供給・水道業 1  2  4  2  2  

情報通信業 19  14  20  6  15  

運輸業・郵便業 6  8  4  10  7  

卸売業・小売業 25  26  29  23  25  

0.0%
5.0%
10.0%
15.0%
20.0%

0
100
200
300
400

学部卒業者の進路（平成22～27年度）

人数 割合
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金融・保険業 32  38  39  43  43  

不動産業・物品賃貸業 1  6  4  7  3  

学術研究、専門・技術サービス業 0  2  1  8  6  

宿泊業、飲食サービス業 2  5  3  4  0  

生活サービス業、娯楽業 0  4  6  1  7  

教育、学習支援業 9  7  3  3  5  

医療・福祉 4  9  11  12  9  

複合サービス事業 5  4  3  6  5  

サービス業（他に分類されないも

の） 
14  1  3  4  2  

公務 24  30  32  45  54  

上記以外 0  9  4  0  0  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：人文学部年報 2015 年度版） 
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別添資料２  就職・進学実績（平成 26 年度） 

 
資料 1-2-2-3  学科別就職地域（平成 22～26 年度） 
 

人コミ学科（単位：人） 

  H22 H23 H24 H25 H26 

茨城 27 30 39 51 30 

栃木 5 4 8 2 8 

群馬 1 5 1 3 3 

千葉 4 1 9 1 2 

埼玉 1 1 3 2 1 

東京 49 38 31 22 20 

神奈川 3 2 2 2 5 

山梨 0 0 0 0 1 

長野 1 2 2 2 0 

新潟 2 0 0 0 0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会科学科（単位：人） 

  H22 H23 H24 H25 H26 

茨城 63 53 87 95 69 

栃木 8 10 9 4 2 

群馬 1 2 1 1 3 

千葉 5 5 6 3 5 

埼玉 3 2 4 1 0 

東京 42 39 46 10 19 

神奈川 2 3 3 1 4 

山梨 2 0 0 0 1 

長野 0 2 4 2 0 

新潟 0 2 2 1 0 
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（出典：人文学部学務係資料より） 

 
資料 1-2-2-4  就職率状況（平成 23～27 年度）
 

年度 平成 22 平成 23 平成 24 平成 25 平成 26 平成 27 

就職率 73.6 82.3 85.6 82 82 92.1 

就職率＝就職内定者数／就職希望者数 
（出典：人文学部学務係資料より） 

 

(水準) 期待される水準にある。 

(判断理由) 

卒業生の就職先は、程度の差こそあれ、各学科の特色と関連がみられる。人文コミュニ

ケーション学科は、比較的、卸売業・小売業の割合が高く、異文化やメディアなど、コース

の特性を反映して都心部に就職率が高くなっている。また、大学院進学が高いのも同学科

の特色である。一方で社会科学科は、法学・行政学、経済学・経営学、地域研究・社会学な

ど、学科の特色がより就職先に反映しており、地方自治体、地域金融、地域企業への就職率

が高くなっている。これらは、各学科の専門性を反映した結果ということもできる。 

なお、平成 25 年に地元金融機関に対して行った企業アンケート（達成度調査）では、卒

業生が、人文学部のディプロマ・ポリシーに対応した十分な能力を身に付けていると述べ

られており、教養・専門的知識・思考力のみならず、自律的・主体的な行動力、コミュニケ

ーション能力、課題解決能力の獲得が十分に行われているという評価を受けている（資料

1-2-2-5）。また、採用担当者に対してのアンケートでは、まじめで誠実・着実な仕事ぶりが

評価されており、県内の大学において地域研究に努めた成果が、自治体の課題の分析や問

題の解決に十分に生かされており、地域社会に貢献にできる能力を十分に獲得できている

と評価されている（資料 1-2-2-6）。 

 

資料 1-2-2-5  企業アンケート（達成度調査） 
 

茨城大学人文学部のディプロマポリシーの達成度を確認するためのアンケート 

 

（１）以下の項目は人文学部が学位授与の方針（ディプロマポリシー）としてかかげている卒業時の能

力を示しています（ディプロマポリシー全文は別添補足資料をご参照ください）。貴社に入社（採用）し

た時点での人文学部卒業生の身につけている能力に関する評価をお願いします。個々の学生ではなく、

人文学部卒業生の平均としてお考えください。回答は以下の６段階でお願いします。 

大変よく身についている：５ 

おおむね身についている：４ 
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どちらかと言えば身についている：３ 

あまり身についていない：２ 

全く身につけていない：１ 

よくわからない（判断できない）：０ 

 

１ 幅広い教養を身につけているか。（ ５ ） 

２ 専攻した分野の専門的知識を身につけているか。（ ５ ） 

３ 論理的・総合的な思考力を身につけているか。（ ４ ） 

４ 自らを高めようとする志向、自律的・主体的な行動力を身につけているか。（ ４ ） 

５ 他者と的確にコミュニケーションできる能力を身につけているか。（ ５ ） 

６ 課題解決能力を身につけているか。（ ４ ） 

 

（２）人文学部のディプロマポリシーについて何かご意見がありましたらお聞かせください。 

人文学部のディプロマポリシーに示された能力は当行の新卒採用のコンセプトとマッチしており、社

会人として必要な能力だと判断する。 

（３）その他人文学部の教育・人材養成についてお気づきの点、ご意見等ありましたらご自由に記述を

お願いします。 

・現在当行の行員には茨城大学の卒業生が 300 名（全職員数の 1 割弱）ほどおり、中でも人文学部の卒

業生が圧倒的多数を占めている。平成に入ってからの総採用数は 299 名である。また、現在女性支店長

は全部で 4 人いるが、そのうち 2 名は人文学部の卒業生である。今後も人文学部の人材養成に大いに

期待したい。 

 

平成 25 年 11 月 1 日 

会社名株式会社常陽銀行部署・役職名人事部次長 

お名前 秋山謙 

 

（出典：人文学部・人文科学研究科 企業アンケート（常陽銀行）） 

 
資料 1-2-2-6  企業アンケート（採用担当者） 
 

水戸市 採用担当者対象アンケート結果（抜粋） 

 

聞き取り先：水戸市役所東側臨時庁舎会議室３  

日時：2014 年 10 月 30 日（木）10:00-11:10  

ご対応下さった方：総務部部長磯崎和廣様，人事課課長根本一夫様  

聞き取り者：田中耕市  

【質問】 

上司の視点から、本学出身者を部下に持った場合の講評をお聞かせください。  

・まじめで誠実．言われたことをきちんと実行する．  

・基礎的な知識や学を有しており，仕事も着実である．  

・水戸で大学生活をおくっていることもあり，市内の地域の知識を有している点も良い．  

・県外出身者で茨大卒の学生は，4 年間を過ごした水戸市と，自身の郷里の自治体を比較して物事を考

えることができるため，市の改良点を指摘できる点などで重宝する． 

 

（出典：平成 26 年度実施 企業（採用担当者）アンケートより） 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 
 

（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

事例① 「教育内容、教育方法の改善に向けて取り組む体制」 

  平成 18 年度に学科が改組され、人文、社会科学、コミュニケーションの３学科体制か

ら、人文コミュニケーションと社会科学の２学科による編成となり、同時にカリキュラム

に大幅な変更が加えられた。旧カリキュラムではそれぞれの学科が独自の方針でカリキ

ュラムを編成し、相互の関連は少なかった。改組後はアドミッション・ポリシーを明確に

し、それに合わせて統一性のあるカリキュラムが編成され、学科の枠を越え幅広く履修で

きるようになった。また、教育内容や方法の改善については、カリキュラムの点検・評価

を行ってきたカリキュラム・FD 委員会から、学生の指導・助言などを具体的に行ってき

た教務委員会が担当するよう改められ、教員の FD 活動も、教員自身相互による啓発活動

も盛んに行われるようになった。 

以上のように、人文学部では法人化以降教育内容、教育方法の改善に向けて取り組む体

制が大きく改善、向上している。 

 

事例② 「教育課程の編成」 

   ３学科体制から２学科体制への改組により、より体系的で学科の枠を越えた、総合的な

人文科学および社会科学の教育課程の編成が可能になった。それは、平成 14 年に実施さ

れた「人文学部外部評価プロジェクト」の結果を受けたものであり、学生はより柔軟に他

学科の開講科目や専門演習を履修できるようになり、専門的ながらも総合的な教育の実

現が保証されるようになった。授業科目も、教養および専門科目の両方を通じて、内容的

な段階を踏まえた適切な履修年次の指定がなされており、緩やかな積み上げ型の教育課

程が編成されるようになった。また、授業の公開による地域の多様な教育ニーズにも対応

できることが期待され、教育改善の効果は着実に上がっていると判断することができる。 

 

事例③ 「授業形態の組合せと学習指導方法の工夫」 

   平成 18 年度以降授業ごとの統一ガイドラインの設定によって、教育課程の編成と各科

目の位置づけに応じた適切な授業形態が確保されるようになった。それは、少人数教育を

生かした演習科目の１年次からの履修に表れており、学生が参加した自主的・自律的な学

修機会が十分に保証されるようになった。さらに、履修上限や１クラスあたりの履修者の

制限によっても確保されている。また教育内容についても、統一書式によりシラバスの記

載事項が明示され、ホームページ等を通じて公開されることにより、学生や父母に対する

説明責任や、授業内容の保証が十分に図られるようになった。これらを通じて、地域住民

の授業聴講や公開講座への参加の便宜が向上しており、全体として、教育の質の改善に役

立っているということができる。 

 

（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

事例① 「教育の質保証と自主学修の推進」 

 CAP 制をはじめとした履修上限や授業計画並びに予習復習のポイントをシラバスに明

記し、ガイダンスや履修指導を通じて周知徹底するとともに、小テストなどの振り返り

やディスカッションなどの相互学習を促進するアクティブ・ラーニングの導入、学修ポ

ートフォリオの整備や学習管理システム（RENANDI）の採用による eラーニングなどを

通じて、学生による自主学修の機会が確保されている。また、学年ごとの達成基準、授

業ごとの到達目標・成績評価や卒論審査基準の明記、成績評価に関する異議申し立て制

度の設定により、授業に対する質は着実に向上しつつある。 

 専門科目授業アンケートの結果によれば、大半の学生によって授業科目の位置づけ

（専門性）に肯定的な意見が述べられており、授業に対する積極的な参加の割合も徐々

に増えつつある。授業時間以外の自主学修の時間も、１時間未満ないし１時間以上行っ
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た学生が増加しており、学修時間のさらなる拡大が今後の課題になりつつある。授業に

対する理解度、知識・技能の獲得、視野の拡大・認識の深化・考えの発展といった教育

目的や授業目標の達成度も十分である。学科によって授業満足度は異なるが、これは履

修クラスと学科ごとのコースの多様性に基づくものと考えられる。 

 学生の興味・関心と進路希望の多様性に応じて、平成 29 年度より２学科から３学科

体制へ移行するが、これらは従来の教育プログラムを再検討した上での改組である。こ

れまでの評価に加え、さらなる成果を積み重ねていくものと思われる。 

 

事例② 「ディプロマ・ポリシーに則した人材養成」 

人文コミュニケーション学科および社会科学科の教育理念・教育目的、ディプロマ・ポ

リシーに則した人材が養成され、多方面にわたる分野に有能な人材を輩出することがで

きている。人文コミュニケーション学科は、比較的、卸売業・小売業の割合が高く、異文

化やメディアなど、コースの特性を反映して都心部に就職率が高くなっている。また、大

学院進学が高いのも同学科の特色である。一方で社会科学科は、法学・行政学、経済学・

経営学、地域研究・社会学など、学科の特色がより就職先に反映しており、地方自治体、

地域金融、地域企業への就職率が高くなっている。地元定着率という観点からも、社会科

学科は茨城県内への就職率が高く、地域の経済経営や自治体・市民活動に対するインパク

トが高いという結果となっている。 

また、企業に対して行ったアンケートからも、まじめで誠実・着実な仕事ぶりが評価さ

れている。教養・専門的知識・思考力のみならず、自律的・主体的な行動力、コミュニケ

ーション能力、課題解決能力の獲得が十分に行われているという評価も受けており、学部

および学科のディプロマ・ポリシーに基づいた人材の養成と、卒業生の輩出がなされてい

る。 
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Ⅰ 人文科学研究科の教育目的と特徴 

 

１ 人文科学研究科の教育目的 

 人文科学研究科の教育目的は、「社会の中核を担い、文化と社会の持続的発展のために

貢献しうる人材、すなわち諸課題の解明へ向けての研究・調査・分析能力等をもち、判断

力・洞察力・実践力等を備えた高度専門職業人の育成を図る」ことである。（資料 2-0-1-

1）。 

２ 人文科学研究科の特徴 

 その特徴は、コミュニケーション学系をも含む人文社会科学系総合大学院としての利

点を生かした多岐にわたる授業科目群と研究指導分野であり、基礎的・理論的な分野なら

びに応用的・実践的な分野を兼ね備え、きめ細かい少人数教育の下で、首都圏北部地域を

はじめとする文化社会の持続的発展を担う中堅的人材養成を行っている。 

 

［想定する関係者とその期待］ 

茨城県をはじめとする首都圏北部地域の地方公共団体・民間企業・各種市民団体等が主

たる関係者として想定され、その期待するところは、実践的かつ地域経済社会を牽引して

いく人材育成、地域社会の課題解決に資する専門性とより豊かな人間性をもった人材の

育成、コミュニケーション能力・国際感覚等を備えた人材の養成などがあげられる。また、

これらを修得しようとする入学予定者、在学生及びその保護者も関係者として想定され、

文化と社会の持続的発展に貢献する中核的専門職業人として活躍できる人材を育成する

教育を行うことが期待されている。 

 
資料 2-0-1-1 人文科学研究科の教育研究目的 

【人文科学研究科】 

人文科学研究科では、広く文化と社会の進展に寄与するために、人間の文化と現代社会が直面する学

術的政策的諸課題に関する研究を行ない、そこから得られる専門知識の教授をとおして、研究・教育の

分野に限らず、産業界をはじめ広く知識基盤社会の中核を多様に担い、文化と社会の持続的発展のため

に貢献しうる専門職業人（中核的専門職業人）、すなわち諸課題の解明へ向けての幅広い視野と深い専

門性に支えられた研究・調査・分析能力と、新しい社会での活躍に必要な判断力・構想力・実践力等を

備えた、高度で知的な素養のある人材の育成を図る。 

●文化科学専攻 

 文化科学専攻では、文化と社会の進展に寄与するために、人文科学・コミュニケーション学の諸分野

（人間科学、歴史・文化遺産、文芸・思想、言語科学、異文化コミュニケーション、メディア文化）に

関する研究を行ない、そこから得られる専門知識の教授をとおして、研究・教育の分野に限らず、産業

界はじめ広く知識基盤社会の中核を多様に担い、文化と社会の持続発展のために貢献しうる専門職業人

（中核的専門職業人）、すなわち諸課題の解明に向けての幅広い視野と深い専門性に支えられた研究・

調査・分析能力と、新しい社会での活躍に必要な判断力・構想力・実践力を備え、人類の文化を継承す

るとともに、自らも主体的に発信する能力を身につけた、高度で知的な素養のある人材の育成を図る。

●社会科学専攻 

社会科学専攻では、社会の進展に寄与するために、社会科学の諸分野（経済学・経営学、法学・行政

学、地域研究・社会学）に関する研究を行ない、そこから得られる専門知識の教授をとおして、研究・

教育の分野に限らず、産業界はじめ広く知識基盤社会の中核を多様に担い、現代社会の持続発展のため

に貢献しうる専門職業人（中核的専門職業人）、すなわち諸課題の解明に向けての幅広い視野と深い専

門性に支えられた研究・調査・分析能力と、新しい社会での活躍に必要な判断力・構想力・実践力を備

え、地域・社会を主体的に構想しデザインできる発想と技術を身につけた、高度で知的な素養のある人

材の育成を図る。 

（出典：茨城大学大学院人文科学研究科教育研究目的／『平成 27 年度大学院学生便覧』） 
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 
 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制  

(観点に係る状況) 

人文科学研究科は、人間文化専攻、社会科学専攻の２専攻から構成されている。 

平成 27 年度の入学定員、入学者及び在籍者数は、人間文化専攻が入学定員 13 名・在籍者

33 名、社会科学専攻が入学定員 12 名・在籍者 29 名である（資料 2-1-1-1）。人間文化専攻、

社会科学専攻それぞれに社会人特別選抜若干名が含まれ、その他に外国人留学生若干名を

含む。平成 27 年度の人間文化専攻の入学者 11 名の内訳は、一般選抜４名、社会人特別選抜

１名、外国人留学生特別選抜６名であり、社会科学専攻の入学者 15 名の内訳は、一般選抜

７名、社会人特別選抜２名、外国人留学生特別選抜６名となっており、広く地域および外国

からも学生の受け入れを行っている（資料 2-1-1-2）。 

教育目的を達成するため、本研究科の教員組織は、文化科学専攻 54 名（教授 33、准教授

21）、社会科学専攻 41 名（教授 18、准教授 19、講師 4）、計 95 名（教授 51、准教授 40、講

師 4）から構成されている。 

本学の教育研究組織は学部・学野制であるため、本研究科を組織している人文学部教員 95

名は、全員人文社会科学野に所属しており、（資料 2-1-1-3）大学設置基準により必要とさ

れる教員数は満たされている。 

学生は入学時の志望により、当該専攻の正研究指導教員による教育、研究および学位論文

の指導を受けるほか、同じ専攻または他の専攻の副研究指導教員による指導を受けること

ができ、また、修士論文が複数教員による共同審査によって行われることと相まって、徹底

した共同指導体制が確保されている（資料 2-1-1-4、5）。副指導教員は、学生生活における

副担任として設けられており、正指導教員との間で各種問題が生じた場合に、その相談・助

言役として機能することを期待されており、少人数教育による閉鎖性などの問題が生じな

いようにしている。 

なお、学位論文の審査基準および最終試験の実施要領は、成績評価基準とともに明文化さ

れ、大学院学生便覧（シラバス）に掲載され周知されるとともに、審査結果は修士論文の閲

覧とともに各専攻科において審議されたのち、研究科において審議了承されるため、内容的

な質保証は十分に確保されている（資料 2-1-1-6、7）。成績評価の結果に対して学生側から

異議が生じた場合には、その申し立てに関する取り決めもされており、学生便覧（シラバス）

に掲載されている（資料 2-1-1-8）。 

 
資料 2-1-1-1 人文科学研究科の組織編成と在籍者数の推移 
 

※在籍者数はタテ表示 

専攻 

入

学

定

員 

収

容

定

員 

在籍者数 

平成 22 年度 平成 23 年度 

1 年次 2 年次 合計 1 年次 2 年次 合計 

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計

文化

科学

専攻 

13 26 5 18 23 3 9 12 8 27 35 4 17 21 6 19 25 10 36 46

(文化

構造

専攻) 

         2 2 4 2 2 4     1 1   1 1

(言語

文化

専攻) 

           2 2  2 2     1 1   1 1
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地域

政策

専攻 

12 24 3 4 7 5 3 8 8 7 15 9 8 17 5 3 8 14 11 25

合計 25 50 8 22 30 10 16 26 18 38 56 13 25 38 11 24 35 24 49 73

                     

専攻 

入

学

定

員 

収

容

定

員 

在籍者数 

平成 24 年度 平成 25 年度 

1 年次 2 年次 合計 1 年次 2 年次 合計 

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計

文化

科学

専攻 

13 26 9 12 21 4 21 25 13 33 46 7 11 18 10 19 29 17 30 47

(言語

文化

専攻) 

           1 1  1 1              

地域

政策

専攻 

12 24 5 5 10 11 8 19 16 13 29 6 3 9 12 8 20 18 11 29

合計 25 50 14 17 31 15 30 45 29 47 76 13 14 27 22 27 49 35 41 76

                     

専攻 

入

学

定

員 

収

容

定

員 

在籍者数 

平成 26 年度 平成 27 年度 

1 年次 2 年次 合計 1 年次 2 年次 合計 

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計

文化

科学

専攻 

13 26 8 9 17 8 14 22 16 23 39 7 4 11 11 11 22 18 15 33

社会

科学

専攻 

12 24 3 1 4     3 1 4 7 8 15 3 1 4 10 9 19

(地域

政策

専攻) 

         14 4 18 14 4 18    7 3 10 7 3 10

合計 25 50 11 10 21 22 18 40 33 28 61 14 12 26 21 15 36 35 27 62

 

（出典：国立大学法人茨城大学概要 2011～2015） 

 
資料 2-1-1-2 人文科学研究科 選抜区分別入学者数 
  

専
攻 

年
度 

選抜区分 
秋
入
試 

春
入
試 

追
加
募
集

合
計 

専
攻 

年
度 

選抜区分 
秋
入
試 

春
入
試 

追
加
募
集

合
計 

文
化
科
学 

22 

一般 7 3   10

 
 
 

地
域
政
策 

22

一般 1 3   4 

社会人 1 0   1 社会人 0 0   0 

外国人留学生 4 8   12 外国人留学生 1 2   3 

合計 12 11   23 合計 2 5   7 

23 

一般 9 2   11

23

一般 9 1   10 

社会人 0 1   1 社会人 0 3   3 

外国人留学生 2 7   9 外国人留学生 4 0   4 

合計 11 10   21 合計 13 4   17 

24 一般 3 4   7 24 一般 1 4 1 6 
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社会人 1 0   1 社会人 0 2 0 2 

外国人留学生 3 10   13 外国人留学生 0 1 1 2 

合計 7 14   21 合計 1 7 2 10 

25 

一般 3 9   12

25

一般 3 3 0 6 

社会人 0 1   1 社会人 0 1 0 1 

外国人留学生 0 5   5 外国人留学生 1 0 1 1 

合計 3 15   18 合計 4 4 1 8 

26 

一般 7 4   11

社
会
科
学 

26

一般 0 2 0 2 

社会人 1 0   1 社会人 0 0 0 0 

外国人留学生 2 3   5 外国人留学生 0 1 1 2 

合計 10 7   17 合計 0 3 1 4 

27 

一般 3 0 1 4

27

一般 1 6   7 

社会人 0 1 0 1 社会人 1 1   2 

外国人留学生 1 5 0 6 外国人留学生 2 4   6 

合計 4 6 1 11 合計 4 11   15 

 

（出典：茨城大学人文学部 2015〔対象年度：2014〕より作成） 

 

 
資料 2-1-1-4 正副研究指導教員 
 

３．研究指導及び修了要件 

（１）正副研究指導教員 

  入学試験の際の学生の志望、その際提出された研究計画概要に基づき、専攻分野の教員の協議によ

って決定します。 

 

（出典：『平成 27 年度 大学院学生便覧』1頁） 

 

（研究指導教員） 

第３条 学生の教育・研究及び学位論文の作成等に対する指導を行うため、正研究指導教員及び副研

究指導教員を置く。 

２ 正研究指導教員及び副研究指導教員は、当該専攻における研究科担当の教授をもって充てる。ただ

し、必要があるときは、准教授をもってこれらに充てることができる。 

３ 前項によりがたい場合は、副研究指導教員は、他の専攻の教授をもって充てる。ただし、必要があ

るときは、准教授をもってこれに充てることができる。 

 

（出典：茨城大学大学院人文科学研究科規則） 

 

資料 2-1-1-3 人文科学研究科 教員組織の構成 
 

※平成 27 年 1 月 1日現在 

専攻名 教授(名) 准教授(名) 講師(名) 助教(名) 合計(名) 

文化科学  33  21      54 

社会科学  18  19  4    41 

合計  51  40  4    95 

 

（出典：茨城大学人文学部 2015〔対象年度：2014〕） 
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資料 2-1-1-5 学位論文の審査及び最終試験実施要項 
 

１．趣  旨 

修士（学術）の学位授与に関しては、茨城大学大学院学則、茨城大学学位規則（以下「学位規則」

という。）及び茨城大学大学院人文科学研究科規則（以下「人文科学研究科規則」という。）に定

めるもののほか、この要項の定めるところによる。 

２．学位論文 

１） 論文の提出資格 

修士課程修了見込みの者。 

２） 論文の提出期限 

１２月２０日（９月修了予定の者については、７月２０日）の１６時００分までとする。な

お、当日が休日に当たる場合には、その日以降の最初の平日とする。 

３） 論文の提出部数 

１篇３部とする。（正本１部，副本２部） 

４） 論文の提出方法 

論文は完成原稿を論文要旨（2,000 字以内）とともに製本し、論文審査願を添付し、正研究指

導教員の承認を得て、学務係を通じて人文科学研究科長に提出する。 

５） 論文審査会 

学位規則第 12 条の規定に基づき、正研究指導教員を主査とし、学位論文の内容に特に関係の

ある本研究科担当教員のうちから 2名を副査として審査会を構成し、論文の審査に当たる。 

ただし、特段の事情があるときは、上記 3 名の他に本学の他の研究科等又は他大学等の大学

院若しくは研究所等の教員等を副査として審査会に加えることができる。 

  ６）論文の取り下げ 

     一旦受理した論文の取り下げは、認めないものとする。 

３．最終試験 

最終試験は、学位規則第 14 条の規定に基づき、実施するものとする。 

４．学位論文の審査及び最終試験の期日 

論文の審査及び最終試験は、2月 20 日（9月修了者については 8月末日）までに終了し、審査会

は、その結果を「学位論文審査及び最終試験結果報告」をもって人文科学研究科委員会に報告しな

ければならない。 

 

（出典：『平成 27 年度大学院学生便覧』４頁） 

資料 2-1-1-6 成績評価基準 
 

区分 評点基準 評 価 の 内 容 

Ａ+ 90 点以上 100 点 到達目標を十分に達成し，きわめて優れた学修成果を上げている。

Ａ 80 点以上 90 点未満 到達目標を達成し，優れた学修成果を上げている。 

Ｂ 70 点以上 80 点未満 到達目標と学修成果を概ね達成している。 

Ｃ 60 点以上 70 点未満 合格と認められる最低限の到達目標に届いている。 

Ｄ 60 点未満 到達目標に届いておらず，再履修が必要である。 

注）区分Ａ＋，Ａ，Ｂ及びＣを合格とし，所定の単位を与え，Ｄは不合格とし，単位は認められない。

 

（出典：『平成 27 年度大学院学生便覧』１頁） 

資料 2-1-1-7 学位論文審査基準・最終試験実施要領 
 

（1）【学位論文審査基準】 

 

①先行研究の整理と問題設定は適切になされているか。 

②章立てを含めた論述の流れは適切であるか。 
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③研究方法の選択・実行は適切になされているか。 

④注や図表処理等も含めて、論述が的確でかつ分量的にも適切であるか。 

⑤設定した問題の解明は的確・適切になされているか。 

 

 上記①～⑤それぞれについて、 

十分満たされている   ＝2 点 

ある程度満たされている ＝1点 

満たされていない    ＝0 点 

 

 合計 10 点満点で、 

8 点以上（優れた修士論文である）            ＝A 

7～6 点（おおむね良好な修士論文である）         ＝B 

5 点（いくつかの問題はあるが、修士論文として認定しうる）＝C 

4 点以下（修士論文としての水準に達していない）     ＝D 

 但し、上記①～⑤のいずれかが 0点              ＝D 

 

（2）【最終試験実施要領】 

 

①提出された修士論文の内容についての質疑応答。 

②論文作成にあたってどのような研究を行ったかについての質疑応答。 

③研究成果のさらなる発展可能性についての質疑応答。 

 

 上記①～③を踏まえ、以下のように総合的に 10 点満点で判定する。 

  ・優れた研究が行われ、独力でのさらなる研究の発展が期待できる 

＝A（8点以上） 

  ・おおむね良好な研究が行われたと認められる     ＝B（7～6点） 

  ・不十分な点がいくつかあるが、一定程度の研究が行われたと認め 

られる                      ＝C（5点） 

  ・適切な研究が行われたとはいいがたい         ＝D（4点以下） 

 

論文審査と最終試験のいずれかまたは両者がＤであれば、不合格とする。 

 

（出典：『平成 27 年度大学院学生便覧』５頁） 

資料 2-1-1-8 大学院成績評価に関する問い合わせに対する対応 
 

成績評価の透明性と厳正性を確保するため、人文科学研究科で開講されている授業科目の成績評価に

関する学生による問い合わせと教員による対応は、以下の手順によるものとする。 

 

（１）学生は、成績評価について問い合わせがある場合、まず、担当教員にオフィス･アワー等の時間を

利用して口頭その他の方法（メール、電話など）で問い合わせをする。 

担当教員は、問い合わせを受けた場合、成績評価に関して、具体的根拠を示しながら当該学生に

対して説明をする。 

問い合わせの期限は、当該授業科目が属する学期の次の学期の終了日とする。 

 

（２）学生は、担当教員に直接会うことができない場合（非常勤講師、教員の長期出張など）や、担当

教員から受けた説明の内容に納得できない場合、規定の書面（「成績評価についての問い合わせ願」

以下、書面 A と呼ぶ。学務第二係に用意。）により、担当教員に対して、問い合わせをすることが

できる。 

学生は、書面 Aを学務第二係窓口に提出し、大学院専門委員会が書面 Aを担当教員に回送する。

担当教員は、原則として 1 週間以内に回答を大学院専門委員会に返送し、学務第二係窓口から学

生へ書面 Aを回送する。 

書面 Aの写しは、5年間、学務第二係で保管する。 

 

（３）（２）における担当教員からの回答に納得ができない学生は、書面 Aを受け取ってから 1週間以

内に、規定の書面（「成績評価に関する異議申立書」以下、書面 B と呼ぶ。学務第二係に用意。）

をもって、大学院専門委員会に異議申し立てをすることができる（書面 Bの提出先は学務係）。 
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（水準）期待される水準にある。 

（判断理由） 

 人文科学研究科は文化科学専攻 13 人、社会科学専攻 12 人の入学定員に対し、概ね定員

を上回る志願者があり、定員を充足している。これは、平成 21 年度に行われた４専攻（文

化構造専攻、言語文化専攻、地域政策専攻、コミュニケーション学専攻）の２専攻（文化科

学専攻、地域政策専攻）への改組に加え、地域政策専攻の社会科学専攻への名称変更（平成

26 年度）の成果でもある。社会科学専攻では、併せてそれまでの４コースから３コースに

再編され、教育目的の明確化とより柔軟なカリキュラムが実現された。 

 講師以上は授業担当教員、准教授以上は研究担当教員となり、准教授以上は正研究指導教

員となるほか、副研究指導教員となることが認められており、学生一人あたり複数の教員に

よる研究指導が確保されている。副研究指導教員は、学生副担任としての役割も果たしてい

る。全教員 95 名に対して１学年あたり 25 名程度の学生定員であり、少人数教育が確保さ

れるとともに、正・副研究指導教員による複数指導体制が確立されているといえる。 

 また、コース所属教員によって開講される研究支援科目が必修科目として設定されてお

り、学位論文の審査および最終試験が、正研究指導教員を含む３名以上の教員により実施さ

れるとともに、審査結果が各専攻の専攻会議および大学院の研究科委員会において審議さ

れることにより、個別指導と集団指導がともに両立されているということができる。 

 

観点 教育内容・方法 

(観点に係る状況) 

文化科学専攻は、人間文化およびコミュニケーションの２コースからなり、人間文化コー

スは人間科学、歴史・文化遺産、文芸・思想、言語科学の４分野から、コミュニケーション

コースは異文化コミュニケーション、メディア文化の２分野から編成されている。社会科学

専攻は、法学・行政学、経済学・経営学、地域研究・社会学の３コースから編成されている

（資料 2-2-1-1）。 

修了に必要な最低修得単位数は 30 単位であり、その配分は両専攻ともに、基盤養成科目

６単位、キャリア支援科目２単位、研究推進科目（必修２単位、選択６～16 単位）、研究指

導科目４単位、自由科目 10～０単位である（資料 2-2-1-2）。 

授業科目は、大学院教育のための基盤を養成する基盤養成科目をもとに、所属する専攻に

応じて専門的な研究推進科目を履修し、修士論文の作成のための個別的指導である研究指

導科目を通じて、研究成果を完成させる体系的な構成となっている。基盤養成科目には大学

院共通科目が置かれ、他研究科の開講科目を履修する機会が設けられており、専門基盤科目

では、研究科共通科目である人文社会科学基礎論ⅠⅡが開講され、研究科および専攻を越え

た、俯瞰的な視野と思考を培うことができる。またキャリア支援科目として、外国語および

日本語科目、インターンシップ、高度情報処理科目が配置されている（資料 2-2-1-3）。 

さらに、人文科学研究科の教育目標をより特化し、大学院修了後に各方面で要求される企

画力、マネジメント力、問題解決能力の向上などを目指して、副専攻である「教育プログラ

ム」が置かれており、特定の授業科目を履修し、修了要件を満たした学生には、「教育プロ

グラム修了証」が授与される（資料 2-2-1-4）。 

その他、人文科学研究科の専攻領域の多様化に鑑みて、修士論文の提出に代えて、映像作

その場合、大学院専門委員会が、学生と担当教員の双方から説明を聞き取る。 

担当教員からの説明内容が妥当と判断された場合、大学院専門委員会は速やかに当該学生に対し

て説明をおこなう。 

シラバスに示した成績の決定手続きと齟齬があると判断された場合には、大学院専門委員会は担

当教員に対して再説明を求めることができる。 

書面 Bの写しは 5年間、学務第二係で保管する。 

また、（3）の過程については、大学院専門委員会がその経過を記録し、5年間、学務第二係で

保管する。 

 

（出典：『平成 27 年度大学院学生便覧』３頁） 
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品、ソフトウェアの開発、行政機関や地域社会との協同企画ないし共同研究の成果の提出に

よって修了を判定する「特定の課題についての研究の成果の審査」制度を置いている（資料

2-2-1-5）。 

 
資料 2-2-1-1 教育課程の編成 
  

文化科学専攻 

人間文化コース 

人間科学分野 

歴史・文化遺産分野 

文芸・思想分野 

言語科学分野 

コミュニケーションコース 
異文化コミュニケーション分野 

メディア文化分野 

社会科学専攻 

法学・行政学コース 

経済学・経営学コース 

地域研究・社会学コース 

 

（出典：『平成 27 度大学院学生便覧』により作成） 

 

資料 2-2-1-2 授業科目の区分と最低修得単位 

 

区          分 最低修得単位 備     考 

基盤養成科目 

大学院共通科目 ２  

専門基盤科目 ２  

専門基盤演習 ２ Ｍ１後学期に履修する。 

キャリア支援科目 

外国語  

 

 

２ 

 

日本語 外国人留学生のみ。 

インターンシップ  

高度情報処理  

研究推進科目 
（必修） 研究支援科目＊＊ ２ Ｍ１前学期に履修する。 

（選択） 専門科目＊ ６～１６  

研究指導科目 
課題研究演習Ⅰ ２ Ｍ２前学期に履修する。 

課題研究演習Ⅱ ２ 修士論文合格者に認定する。

自由科目 

他専攻の科目 

他研究科の科目（他

大学院を含む） 

その他 

１０～０  

合        計 ３０  

＊は所属する専攻に開講される科目を履修すること。 

＊＊は所属コース開講科目を履修する。 

注１：同一の科目を２回以上履修（重複履修）することはできません。 

注２：社会人特別選抜で入学した学生の内、（１）大学院学則第１６条により教育上特例の必要があると

認められた学生、又は（２）職業等を有するなど特殊事情を考慮し共通科目を履修できないと認め

られる学生は、他の科目の単位をもって大学院共通科目及び研究科共通科目の単位に充てることが

できる。 

（出典：『平成 27 年度大学院学生便覧』２頁） 
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資料 2-2-1-3 人文科学研究科のカリキュラムポリシー 
  

１．授業科目群の基本的な考え方 

茨城大学大学院人文科学研究科は、幅広い学識と専門分野に関連する基礎的素養を養うために大学院

共通科目、研究科共通科目を開講するとともに、専門分野に関する高度の専門的知識及び能力を修得す

るために、人文科学および社会科学の専攻科目を開講することとしている。また、研究科・専攻をまた

ぐ横断的分野や特定の職種に特化した分野等の独立・横断的プログラム等の科目を開講する。 

  

２．履修体系 

学生は、「研究・学習の対象領域のまとまり」であるコース（主専攻）に所属し、基盤養成科目（大

学院共通科目・専門基盤科目・専門基盤演習）、研究推進科目（研究支援科目・専門科目・研究指導科

目）、キャリア支援科目（外国語・日本語・インターンシップ・高度情報処理）から必要な授業を履修

し、幅広い学識と専門分野に関連する基礎的素養を養う。 

さらに、「知識やスキルを身につける実践的な体系」である教育プログラム（副専攻）を履修するこ

ともできる。 

これらの授業を通じて得られた知見とスキルを基に、修士論文執筆もしくは特定課題研究を行う。 

 

（出典：『平成 27 度大学院学生便覧』巻頭） 

 
資料 2-2-1-4 教育プログラムの趣旨と制度 
  
１．教育プログラムの趣旨 

 人文科学研究科では、教育研究目的と育成すべき人材像の達成と、地域連携・社会貢献に関わる研

究領域に関連して、「地域課題に取り組む大学院」「地域を対象とする総合的研究の推進」「地域人

材を育てる大学院教育改革」を推進し、実践的応用能力を具えた、地域・社会に貢献できる人材（地

域人材）を育成するため、教育プログラムを平成21年度より設けている。 

 当プログラムは、教育目標をより特化したものであり、大学院修了後にそれぞれ固有の分野で活躍

するための実務的な知識やスキルの提供を目的とする。すなわち大学院修了後に各方面で要求される

企画力、マネジメント力、問題解決力の向上、あるいは在職系社会人や外国人留学生の持ち込む実務

上の研究課題への対応という観点から設定された教育プログラムに基づき、学生が自ら学習すべき事

項を見出し、教員の指導の下で進めている学習形態（＝プロジェクト型学習）であり、地域（現場）

における調査・実習を中心に進めていく実践的プロジェクト研究による地域（現場）との連携型教育

である。 

 

２．教育プログラムの制度 

 教育プログラムには「副専攻」としての性格がある。所属する専攻を問わず、本研究科が教育プロ

グラムとして指定する特定の授業科目を履修し、修了証取得条件を満たした学生には、研究科長より

「教育プログラム修了証」が授与される。 

 平成25年度以降の入学生向けには、①コミュニティ・マネージャー養成プログラムと、②人文社会

系サステイナビリティ学プログラムが開講される。 

 

 実際の履修方法等については年度初めのガイダンスに出席の上、確認すること。また、研究指導教員

とも相談しプログラム履修を決定すること。 

 

（出典：『平成 27 度大学院学生便覧』29 頁） 

 
資料 2-2-1-5 「特定の課題についての研究の成果の審査」について 
 

 茨城大学大学院人文科学研究科規則第 12 条第 2 項に定める「特定の課題についての研究の成果の審

査」については、以下のように定める。 

１．「特定の課題についての研究の成果」は以下のいずれかとする。 

 ①映像作品 

 ②ソフトウェアの開発 

 ③行政機関または地域社会との協同企画ないし共同研究 

 ④その他 

２．「特定の課題についての研究の成果」を学位論文に代えて提出する場合には、あらかじめ当該年度

の４月末日までに専攻長が文書によって大学院専門委員会へその旨を届け出て、同委員会の承認を得
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る（９月修了の場合も同様に修了年度の４月末日までに届け出る）。 

３．学生は「特定の課題についての研究の成果」と併せて、その目的・方法・分担・プロセス・結果等

を明確かつ詳細に記した報告書を提出する。 

４．「特定の課題についての研究の成果の審査」は、上記１「特定の課題についての研究の成果」およ

び上記３の報告書を基に行う。 

５．「特定の課題についての研究の成果の審査」は、人文科学研究科学位論文審査基準に準じて行う。

ただし、「先行研究の整理」が適切になされているかどうかは問わない。代わって以下の点を重視す

る。 

①「特定の課題についての研究の成果」の独自性 

②報告書の内容が的確な考察に基づいていること 

６．最終試験は、人文科学研究科最終試験実施要領に準じて行う。 

 

（出典：『平成 27 度大学院学生便覧』６頁） 

 

(水準) 期待される水準にある。 

(判断理由) 

人文科学研究科のカリキュラムポリシーに従い、大学院共通科目と研究科共通科目を通

じて幅広い学識と専門分野に関連する基礎的素養を身に付けるとともに、人文科学および

社会科学の専攻科目を適切に配置することにより、専門分野に関する高度の専門的知識と

能力を修得することが可能となっている。 

また、研究科・専攻をまたぐ横断的分野や特定の職種に特化した分野等を独立または横断

的に履修できるように、教育プログラム制度が置かれており、コースが「研究・学習の対象

領域のまとまり」である主専攻であるのに対して、これらを補完する副専攻の役割を果たし

ている。教育プログラムは、①コミュニティ・マネージャー養成プログラムと、②人文社会

系サステイナビリティ学プログラムからなり、教育目標をより特化し、大学院修了後に固有

の分野で活躍するための実務的な知識やスキルを身に付けることができるように構成され

ている。 

また、人文科学研究科の研究領域の多様性を反映して、学術研究として論文形式による成

果発表が困難な分野を想定して、「特定の課題についての研究の成果の審査」を設定してお

り、映像作品、ソフトウェアの開発、行政機関または地域社会との協同企画ないし共同研究

を認めている。人文科学研究科では、文化科学専攻のコミュニケーションコース・メディア

文化分野および社会科学専攻における地域研究などの分野を想定している。 
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果  

(観点に係る状況) 

在学生に対する授業アンケートの分析を通じて、以下のような結果が得られた。 

両専攻とも７科目以上の授業を履修し、ほとんどすべての授業に出席している。授業内容

に対する理解度は高く、自分なりに視野を広げたり、認識を深めたり、考えを発展させるこ

とができたと回答している。授業に対する満足度も高く、修士論文作成にとって各種の授業

内容が有意義だったという感想から、自分の専門性を高めたということができる（資料 2-

3-1-1）。 

また、修了を控えた２年生に対するアンケートでは、①社会が直面する学術的政策的諸課

題の解明に向けた幅広い視野、②専門的な研究・調査・分析の能力、③社会での活躍に必要

な社会科学を応用する能力、④現代社会の諸問題に主体的に取り組むことができる能力が

身に付いたと回答されており、人文科学研究科の掲げるディプロマ・ポリシーが十分に達成

されたということができる（資料 2-3-1-2、3）。 

学生生活では、学外の活動について学生表彰も受けている者もいる（資料 2-3-1-4）。各

年度、審査を通過した修士論文の題目は、学部の年次活動報告である人文学部年報等を通じ

て公表されており、そのうち優秀な研究論文は、院生用の研究論集である『人文科学研究』

に掲載されている（資料 2-3-1-5）。2010 年より刊行され、これまでに掲載された研究論文

は 15 編を数える。 

進路動向については、学生の就職希望や外国人留学生であるなど、年度ごとの志望状況に

よって傾向に差がある。学位取得状況は文化科学専攻が 60％台後半から 80％、社会科学専

攻は名称変更後間もないためまだ実績には乏しいが、以前の地域政策専攻では、40％台から

60％台を確保してきた。社会科学専攻になり、今後の就職率ないし学位取得率を向上させる

ことが今後の課題である（資料 2-3-1-6）。 

 
資料 2-3-1-1 平成 27 年度在学生授業アンケート（前学期）集計結果 
 

３．前学期に履修した授業科目数は、何科目でしたか。 

①０科目 ②１～３科目  ③４～６科目 ④７科目以上 

  ① ② ③ ④ 

文化科学 ０ ０ ０ 2 

社会科学 ０ ０ ０ 7 

 

４．前学期に履修した授業への出席状況は、どの程度でしたか。 

① すべての授業に、ほとんど毎回出席した。 

② 大半の授業にほとんど毎回出席したが、たびたび欠席する授業もあった。 

③ 大半の授業にたびたび欠席したが、ほとんど毎回出席する授業もあった。 

④ すべての授業に、あまり出席しなかった。 

  ① ② ③ ④ 

文化科学 2 ０ ０ ０ 

社会科学 7 ０ ０ ０ 

 

９．前学期に履修した専門科目全般についておたずねします。 

（１）授業の内容を理解できましたか。 

① よく理解できた。     ② ある程度理解できた。 

③ あまり理解できなかった。 ④ まったく理解できなかった。 

  ① ② ③ ④ 

文化科学 1 1 ０ ０ 

社会科学 ０ 7 ０ ０ 

 

（２）授業の内容について、自分なりに視野を広げたり、認識を深めたり、考えを発展 
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させることができましたか。 

① よくできた。       ② ある程度できた。 

③ あまりできなかった。   ④ まったくできなかった。 

  ① ② ③ ④ 

文化科学 1 1 ０ ０ 

社会科学 2 5 ０ ０ 

 

（３）授業を受講して満足しましたか。 

① とても満足した。     ② ある程度満足した。 

③ あまり満足しなかった。  ④ 満足しなかった。 

  ① ② ③ ④ 

文化科学 1 1 ０ ０ 

社会科学 2 5 ０ ０ 

 

（４）授業の内容は、あなたの修士論文作成にとって、有意義だったと思いますか。 

① とても有意義だった。   ② ある程度有意義だった。 

③ あまり有意義ではなかった。④ 有意義ではなかった。 

  ① ② ③ ④ 

文化科学 1 1 ０ ０ 

社会科学 3 4 ０ ０ 

 

１１．履修した授業科目全体の受講を通じて、自分の専門性が、どの程度向上したと 

思いますか。 

① とても向上した。     ② ある程度向上した。 

③ あまり向上しなかった。  ④ まったく向上しなかった。 

  ① ② ③ ④ 

文化科学 1 1 ０ ０ 

社会科学 2 5 ０ ０ 

 

１２．履修した授業科目全体の受講を通じて、自分の専門分野以外の教養が、どの程度 

高まったと思いますか。 

① とても高まった。     ② ある程度高まった。 

② あまり高まらなかった。  ④ まったく高まらなかった。 

  ① ② ③ ④ 

文化科学 1 1 ０ ０ 

社会科学 1 6 ０ ０ 

 

１３．授業時間以外に、1日に平均してどのくらい勉強をしましたか。 

① ３時間以上        ② ２時間以上３時間未満 

③ １時間以上２時間未満   ④ １時間未満 

  ① ② ③ ④ 

文化科学 1 1 ０ ０ 

社会科学 2 4 1 ０ 

 

（出典：人文科学研究科 授業アンケート調査 修士課程１年生（平成 27 年）） 

 
資料 2-3-1-2 2014 年度 修了予定者アンケート・集計結果（地域政策専攻） 
 
４．地域政策専攻を終了された方への質問です。地域政策専攻での学びを通して、以下のような視野や

能力が身についたと思いますか？各質問の該当する番号に○をつけてください。 
（１）社会が直面する学術的政策的諸課題の解明に向けた幅広い視野が身についたと思いますか？ 
 ① そう思う（３） ② ややそう思う（１） ③ あまりそう思わない ④ そう思わない 
（２）専門的な研究・調査・分析の能力が備わったと思いますか？ 
 ① そう思う（３） ② ややそう思う（１） ③ あまりそう思わない ④ そう思わない 
（３）社会での活躍に必要な社会科学を応用する能力が身についたと思いますか？ 
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 ① そう思う（１） ② ややそう思う（２） ③ あまりそう思わない（１） 
 ④ そう思わない 
（４）現代社会の諸問題に主体的に取り組むことができる能力が身についたと思いますか？ 
 ① そう思う（２） ② ややそう思う（２） ③ あまりそう思わない ④ そう思わない 
５．大学院共通科目および研究科共通科目について、意見・感想をお書きください（自由記述）。 
 ・幅広い分野の知識まで身に付けることができた。 
 ・様々な選択が出来て、非常に良かったと思う。社会人に対しても配慮がされており、 

助かったと思う。 
６．課題研究演習および専門基盤演習の両科目を含む修士論文執筆の指導体制について、意見・感想を

お書きください（自由記述）。 
 ・修士論文に関する指導は毎週、また、時間外にも頂きました。大変ありがたく思っております。 
 ・定期的な指導と的確なアドバイスのおかげで執筆作業に集中することができた。 
 ・担当していただいた正・副指導教授には、本当に丁寧な指導をしていただいたことに感謝している。

また、興味のあった専門分野の研究を進めることが出来た。今後の社会生活の中で、様々な場面で、

この研究を活かしていきたいと考えている。 
 
（出典：大学院地域政策専攻 アンケート調査集計結果  2014 年度 修了予定者） 

 
資料 2-3-1-3 人文科学研究科ディプロマ・ポリシー 

 

茨城大学人文科学研究科の文化科学専攻および社会科学専攻においては、それぞれ以下のようにディプ

ロマ・ポリシー（学位授与方針）を定める。 

 

○ 文化科学専攻のディプロマ・ポリシー 

文化科学専攻では、必要な期間在籍し、必要な単位を修得し、最終試験を通じて以下が認められる場

合、修了を認定し学位(修士)を授与する。 

①人間の文化と社会が直面する学術的文化的諸課題の解明に向けた幅広い視野を身につけている。 

②人文諸科学およびコミュニケーション学各分野の深い専門性に支えられた研究・調査・分析の能力

を備えている。 

③新しい社会での活躍に必要な判断力、構想力、実践力を備えている。 

④人類の文化を継承するとともに、主体的に創造・発信する能力を身につけている。 

 

○ 社会科学専攻のディプロマ・ポリシー 

社会科学専攻では、必要な期間在籍し、必要な単位を修得し、最終試験を通じて以下が認められる場

合、修了を認定し学位(修士)を授与する。 

①現代社会が直面する学術的政策的諸課題の解明に向けた幅広い視野を身につけている。 

②社会諸科学各分野の深い専門性に支えられた研究・調査・分析の能力を備えている。 

③現代社会での活躍に必要な社会科学を応用する能力を身につけている。 

④現代社会の諸問題に主体的に取り組むことができる能力を身につけている。 

 

（出典：『平成 27 年度大学院学生便覧』巻頭） 

 
資料 2-3-1-4 学生表彰 
 

平成 23 年度 

氏 名 専 攻 表彰に該当する行為 

大島 愛美 文化科学 
第 18 回都留市ふれあい全国俳句大会においてユニバーシアード部門大

賞・正賞を受賞 

福井 彩香 文化科学 

水戸市芸術館の教育普及プログラムにボランティアスタッフとして参加

し、小中学生の学習（美術作品鑑賞）のアートイベント「アンサンブ

ル・パレード」の企画・運営を担当 

 

（出典：茨城大学人文学部年報 2012〔対象年度 2011 年〕） 
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資料 2-3-1-5 『人文科学研究（院生論集）』掲載論文一覧 

 

号 年 月 タイトル 氏名 
始

頁 

末

頁 

7 2015 12 
フランス二院制がもたらす立法手続と元老院のイメ

ージ 
和氣 原 1 20

7 2015 12 修士論文要旨（2014 年度修了生） 

茨城大学人文

科学研究編集

委員会 

21 54

7 2015 12 戦国期常陸国信太荘（郡）の山野入会地紛争 高橋 裕文 57 80

6 2014 12 
公共関与型産廃処分場における社会的合意形成の課

題と展望 
入江 紗友美 1 20

6 2014 12 修士論文要旨（2013 年度修了生） 

茨城大学人文

科学研究編集

委員会 

21 66

5 2013 11 法人事業税の問題点と改革の方向 石川 忠 1 22

5 2013 11 修士論文要旨（2012 年度修了生） 

茨城大学人文

科学研究編集

委員会 

23 62

4 2013 1 
東日本大震災の災害廃棄物に関する環境社会学的研

究 
酒井 麻弥 1 22

4 2013 1 修士論文要旨（2011 年度修了生） 

茨城大学人文

科学研究編集

委員会 

23 58

4 2013 1 戦国期常陸・下総の境目における郷村連合 高橋 裕文 61 74

3 2011 12 キルケゴール『反復』の成立と構成について 小野 雄介 1 11

3 2011 12 岡倉覚三とインド 清水 恵美子 13 33

3 2011 12 修士論文要旨（2010 年度修了生） 

茨城大学人文

科学研究編集

委員会 

35 41

3 2011 12 
室町期円覚寺造営料所化と常陸国小河郷地頭・百姓

の闘い 
高橋 裕文 45 66

2 2011 2 『ニコマコス倫理学』における愛 赤間 脩人 1 17

2 2011 2 キルケゴール哲学における反復の問題 小野 雄介 19 41

2 2011 2 修士論文要旨（2009 年度修了生） 

茨城大学人文

科学研究編集

委員会 

43 50

2 2011 2 戦国期常陸国佐竹領の郷村構造と民衆動向 高橋 裕文 53 70

1 2010 3 

ベルクソン研究『物質と記憶』における一元化の方

途 
後藤 秀文 1 21

1 2010 3 

東海村における地域社会と原子力の共生についての

考察 
泉  清志 23 46

1 2010 3 在郷商人の土地金融の実態 皆川 昌三 48 64

 

（出典：茨城大学人文学部 HP http://lib.hum.ibaraki.ac.jp/kiyo/index/index.html） 
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資料 2-3-1-6 学位授与状況 
 

    
平成 22

年度 

平成 23

年度 

平成 24

年度 

平成 25

年度 

平成 26

年度 

平成 27

年度 

文化科学 

修了者（人） 9 20 17 21 15 18 

 ２年生

（人） 
12 25 25 29 22 22 

修了率（％） 75 80 68 72.4 68.2 81.8 

(文化構造) 

修了者（人） 2           

 ２年生

（人） 
4           

修了率（％） 50           

(言語文化) 

修了者（人） 1           

 ２年生

（人） 
2           

修了率（％） 50           

社会科学 

修了者（人）           3 

 ２年生

（人） 
          4 

修了率（％）           75 

(地域政策) 

修了者（人） 5 5 8 10 7 2 

 ２年生

（人） 
8 8 19 20 18 10 

修了率（％） 62.5 62.5 42.1 50 38.9 20 

修了者合計   17 25 25 31 22 23 

 

（出典：茨城大学概要 2010～2015） 

 

(水準) 期待される水準にある。 

(判断理由) 

人文科学研究科では、専攻ごとに異なったディプロマ・ポリシーを設定し、その内容に基

づいたカリキュラム・ポリシーに従って、授業科目群を設定し、学生の質的な能力の育成を

図っている。ディプロマ・ポリシーにより定められた学生が身に付けるべき視野や能力は以

下のとおりである。 

文化科学専攻については、人間の文化と社会が直面する学術的文化的諸課題の解明に向

けた幅広い視野、人文諸科学およびコミュニケーション学各分野の深い専門性に支えられ

た研究・調査・分析の能力、新しい社会での活躍に必要な判断力、構想力、実践力、人類の

文化を継承するとともに、主体的に創造・発信する能力を身に付けていること。社会科学専

攻については、現代社会が直面する学術的政策的諸課題の解明に向けた幅広い視野、社会諸

科学各分野の深い専門性に支えられた研究・調査・分析の能力、現代社会での活躍に必要な

社会科学を応用する能力、現代社会の諸問題に主体的に取り組むことができる能力の育成

を身に付けていることである。 

在学生の学生授業アンケートの結果からは、授業の内容を通じて、自分なりに視野を広げ

たり、認識を深めたり、考えを発展させることができたと回答した学生が半数以上を占めて

おり、履修した授業科目全体の受講を通じて、自分の専門性が向上したと述べている。併せ

て、カリキュラム・ポリシーに沿って、自分の専門以外の教養についても高まったという感

想が寄せられている。この点は、修了生アンケートでも大学院共通科目や研究科共通科目に

対する反響からも伺うことができ、幅広い知識・教養の上に、専門的な能力を蓄積していく

という本研究科の教育目的が十分に達成できていると評価することができる。 
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観点 進路・就職の状況  

(観点に係る状況) 

人文科学研究科の修了生は、例年、大学院進学、教員、公務員が多く、次いで民間企業へ

の就職が多くなっている（資料 2-4-1-1）。民間企業は多様な業種にわたっており、また外

国人留学生も多いため、母国に戻って就職する例も多くみられる。 

 公務員は市町村職員が多いが、数は少ないものの県職員へ採用される者も見受けられる。

出身地域を反映して、茨城県内および関東近辺の自治体が多い。また、教員志望者も多く、

茨城県や福島県の教員または私学への採用事例も多い（資料 2-4-1-2）。 

 学位授与状況は順調といえるものの、家庭的な経済状況や就職を理由として、修了を延期

し、９月修了を選択する学生も多い（前掲資料 2-3-1-6）。 

 地域別就職先は、茨城県を中心とするものの、例年東京都も多く、また、専攻によっては

半数程度を占める留学生は母国に戻ることを常としているため、主に県内に修了生を輩出

しているということができる（資料 2-4-1-3）。 

 
資料 2-4-1-1 修了者の進路状況 
 

  
平成 22 

年度 

平成 23 

年度 

平成 24 

年度 

平成 25 

年度 

平成 26 

年度 

平成 27 

年度 

  男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

大学院等へ進学   1   1   1 2   1       

教員 2 1     1 1 1     1 1 1

業

種

別 

公務員   1 2 2 2 2   4     6  2

農林・水産                        

鉱業・建設           2         1   

製造           2   3 1 1    1

電気・ガス・水

道 
                       

運輸・通信                     1  2

卸・小売・飲食   1       2 1     1  1  1

金融・保険           1            

不動産     1 1           1     

サービス業 2     1 1   1   1 2    1

医療・福祉   1   1         1      

その他 1   1 1 2 1 2 1       1

小計 5 5 4 7 6 12 7 8 4 7 10 9

上記以外 1 6 4 10   7 6 10 7 4  2  2

合計 6 11 8 17 6 19 13 18 11 11 12 11

（出典：茨城大学概要 2011～2015 より作成） 

 
資料 2-4-1-2 就職・進学実績(人文科学研究科)  
 

平成 22 年度修了 

水城高校教員、宇都宮短期大学附属高校教員、コスタリカ大学教員、福島県職員、筑波大学大学院、茨

城県社会福祉協議会、三洋通商（株）、三光マーケティングフーズ（株） 

平成 23 年度修了 

一関市役所、古河市役所、水戸市役所、明秀学園日立高等学校教員、山形県立高等学校教員、常陽銀行、

東京セキスイハイム（株）、（株）ブルーカレント、（株）日立保険サービス、（株）日立ライフ 

平成 24 年度修了 

中国内モンゴル大学、セントスタッフ（株）、（株）ドリームアップ、（株）三光マーケティングフー

ズ、函館市役所、（株）ローソン、（株）中村自工 

平成 25 年度修了 
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日立市市役所、笠間市役所、大洗町役場、茂木町役場、（財）日本自動車研究所、茨城新聞社、Jizhong

エネルギーグループ有限公司、タナカ、フォーレスト、茨城県教員、東北大学大学院、筑波大学大学院

平成 26 年度修了 

丸善出版、大利根ビール、岩前商事、中山商事、香陵住販、臨海、日本デイケアセンター、ＪＡいわき

市、ウィ・キャン、茨城県教員、東北大学大学院 

 

 

 

 

（出典：人文科学研究科ホームページ） 

 
資料 2-4-1-3 地域別就職先（人文科学研究科） 
 

【文化科学専攻】 

  H22 H23 H24 H25 H26 

茨城 1 3 6 3 2 

栃木 1 0 0 1 0 

群馬 0 0 0 0 0 

千葉 0 0 0 0 0 

埼玉 0 0 0 0 0 

東京 0 2 3 0 4 

神奈川 0 0 0 0 1 

山梨 0 0 0 0 0 

長野 0 0 0 0 0 

新潟 0 0 0 0 0 

 

 

【社会科学専攻】 

  H22 H23 H24 H25 H26 

茨城 2 1 2 4 3 

栃木 0 0 0 0 0 

群馬 0 0 0 0 0 

千葉 0 0 0 0 0 

埼玉 0 0 0 0 0 

東京 1 1 2 1 1 

神奈川 0 0 0 0 0 

山梨 0 0 0 0 0 

長野 0 0 0 0 0 

新潟 0 0 0 0 0 
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（出典：人文学部学務係資料より） 

 

(水準) 期待される水準にある。 

(判断理由) 

 大学院等への進学のほか、教員や公務員として就職するなど、大学院の専門性を活かした

進路を選択している学生が多い。また留学生は、母国に帰国して就職しているほか、日本で

就職先を決定している場合もある。 

 茨城県内の大学院ということもあり、半数以上の学生が県内に就職しているほか、都内へ

の就職率も高い。今後、社会人向けのカリキュラムを充実させることにより、さらに地域に

根付いた大学院となるものと思われる。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 
 

（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

 

①事例１「広範な多様性に裏づけられたと専門的な教育研究プログラム」 

人文科学研究科は、広く文化と社会の持続的な発展に寄与する中核的な専門職業人を

育成することを目標としている。ここでいう中核的専門職業人とは、幅広い視野と専門

性に支えられた研究・調査・分析能力と、新しい社会での活躍に必要な判断力・構想力・

実践力を備えた、高度で知的な素養のある人材と定義づけている。 
 このような教育研究目的が達成されるように、人文科学研究科では、「基盤養成科目」

で幅広く深い教養を修得するとともに、「研究推進科目」で高度な専門知識を学びつつ、

一方で、「キャリア支援科目」で専門職業人に必須の技能を身に付けることができるよう、

独自のカリキュラムが編成されている。 
また、副専攻として、「教育プログラム」（「コミュニティ・マネージャー養成プログラ

ム」および「人文社会系サステイナビリティ学プログラム」）の履修が可能であり、これ

らの地域連携的な調査・実習を中心とするカリキュラムの履修を通じて、実践的知識と

スキルの獲得を目指している。 
その他、社会人や外国人留学生の受け入れも積極的に行っており、大学卒業（学士取

得）後の一定期間の経過や職歴、「留学」の在留資格や日本語に関する一定能力の認定に

より、社会人特別選抜や、外国人留学生特別選抜による入学試験を受験できる。留学生

にはきめ細かい日本語教育が保証されており、職業を有する人の修学の便宜を図って、

修業年限の延長を認める｢長期履修制度｣や、夜間開講等の仕組みも設けられている。 

 

②事例２「少人数教育と複数名教育の組み合わせと教育研究における質保証」 

 学生は受験時に研究計画書の提出が求められており、面接時の口頭試問において研究

領域について志望動機の確認を受けるほか、入学時に正研究指導教員と副研究指導教員

を選択し、年間の研究指導計画書の提出にあたり、複数教員による指導助言を受けるこ

とができる。 

授業科目は修士論文指導を中心とする研究指導科目（課題研究演習Ⅰ,Ⅱ）とそれ以外

の基盤養成科目、キャリア支援科目、研究推進科目に分類されるが、研究推進科目に分

類される研究支援科目（人間文化研究法、コミュニケーション研究法、法学・行政学研

究法、経済学・経営学研究法、地域研究・社会学研究法）は、コースごとに開講される

コース教員により共同で開講される科目となっており、これにより、複数名の教員によ

る共同指導が確保されている。 

学生は授業開始時にガイダンス及び正・副研究指導教員による履修指導並びに履修モ

デルを参考として履修科目を決定するが、授業科目シラバスには授業の到達目標、授業

計画、予習・復習のポイント、履修上の注意および成績の評価方法が明記されており、

学生による科目選択の便宜と自主学習の機会が確保される一方、成績評価基準の設定や

オフィスアワー、成績評価に関する問い合わせを通じて、成績評価の客観性と授業内容

の質保証が確保されている。 

 これらは、学位論文の審査および最終審査における複数審査体制と、学位論文審査基

準・最終試験実施要領（各 10 点満点評価）の策定によっても確保されている。学位論文

の審査結果および最終試験の評価結果は、各専攻の専攻会議で修士論文の原本とともに

報告・承認を得た上で、大学院研究科委員会において最終的な承認を受けることとされ

ている。 

 

（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

 

①事例１「関係者からの評価」 

 1 年次および大学院修了時に学生アンケートを実施しているほか、4月ガイダンスの終
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了後に院生懇談会を実施し、学生からの要望や意見を直接聴取している。概ね、教育プ

ログラムに関する学生評価は授業アンケートにより、学生生活に関わる要望は院生懇談

会を通じて聴取されている。学生アンケートのうち修了生アンケートは、人文科学研究

科のディプロマ・ポリシーの達成度調査を兼ねている。近年のアンケート結果から、幅

広い知識・教養の上に、専門的な能力を蓄積していくという本研究科の教育目的が十分

に達成できていると評価することができる。 

 教員の側からの教育研究評価は、毎年秋の両専攻での大学院 FD を通じて集約され、両

専攻を通じた研究科委員会における FD により共有化されている。平成 26 年の地域政策

専攻から社会科学専攻への名称変更は、同専攻の定員充足に向けた検討や議論の成果で

あり、同専攻の教育研究の実態を反映し、その後の志願率の向上に結びついている。ま

た、入学生を安定的に確保しつつ、地域に開かれた大学院として、大学院の教育研究プ

ログラムを自治体職員や議会議員などの研修機会として資するために、新たに地域政策

コース（社会人）の設置を検討した。 

 修了生数が限られているため、就職先アンケートは個人調査となりかねず、現在実施

されていないが、水戸市長に対する聞き取り調査の結果、市政に対するブレーンとして、

人文科学研究科の教育研究資源の活用が期待されていることが分かった。地域政策コー

スの設置も自治体との聞き取り調査の成果であり、今後は地域との結び付きを強めつつ、

留学生の受入を通して国際化にも対応した教育研究に努めていくことを予定している。 

 

②事例２「教育の質保証と高度な人材養成」 

 人文科学研究科の教育研究目的である、産業界はじめ広く知識基盤社会の中核を多様

に担い、文化と社会の持続的発展に貢献しうる専門的職業人（中核的専門職業人）の育

成に向けて、カリキュラムポリシーに従った教育の質保証と、ディプロマ・ポリシーに

沿う人材育成が確保されている。教育の質保証は研究指導計画書の作成をはじめとした

履修指導に始まり、授業の到達目標や成績評価方法などのシラバスへの明示、成績評価

基準の設定と異議申し立て制度の周知、学位論文審査基準・最終試験実施要領などを通

じて確保されている。 
 それらの評価は学生アンケート結果に表れており、授業に対する理解度、満足度は高

く、また、カリキュラムを通じて、視野の拡大・認識の深化・考えの発展と専門性が得

られたと述べられている。その成果は、コースにより学芸員など専門性を活かした資格

取得や教員に就職している者も数多くいることに反映されている。地域に根差した大学

院として、地域問題に関する課題研究をプログラムに据えていることもあり、茨城県内

企業や公務員として就職している者も多く、文化と社会の持続的発展に貢献しうる専門

的職業人の育成が実現されているということができる。 
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Ⅰ 教育学部の教育目的と特徴 
 

１ 教育学部の教育目的 

本学部は、人間形成にかかわる専門の学芸の総合的な教育と研究によって、現代社会に

資する教員の養成及び現職教育に努め、併せて広く教育文化を進展させる人材を育成す

ることを目的とする。 

 

２ 教育学部の特徴 

(1) 幅広い教養と専門的知識・技能をもち、現代的教育課題に対応でき、豊かな教育文化

の創造的発展に寄与できる教員や広く教育関連分野の職業人を養成することと現職教

員の指導力・資質向上を図ることを目的としている。 

(2)  学校教育教員養成課程は、教科指導・生徒指導･学級経営などに携わる学校教員と特

別支援教育に携わる教員の養成を目的としている。 

(3) 養護教諭課程は、児童・生徒の心身の健康を担う養護教諭の養成を目的としている。 

(4) 情報文化課程は、複合的分野の情報を人間生活に生かす事のできる人材の養成を目

的としている。 

(5) 人間環境教育課程は、専門家と一般人をつないで今日的課題に対処できる人材の養

成を目的としている。 

(6) 教員養成系教育では、附属学校での教育ボランティア活動や市町村教育委員会との

連携による学校支援活動等の体験的・自主的学習を取り入れており、教育現場での教育

活動を通じて実践的指導力の涵養を図っている。 

(7) 養護教諭養成課程は、全国 47 教員養成大学・学部のうち、本学部を含めた８大学・

学部だけに設置されている。専門性の高い養護教諭を養成し、児童・生徒の健康や保健

の管理・指導だけではなく、不登校児童・生徒の指導にも対応できる養護教諭を求めて

いる教育現場からの要請に応えている。 

(8) 情報文化課程及び人間環境教育課程では、広く教育に関わる専門的な職業選択を可

能にするように教育課程を編成し、身につけた専門的知識・技能を社会で有効に活用で

きるように、学生の自主性を高める実践的教育を行っている。 

 

３ 達成すべき成果 

教員養成系教育では、学校教育に関する確実な知識と技能を備えた実践的指導力の基

礎を身につけた学生を教員や教育関係職業人として社会に送り出すことである。また、

現職教員や教育活動に関わる社会人の研修を行い、高い実践的教育力を修得させること

も達成すべき成果である。 

非教員養成系教育では、学生をそれぞれの分野に固有の専門的知識・技能を修得した専

門的職業人して社会に送り出すことが達成すべき成果である。 

 

 

[想定する関係者とその期待] 

教員養成系課程では、学校教員及び教育関係の専門的職業人を目指す学生とその保護者

である。広く教育に関わる専門的知識と確実な技能に裏付けられた実践的教育力の基礎

を身につけた人間の教育を行うことが期待されている。 

現職教員及び地域教育委員会も関係者である。実践的指導力の基礎を身に付けた教員の

養成が期待されている。 

非教員養成系課程では、それぞれの分野での専門的職業人を志向している学生が最も重

要な関係者であり、各分野の専門的職業人を育成するための教育が期待されている。各種

産業や公共機関の関係者からは、複合的分野での専門的知識・技能をもち、コーディネー

トできる人材、専門的知識を一般に普及・活用することのできる人材を養成することが期

待されている。 
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 
 
分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制  

(観点に係る状況) 

○  教育プログラム改革の進展 

 学部設置目的及び教育目的達成のため、４課程・８コース・８系・11 選修の教育組織を

編成している（資料 3-1-1-1）。課程ごとに定められたカリキュラム・ポリシー（別添資料

１）に基づき、それを実現するためのカリキュラム（教育プログラム）を構築している。平

成 27 年度末の卒業生に対するアンケートでは 93.4％の学生が満足しており（資料 3-1-1-

2）、現行カリキュラムにおいても卒業生の満足度は高いと言える。 

平成 26、27 年度に「地域の期待に応え、学校教育の現代的課題に対応できる高い実践的

能力を持った教員」を養成するための学部改革に関する検討を行い、平成 29 年度入学生よ

り情報文化課程と人間環境教育課程の学生募集を停止し、教員養成機能の強化のために以

下のような学生定員の再配置を行うこととした。学生定員の再配置にあたっては、これまで

の茨城県における各選修等の教員採用試験合格実績、茨城県教育委員会からの要請等（資料

3-1-1-3、別添資料２）を考慮し、英語選修、数学選修、理科選修の定員を増やし、音楽選

修、美術選修の定員を減らすとともに、教育基礎選修を「教育実践科学コース」に再編する

（資料 3-1-1-4）。加えて、小学校実践力養成プログラム、中学校実践力養成プログラム、

特別支援学校実践力養成プログラム、養護教諭実践力養成プログラムを開始することを決

定した。 

 また学部内には、附属教育実践総合センターを置き、教育実習を支援する教員養成支援部

門と学生の教育ボランティア活動を支援する地域連携教育支援部門があったが、総合大学

としての利点を生かした教員養成の実現のため、平成 28 年度より、教育学部教育総合実践

センターを全学組織である全学教職センターに改組し、他学部の「教職に関する科目」の一

部を担当する予定である（別添資料３）。 

 
資料 3-1-1-1 教育学部教育組織・入学定員・収容定員・在籍者数 

 入学

定員

収容

定員

H22 在

籍者数

H23 在

籍者数

H24 在

籍者数

H25 在

籍者数 

H26 在

籍者数 

H27 在

籍者数

学
校
教
育
教
員
養
成
課
程 

学
校
教
育
コ
ー
ス 

国語選修 26 104 119 117 114 110 112 113 

社会選修 23 92 102 101 99 104 96 99 

英語選修 10 40 48 44 47 46 45 48 

数学選修 26 104 114 115 116 111 109 112 

理科選修 18 72 81 82 81 75 79 82 

音楽選修 14 56 58 59 58 60 59 60 

美術選修 13 52 51 51 54 56 56 57 

保健体育選修 18 72 71 70 69 71 71 74 

技術選修 17 68 77 77 73 72 72 72 

家庭選修 14 56 64 61 63 59 62 64 

教育基礎選修 16 64 72 67 68 67 68 74 

特別支援教育コース 20 80 87 86 85 84 83 85 

計 215 860 922 930 927 915 912 940 

養護教諭養成課程 35 140 176 150 150 147 145 147 

情
報
文

化
課
程

社会文化コース 25 80 114 106 105 101 108 107 

生活デザインコース 20 60 84 88 86 84 88 88 

アート文化コース 15 60 63 64 69 69 68 69 

計 60 240 261 258 260 254 264 264 

人
間
環
境

教
育
課
程 

環境コース 10 40 41 45 45 42 44 47 

スポーツコース 10 40 40 40 40 41 41 41 

健康コース 10 40 41 42 41 42 42 44 

心理コース 10 40 41 44 44 42 42 42 
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計 40 160 163 171 170 167 169 174 

合計 350 1,400 1522 1509 1507 1483 1490 1525

（出典：教育学部教務委員会） 

 
資料 3-1-1-2 平成 27 年度卒業時アンケートでの満足度調査の結果（学士課程） 

課程 学校教員養成 養護教諭養成 情報文化 人間環境 

％ 94.4 100 81.1 88.6 

※卒業時に 5 段階で肯定的なな回答（1、2）を行った学生の割合 

（出典：平成 27 年度卒業時アンケート） 

 
資料 3-1-1-2 茨城県教育委員会からの要望 
・新課程の募集停止に伴い、定員の相当数を教員養成課程に振り替えていただきたい。 

・小・中学校両方の免許取得を推進していただきたい。 

・「科学技術創造立県いばらき」をになう人材、国際社会で活躍できる人材の育成のため、数学、理科、

英語の中学校免許を有する小学校教員を養成していただきたい。 

・特別支援学級への教員配置のため、特別支援学校の免許を有する教員の養成を充実していただきたい。

・本県では、技術・家庭といった技能教科の教員が不足しているため、これらの免許にかかる教員養成

を充実していただきたい。 

（出典：茨城大学新課程廃止に伴う学生定員の教員養成課程への移行に関する要望書（平成 27 年 10 月））
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資料 3-1-1-4 現在の教育組織と平成 29 年度以降の新教育組織 

現在の教育組織 平成 29 年度以降の新教育組織 

 入学定員   入学定員

学
校
教
育
教
員
養
成
課
程 

学
校
教
育
コ
ー
ス 

国語選修 26 

学
校
教
育
教
員
養
成
課
程 

教育実践科学コース 26(+10)

社会選修 23 

教
科
教
育
コ
ー
ス 

国語選修 26 

英語選修 10 社会選修 23 

数学選修 26 英語選修 16(+6) 

理科選修 18 数学選修 31(+5) 

音楽選修 14 理科選修 24(+6) 

美術選修 13 音楽選修 13(-1) 

保健体育選修 18 美術選修 12(-1) 

技術選修 17 保健体育選修 18 

家庭選修 14 技術選修 17 

教育基礎選修 16 家庭選修 14 

特別支援教育コース 20 特別支援教育コース 20 

計 215 計 240 

養護教諭養成課程 35 養護教諭養成課程 35 

情
報
文
化

課
程

社会文化コース 20 合計 275 

生活デザインコース 20  

アート文化コース 20 

計 60 

人
間
環
境
教

育
課
程

環境コース 10 

スポーツコース 10 

健康コース 10 

心理コース 10 

計 40 

合計 350 

（出典：教育学部教務委員会） 

 
別添資料１ 教育学部の３つのポリシー  
別添資料２ 茨城県から本学への要望（H27.10.19 茨城県教育長名） 
別添資料３ 全学教職センターの組織と体制 

 

 

○  地元教育委員会や現場教員との連携 

 茨城県教育委員会とは、毎年 7月に連絡協議会を開催するだけでなく、毎年後学期に 3年

次学生を対象に連携講義「現代教育の実践的課題」を共同で開講している（資料 3-1-1-5）。

さらに平成 28 年度からは、早期に学生の教職に対する意識を向上させるため、学部新入生

ガイダンスで県教委の担当者の講話を導入した。資料 3-1-1-6 には、茨城県教委と水戸市教

育委員会からの委託生の受入状況を示す。委託生は現在第一線で活躍する現職教員である

ことから、平成 25年度に設置した模擬授業室で委託生の「公開自主研修（学生も参加可能）」

を実施して、学生の教職に対する意識向上を図っている（資料 3-1-1-7）。さらに、優秀教

員として文部科学省や茨城県教育委員会から表彰を受けた教員（Teacher of Teachers）を

招聘し、公開授業研究会を実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

-100
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資料 3-1-1-5 現代教育の実践的課題 
 
■H27 講義内容・担当者 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■H22〜27 年度受講者数 

年 度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

履修者数 80 128 130 104 134 106 

不合格者数 31 25 47 13 25 11 

単位修得者数 49 103 83 91 109 95 

（出典：教務情報システム） 

 
資料 3-1-1-6 委託生受入状況 

年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

前期 26 23 18 17 14 13 

後期 24 22 32 26 26 27 

通年 1 0 0 0 0 0 

合計 51 45 50 43 40 40 

※ H22 の通年 1名は長野県教委からの派遣 

（出典：教育学部事務部作成） 

 

  

講座内容

担当課
担当者

義務 義務 義務

講座内容

講座内容

担当課
担当者

高校 特教
義務
高校
特教

講座内容

講座内容

義務

高校

特教

日時
講座内容
担当課
担当者

３　校　時

１３：００～１４：３０

４　校　時

１４：４０～１６：１０

５　校　時

１６：２０～１７：５０

佐藤　正一　管理主事
池田　恭彦　管理主事
結束　明広　管理主事

第１回目
９月30日

（水）

課長講話 教員の魅力と本県の求める教師像 教員採用の現状

小島　睦　義務教育課長 安原　優　人事担当課長補佐 飯田　研一　管理主事

本県における特別支援教育の現状

担当課
担当者

第３回目
10月28日

（水）

教職員の服務とコンプライアンス 教育関連法規 学校事故と危機管理

髙村　祐一　人事担当課長補佐 村山　亮　人事・計画担当課長補佐

第２回目
10月７日

（水）

本県の学校体育・運動部活動の現状本県における生徒指導の現状

保体 國府田　薫　学校体育担当係長
義務
高校
特教

第４回目
11月４日

（水）

本県における義務教育の現状 本県における高校教育の現状

志賀　正章　生徒指導推進室室長補佐
谷津　　勉　 生徒指導推進班長
長塚　健一　指導主事

本県の人権教育の現状

担当課
担当者

義務 板橋　幸子　指導担当課長補佐 高校 武石　仁　指導担当課長補佐
人権

教育室
唯根　正一　指導主事

高等学校と特別支援学校の学習指導の在り方 小･中学校の学習指導の在り方 本県の教員を目指す皆さんへ

担当課
担当者

義務

特教 白土　良子　指導担当課長補佐

平成27年度　県教育委員会・茨城大学との連携集中講義　講座内容及び担当者

稲野辺　親　主任指導主事

飯田　研一　管理主事

庄司　一裕　管理主事

森　　 正貴　管理主事

第５回目
11月11日

（水）
高校

特教

渡邉　剛　指導担当主任指導主事

鏑木　治　指導担当主任指導主事
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資料 3-1-1-7 委託生公開自主研修の例（平成 27 年度後期） 

 
（出典：教育学部音楽教室作成） 

 

  

○  教育実習の質的・量的改善 

教育実習等の企画・実施については、教育実習委員会と教育実践総合センターが企画・実

施を担当している。学外の協力校における教育実習に際しては、学校教育教員養成課程の全

教員が連絡担当教員として、協力校への挨拶回り、研究授業視察などを実施している。 

 教育実践総合センターは、教育ボランティアの受付窓口にもなっており、地域の学校と本

学との連携支援を担当している。教育ボランティアは、平成 16 年に連携協定を結んだ水戸

市教育委員会での活動と、連携協定を結んでいない県内地域での活動がある。前者は年度初

めに学生派遣先一覧を受け、計画的に学生を配置している。（資料 3-1-1-8）後者について

は教育実践総合センターへの申込があった時点で、適宜、学生を配置している。 
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資料 3-1-1-8 水戸市学校ボランティア実績 

年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 合計 

項
目
名 

派
遣
学
校
・
園
数 

派
遣
学
生
数 

派
遣
学
校
・
園
数 

派
遣
学
生
数 

派
遣
学
校
・
園
数 

派
遣
学
生
数 

派
遣
学
校
・
園
数 

派
遣
学
生
数 

派
遣
学
校
・
園
数 

派
遣
学
生
数 

派
遣
学
校
・
園
数 

派
遣
学
生
数 

派
遣
学
校
・
園
数 

派
遣
学
生
数 

幼稚園 7 30 8 18 5 24 7 25 7 17 1 8 35 122 

小学校 14 75 11 45 15 53 13 35 11 31 11 59 75 298 

中学校 5 11 4 14 3 10 3 16 4 18 4 18 23 87 

合計 26 116 23 77 23 87 23 76 22 66 16 85 133 507 

 （出典：教育学部事務部作成） 

 

 英国 グロスターシャー コレッジと平成 26 年に交流協定を結び、毎年２月〜３月に研修

「短期語学留学と文化研修の旅」を行っている（資料 3-1-1-9）。さらに、平成 26、27 年度

には英国ウスター大学との交流協定締結のための交渉を行い、平成 28 年度に交流成立の予

定である。また、第 2期中期目標期間中の学部における外国人留学生、研究生の受け入れ状

況、学生の留学状況は大きな変動はなく、ここ数年堅調に推移している（資料 3-1-1-10）。 

 
資料 3-1-1-9 英国グロスターシャー・コレッジ校との交流実績（教育学部学生のみのデ
ータ） 

年度 H26 H27 

参加学生数 16 3 

 （出典：教育学部事務部作成） 

 
資料 3-1-1-10 外国人留学生、研究生の受入状況、本学学生の留学状況 

年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

外国人留学生（在籍者数） 22 26 19 16 14 10 

外国人研究生（在籍者数） 3 3 2 1 5 5 

協定校への留学 2 1 1 2 4 2 

 （出典：教育学部事務部作成） 

 

 

○  多様な学生ニーズに応える多彩な教員の配置 

 平成 27 年度末の教育学部の専任教員は 110 名であり、女性教員は 21 名（19％）、実務経

験を有する教員は 48 名（44％）である（資料 3-1-1-11）。また、定員削減に対応しつつ学

生の学習環境を向上させるために平成 22 年度から現役時代に顕著な教育実績、研究実績を

持つ教員を定年後に再雇用する特任教員制度を開始した。平成 27 年度は 11 名の特任教授

を採用し、大学院・学部の教育の質的向上に努めている。また、平成 28 年度からの教職大

学院設置に向けて、平成 28 年４月１日付で２名の実務家教員を採用した。 

 教員採用試験の合格率向上のため、平成 19 年度２名、20 年度３名、21〜27 年度４名の退

職校長を就職相談員として採用している。学生からの相談件数は例年大変多く、その効果は

教員採用試験結果に現れている（後掲資料 3-2-2-1）。 
資料 3-1-1-11 H27 年度教員構成表 

 教授 准教授 講師 特任教授 計 

全教員数 56 40 3 11 110 

女性教員 7 12 2 0 21 

教育現場の実務経験を 

有する教員数 
23 19 3 3 48 

 （出典：教育学部事務部作成） 
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○  着実な入試広報の展開 

教育学部のアドミッション・ポリシーは、教育目的に沿って定められており学部 web サイ

ト、入学案内、選抜要項、募集要項の冊子で紹介されている。アドミッション・ポリシーに

即した適切な入学者を確保するため、入学者選抜方法研究委員会、学部広報室を中心に、オ

ープンキャンパスや高校説明会、出前授業を実施している（資料 3-1-1-12）。 

 
資料 3-1-1-12 オープンキャンパス及び高校説明会と出前授業 
 

■オープンキャンパスにおける進学相談件数 

課 程 相談対応者 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

学校教育教員養

成課程 

在学生  250  245  229  126  162   181 

教 員 実施無  49  29  37  46   78 

養護教諭養成課

程 

在学生  60  53  50  35  65   30 

教 員 実施無   9   4   7   9    9 

情報文化課程 
在学生  35   57  34  21  22   20 

教 員 実施無    6   8   7  13   14 

人間環境教育課

程 

在学生  66  56  77  34  52   41 

教 員 実施無 15   6  11  27   26 

 

■高校説明会、出前授業実績 

 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

高校説明会 17 17 20 13 10 10 

高校出前授業 54 64 66 37 36 44 

（出典：教育学部事務部作成） 

 

  

○  適切な入学試験による選抜 

現在の入試方法は資料 3-1-1-13 に示す。平成 26、27 年度に「地域の期待に応え、学校教

育の現代的課題に対応できる高い実践的能力を持った教員」を養成するための学部改革に

関する検討を行い、平成 29 年度入試では教員希望の意欲と適性を評価する統一小論文問題

の前期日程入試での導入と、推薦入試を実施していない英語選修、教育基礎選修（改組後の

教育実践科学コース）、特別支援教育コースにおける推薦入試の実施を行い、さらに平成 30

年度入試以降、より教員としての適性を持つ学生を確保するため、前期日程入試での全ての

課程・コース・選修における面接試験実施などの入試改革を行うことを決定した。 

 
資料 3-1-1-13 平成 28 年度入試方法一覧 

課程・コース・選修 推薦 前期 後期 

学
校
教
育
教
員
養
成
課
程 

学
校
教
育
コ
ー
ス 

言語・社会教育系 

国語選修 小論文・面接 小論文 面接 

社会選修 小論文・面接 小論文 面接 

英語選修 - 外国語（英語） 面接 

理数教育系 

数学選修 面接 数学 数学 

理科選修 面接 数学 
センター得点

のみ 

音楽教育系 音楽選修 
面接・実技検

査（音楽） 
実技検査（音楽） 

実技検査（音

楽） 

美術教育系 美術選修 
面接・実技検

査（美術） 
実技検査（美術） 小論文 

保健体育教育系 
保健体育選

修 

面接・実技検

査（体育） 
実技検査（体育） 

実技検査（体

育） 

技術教育系 技術選修 面接 数学 面接 

生活科学教育系 家庭選修 面接 小論文 面接 
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教育科学系 
教育基礎選

修 
- 小論文 面接 

特別支援教育コース - 小論文 面接 

養護教諭養成課程 面接 小論文 面接 

情報文

化課程 

社会文化コース 
面接・活動報

告・資料 
外国語（英語） 数学 

生活デザインコース 
面接・活動報

告・資料 
数学 数学 

アート文化コース 

面接・ポート

フォリオ、付

属資料 1点 

外国語（英語） 小論文 

人間環

境教育

課程 

環境コース 面接 数学 面接 

スポーツコース 

面接・運動特

技に関する調

書 

実技検査（体育） 
実技検査（体

育） 

健康コース 面接 実技検査（体育） 
実技検査（体

育） 

心理コース 面接 外国語（英語） 面接 

（出典：教育学部事務部作成） 

 

  

○  FD による教育改善の継続的実施 

第２期中期目標期間（平成 22〜27 年度）に実施された学部 FD は、資料 3-1-1-14 のとお

りであり、テーマ、内容、形態も多様である。また、平成 27 年度から、授業改善のために

教室単位で８月（前期分）と３月（後期分）にアクティブ・ラーニング対応授業についての

意見交換会を実施している。 

 
資料 3-1-1-14 学部 FD 実施実績 

平成 22 年度    

年月日 題目 講演者 参加人数 

2 月 23 日 卒業研究指導 FD 教務委員会  

2 月 23 日 教職実践演習 FD 教務委員会  

平成 23 年度    

3 月 2 日 
我が国における海外の教員養成

に関する研究のレビュー 
加藤崇英（学校教育教室） 約 50 名 

平成 24 年度    

- - - - 

平成 25 年度    

6 月 19 日 教職実践演習 FD 教務委員会教職実践演習 WG 約 50 名 

7 月 17 日 教育学部談話会 
鈴木一史（国語教育教室教員）、青

栁直子（教育保健教室教員） 
約 50 名 

11 月 20 日 
シンポジウム＆FD：教職大学院と

教員養成の課題 

池田幸雄（茨城大学長） 

柏森麻代（文科省高等教育教育局

大学振興課教員養成企画室専門

官） 

加藤崇英、杉本憲子、丸山広人（学

校教育教室教員）、橋浦洋志（国語

教育教室教員） 

約 80 名 

平成 26 年度    

4 月 16 日 教員養成機能強化 FD 
瀧澤利行（将来計画委員長）生越

達（副学部長） 
約 70 名 
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野崎英明（教務委員長） 

10 月 15 日 教職実践演習 FD 教務委員会教職実践演習 WG 約 30 名 

2 月 10 日 国際教育とそろばん 
藤本トモエ（トモエ算盤株式会社

代表取締役） 
約 30 名 

3 月 19 日 
シンポジウム＆FD：茨城大学の教

員養成教育の将来像 

三村信男（学長） 

生越達（教育学部長）他 
約 100 名 

平成 27 年度    

7 月 15 日 クリッカー講習会 
勝本真、松村初（前大学教育セン

タークリッカー担当） 
約 60 名 

9 月 16 日 教職実践演習 FD 教務委員会教職実践演習 WG 約 50 名 

（出典：教育学部事務部作成） 

 

 

○  データを活用した不断の授業改善 

教員の授業改善は、半期ごとに大学戦略・IR 室から配信される全教員の成績データ、授

業アンケート結果を用いて全教員が学部が定めた点検表（資料 3-1-1-15）を用いて教育の

取組や学生の学習成果について自己評価を行っている。また学部としても外部評価を６年

に１度実施しており、最近では平成 25 年度に実施した。 

 
資料 3-1-1-15 授業点検の自己評価項目 
１：授業の到達目標を実現し、授業をよりよくするために取り組んだことはありますか。 

２：これまでの授業アンケート、自己点検、学習会（FD）等を参考にした取り組みにより、教育内容、

教育方法が改善・向上したことはありますか。 

３：学生の主体的な学習を促し、十分な学習時間を確保するための工夫をしましたか。 

４：授業を改善するため、教員間で問題を共有したり、取り組んだりしたことはありますか。 

５：学生の成績はどうでしたか。授業の成果はどのように反映されていましたか。 

６：授業アンケートの結果、学生からの評価はどうでしたか。授業アンケートから見えてきた問題点は

ありますか。 

７：シラバスにアクティブ・ラーニング要素の導入を行ったかについて。 

８：シラバスにアクティブ・ラーニング要素を記載することでアクティブ・ラーニング授業を意識的に

行うようになったか？ 

（出典：教育学部授業点検票） 

 

 

(水準)期待される水準を上回る。 

(判断理由) 

カリキュラム・ポリシーに基づいた人材養成を着実に行い、様々な関係者からの教育ニー

ズに応えるために、４課程・８コース・８系・11 選修の教育組織を編成しており、各教育組

織の教育目的を達成するために、適正かつ多彩な専任教員を配置している。また、平成 29

年度からの学部改革に向けた検討を行い、情報文化課程、人間環境教育課程の学生募集を停

止するなど教育組織の整備、現代的教育課題、茨城県教委からの要請に応える教育プログラ

ムの設定方針を策定した。教育目的を実現するために、教育改善活動に組織的に取り組む体

制を整えており、適切な FD を実施している。教育改善への継続的な取組は、広く教育に関

わる専門的な知識と確実な技能を身に付けることを望んでいる学生、またそういった教員

を求めている県教育委員会などの関係者からの期待に応えている。 

 

 

観点 教育内容・方法 

(観点に係る状況) 

○ ３つのポリシーの制定とカリキュラムの可視化 

大学全体の教育目的を踏まえつつ、学校教育教員養成課程、養護教諭養成課程、情報文化

課程、人間環境教育課程の課程ごとに適切なアドミッション・ポリシー、カリキュラム・ポ
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リシー、ディプロマ・ポリシーを定めている（別添資料１［既出］）。また、これらの能力を

養成するための具体的な課程・コース・選修ごとのカリキュラムは、カリキュラム・ポリシ

ーに沿って設計され構造とその概要図を学生に明示している（別添資料４）。 

 

別添資料４ カリキュラム・ツリーの例（数学選修） 

  

 

○  実践力の高い学校教員の養成－特に教職実践演習での工夫－ 

学校教育教員養成課程では、実践力強化を図り、平成 25 年度から１年次に附属学校にお

ける授業観察を行う「教育実地研究入門 I」を必修化した。また、３年次における附属学校

実習である「初等教育実地研究 I、中等教育実地研究 I（どちらか選択必修）」の期間を延長

して単位数を増やし、質・量ともにより充実させた。また、４年次に地域の協力校で行う「中

等教育実地研究 II（選択必修）」については、７月の教員採用試験前に受験教科で実習を行

いたいという学生の要望に応え、平成 27 年度から従来８〜10 月に行っていた実習の一部を

前期の５、６月で実施することにした。「教科又は教職に関する科目」では「全教科型」、「教

科型」、「小学校英語」の区分のもと、学校教育の現代的課題に関わる科目群を開講している。 

 平成 22 年度入学生から教員免許状取得のための必修科目として導入された「教職実践演

習」に対応するため、教務委員会内に教職実践演習 WG を立ち上げて授業設計を行い、運用

３年目を終了した。教員には、各教科の指導力だけでなくその実践のためにコミュニケーシ

ョン能力や課題解決能力、企画力など、総合的な力が求められる。この科目では、これまで

の授業科目の履修やその他の活動を通して、教員として必要な資質能力を総合的に形成す

ることができたかについて、またどのような点に課題があり、補う必要があるのかについて

最終的に確認する場として設定される。実践的な複数のテーマに対して講義（理論、現場の

事例報告）とグループワークを組み合わせて、学生が他の学生との議論や作業を通して考え

ていく科目である。受講者数が約 270 名の大規模授業でありながら学生の反応は良好で、約

９割の学生が受講が有意義であったと回答している（H27 実績）。教職実践演習の目的の１

つは「ふり返り」であるため、そこで用いるための学修カルテについて改良を行った。当初

の紙のカルテから平成 25 年度入学生からは全学の電子ポートフォリオシステムを使用した

電子カルテを運用しており、さらなる授業効果の向上が見込まれる。また、情報文化課程で

は、「集団による活動」「具体的なテーマ設定」「成果の発表」を基本方針とした１～３年次

生必修の「プロジェクト科目」を開講している。各プロジェクトの成果発表については、保

護者、地域の方、卒業生などを迎えて、成果を全体に発表する「情報文化祭」を開催し、こ

の開催に向けた企画・運営を学生主体で行うことで、学生の各プロジェクトへの取組意欲を

向上させるなど、プロジェクト科目全体の教育効果を高めている。これら以外の教育内容に

応じた適切な学習指導法の工夫事例については、資料 3-1-2-1 に示す。 

平成 25 年度、教育学部 A棟２階に小学校の教室を再現した模擬授業室が整備され、学生

の教員としての実践力育成に活用されている（資料 3-1-2-2）。 
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資料 3-1-2-1 教育内容に応じた適切な学習指導法の工夫事例 

組
織 教育内容に応じた適切な学習指導法の工夫事例 

学
校
教
育
教
員
養
成
課
程 

ことばの力実践演習（教養科目「コミュニケーション論」、学校教育教員養成課程と養護教諭

養成課程 ２年次必修 通年） 

 教員にとって最も基盤的な力である「ことばの力」を身につけるために、他の学生の「声

ことば」に徹底して耳を傾けることから出発して「聞く」「話す」力を付け、附属中学校での

実践を行う中で「文字ことば」の力も付けていく。 

初等国語科教育法研究（２年次）、国語科教育法研究（２年次） 

 1/3 は講義による授業概要の理解、2/3 はそれをもとにした模擬授業等の演習形式によっ

て、理論と実践の架橋を学習者の中で体得させる学習形態を取っている。 

地理学野外実習Ⅰ（１年次） 

 地理学に必須のフィールドワークの力を総合的に身につけるために、野外実習（現地調査）

を行っている。 

算数科内容研究（２年次） 

 割合の学習で実際に水溶液を作る、正多面体を折り紙で実際に製作するなど、実験・実習

的な内容を取り入れ、小学校における算数の学習を意識させる授業を行った。 

障害児指導法演習（３年次） 

養護学校実習で必要な知的障害児に対する教材・教具の開発能力を高めるために、作成を

含む総合的な学習を行っている。 

養
護
教
諭
養

成
課
程 

養護活動演習Ⅰ（２年次後期）－ 養護活動演習Ⅱ（3年次前期） 

専門知識の統合が必要な養護実習の前に、「養護活動演習Ⅰ」では、学校現場を想定し

て「仮想学校」をつくり、養護教諭の役割や位置づけを教員組織の中で体験し、「養護活

動演習Ⅱ」では健康診断の実施も加え、より実践に結び付けていく演習を行っている。 

情
報
文
化
課
程 

プロジェクト科目（「情報文化広報プロジェクト」等 １～３年次必修） 

「集団による活動」「具体的なテーマ設定」「成果の発表」を基本方針とし、集団でのアイデ

ィア創出や合意形成プロセスについて体験的に学ぶ、情報文化課程１～３年次必修科目。４

年次まで履修すると「プロジェクト卒業」できる。従来は「成果の発表」をプロジェクトご

とに行っていたが、平成 21 年度から学年末の２月に「情報文化祭」を開催し、保護者、地域

の方、卒業生などを迎えて各プロジェクト全体の成果発表を行っている（参考：平成 27 年

度参加者 375 名）。この「情報文化祭」の企画・準備・運営自体が課程をあげての一大プロジ

ェクトとなっている。大きな成果発表の場ができたことが、学生の個々のプロジェクトへの

取り組みの意欲を向上させるなど、プロジェクト科目全体の教育効果をさらに高めている。

人
間
環
境

教
育
課
程 

文章作成法 1（教養科目「コミュニケーション論」、人間環境教育課程 １年次必修） 

 伝わる文章を作成できるように、作成実習と共にピアレビューを重ねて教育効果を高めて

いる。 

（出典：教育学部事務部作成） 

 
資料 3-1-2-2 平成 27 年度模擬授業室使用状況 

月 
使用者（代表） 

その他 その他の内容 合計 
教員 学生 

4 23 5 2 協力教員会、発明クラブ説明会 30 

5 23 22 1 運営委員会 46 

6 35 9 7 内留生の公開自主研修会など 51 

7 43 23 2 附属学校打合会など 68 

8 14 23 0  37 

9 10 36 2 附属学校打合会など 48 

10 14 12 4 附属学校打合会、施設見学など 30 

11 25 24 0  49 

12 41 20 8 内留生の公開自主研修会、ICT 活用講習会 69 

1 25 16 6 教員研修会 47 

2 24 6 3 教員採用前研修会 33 

3 15 5 1 運営委員会 21 



茨城大学教育学部 分析項目Ⅰ 

－3-14－ 

計 292 201 36  529 

（出典：教育学部事務部作成） 

 

 

○  児童・生徒と向き合うことができる教員の育成 

 茨城大学では、大学での学習に必要でありながら高校までの学習では身に付いていない

力（課題意識を持って自主的に学習する能力、企画能力、表現能力など）を養成することを

目的とした主題別ゼミナール（教員がサポートするゼミナール形式の授業）を行っており、

教育学部では１年次前期に履修する。 

教養科目「ことばの力実践演習」においては、前期に「聞く」「話す」の力についてのト

レーニングを実施した後、後期に附属中学校へ学生が出向いて生徒の質問に答えることで、

「聞く」「話す」の実践力養成を図っている。附属学校との共同研究は、第２期中期目標期

間中に以下のように実施されている。（資料 3-1-2-3） 

 教育実習では学校教育コースの３年次の教育実習を附属小学校と附属中学校で、特別支

援教育コース３年次の小学校教育実習を附属小学校、４年次の特別支援学校教育実習を附

属特別支援学校で、また主として養護教諭養成課程と情報文化課程、人間環境教育課程の幼

稚園免許取得希望者の教育実習を附属幼稚園で行っている。 

 教育実践総合センター、教務委員会、教育実習委員会の三者が協力し、附属小学校、附属

中学校の了承を得て、学校教育教員養成課程３年次教育実習の VTR 撮影（全実習生の「一斉

研究授業」を対象）を開始した。撮影データは DVD にダビングして（教員による十分な管理

の下で）保存されるが、当授業学生の自己把握のみならず、（授業学生の了解の下)教職実践

演習などの授業やゼミでも実践力育成に活用される。 

 
資料 3-1-2-3 附属学校との共同研究実績 

 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

附属幼稚園 ７ ４ ７ ０ ９ 13 

附属小学校 14 18 20 18 20 19 

附属中学校 38 33 23 22 27 27 

附属特別支援学校 15 13 12 10 18 13 

複数学校園との連携 ２ ４ ６   ５ 

合計 76 72 68 50 74 77 

（出典：教育学部年報を基に作成） 

 

教養科目の分野別基礎科目（人文の分野･コミュニケーション論）において、各課程に合

わせた内容の授業を必修としている（資料 3-1-2-4）。学校教育教員養成課程及び養護教諭

養成課程においては、「ことばの力実践演習」（通年・２単位）を２年次に必修とし、学校教

育に対しての社会からの要請に応えている。また、情報文化課程ではフィールドワーク活動

を中心とした「情報文化基礎演習」（集中・２単位）、人間環境教育課程では「文章作成法Ⅰ」

（後期・２単位）を必修とし、それぞれの課程の学生のニーズ、育成する人材への社会から

の要請に応えている。また、「ことばの力実践演習（２年次通年）」においては、各教室から

選出された教員が選修等の混成クラスの指導を担当している。さらに教員免許取得のため

の必修科目である「教職実践演習（４年次後期集中）」においては各教室から選出された演

習担当教員が、教科等の混合クラスの指導を行っている。このように学部共通授業の実施に

おいても教科の枠を越えた指導体制が構築されている。 

 
資料 3-1-2-4 カリキュラム編成上の工夫 
課程 工夫 

学 校 教 育

教 員 養 成

課程 

学校教育コースでは、教員免許法に則り小学校教諭免許状と中学校教諭免許状の両方を

取得できるよう専門科目が構成され、加えて高等学校教諭免許状が追加取得可能となっ

ている。学校教育教員養成課程の特別支援教育コースでは、特別支援学校教諭免許状と

小学校給教諭免許状が取得可能となっている。養護教諭養成課程では、養護学校教諭免

許状を取得する他、中学校教諭免許状、高等学校教諭免許状の取得に配慮された構成と
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なっている。 

情 報 文 化

課程 

専門科目の教育課程は課程共通科目と課程専門科目から構成されている。後者は、社会

文化コース、アート文化コース、生活デザインコースそれぞれに固有の科目群と、複数

のコースにまたがる科目群からなり、一つのコースに所属しながら巾広く、自由に履修

できる構造になっている。それにより、多様な分野の専門知識を持ちつつ社会でその領

域を複合的に連携させて実践する力を育成し、社会からの要請に応えている 

人 間 環 境

教育課程 

 

専門科目の教育課程は課程共通科目とコース専門科目から構成されている。後者によっ

て、環境コース、スポーツコース、健康コース、心理コースそれぞれの専門的な知識や

技術を身につけ、前者によって専門家と一般の人々をつなぐはたらきを果たせる能力を

育成し、社会からの要請に応えている。 

（出典：教育学部事務部作成） 

 

 

○  教育現場と連携した教育の実施 

 教育学部では、多くの教室で教育現場と連携した授業、プロジェクト等を展開している

（資料 3-1-2-5）。 
資料 3-1-2-5 教育現場と連携した教育の取組例 

組織 取組例 関連する授業 

国語教育教室 

教室として茨城国語教育学会を主催し、多くの教育現場の

現職教員の発表を討議する機会を設けるとともに、学生た

ちへの参加を促している。 

 

保健体育教室 

常磐小学校との協働事業「学遊」 

「学遊」は、校庭での自由遊びの共援である。子供達にとっ

ては、からだ・こころづくりや他者理解に、大学生にとって

は子供理解につながる。（ 

子どもの遊びと体

験活動 

保健体育教室 
小学校に出向いて子どもたちと交流する機会を持ってい

る。 

生涯スポーツの実

現 

技術教育教室 

附属幼稚園と連携して「芋掘り体験活動」を運営している。

授業で子どもの能力に応じた農場設計法を学び、設計に応

じた作物の植え付けおよび管理を実施し、収穫時に園児の

活動のサポートを行っている。 

栽培の基礎技術 

家政教育教室 

附属小学校の公開授業研究会の授業を参観し、実際の授業

を観察して児童・生徒の対応や授業設計について学んでい

る。 

初等家庭科教育法

研究 

学校教育教室 

教育現場での研究のあり方への認識を高めるため、茨城県

教育研究連盟（茨城大学、茨城県教育委員会、教職員組合か

ら構成される研究組織）の発表大会への学生の参加を促し

ている。 

 

障害児教育教室 
附属特別支援学校の子ども達に向けた遊び場をつくり、実

際に遊びにきてもらう授業を行った。 

知的障害児指導法

演習 

教育保健教室 
県内唯一の病弱教育の特別支援学校の養護教諭により学校

の特徴、児童生徒の特徴等の講義をしてもらっている。 

学校救急看護実習

（出典：教育学部事務部作成） 

 

 

○  卒業論文の質の維持と向上 

卒業論文については、発表会を公開で開催するなど、質の確保を行っている。卒業論文の

指導については、卒論提出時に学生から卒業研究記録票を提出させ、次年度の教務委員会で

点検・評価を行うことで卒業研究の実質化を図っている。また、平成 27 年度には、卒業論

文の履修申告・卒業論文提出時に研究倫理に関するチェックリストを策定した。 

 

○  アクティブ・ラーニングの拡大と導入支援 

 教育学部では学部専門科目の 50％以上をアクティブ・ラーニング対応授業としている。

平成 27 年度のアクティブ・ラーニング対応科目は 604 本であり、全授業（1092 本）の 55％

に当たる。また、アクティブ・ラーニング実施に向けた環境整備として、平成 26 年度に A222
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室、平成 27 年度に B202 室に超単焦点プロジェクタ、タブレット、グループワーク用机・椅

子等を整備した（別添資料５）。使用状況は資料 3-1-2-6 に示す。 

 

別添資料５ 教育学部アクティブ・ラーニング対応室（A222 講義室、B202 講義室） 

 

資料 3-1-2-6 A222、B202 室授業使用状況 

 H22 H23 H24 H25 H26 H27 計 

A222 - - - - 14 20 34 

B202 - - 24 17 16 28 85 

計 - - 24 17 30 48 119 

 

（出典：教育学部事務部作成） 

 

 

○  CAP 制の運用による単位の実質化 

単位の実質化のために授業外学習時間を授業アンケートや卒業時アンケートで測定して

いる。本学では履修登録単位数の上限（CAP 制）を導入している。教育学部では年間 58 単

位であるものの、これでも履修が集中する学期が発生してしまう。そこで、平成 25 年度か

ら担任教員と教務委員長による２段階の面接を実施して、履修科目の必要性を確認するシ

ステムを構築した。これにより、67 単位以上の極端に多くの単位の修得を希望する学生数

は平成 24 年度の 40 名から平成 25 年度４名、平成 26 年度４名、平成 27 年度０名と大きく

減少している。現行カリキュラムではこれ以上の履修単位数削減は困難なことから、平成 29

年度からのカリキュラム改革に合わせて、授業科目を精選するとともに授業科目学年配当

の再検討を実施の上、平成 29 年度入学生から基本 46 単位、教育学部学生は指導教員から

しかるべき指導を受けることを条件に 52 単位とすることとした。 

 教育学部では、各教科の特性に応じた様々な教室外学修の機会を設けている。各教室の実

践事例を資料 3-1-2-7 に示す。 

 
資料 3-1-2-7 教室外学修プログラムの提供例 

組織 プログラムの提供例 関連する授業 

国語教育教室 

附属中学校で行われている「授業づくり研究会」への参加

を促し、教員採用試験を控えた 4年次生などが参加してい

る。 

 

技術教育教室 

公益財団法人日本科学技術振興財団主催の「科学の祭典」

に毎年有志の学生を募って参加し、小学生を対象とした

「ものづくり教室」を実施している。 

 

技術教育教室 

学生に日本産業技術教育学会主催の「発明・工夫作品コン

テスト」への応募を促し、ものづくりを通して自ら課題を

発見し、解決する力の育成に努めている。 

 

家政教育教室 

地域に住む方々へのインタビューを行い、地域の人々によ

る学生支援や大学周辺環境整備活動など、大学と地域との

交流について学んでいる。 

住居学演習 

学校教育教室 

水戸市内の教育資源（講道館・偕楽園・茨城県立歴史館）

のフィールドワークを行い、その体験を基としてプレゼン

テーションを実施した。 

 

障害児教育教室 

関東近郊の複数の大学における特別支援教育を専門とす

る教員とその学生が集まり、研究内容を検討する「発達科

学研究交流会」への参加と発表を行わせた。 

 

教育保健教室 

東京学芸大学、千葉大学、埼玉大学、茨城大学の学生と教

員との交流会である関東養護教諭学生交流会（企画立案、

各大学との様々な調整、会の進行等のすべてを学生が主体

的に実施）へ毎年 1-4 年生の約 70 人程度が参加してい

る。 
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人間環境教育教

室 

茨苑祭（大学祭）の際に、「公開ゼミ」を行い、来訪者を

交えた議論を行い、巾広い視野、多様な視点を修得させて

いる。 

 

（出典：教育学部事務部作成） 

 

 

○  生涯にわたって学び続ける教員を支える基礎学力 

 また、学校教育教員養成課程の社会選修および理科選修では、高校で未履修あるいは不十

分な学修であった分野の学修に配慮した科目（「基礎日本史」「基礎世界史」「基礎地理」「基

礎政経」「基礎物理学」「基礎化学」「基礎生物学」「基礎地学」）を開講している 

 

 

(水準)期待される水準を上回る。 

(判断理由)  

第２期中は３つのポリシーを定め、カリキュラムの改善を進めてきた。実践力強化のため

に附属学校実習を見直し質・量ともにより充実させるだけでなく各教科の特性に応じた

様々な教室外学修の機会を設けている。このような教育現場と連携した科目も初年次から

増やし「なりたい教員像」の形成が促進されるよう改善を進めてきた。理論と実践・専門性

と現場対応力の総まとめとして「教職実践演習」を導入し、理論＋事例報告＋グループワー

クで４年間の教員養成の「ふり返り」を行うことで教育現場に立つためにやるべきこと、考

えるべきこと、心構えを学ぶことができたと考えている。ツールとしての学修カルテも整備

し、ルールとして履修上限の再設定を行い必要以上に多くの科目を履修する学生の抑制を

図った。情報文化課程でも、従来から看板科目として取り組んできた「プロジェクト科目」

における各プロジェクトの全体発表の場である「情報文化祭」を学生主体で開催するなどの

取組を行った。これらのことから本観点については、期待される水準を上回る成果を上げた

と判断できる。 
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果  

(観点に係る状況) 

 本学では成績評価基準を学則に定め、教育学部でも「履修要項」に記載して学生・教員へ

周知している。授業担当者はその基準に従い、シラバスに具体的な成績評価方法を明記して

いる。また、平成 25 年度入学生より GPA 制度を本格的に導入した。本学教員は、教務情報

システムによって、自らの授業の成績評価の分布を再確認し、評価の偏りがないかを点検す

ることができるようになっている。 

 成績の通知時に学生が疑義を申し立てることができることが保証されており、「履修要項」

に記載して学生・教員へ周知している。ただし、第２期中期目標期間中は、成績に関する異

議申立は０件であった。  

「学びのあしあと」による教職科目の自己評価システムを構築している。シラバスに到達目

標を明示し、それに照らした成績評価を行っている。 

 教員免許については、58 単位という現在の CAP 制下においては、適切な取得状況と言え

る（資料 3-2-1-1）。平成 29 年度入学生からは、より単位の実質化に配慮した CAP 制上限 46

単位（教育学部は適切な指導を行うという条件で 52 単位）という設定になる。しかし、複

数免許や各種資格の取得は、学生や県教育委員会などの関係者の期待が高い部分でもある

ため、現在検討中の新カリキュラムにおいては、授業の精選、授業の学年配当等について検

討し、CAP の範囲内で一定の免許・資格が取得できるように配慮する予定である（資料 3-2-

1-2）。 

平成 27 年度卒業生アンケートによると、教育学部は「茨城大学に在学したこと」につい

ての満足度が高かった（十分満足、概ね満足を合わせて 91％）。また、「課題解決のための

思考力・判断力・表現力が身に付いた」という回答も多かった（十分満足、概ね満足を合わ

せて 90％）。 

 
資料 3-2-1-1 教員免許取得件数 

 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

小学校教諭免許状 
1 種 198 188 198 173 172 180 

2 種 24 32 30 39 33 38 

中学校教諭免許状 
1 種 230(13) 242(21) 261(20) 239(19) 237(19) 253(22)

2 種 14 31 30 19 26 18 

高等学校教諭免許状  175(16) 231(26) 249(29) 226(27) 217(21) 244(23)

特別支援学校免許状 
1 種 22 27 26 27 27 34 

2 種 0 0 0 0 0 0 

養護教諭 1種免許状  32 34 34 39 36 35 

幼稚園教諭免許状 
1 種 49(1) 87(10) 59 49 44(1) 33(2) 

2 種 0 0 0 10 0 6 

計 744(30) 872(57) 887(49) 821(48) 792(41) 823(47)

（ ）内は教員養成課程外（情報文化課程・人間環境教育課程）における取得件数 

（出典：教育学部事務部作成） 

 
資料 3-2-1-2 各種資格取得件数 

 H22 H23 H24 H25 H26 H27 計 

学芸員 1) 21 11 14 7 10 11 74 

社会教育主事 2) 5 0 6 2 2 1 16 

学校図書館司書教諭 3) 20 18 37 18 38 9 140 

公認スポーツ指導者 12 25 32 16 23 22 130 

健康運動指導士 1 1 0 0 0 0 2 

二級建築士受験資格 5 8 9 3 7 6 38 

計 64 63 98 46 80 49 400 

1)博物館実習修了者 

2)社会教育実習修了者 
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3)茨城大学における資格申請者（他大学における申請および自己申告による申請は除く） 

（出典：教育学部事務部作成） 

 

 

（水準）期待される水準を上回る。 

（判断理由） 

 教員免許取得件数から見る教員免許取得率の高さ及び多様な資格取得者の状況から、教

育学部の教育理念、教育目的に則した学力、資質、能力は高い水準にあるといえる。また、

平成 27 年度に実施した卒業生アンケートの結果においても、「学生の大学における学修の

満足度が 91％」「課題解決能力の修得に関する満足度が 90％」など概ね肯定的・好意的な調

査結果が 90％を超えている。 

これらのことにより、期待される水準を上回ると判断する。 

 

 

観点 進路・就職の状況  

(観点に係る状況) 

 教育学部では、教職に就く学生が半数以上を占めていることから、学部独自に教員採用試

験対策講座や就職相談室を開設するなどの対策を取っており（資料 3-2-2-1）、大きな成果

を上げている。 

教育学部における平成 22～27 年度の就職・進学状況は資料 3-2-2-2 のとおりである。学

校教育教員養成課程・養護教諭養成課程では、平成 22〜27 年度の就職率は 70-83％、また

教員就職率（正規＋臨時）は 54～71％となっており、相応の割合の学生が教員となってい

ると言える。なお、教員養成課程卒業生の平成 26 年度教職就職率（正規＋臨時）は教員養

成課程を持つ国立大学 44 大学中 19 位（東日本１都１道 12 県の 12 大学中では３位）であ

り、全国の国立大学の平均値が 60.4％に対して、本学は 63.1％であることから高い水準に

あるといえる。（教員就職率の数値は、「平成 27 年 3 月卒業者の大学別就職状況（教員養成

課程）」（文科省）から引用）情報文化課程、人間環境教育課程では、平成 22〜27 年度の就

職率は 69-78％であり、堅調といえる。業種については、小売業、サービス業、製造業、情

報通信、公務員の５業種で７割を占めている（平成 27 年度）。 

茨城県教育委員会との連絡協議会を毎年開催して、県教委からの意見を得ている。平成 25

年度には、卒業生の主な就職先である学校からの意見聴取を実施した。これらの就職先から

の意見聴取結果は、本学部卒業の初任者が、教員採用当初の段階で必要とされる相応の学力、

資質・能力を身に付けているという意見が多かった（資料 3-2-2-3）。また、卒業生からの

聞き取り調査（ティプロマ・ポリシー達成度調査）では、各選修・コース毎に多少のばらつ

きがあるものの、ディプロマ・ポリシーの項目１、２、３のすべてにおいて、並評価（３）

以上の結果が得られた（資料 3-2-2-4）。これらの関係者から得られた意見は、学部として

のカリキュラム改革等に生かすだけでなく、教員に周知して個々の教育活動の改善にも生

かされている。 

 また、４年次の協力校教育実習依頼先の学校からの意見聴取、実習に関する質疑応答を行

うための教育実習運営協議会を実習終了後の毎年 12 月に実施している。そこで得られた意

見等は、次年度の教育実習における学生指導、実習生の配当法の改善などに生かされている。 

 

 
資料 3-2-2-1 就職相談室相談件数 

 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

相談件数 4,273 約 4,000 4,400 5,086 4,469 4,239 

（出典：教育学部事務部作成） 
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資料 3-2-2-2 卒業生の就職・進学状況 
■学校教育教員養成課程・養護教諭養成課程 

年度 H22 H23 H24 H25 H26 H273) 

卒業者数 1) 271 263 267 255 247 260 

教員就職者数 2) 170 189 151 137 154 163 

教員以外の就職者数 42 30 37 39 44 40 

進学者数 33 29 53 36 36 41 

未就職者数 4) 26 15 26 43 13 16 

教員就職率（%） 62.7 71.8 56.5 53.7 62.3 62.7 

就職率（%）（教員を含む） 78.2 83.2 70.4 69.0 80.1 78.0 

進学率（%） 12.1 11.0 19.8 14.1 14.6 15.8 

1) 9 月卒業者を含めた当該年度の卒業者数 

2) 文部科学省統計による。新卒業生のみ。過年度卒業生の教員就職統計はない。 

3) 平成 28 年 4月 22 日現在；教員以外の就職者は横ばい。進学率は微増。 

4) 未就職者の多くは、教員・公務員志望。過年度卒業生の就職統計はない。 

 

■情報文化課程・人間環境教育課程 

 H22 H23 H24 H25 H26 H271) 

卒業者数 98 94 110 93 103 101 

就職者数 69 64 68 62 69 672) 

教員就職者数 7 8 8 5 5 9 

進学者数 6 6 9 11 12 7 

未就職者数 16 16 25 15 17 18 

教員就職率（%） 7.1 8.5 7.2 5.3 4.8 13.4 

就職率（%）（教員を含む） 77.5 76.5 69.0 72.0 71.8 75.2 

進学率（%） 6.1 6.3 8.1 11.8 11.6 6.9 

1) 平成 28 年 4月 22 日現在：卒業者は横ばい、就職者は横ばい、教員就職者は増加。 

2) 平成 27 年度の就職業種：小売業（13）、サービス業（12）、製造業（9）、情報通信（8）、地方公務員

（5）、金融業（4）、建設業（4）、運輸・郵便(4)、教育・学習支援(3)、医療・福祉(2)、電気・ガス

(2)、農業(1) 

（出典：文部科学省統計および教育学部学務第二係資料より作成） 

 
資料 3-2-2-3 教育学部卒業生勤務校からの意見 
〔問〕茨城大学教育学部卒業生・教育学研究科修了生は、児童・生徒の状態・あり方を見て取る力、児

童・生徒のことばを受けとめる力を持っているか。 

・暖かみのある教育を行う力、頭だけでなく心で児童と接する態度が身についている。 

〔問〕茨城大学教育学部卒業生・教育学研究科修了生は、授業内容について十分理解をした上で授業を

しているか。理解に偏りがないか。 

・どこの大学を卒業したかの影響が持続するのは、採用後せいぜい 5年間くらいである。その後は、現

場での実戦経験（研修なども含む）により様々である。 

〔問〕茨城大学教育学部卒業生・教育学研究科修了生は、授業内容を児童・生徒に伝える力を持ってい

るか。特に、ことばを使って伝えることができているか。 

・少なくとも本校に在籍する茨大出身教員は非常に優秀である。 

〔問〕その他、勤務態度・服務規律等も含め、特に気になる点はないか。 

・茨大出身教員は、勤務態度・服務規律等（出勤状況、服装・頭髪など）に関しては押し並べて非常に

優れている。 

（出典：茨城大学教育学部卒業生聴き取り調査（平成 25 年度）報告） 

 
資料 3-2-2-4 卒業生からの意見（ディプロマ・ポリシー達成度調査結果：最低値 1、最

高値 5） 
 

課程 選修・コース名 回答者数
DP1 の

平均値

DP2 の

平均値

DP3 の

平均値 

学
校
教
育

教
員
養
成

課
程

1 国語選修 25 3.9 3.7 4.1 

2 社会選修 22 4.0 4.1 4.2 

3 英語選修 10 4.5 4.3 4.7 

4 数学選修 26 4.1 4.0 4.1 
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5 理科選修 16 3.7 3.4 3.7 

6 音楽選修 14 4.1 3.8 4.2 

7 美術選修 11 3.8 3.7 4.0 

8 保健体育選修 18 4.4 4.2 4.5 

9 技術選修 18 3.8 3.5 4.0 

10 家庭選修 14 3.7 3.6 4.0 

11 教育基礎選修 13 4.3 4.1 4.5 

12 特別支援教育コース 20 4.1 3.8 4.0 

養
護
教
諭

養
成
課
程 

13 養護教諭養成課程 39 4.0 3.7 3.9 

情
報
文
化

課
程 14 情報文化課程 47 4.2 4.1 4.1 

人
間
環
境

教
育
課
程

15 環境コース 11 3.4 3.1 3.6 

16 スポーツコース 8 3.5 3.4 3.6 

17 健康コース 10 4.2 4.2 4.4 

18 心理コース 10 3.4 3.4 3.2 

（出典：平成 25 年度卒業生アンケート「ディプロマ・ポリシーの達成度調査」についての報告） 

 

 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由） 

 平成 22～27 年度、教員養成系卒業生の就職・進学率は高く、教員就職率は 54～71％とな

っており、全国教員養成大学・学部卒業生の教員就職率（平成 27 年度で約 60％）から見て

相応の水準にある。茨城県教育委員会との定期的（毎年）な意見交換や平成 25 年度に実施

した本学卒業績の勤務校への聞き取り調査では、専門的知識・実践力の基礎を備えた教員を

受け入れたいとする県・市町村教育委員会からの期待に応えていることが示唆された。また、

卒業生からの聞き取り調査では、専門的知識と技能の獲得に裏付けられた教員免許状を持

って教員になることができたと考えていることが示唆された。情報文化課程・人間環境教育

課程の卒業生の多くが自ら希望する分野の職業・進路に就いている。専門的知識と技能の獲

得に裏付けられた専門的職業人を志向している学生とその保護者からの期待に応えている。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 
 

（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

事例① 「質の高い教員養成に向けたカリキュラム改革」 

教育学部では、教育再生実行会議提言（いじめ・グローバル対応等）及び茨城県からの

要請（現代的課題に対応できる小中両免保有教員養成、英語・数学・理科教員の強化等）

を背景に、地域の期待に応え、学校教育の現代的課題に対応できる高い実践的能力をもっ

た教員及び茨城県教育委員会と連携し、養成と研修の一体化によって「学び続ける」教員

を継続的・安定的に育成する目標を掲げ、教育学部新課程入学定員の H29.4 学生募集停止

等の学内資源の再配分を原資として、学校教育教員養成課程内に小学校教員養成強化の

ための「教育実践科学コース」小・中学校教員における各教科を選修とする「教科教育コ

ース」、「特別支援教育コース」「養護学校教員養成課程」を配置し、入学定員の再配分を

行うとともに特化したカリキュラム・指導支援体制（小学校実践力養成プログラム他各コ

ース特別プログラム）の改革及び教職大学院への接続を意識した（理論と実践を往還する

カリキュラム）学部改革を平成 29 年４月に実施する。 

 

事例② 「教職課程の学びの総括＝「教職実践演習」の開講」 

教職実践演習は、平成 22 年度以降に入学した学生が教員免許状を取得する際の必修科

目であり平成 25 年度から開講した。４年後期に集中的に本学の教員養成の総仕上げとし

て開講される。例えば、学校教育教員養成課程ならば、１）教育実習体験の整理と学習指

導の検討、２）子どもの理解と生徒指導、３）校務分掌および学校保健・危機管理、４）

教職論と学級経営の４つのテーマについて講義を受け、その素材をもとにグループワー

ク（討論、まとめ、発表）を行うワークショップ型の科目である。この科目では、知識や

実践力を学ぶのではなく、これまでの学んできたこと（教職カルテ「学びのあしあと」）

も用いながら、教員として必要な資質能力を総合的に形成することができたのか、ど

のような点に課題があり、何を補う必要があるのかという現場に立つまでにやってお

かなくてはならないことを、これまで共に学んできた仲間と考えさせる科目である。 

この科目が教職関連科目学修のまとめとなったと回答している学生は、90.0％に達

し、教職に対する考え方が深まったり、変わったりしたと回答した学生は 87.0％であ

った（平成 27 年度アンケート結果）。数ヶ月後に教壇に立った際にすぐに考えなくては

ならないテーマについて現場（附属学校等）の教員の講義や、違うゼミの学生と毎回異な

る班でさまざまな議論ができたことなどが有意義であったという意見が多かった。 

 

（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

事例③ 「卒業生の高い満足度」 

学校教育教員養成課程・養護教諭養成課程では、平成 22〜27 年度の就職率は 70～

83％、また教員就職率（正規＋臨時）は 54～71％となっており、相応の割合の学生が教

員となっているといえる。なお、教員養成課程卒業生の平成 26 年度教職就職率（正規

＋臨時）は教員養成課程を持つ国立大学 44 大学中 19 位（東日本１都１道 12 県の 12 大

学中では３位）であり、全国の国立大学の平均値が 60.4％に対して、本学は 63.1％で

あることから高い水準にあるといえる。（教員就職率の数値は、「平成 27 年 3 月卒業者

の大学別就職状況（教員養成課程）」（文科省）から引用） 

また、平成 27 年度卒業生に対して行ったアンケートでは、教育学部は 5学部中最も「茨

城大学に在学したこと」についての満足度が高かった（十分満足、概ね満足を合わせて

91％）。また、「課題解決のための思考力・判断力・表現力が身に付いた」という回答も多

かった（十分満足、概ね満足を合わせて 90％）。 
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Ⅰ 教育学研究科の教育目的と特徴 
 

１ 教育学研究科の教育目的 

(1)教育関係職業人としての見識と専門的技能を身に付けさて、社会の発展に寄与できる

人材や、高度な研究を展開できる人材を養成することを目的とする。 

(2)学校教育専攻では、学校教育について考えるための高度な理論と専門的な研究方法を

身に付け、その成果を教育実践活動に生かす能力を養成することを目的とする。 

(3)障害児教育専攻では、特別支援教育に関して、高度な研究と実践の能力を養成すること

を目的とする。 

(4)教科教育専攻では、各教科の教科内容とその教育に関して高度な研究と実践能力を養

成することを目的とする。 

(5)養護教育専攻では、子どもたちの心と体を守り育てるための養護の実践と研究能力を

養成することを目的とする。 

(6)学校臨床心理専攻では、心の問題を持つ人への援助に関する実践と研究を、臨床心理学

及び関連の学問成果を用いて、専門的に行うための理論と技術を教えることを目的と

する。 

 

２ 教育学研究科の特徴 

(1)「大学院設置基準第 14 条」を積極的に適用するとともに、「大学院修学休業制度」を活

用した現職教員を積極的に受け入れ、資質向上を図っている。現職教員の就学機会を拡

大するために、教員としての教育活動、教育実践の成果などを積極的に評価する選考方

法を導入している。 

(2)学校臨床心理専攻を独立専攻として設置し、心のケアに関わる諸問題に対応する専門

的知識と技能を持つ教員養成を行っていることを特徴としている。（日本臨床心理士資

格認定協会指定）。 

 
《教育研究科・専攻の教育研究目的》に関する資料 

教育研究科の教育研究目的 

 教育関係職業人としての見識と専門技能を身に付けさせ、社会の発展に寄与できる 

人材や、高度な研究を展開できる人材を養成する。 

学校教育専攻の教育研究目的 

 学校教育について考えていくための高度な理論と専門的な研究方法を身に付け、その成果を教育実践

活動に生かす能力を養成する。 

障害児教育専攻の教育研究目的 

 特別支援教育に関して高度な研究と実践の能力を養成することを目的とする。 

教科教育専攻の教育研究目的 

 各教科の教科内容とその教育に関して高度な研究と実践能力を養成することを目的とする。 

養護教育専攻の教育研究目的 

子どもたちの心と体を守り育てるための養護の実践と研究能力を養成することを目的とする。 

学校臨床心理専攻の教育研究目的 

心の問題を持つ人への援助に関する実践と研究を、臨床心理学及び関連の学問成果を用いて、専門的

に行うための理論と技術を教えることを目的とする。 

（出典：教育研究科規則および大学院生便覧より） 

 

[想定する関係者とその期待] 

研究科が想定する関係者は、学校教員など教育関係の専門職に就くことを目指す学生お

よびその保護者である。学生が教育関係の専門的職業に就くために必要な専門的知識およ

び実践的指導力を身に付けられる教育を行うことが期待されている。地域教育委員会も重

要な関係者である。実践的指導力を持つ、資質の高い教員を安定的かつ継続的に養成するこ

と及び現職教員の再教育を行うことが期待されている。 
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 
 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制  

(観点に係る状況) 

研究科設置の目的に従い、教育目的の有効実現のために、５専攻を置いている（資料 4-

1-1-1、資料 4-1-1-2）。学校教育専攻、障害児教育専攻、教科教育専攻、養護教育専攻、学

校臨床心理専攻と多様な専修専門から教員組織は構成されており、さらに教科教育専攻の

中では、国語教育、社会教育、英語教育、数学教育、理科教育、音楽教育、体育教育、家政

教育、技術教育と多分野に教員が配置され、科目においてはそれぞれの専門分野に加え、テ

ーマなどを基に教科横断の科目も多く配置した（資料 4-1-1-3）。平成 20 年度から新たに１

年次全員履修の通年のインターンシップを含む実践的必修科目を増設し、学生が実践力を

強化できるようにした。研究活動・修士論文作成については論文指導主査と副査の指導体制

を明確にし、指導計画の年度ごとに提出することを義務付け、また教育論文の名称と内容に

ついても改革し充実させた。その効果としては、学生は専門分野において深く学べ、また実

践力を身に付け、教科を学際的かつグローバルな視点で学べるようになった。 

 第２期中には、教職大学院（教育実践高度化専攻）の設置（平成 28 年４月から）準備を

行った（資料 4-1-1-4）。教職大学院では、これからの学校づくりを担うスクールリーダー

となる教員、確かな授業実践力、学級経営・生徒指導力を備え、主体的・協働的に問題解決

を図ることのできる教員の養成を目指し、３つのコースを置いた（学校運営、教育方法開発、

児童生徒支援）。カリキュラムの主軸に「実習」が位置付き、各自の研究課題に関する実践

的な研究を深めるように各科目が配置されている。また、現職教員、将来教員を目指す学部

新卒者が、学校現場の課題や実践に基づいて学び合うことも特色となっている（別添資料

１）。平成 27 年度中に入学試験を実施し、適切な入学生数を確保した。 

第１期中から特任教員制度を活用し、他大学で第一線級の研究を行ってきた者や芸術・体

育などで実績のある者など、様々な経歴を持つ教員を採用している。また、後述の教職大学

院の設置に向け実務家教員の確保も進めている。 

本研究科ではアドミッション・ポリシーに沿い入学者を選抜し、合否判定がなされている。

各専修により入試科目、選抜方法、配点が決められ、知識を問う科目試験と面接のほかに実

技を伴う試験も行われている。選抜は学部４年卒業生を主な対象とした一般入試だけでな

く、特別入試として現職派遣教員特別選抜と教員経験者特別選抜を実施しており、現職教員

も受け入れている。また、外国人留学生特別選抜も実施している。学部オープンキャンパス

にあたる大学院説明会を実施し、常に募集人数の倍以上の参加者がある。また志願者数にお

いても、２倍程度が続いている（資料 4-1-1-5）。 

毎年、研究科として FD を実施し、研究科内教員によるものと、学外から講師を依頼して

のものも行っている。第２期中は、学部と研究科の合同により多種多様なテーマで FD を実

施しており、教員の教育向上や専門性向上を図っている（資料 4-1-1-6）。教育課程の自己

点検・評価が大学院専門委員会を中心に行われている。具体的には学生への「授業アンケー

ト」に加え、修了後に実施する聞き取りによるアンケート、また現職教員に対して行われる

アンケートに基づく現状把握と改善のための議論である。全ての教員が、教育への取組など

について評価する「教員業務評価」を２年に１度実施している。このように教育学研究科で

は、研究科全体－各教育課程－各教員という３階層での教育改善が機能している。 

 

資料 4-1-1-1  教育研究科の教育組織 

専攻 専修 学生収容定員 

学校教育 学校教育 10 

障害児教育 障害児教育 6 

教科教育 
国語教育、社会教育、数学教育、理科教育、音楽教育、美術教

育、保健体育、技術教育、家政教育、英語教育 
64 

養護教育 養護教育 6 
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学校臨床心理 学校臨床心理 18 

合計   104 

（出典：茨城大学教育学研究科 web サイト） 

 

資料 4-1-1-2  教育学研究科構成と担当専任教員数（平成 28 年３月） 

専攻 教授 准教授 講師 

学校教育 9 5 0

障害児教育 4 2 0

教科教育 52 28 2

養護教育 5 3 0

学校臨床心理 3 2 0

合計 115 

（出典：茨城大学教育学研究科 web サイト） 

 

資料 4-1-1-3 教科横断となる研究科共通科目 

科目区分 科 目 名 単位

a群 地域教育資源フィールドスタディ ２

授業展開ケーススタディ ２

b群 教科コラボレートケーススタディ ２

学校教育総合研究 ２

c群 サステイナビリティ教育特論Ⅰ １

サステイナビリティ教育特論Ⅱ １

サステイナビリティ教育演習Ⅰ １

サステイナビリティ教育演習Ⅱ １

サステイナビリティ教育演習Ⅲ １

（出典：平成 27 年度教育学研究科学生便覧） 

 

資料 4-1-1-4  教職大学院について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：茨城大学教育学研究科 web サイト） 
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別添資料１ 教職大学院パンフレット 

 

 

資料 4-1-1-5  入試実施状況 

専攻名 項目 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

学校 

教育  

志願者数 8 10 9 5  7 

合格者数 6 8 7 4  6 

入学者数 6 6 7 3  5 

入学定員 5 5 5 5  5 

入学定員

充足率 
1.20 1.20 1.40 0.60  1.00 

障害児 

教育  

志願者数 3 6 8 7  3 

合格者数 3 6 5 6  3 

入学者数 2 6 3 6  2 

入学定員 3 3 3 3  3 

入学定員

充足率 
0.66 2.00 1.00 2.00  0.66 

教科 

教育  

志願者数 42 37 47 43  52 

合格者数 36 30 41 35  46 

入学者数 34 28 38 30  45 

入学定員 32 32 32 32  32 

入学定員

充足率 
1.06 0.87 1.18 0.93  1.40 

養護 

教育 

志願者数 6 3 2 6  2 

合格者数 6 3 2 6  2 

入学者数 4 3 2 6  2 

入学定員 3 3 3 3  3 

入学定員

充足率 
1.33 1.00 0.66 2.00  0.66 

学校臨

床心理  

志願者数 13 19 21 25  28 

合格者数 10 12 10 10  11 

入学者数 9 12 10 10  8 

入学定員 9 9 9 9  9 

入学定員

充足率 
1.00 1.33 1.11 1.11 0.88

（出典：平均入学定員充足率計算表より抜粋） 

 

資料 4-1-1-6  FD 実施状況  

平成 22 年度    

年月日 題目 講演者 参加人数 

2 月 23 日 卒業研究指導 FD 教務委員会  

2 月 23 日 教職実践演習 FD 教務委員会  

平成 23 年度    

3 月 2 日 

我が国における海外の教

員養成に関する研究のレ

ビュー 

加藤崇英（学校教育教室） 約 50 名 

平成 24 年度    

- - - - 

平成 25 年度    

6 月 19 日 教職実践演習 FD 教務委員会教職実践演習 WG 約 50 名 
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7 月 17 日 教育学部談話会 
鈴木一史（国語教育教室教員），青栁直

子（教育保健教室教員） 
約 50 名 

11 月 20 日 
シンポジウム＆FD：教職

大学院と教員養成の課題

池田幸雄（茨城大学長） 

柏森麻代（文科省高等教育教育局大学

振興課教員養成企画室専門官） 

加藤崇英，杉本憲子，丸山広人（学校

教育教室教員），橋浦洋志（国語教育教

室教員） 

約 80 名 

平成 26 年度    

4 月 16 日 教員養成機能強化 FD 

瀧澤利行（将来計画委員長）生越達（副

学部長） 

野崎英明（教務委員長） 

約 70 名 

10 月 15 日 教職実践演習 FD 教務委員会教職実践演習 WG 約 30 名 

2 月 10 日 国際教育とそろばん 
藤本トモエ（トモエ算盤株式会社代表

取締役） 
約 30 名 

3 月 19 日 

シンポジウム＆FD：茨城

大学の教員養成教育の将

来像 

三村信男（学長） 

生越達（教育学部長）他 
約 100 名 

平成 27 年度    

7 月 15 日 クリッカー講習会 
勝本真，松村初（前大学教育センター

クリッカー担当） 
約 60 名 

9 月 16 日 教職実践演習 FD 教務委員会教職実践演習 WG 約 50 名 

（出典：教育学部教務委員会とりまとめ資料） 

 

 

 (水準) 期待される水準にある。 

(判断理由)  

教育学研究科では、第２期中に教職大学院（教育実践高度化専攻）を設置し、これまで以

上に理論と実践の融合教育を進めることとなった。当該専攻では定員も充足していること

から、関係者の期待に応えていることが伺える。教職大学院以外でも教育現場のニーズを汲

み取り、カリキュラムの改善を図っている。専門性だけでなく、幅広い視野を涵養するため

の研究科共通科目の整備を進めた。入試においても、現職教員及び将来教員を目指す学部新

卒者に対して適切な選抜が実施できている。また、FD については、研究科全体だけでなく

教育課程ごとの点検評価なども実施している。 

 

 

観点 教育内容・方法 

(観点に係る状況) 

教育学研究科では、３つのポリシーを適切に定め、公表している（資料 4-1-2-1）。教育

課程は資料 4-1-2-2 で示すように大学院共通科目、研究科共通科目、専攻科目なら体系的に

構成されている。平成 21 年度より茨城大学大学院４研究科共同で大学院共通科目を必修２

単位で設定したほか、教育学研究科内でも専攻を越えて取得すべき科目として研究科共通

科目を設けている（前掲資料 4-1-1-3）。 

教育研究科においては各専修の専門性に特化するだけでなく、現代の教育現場で起こり

得る様々な事象にも対応できるように幅広い教養と思考が持てるよう、カリキュラム・ポリ

シーに沿ってバランスよく受講できるよう科目編成を行っている。 

教育現場からのニーズは、実践力養成を強化することで対応を進めている。教職大学院の

設置がまさにその１つだが、それ以外にも特色のある科目を置いている。１つは地域と関わ

りを持ち課題をそこで見つけレポートする「地域教育資源フィールドスタディ」（資料 4-1-
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2-3）であり、これは平成 20 年度の大学院 GP「地域教育資源開発による高度教育専門職養

成」を基に定常プログラム化したものである。２つ目は附属小学校、附属中学校をフィール

ドとして研究科教員が理論的なアプローチを担当し附属学校教員が実践的なアプローチで

現代的な教育課題を理解し、解決の方法を柔軟な思考を以て対処できるような演習「授業展

開ケーススタディ」（資料 4-1-2-4）を開講している。教育現場から求められる教員として

の人材像をこのような科目群で具現化し効果を上げている。平成 28 年４月の教職大学院の

開設時に、既存の修士課程に小学校向け授業を開講し、さらなる実践力形成を進めることと

した。 

本研究科では授業形態が多種多様に組まれており、理論的な内容を学ぶ講義中心の「特

論」、実践的技能を高める「演習」、理系では「実験」、芸術系では「実技」などがある。ま

た必修の前出「地域教育資源フィールドスタディ」「授業展開ケーススタディ」は講義とグ

ループディスカッションとプレゼンテーションが合わさったもので、どれも一部あるいは

多くの範囲で主体的な学習を促す授業となっている。また、平成 25 年度に教育学部 A棟２

階に小学校の教室を再現した模擬授業室を整備し、学生の教員としての実践力育成に活用

している（資料 4-1-2-5）。 

養成する学校教員の持続可能社会への理解、国際性を高めるために全研究科横断プログ

ラムの「サステイナビリティ学教育プログラム」も展開している。このうち、教育学研究科

教員により開講する「サステイナビリティ教育演習Ⅲ」では多くの学生がカナダでの演習に

参加している（資料 4-1-2-6）。また平成 27 年度からは英国のグロスターカレッジとも交流

が始まり、英国の教員による学内での授業や講演、また英国への語学研修も始まり大学院生

も参加した。前述した「地域教育資源フィールドスタディ」の演習においても「国際」をテ

ーマに学外から国際的に活躍中の人材をゲスト講師として依頼し、講義と演習を行ってい

る。 

学校臨床心理専攻学校臨床心理専修は、平成 25 年 4 月から財団法人日本臨床心理士資格

認定協会より第１種大学院の指定を受けた。学校臨床心理専攻学校臨床心理専修に入学し

た学生は所定の単位を修得し、臨床心理学に関する修士論文を提出して修了すれば、臨床心

理士の受験資格を得ることができるようになった。その結果、平成 26 年度入試の倍率等が

上昇しており、専攻の魅力向上等の一因となっていると考えられる（資料 4-1-2-7）。 

 

資料 4-1-2-1  教育学研究科における３つのポリシー 

■アドミッション・ポリシ－ 

大学院教育学研究科は、次のような人（院生）を求めています。 

●教育について高い理想と探究心をもち、教育の実践と研究について高度な能力を身につけようとする

人を求めます。 

●教育に関連する広い見識と専門的研究能力を身につけ、教育関連諸課題について理論的・実践的に取

り組もうとする人を求めます。 

●教育関係職業人として自己の見識と専門的技能を生かし、社会の発展に寄与しようとする人ならび高

度な研究を展開しようとする人を求めます。 

 

■カリキュラム・ポリシー 

【学校教育専攻】 

学校教育専攻では以下の方針に従ってカリキュラムを構成する。 

●以下について教員としての高い専門性を満たすに十分な知識を身に付けさせる。 

  a）教育および学校での教育実践の意義 

  b）学校教育の内容と方法 

  c）学校教育の組織と運営 

  d）児童・生徒の発達と人間形成 

●上記について、学校における教育活動に活かせる研究を行う能力を身に付けさせる。 

●専門的知識と研究能力を活かして、学校における教員集団の中心となって教育活動を行うことができ

る能力を身に付けさせる。 
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【障害児教育専攻】 

障害児教育専攻では以下の方針に従ってカリキュラムを構成する。 

●教員としての専門性を満たすに十分な、障害をもつ児童・生徒についての教育学的、心理学的、生理

学的な知識を身に付けさせる。 

●特別なニーズをもつ子どもたちに対応できる専門的な実践力を身に付けさせる。 

●特別支援教育の課題に対応し、指導・援助の高度化を進める研究能力を身に付けさせる。 

●個々の児童・生徒、学校の実情に沿った特別支援教育を展開できる力を身に付けさせる。 

【教科教育専攻】 

教科教育専攻では以下の方針に従ってカリキュラムを構成する。 

●教科内容について、教員としての専門性を満たすに十分な知識を身に付けさせる。 

●教材化と教育方法についての専門的知識と高い実践力を身に付けさせる。 

●教育内容の深化・変化に対応し、教科指導の高度化を進める研究能力を身に付けさせる。 

●個々の児童・生徒、学校の実情に合わせた教科指導を展開できる力を身に付けさせる。 

【養護教諭専攻】 

養護教育専攻では以下の方針に従ってカリキュラムを構成する。 

●養護教諭としての専門性を満たすに十分な、児童・生徒の心身の健康に関する専門的知識と学校教育

における多様な課題を理解させる。 

●児童・生徒の状況を把握し、発達段階や特性に応じて、心身の健康に関する課題に適切に対応できる

専門的な実践力を身に付けさせる。 

●課題の変化に対応し、指導・援助の高度化を進める研究能力を身に付けさせる。 

●個々の児童・生徒、学校の実情に沿って、養護教諭としての活動を展開できる力を身に付けさせる。

【学校臨床心理専攻】 

学校臨床心理専攻では以下の方針に従ってカリキュラムを構成する。 

●こころの問題の専門家としての専門性を満たすに十分な臨床心理学的な知識を身に付けさせる。 

●こころの問題の多様性及びその変化に対応できる実践力を身に付けさせる。 

●こころの問題の多様な変化に対応し、心理学的な支援の高度化を進める研究能力を身に付けさせる。

 

■ディプロマ・ポリシー 

【学校教育専攻】 

学校教育専攻では以下が認められる場合、修了を認定し学位（修士）を授与する。 

●教員としての高い専門性を満たすに十分な学校教育に関する知識を有している。 

●学校における教育活動に活かせる研究を行う能力を有している。 

●専門的知識と研究能力を活かして学校教育を行うことができる能力を有している。 

【障害児教育専攻】 

障害児教育専攻では以下が認められる場合、修了を認定し学位（修士）を授与する。 

●教員としての高い専門性を満たすに十分な、障害をもつ児童・生徒についての教育学的、心理学的、

生理学的な知識を有している。 

●特別なニーズをもつ子どもたちに対応できる専門的な実践力を有している。 

●特別支援教育に活かせる研究を行う能力を有している。 

●専門的知識と研究能力を活かして特別支援教育を行うことができる能力を有している。 

【教科教育専攻】 

教科教育専攻では以下が認められる場合、修了を認定し学位（修士）を授与する。 

●教員としての高い専門性を満たすに十分な、教科内容についての知識を有している。 

●教科における教材化と教育方法についての専門的知識と高い実践力を有している。 

●教科教育に活かせる研究を行う能力を有している。 

●専門的知識と研究能力を活かして教科教育を行うことができる能力を有している。 

【養護教育専攻】 

養護教育専攻では以下が認められる場合、修了を認定し学位（修士）を授与する。 
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●養護教諭としての高い専門性を満たすに十分な、児童・生徒の心身の健康に関する専門的知識を有し、

学校教育における課題を理解している。 

●児童・生徒および学校の状況に応じて、心身の健康に関する課題に適切に対応できる専門的な実践力

を有している。 

●養護教諭としての活動に活かせる研究を行う能力を有している。 

【学校臨床心理専攻】 

学校臨床心理専攻では以下が認められる場合、修了を認定し学位（修士）を授与する。 

●教育をはじめとする様々な分野における多様なこころの問題への心理学的援助に関わる実践と研究

を専門的に行う力を有している。 

●こころの問題に関する様々な分野において、こころの問題に取り組む専門家としての見識と専門技能

を持ち、それぞれの分野において社会の発展に寄与することができる力を有している。 

（出典：教育学研究科 web サイト） 

 

資料 4-1-2-2 各専修における科目の区分と最低修得単位数 

専修 科目群 学校教育 障害児教育 教科教育 養護教育 
学校臨床

心理 

必修 共通科目 A群 4 4 4 4 4

共通科目  
大学院共通 2 2 2 2 2

研究科共通 B 群 2 2 2 2 2

専攻科目  

学校教育 10         

障害児 (2) 12       

教科教育 4 2 12     

養護教育      14   

学校臨床        16

選択  8 8 10 8 14

特別課題

（必） 
 4 4 4 4 4

修了要件  34 34 34 34 34

（出典：教育学研究科 web サイト） 

 

資料 4-1-2-3 「地域教育資源フィールドスタディ」 

授業科目 ( Course 

Title )    
地域教育資源フィールドスタディ   

担当教員 

( Instructor )    
佐藤環   

所属 ( Affiliation )    教育学部   

クラス ( Class 

Number )    
MP クラス   

開講時期 

( Semester )    
前期   

単位数 ( Credit(s) )    2  
曜日・時限 

( Day/Period )    
水４   

対象年次・学生 

( Student Year )    
[MP]全専修１年   

備考 ( Remarks )      

ナンバリングコード

( Numbering Code ) 
  

英訳名( Title in 

English ) 
Exploration of regional resources for teaching material   

概要( Outline ) 

 茨城県における歴史や芸術、産業における現状、国際化への取り組み

等についての理解を実地研修を通じて深め、ディスカッションとプレ

ゼンテーションを行うことにより小中学校での授業実践に関する課題

を発見するとともに、新たな授業展開を考究する。地域志向教育科

目。   
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キーワード( Keywords ) 
茨城の今昔、茨城と国際化、茨城の産業と地域活性化の試み、教材

化   

到達目標( Goals ) 
茨城県の歴史、文化、産業などについての知見を獲得し、小・中学校

における授業を前提とした教育資源として活用できる。   

授業計画( Course 

Plan ) 

１．シラバスを用いたガイダンス。 

２．茨城県の歴史を概観する。【佐藤担当】 

３．茨城県立歴史館（現地集合）。 

４．課題研究とディスカッション 

５．プレゼンテーション 

６．茨城の国際化事情【君塚担当】 

７．水戸市国際交流協会。 

８．茨城の産業と国際化 

９．木内酒造（バス移動）。 

10．課題研究とディスカッション 

11．プレゼンテーション 

12．地域活性化の試行－坂東市－【小林担当】 

13．坂東市役所等（バス移動）。 

14．課題研究とディスカッション。 

15．プレゼンテーション   

予習・復習のポイント

( Advice for Preview 

and Review ) 

茨城県の歴史、文化、産業などについて興味関心を持ち、自らの問題

意識を形成すること。   

履修上の注意

( Prerequisite ) 

①16 回目の試験は行う。②学外における実地研修時の授業は、２限連

続（3限・4限）となる場合がある。③現地研修は年度ごとに異なる。

④本年度にかかる費用は、歴史館までのバス代である。⑤オフィスア

ワー：佐藤担当、月 3限（A408）。   

成績の評価方法

( Grading Criteria ) 
課題レポート（50％）と発表内容（50％）により評価する。   

教科書・参考書

( Texts/References ) 
教科書は用いない。参考書は、講義中に適宜紹介する。   

［ポイント］平成 20 年度「組織的な大学院教育改革推進プログラム」採択事業として教育学

部大学院１年生必修科目として設置されたものである。教員として現代的な教育課題を理解

し、解決の方法を柔軟な思考を以て対処できるように、地域と関わりを持ち課題をそこで見つ

け各自学生がプレゼンしレポートするものである。茨城県の産業を対象に、学外講師による特

別講義と実地見学を中心に、学校現場で教員として活かせる課題を各自が見出すことが目的

とされている。当初は茨城県の「養豚」に焦点を絞り、養豚場の職員や食肉センター（屠殺場）

見学などを実施していたが、アンケートを考慮し、平成 27 年度からは、「地域と国際性」を

テーマに変更し、国際的に注目されて展開している地元の「地ビール産業」や水戸国際交流セ

ンターの「外国人居住者との共生」などへの見学による研究へと変更し、成果を出している。

（出典：教育学研究科シラバスほか） 

 

資料 4-1-2-4  「授業展開ケーススタディ」 

授業科目 ( Course 

Title )    
授業展開ケーススタディ   

担当教員 

( Instructor )    
君塚淳一   

所属 

( Affiliation )    
教育学部   

クラス ( Class 

Number )    
MP クラス   開講時期 ( Semester )    

後

期  

単位数 

( Credit(s) )    
2  

曜日・時限 

( Day/Period )    

水

４  

対象年次・学生 

( Student Year )    
[MP]全専修１年   

備考 ( Remarks )      
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ナンバリングコード

( Numbering Code ) 
  

英訳名( Title in 

English ) 
  

概要( Outline ) 

附属小、附属中における学部の教育実習を参観し、またこれまでの自身

の実習や教育経験より 

今後、どのような教材や授業の展開が可能かを課題として、グループで

ディスカッションし、新たな授業方法をプレゼンテーションする。 

  

キーワード

( Keywords ) 
課題、教材研究、ディスカッション   

到達目標( Goals ) 
個々が課題意識を持ち、現状の授業から新たな展開を模索し、実践の場

での方法を提言する。   

授業計画( Course 

Plan ) 

１．オリエンテーション 

２．授業課題の提案 

３．授業展開の例（１）教科 

４．授業課題の提案 

５．授業展開の例（２） 

６．ディスカッション①教科 

７．授業展開の例（３） 

８．ディスカッション②教科 

９．授業課題の提案 

１０．授業課題の提案 

１１．プレゼンテーション 

１２．プレゼンテーション 

１３. プレゼンテーション 

１４．プレゼンテーション 

１５．まとめ 

予習・復習のポイント

( Advice for Preview 

and Review ) 

 

履修上の注意

( Prerequisite ) 
 

成績の評価方法

( Grading Criteria ) 
 

教科書・参考書

( Texts/References ) 
 

［ポイント］「地域教育資源フィールドスタディ」と共に平成 20 年度に開設した授業で、

教員として現代的な教育課題を理解し、解決の方法を柔軟な思考を以て対処できるよう

に、附属小学校、附属中学校へ行き、附属教員と問題解決を探る演習であり、学部の「教

育実習」とはまた異なり教員の「インターンシップ」という形としても、教育現代求めら

れる教員としての人材像を作る授業を展開し効果を上げている。「地域教育資源フィール

ドスタディ」と同様に、グループディスカッションとプレゼンテーションが合わさったも

のでもあり、主体的な学習を促す授業となっている。 
（出典：教育学研究科シラバスほか） 

 
資料 4-1-2-5  平成 27 年度模擬授業室使用状況 

月 
使用者（代表） 

その他 その他の内容 合計 
教員 学生 

4 23 5 2 協力教員会，発明クラブ説明会 30 

5 23 22 1 運営委員会 46 

6 35 9 7 内留生の公開自主研修会など 51 

7 43 23 2 附属学校打合会など 68 

8 14 23 0  37 

9 10 36 2 附属学校打合会など 48 
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10 14 12 4 附属学校打合会，施設見学など 30 

11 25 24 0  49 

12 41 20 8 内留生の公開自主研修会，ICT 活用講習会 69 

1 25 16 6 教員研修会 47 

2 24 6 3 教員採用前研修会 33 

3 15 5 1 運営委員会 21 

計 292 201 36  529 

※学生には学部生も含む 

（出典：教育学部教務委員会とりまとめ資料） 

 

資料 4-1-2-6  海外での学習を伴う科目の受講者 

  H２２ H２３ H２４ H２５ H２６  H２７ 

国際実践教育演習     1 1 3 7 1 4

サステイナビリティ教育演習Ⅲ 8 0 7 5 0 0

（出典：教育学部学務第二係） 

 

資料 4-1-2-7  臨床心理士の受験資格取得者 

縦軸：出願人数 赤線：募集定員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 25 年 4 月から財団法人日本臨床心理士資格認定協会より第１種大学院の指定 

（出典：教育学部 web サイト） 

 

 

(水準)期待される水準にある。 

(判断理由)  

教育学研究科では、３つのポリシーを定め、教育プログラムを設計、運用している。教育

現場から求められる専門性と幅広い知識、理論と実践など相反するニーズに対して専門科

目と研究科共通科目で対応している。特に「地域教育資源フィールドスタディ」「授業展開

ケーススタディ」では、現代的な教育課題の解決に向けた理論と実践の融合を図っている。

また、研究科の目的や授与される学位に合わせて適切に授業科目が配置されている。加えて

第２期中には、臨床心理士の受験資格を得ることができるようになった。 
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果  

(観点に係る状況) 

標準修業年限修了率（資料 4-2-1-1）からは、２年で 91.3％の学生が修了し、３年で 96.7％

の学生が修了することがわかる。教育学研究科では、半期ごとに授業アンケートを実施して

いるが、平均クラスサイズが 4.2 名（H26）と小さいために科目ごとには実施せず、全体を

通して回答させている。演習形式の科目と講義形式の科目では設問を変えている（資料 4-

2-1-2）。資料 4-2-1-3 は、演習形式の科目の理解度（理解したと回答した学生の割合）の経

年変化であるが、平成 23 年度前期の 80.3％から平成 26 年度後期 94.4％へと着実に増加し

ている。なお、講義形式では横ばいであった（平均 87.4％）。 

平成 27 年３月に実施した修了時アンケート（資料 4-2-1-4）では、学修面・学生生活面

を含め、茨城大学大学院に在学したことが期待に応えるものだったかどうかを聞いたとこ

ろ、修了生 52 名全員が満足であったという結果を得た（回収率：94.2％）。 

英語検定試験に関しては茨城県教員採用試験において点数化されており、積極的に受験

するよう働きかけ、特に英語教育専攻を中心に、受験者と合格者が増えつつある。 

 

資料 4-2-1-1  標準修業年限修了率 

入学年度 
平成 21

年度 

平成 22

年度 

平成 23

年度 

平成 24

年度 

平成 25

年度 

平成 26

年度 
平均 

標準修業年限内 86.3 93.5 90.9 90.9 93.3 92.7 91.3 

標準修業年限 

×1.5 年内 
96.1 98.4 94.5 94.5 100 

 
96.7 

（出典：学校基本調査を基に作成） 

 

資料 4-2-1-2  授業アンケートの項目 

教育学研究科では Aタイプ（演習形式）と Bタイプ（講義形式）の２種類のタイプにて実施している。

以下はその質問項目であり問１から問８までは５段階で評価、問９は自由記述としている。 

【Aタイプ】 

問１ この授業の初回で、授業計画（シラバス）や評価方法の説明がされましたか。 

問２ あなたはこの授業でとりあげた内容を理解できましたか。 

問３(a)あなたはこの授業で、充実した話し合い活動ができましたか。 

問３(b)授業で他の発表を聞いて、テーマに対する興味関心が広がり、授業に対して 

積極的な取り組みができましたか。 

問４ あなたはこの授業の参考資料類を有効に活用できましたか。 

問５ この授業では学生の興味・関心を高める工夫・対応がありましたか。 

問６ この授業を受けてあなたの知識・技能・教養は向上しましたか。 

問７ あなたは、この授業で扱った知識・技能を深めるために、授業以外に毎週 

どの程度時間をとりましたか。 

問８ あなたは、この授業を受講したあとで、どの程度満足しましたか。 

問９ この授業に関して気が付いたことなどがあれば、自由に書いてください。 

【Bタイプ】 

問１ この授業の初回で、授業計画（シラバス）や評価方法の説明がされましたか。 

問２ あなたはこの授業でとりあげた内容を理解できましたか。 

問３ 教員の声の出し方、話し方は適切でしたか。 

問４ 板書（プロジェクタ等を含む）や資料類は、見やすく適切でしたか。 

問５ この授業では学生の興味・関心を高める工夫・対応がありましたか。 

問６ この授業を受けてあなたの知識・技能・教養は向上しましたか。 

問７ あなたは、この授業で扱った知識・技能を深めるために、授業以外に毎週 

どの程度時間をとりましたか。 

問９ この授業に関して気が付いたことなどがあれば、自由に書いてください。 

（出典：茨城大学教育改善情報提供システム） 
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資料 4-2-1-3  理解度の例（タイプＡ：演習） 

問２ あなたはこの授業でとりあげた内容を理解できましたか。 

①理解できなかった  ②あまり理解できなかった  ③どちらとも言えない 
④おおむね理解できた ⑤理解できた 
（このうち、④および⑤と回答した学生の割合＝理解度としている） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

横軸：肯定的回答をした学生の割合 

（出典：教育学研究科授業アンケート） 

 

資料 4-2-1-4  修了生アンケート結果 

・５段階の選択肢で肯定的な回答（上位２つ）を選択した学生の割合（％）。 

ただし、不満足度のみは、否定的な回答（下位２つ）を選択した学生の割合（％）。 

専修名 満足度 不満足度 知識・視野
課題解決力・

コミュ力 

高度専門職

業人 

地域活性化志

向 

学校教育 100.0 0.0 100.0 100.0 100.0 100.0

家政教育 100.0 0.0 100.0 100.0 100.0 100.0

国語教育 100.0 0.0 0.0 100.0 100.0 100.0

社会科教育 100.0 0.0 100.0 100.0 100.0 50.0

数学教育 100.0 0.0 0.0 0.0 66.7 100.0

理科教育 100.0 0.0 100.0 50.0 100.0 100.0

音楽教育 100.0 0.0 75.0 100.0 100.0 100.0

保健体育 100.0 0.0 85.7 85.7 100.0 100.0

技術教育 100.0 0.0 0.0 50.0 50.0 50.0

英語教育 100.0 0.0 50.0 100.0 100.0 100.0

障害児教育 100.0 0.0 100.0 100.0 100.0 100.0

養護教育 100.0 0.0 60.0 80.0 60.0 40.0

学校臨床心理 100.0 0.0 71.4 71.4 71.4 57.1

不明 100.0 0.0 50.0 50.0 100.0 75.0

（出典：平成 27 年度卒業生・修了生アンケート結果より抜粋） 

 

 

 (水準)期待される水準にある。 

（判定理由） 

研究科における授業の満足度、また卒業後の進路も、学内での適切な進路指導により学生

の望む形で決定することができるため問題はないと考えられる。これらのことから、本研究

科において適切な学業の成果を学生が得ていると考えられる。 
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観点 進路・就職の状況  

(観点に係る状況) 

第２期の状況では、修了生の約 62％が教員となり、約 22％が教員以外の職に就いている

（資料 4-2-2-1）。例えば、平成 27 年度の職業別就職者数（資料 4-2-2-2）からは、教員の

ほか、医療関係の専門職など就職者の 91.4％が高度専門技術職に就いていることが分かる。 

教員への就職には、茨城県教育委員会においても開始された採用試験に合格した上での

「採用猶予制度」を利用しての入学者も増えつつある（資料 4-2-2-3）。 

在学中の学業の成果に関しては、量的な側面だけでなく質的な側面についても点検を行

っている。茨城県教育委員会とは定期的に意見交換を行っており、様々な意見交換を教育改

善に活かしている。また、現職教員に対してもアンケート調査（資料 4-2-2-4）を行ってお

り、良好な結果が得られている。 

 

資料 4-2-2-1 教育学研究科の進路状況（平成 22 年度～27 年度） 

区分 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

進学 １名 １名 ２名 ０名 ４名 ０名 

教員 23 名 35 名 35 名 37 名 36 名 38 名 

一般企業 ８名 15 名 14 名 11 名 10 名 13 名 

その他 15 名 12 名 ３名 ４名 ８名 ４名 

合計 47 名 63 名 54 名 52 名 58 名 55 名 

（出典：茨城大学概要及び学校基本調査） 

 

資料 4-2-2-2  職業別就職者数（平成 27 年度） 

区分 職種 人数 

専門的 

・ 

技術的 

職業 

8 教員 38 

11 医療技術者 1 

12 その他の保健医療従事者 5 

14 その他 4 

上記以外 c 事務従事者 2 

これら以外 1 

（平成 28 年度学校基本調査 調査シート） 

 

資料 4-2-2-3  採用猶予制度 

茨城県では公立学校教員採用試験で、合格者が大学院進学・在学者である場合、大学院修了時まで採

用猶予を特別に認められています。従来は、採用試験に合格すれば進学を断念したり、退学を余儀なく

されていましたが、大学院で研究を継続・修了した後、これまで学んできたことを教員として教育現場

で生かしていくことができます。こうした特例は、茨城県以外の都道府県でも増えてきています。その

ため今後大学院での教育・研究は、学部で培ってきた能力や専門的な技能にさらに磨きをかけ、将来教

育現場で実践するための知識や技能を高めるためにきわめて重要なものになりつつあります。 

（出典：教職大学院パンフレット） 

【大学院前期（修士）課程進学予定者・大学院前期（修士）課程 1 年生の採用候補者名簿登載の猶予

について】 

採用候補者名簿登載者のうち、次のア、イ、ウの要件をすべて満たす者は、以下のとおり採用候補者

名簿への登載を猶予します。 

ア、合格区分・教科ごとの普通免許状を有する者又は平成 28 年 3月 31 日までに取得見込みの者。 

イ、大学院修了までに合格区分・教科又は職の専修免許状を取得すること。 

ウ、指定された期日までに本人が茨城県教育委員会に、別に定める様式により名簿登載の猶予を申請

し、茨城県教育委員会より許可を受けた者。 

（平成 28 年度採用 茨城県公立学校教員選考試験実施要項より） 
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資料 4-2-2-4  教育学研究科修了生勤務校からの意見 

〔問〕茨城大学教育学部卒業生・教育学研究科修了生は，児童・生徒の状態・あり方を見て取る力，児

童・生徒のことばを受けとめる力を持っているか。 

・暖かみのある教育を行う力，頭だけでなく心で児童と接する態度が身についている。 

〔問〕茨城大学教育学部卒業生・教育学研究科修了生は，授業内容について十分理解をした上で授業を

しているか。理解に偏りがないか。 

・どこの大学を卒業したかの影響が持続するのは，採用後せいぜい 5年間くらいである。その後は，現

場での実戦経験（研修なども含む）により様々である。 

〔問〕茨城大学教育学部卒業生・教育学研究科修了生は，授業内容を児童・生徒に伝える力を持ってい

るか。特に，ことばを使って伝えることができているか。 

・少なくとも本校に在籍する茨大出身教員は非常に優秀である。 

〔問〕その他，勤務態度・服務規律等も含め，特に気になる点はないか。 

・茨大出身教員は，勤務態度・服務規律等（出勤状況，服装・頭髪など）に関しては押し並べて非常に

優れている。 

（出典：茨城大学教育学部卒業生聴き取り調査（平成 25 年度）報告） 

 

 

 (水準)期待される水準にある。 

（判定理由） 

６割の学生が専修免許を所持する教員として就職している。また、専門的な医療技術者、

保健医療従事者として就職している修了生も多い。このように９割以上の修了生が高度専

門技術職として職業に就いており、本研究科の目的に沿った人材育成を行うことできた。こ

のようなことから本研究科の進路・就職の状況は期待される水準にあると考えられる。
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「質の向上度」の分析 
 

（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

事象① 「教育学研究科における教員としての実践力養成」 

これまではどうしても、教科専門の内容にかかわる講義が多く、教員としての資質向

上に結びつかないところがあったが、第２期において、「地域教育資源フィールドスタ

ディ」、「授業展開ケーススタディ」といったフィールドスタディを導入し、教育方法と

してもアクティブラーニングを用いることにより、教員としての実践力育成に結びつ

けている。これらの授業は大学院 GP「地域教育資源開発による高度専門職養成」を発

展的に位置づけた授業であり、内容として茨城という地域ならではの内容を含んでお

り、今求められている地域について授業をできる教員養成にも寄与している。また、共

通科目である「学校教育総合研究」といった、教員になる上での幅広い教養を身に付け

る授業も開講されている。また、免許の小学校・中学校の分離に合わせて、小学校対応

の授業群を設置し、小学校英語、特別支援教育などにかかわる実践的な科目を置き、実

践力向上に寄与している。 

 

事象② 「教職大学院の設置」 

平成 28 年度に、教職大学院を設置し、実習をコアにおいて、理論と実践の往還をす

すめる授業を展開することになった。すでに教職大学院においても３つのポリシーは

設置され、PDCA サイクルに沿った教育が行われている。平成 28 年度に始まったばかり

だが、すでに実習を通して、各附属学校園や地域の学校との連携が充実してきている。

また教職大学院の設置により、茨城県教育委員会との連携が深まり、教職大学院の運営

に関しても諮問しているところである。また、現在、茨城県教職センターとも、連携事

業の検討が進んでいるところであり、さらなる茨城県の教員養成・研修機能が充実して

きている。 

 

（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

 授業アンケートの結果を見ても、授業の理解度が高く、また修了生アンケートを見る

と満足度が高く、この二つの結果から、丁寧な指導がなされていることがみてとれる。

また修了生の就職先を見ても、多くの修了生が教員をはじめとする高度専門職に就職し

ており、教育の成果が出ているものと考えられる。また卒業生に茨城大学教育学部卒業

生で教員になったものに対する現場での聴き取り調査によっても、教育学部出身の教員

が、質的に高い教員として機能していることがわかる。 
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Ⅰ 理学部の教育目的と特徴 
 

１ 理学部の教育目標 

（1）未知なる自然への深い関心と探求心を育み、自ら新しい課題を発見して解決する能力

を育てる。  

（2）人類の多様な文化や思想、歴史への理解と理学の専門知識によって、持続的な社会の

発展を担う国際感覚にあふれた人材を育成する。  

（3）世界有数の研究機関や先端産業が集積した茨城県の特徴を生かし、社会と科学の発展

に貢献する「理学スペシャリスト」を育てる。 

 

２ 理学部教育の特徴 

明確な教育目標を持ったコースを設け、入学から卒業まで、一貫したカリキュラムによ

る教育を行うことにより、理学の専門的能力のある人材を育成することであり、高等学校

までの数学・理科教育との接続性の良い、理学の基本分野５コースと、複数分野にまたが

った領域の教育を行う、学際理学コースを設けることにより、「厚み」と「幅」を持った

理学教育を行うことである。また、コースの教育目標と教育担当体制を明確にしたことに

より、学生にきめ細かな指導が可能となった。これらの教育を実現するために、４学科の

壁を取り払って１学科とし、理学部全教員が教育にあたる組織にした。 

 

[ 想定する関係者とその期待 ] 

 想定する関係者は、学生、就職先の企業・機関、高校生、保護者等であり、これらの関係

者からの意見聴取、アンケート、実態調査等を行いつつ、期待される内容を把握し分析を行

った。これらの取り組みから、茨城大学理学部には、日本の科学技術の開発発展を担う中堅

の人材養成が求められており、そのために学士課程においては、教育目標で掲げる「未知な

る自然への深い関心と探求心を育み、自ら新しい課題を発見して解決する能力を育てる」こ

とが特に期待されていると受け止めている。 
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 
 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制 

(観点に係る状況) 

○ 学科の枠を取り払った６コースでの教育体制 

理学部は、学士課程において理学の基本的知識と専門分野の基礎的学力を有効に育成す

るために１学科６コース制の教育組織を編成している（資料 5-1-1-1)。コース制による「幅

と厚み」のある理学教育を目指し、理学の教育分野５コースに加え、複数分野にまたがった

領域の学際理学コースまで幅広い教育を行っている。数学・情報数理と地球環境科学及び学

際理学のコースには、複数のサブ教育プログラムがあり、学生の多様なニーズに応えている。

いずれのコースにおいても理学の高い専門知識と問題解決能力の修得を目指しており、社

会の様々な領域で活躍することのできる「理学のスペシャリスト」育成を行っている。 

理学部の学士課程の入学定員は 205 名であり、３年次編入学定員は 10 名である。学部学

生の収容定員 840 名を理学部専任教員 62 名が担当する（資料 5-1-1-2）。専任教員一人当た

りの学生数は、13.5 名であり、各コースのきめ細かな教育を十分に実施できる教員体制を

確保している。 

教育を実施する運営体制は、教育会議（教授会から教育に関する審議を委託されている会

議体）を最高の審議機関とし、その下に教育会議運営委員会を設け教育に係る諸事項を審議

する代議員会の役割をもたせている（資料 5-1-1-3）。コースの教育内容と学生指導に係る

諸事項は、コース担当教員から構成されるコース会議において審議される。学科に共通する

教育の運営組織として、教務委員会、学生委員会、入学委員会、キャリア委員会、教学点検

委員会を設けている。教育会議運営委員会は、学部長、学科長、コース長および上記委員会

の委員長によって構成される。 

学際理学コースについては、平成 24 年度から学際理学コース運営会議を設置して、理学

部全教員が運営に当たる体制を強化した。 

 

資料 5-1-1-1 理学部の教育組織 H27.５.１現在 

コース サブプログラム 

数学・情報数理 数学プログラム、情報数理プログラム 

物理学 物理学プログラム 

化学 化学プログラム 

生物科学 生物科学プログラム 

地球環境科学 地球惑星科学プログラム、地球科学技術者養成プログラム 

学際理学 

学際理学 P（物理学主履修）プログラム、学際理学 C（化学主履修）

プログラム、学際理学 B（生物学主履修）プログラム、学際理学 E

（地球環境科学主履修）プログラム 

（出典：理学部総務係資料） 

 

 

 

 

 

資料 5-1-1-2 理学部教育を担当する教員数（H27.５.１現在） 

コース 教授 准教授 講師 助教 計 

数学・情報数理 7 8 0 0 15 

物理学 7 5 0 1 13 

化学 8 3 0 0 11 

生物科学 8 4 0 0 12 

地球環境科学 7 3 0 1 11 

計 37 23 0 2 62 

（出典：理学部総務係資料） 



茨城大学理学部 分析項目Ⅰ 

－5-4－ 

資料 5-1-1-3 理学部教育の運営体制 

教務委員会 学生委員会 入学委員会 キャリア委員会 教学点検委員会 コース長会議

教育会議運営委員会
（代議員会）

教育会議

 

（出典：理学部総務係資料） 

 

 

○ 学生の声やデータを活かした学部運営・FD 

教学点検委員会を中心にして、コース長会議、教務委員会、教育会議運営委員会及び教育

会議が連携することにより、教育内容と教育方法を改善する体制を整えている（資料 5-1-

1-4）。学生の意見聴取は、①授業アンケート、②学業修得度の自己評価、③履修ガイダンス

(学期始）における個別指導、④全てのコースから選ばれた学生モニターと教員による意見

交換会（資料 5-1-1-5）、⑤教員の授業評価のためのピアレビューを実施している。 

学生モニター会は理学部の質保証システムの一環として毎年定期的に実施している。即

ち「モニター会による学部の諸活動への意見聴取→学部による状況の確認→改善案の検討

→改善案の実施」という改善サイクルとなっている。さまざまな改善を図ってきたが例を資

料 5-1-1-6 に示す。 

授業開講に責任をもつ各コース会議において、授業科目シラバス、授業実施内容、成績結

果、授業アンケート結果、学生の意見聴取、ピアレビュー等の資料に基づきコース FD が開

かれる。授業担当者間で、コース教育プログラムの教育課程構成について共通認識の形成が

図られる。年度末には、理学部 FD（資料 5-1-1-7）が開かれ、テーマ設定に応じた報告と意

見交換が行われる。また、学部長主導の下に、教育改革の先進例について他大学等から講師

を招いて講演会が開催される。 

 

資料 5-1-1-4 教員改善と学生支援の体制 

 

（出典：教育評価ＷＧ調査結果(2008)） 
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資料 5-1-1-5 理学部モニター会議（平成 27 年度） 

 

平成 27 年度理学部学生モニター会実施要領  

 

１．日 時 ：平成 27 年 10 月 28 日（水）16：20−18：00 

２．場 所 ：第６講義室 

３．実施概要 

趣  旨 ：カリキュラムの構成、授業内容、担任制など学部教育や学生生活のことについて、広く学

生の要望・提案等を聴取し、今後の改善に役立てる。 

実施方法 ：各コース１～４年生、各１名ずつの学生に集まってもらい、忌憚のない意見を聴取する。

参加教職員：教学点検委員会６名（山村、藤間、釣部、山口、藤縄、遠藤）、 

学際理学コース長（仁木）、総務委員長（金）、教務委員長（河原）、 

学務係・総務係職員各１名 

 

＜学生の皆さんへ＞ 

 まず、最初に学生の皆さんから一人ずつ、趣旨にあるように学部教育や学生生活のことについて意見

を伺います。アンケート用紙に、下記質問事項について記入していただき、当日報告して下さい。もち

ろん質問事項以外の気になることなどについて発言して下さって結構です。改善点の指摘も大事です

が、良かった点もあれば指摘して下さい。良い点をのばし、悪い点を改善したいと思います。 

 皆さんの意見に対してすぐにお返事できないこともあるかとは思いますが、お答えできる範囲で、参

加教員からのコメントを戴く予定です。 

 その後、出てきた意見あるいは下記の質問事項例からいくつかテーマを設定して、フリートーキング

を行いたいと思います。 

 

＜質問事項例＞ 

１．各コースのカリキュラムに関して、問題点・改善してほしい点はありますか？ 

 ・基礎科目・標準科目・発展科目の区分 

 ・理学部基礎科目での履修条件（総単位数．基礎・・学/・・学２クラス制など） 

 ・教養科目の分野別基礎科目（自然：８単位以上）の履修、など 

２．講義、演習、実験などそれぞれの授業内容の難易度や、授業方法、授業の進め方に満足しています

か？改善すべき点は？ 

３．担任制についてはうまく機能していると思いますか？  

４．研究室の配属について（配属の時期や決定方法など）、満足していますか？（3/4 年生） 

６．そのほかの意見・要望 

 （履修要項等の配付印刷物、施設、掲示板、講義室、実験室、教育環境など） 

 
（出典：理学部学務係資料） 

 

資料 5-1-1-6 学生参加の質保証（改善）活動 

意見 事例１：平成 23 年 10 月 26 日の学生モニター会 

「学際理学コースの配属可能研究室が複数のプログラムで少ない」との指摘があった。 

改善

対応 

１）意見を受け、学際理学コース運営検討 WG を設置した。卒業研究指導体制と運営規則を決

め、平成 24 年度から学際理学コース運営会議を発足した。 

２）平成 25 年度の入学生より、学際理学コースの教育プログラムを大幅に改変し４教育プロ

グラムに整理し、理学科全教員による教育体制が構築され、卒業研究選択の自由度を増すこと

ができた。 

  

意見 事例２：平成 23 年 10 月 26 日の学生モニター会 

「物理と数学の相談室はあるので、化学相談室を設置してほしい」という意見が出た。 

改善

対応 

１）幸いその年度は、11 月から学内教育改善経費「理学部学士課程学生への学習支援システ

ムの充実」の採択を受けることができたので既存の数学・情報数理コース「数学相談室」・「プ

ログラム相談室」、物理学コース「物理学習相談室」に加え、化学コース「化学相談室」、学際

理学コース・地球環境科学コース「基礎宇宙惑星圏物理演習相談室」を新しく設置した。 

「化学相談室」では、初年度延べ 47 名の相談者の利用があった。 
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２）その後、予算措置の問題で中断はあったものの平成 27 年度より「化学学修相談室」を開

催し学生の学修支援を再開した。理学部生全体の化学の基礎学力の向上につながって行くこ

とが期待できるため、今後は継続していく予定である。 

  

意見 事例３：平成 22 年６月 30 日の学生モニター会 

物理学コースのカリキュラムに関して学生からさまざまな意見が寄せられた 

改善

対応 

１）モニター会とは別に学生の意見を詳しく聞くための機会を７月６日に設けた、他の物理学

コースと学際理学コースの学生からも意見聴取した。 

２）その結果を物理学コース会議やコース FD で検討を重ね、平成 23 年度以降の入学生を対

象に専門科目の精選を行った。その後は、新カリキュラムでの教育が順調に進んた。 

（出典：理学部総務係） 

 

資料 5-1-1-7 理学部 FD 実績（平成 27 年度） 

年月日 
担当委員会

等 
題   目 講演者等 参加人数 

H27.６.11 

～30 

理学部教学

点検員会 

理学部授業参観・ピアレビュ

ー；1 年次対象の５分野の基礎

的科目について 

授業担当者；理学部教

員５名 

レビュアー；教学点検

委員５名 

延べ 15 名

H27.11.13 
理学部教学

点検委員会 

物理学コース FD：モニター会で

の要望・意見と授業アンケート

分析について 

釣部通 11 名

H27.12.９ 
理学部教学

点検委員会 

数学・情報数理コース FD：高等

学校新学習指導要領への対応

に関する情報交換、プログラム

相談室・数学相談室実施報告、

授業アンケート・学生モニター

会の報告と対応 

藤間昌一 14 名

H27.12.17 
理学部教学

点検委員会 

生物科学コース FD：授業アンケ

ート結果の分析及びモニター

会での要望・意見についての検

討 

山村靖夫 11 名

H28.１.15 
理学部教学

点検委員会 

地球環境科学コース FD： 

ピアレビュー結果・授業アンケ

ート集計結果・教員教育実績の

集計結果等について 

藤縄明彦 12 名

H28.１.19 
理学部教学

点検委員会 

化学コース FD：授業アンケート

結果などの分析に基づく基礎

化学のクラス分け及び実験科

目・内容の検討 

山口央 ９名

H28.１.27 

理学部教学

点検員会、大

学院点検委

員会 

平成 27 年度 FD 報告会 

嶌田敏行、山村靖夫、

遠藤泰彦、藤間昌一、

釣部通、山口央、藤縄

明彦 

36 名

（出典：茨城大学 FD ネットワーク会議） 

 

 

○ 充実した履修指導の実施 

教育改善を進めるためには、学生への履修指導や学修意欲を高める取り組みが必要とな

る。教務委員会と学生委員会が中心となり、コース長、指導教員（各コース各学年に３～４

名）が加わり、学期始めに履修ガイダンスが開かれる。各学年次における履修上の注意点の

確認とともに、履修状況について個別に学生と面談する。平成 19 年度に理学部保護者会を

立ち上げ、大学教育改善への理解と協力を要請している。学修状況が芳しくない学生には、
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保護者に単位取得状況を通知し、履修指導の協力を仰いでいる。また、学修意欲の減退が顕

著な学生等の学生指導・支援が必要な学生には、学生委員会の下に、ワーキンググループを

立ち上げ、該当コースのコース長、学生委員、教務委員が中心となり保護者を交えて対応を

協議する。 

 

○ 学外者の助言を活かした教育改善 

平成 25 年度には、４名の学外委員よる理学部全体の教育に関する外部評価を実施し、平

成 26 年３月に外部評価報告書を提出し、現在ホームページ上で公開されている。JABEE 認

定プログラム「地球科学技術者養成プログラム」については、平成 28 年３月には、４名の

学外委員（地球科学技術として活躍する卒業生、関連業界関係者、高等学校教員、関連研究

機関関係者）を招聘し、地球科学技術者養成プログラム外部アドバイザ会議を行い、プログ

ラムに関連する教育システム等に対する助言を受けた。 

 

（水準）期待される水準を上回る。 

（判断理由） 

教育目的を達成するための教育組織が整備されている。大学設置基準を超える 62 人の専

任教員が確保されている。専任教員一人当たりの学生数は 13.5 名である。学生モニター会

議、授業アンケート、学生の意見を学部運営や教育改善に活かしている。また、授業のピア

レビュー、学期毎のコース会議 FD、理学部 FD を開催するなど、教育内容と教育方法を改善

する体制を整え、活発に活動している。さらに、学業修得状況調査などを実施した上で、学

生への履修指導と支援の体制を強化し、教育方法改善が効果的に行われるよう工夫されて

いる。例えば、学生モニター会は理学部の質保証システムの一環として毎年定期的に実施し

ている。モニター会による学部の諸活動への意見聴取をもとに教員らが状況の確認を行い

改善案を検討し、改善を図るサイクルとなっている。 

これらのことから、理学部での教育実施体制は期待される水準を上回るものと判断する。 

 

 

観点 教育内容・方法 

(観点に係る状況) 

○ 教育課程の編成 

理学部では３つのポリシーを定め教育活動を行っている（資料 5-1-2-1）。教育課程は、

カリキュラム・ポリシーに基づき編成され、教養教育と専門教育とに区分される（資料 5-

1-2-2)。専門教育は全学の科目ナンバリング制度の導入前から「基礎科目」、「標準科目」、

「発展科目」と３段階に分かれている（資料 5-1-2-3）。各教育プログラムには学習・教育

目標、修得達成目標が設定されており、これらの目標を達成するために必修科目と選択科目

が配置されている。履修方法については、履修案内等で学生に明示し、随時担任が相談対応

している（資料 5-1-2-4）。 

 

資料 5-1-2-1 理学部における３つのポリシー 

アドミッション・ポリシー：  

 自然や数理の世界に強い興味と関心を持ち、理学の学修に必要な学力と論理的な思考力を備えた人

 積極的に未知の課題に取り組み、情報を収集・解析・発信するための理解力、判断力、コミュニケ

ーション力を培う意欲を持った人 

 幅広い教養と専門知識に裏付けられた柔軟な思考力を持つ「理学スペシャリスト」として、21 世紀

における科学技術と社会の発展に貢献しようとする人  

ディプロマ・ポリシー： 

 未知なる自然への深い関心と探求心をもち、自ら新しい課題を発見して解決する能力を身につけ

る。 

 人類の多様な文化や思想、歴史への理解と理学の専門知識によって、社会の持続的な発展を担う国

際感覚にあふれた人材になるための素養を身につける。 
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 世界有数の研究機関や先端産業が集積し、豊かな自然に恵まれた茨城県の特徴を生かした学修を通

じて、社会と科学の発展に貢献する「理学スペシャリスト」として柔軟かつ論理的・創造的思考力

を身につける。 

カリキュラム・ポリシー： 

 未知なる自然への深い関心と探求心を育む講義科目に加えて、自ら新しい課題を発見して解決する

能力を養う演習ならびに実験・実習科目をバランスよく組み合わせた学修を行う。  

 多様な文化や思想・歴史への理解を深める教養科目、理学の共通的な基礎となる科目に加えて、国

際通用性を有し理学の専門分野をカバーする科目群を体系的に配置する。  

 近隣の研究機関等と連携した科目や地域の自然を生かした実習を配置するとともに、理学と社会の

つながりを理解するための講義や実習科目を設定する。 

（出典：理学部学務係資料） 

 

 

資料 5-1-2-2 理学部教育の課程編成 

 

（出典：理学部履修要項、教養科目履修案内） 

 

 

資料 5-1-2-3 専門教育（「基礎科目」、「標準科目」、「発展科目」）概要 

科目群 内容の概要 

基礎科目 理学の基礎的素養を涵養することを目的として、理学科として必要最低修得単位数

（13～15 単位）を定めている 

標準科目 各コースの教育目的に沿って専門の基礎を履修させるための科目である（20～29 単

位） 

発展科目 専門性の高い分野の知識を身に付けるためのものである（28～36 単位） 

（出典：理学部学務係資料）  
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資料 5-1-2-4 卒業要件 

 
（出典：理学部履修要項） 

 
○ 学際理学コースの改善 

学際理学コースの教育目標である、自然科学の複数分野の基礎を体系的履修し、学際の高

い領域に果敢に挑戦できる人材の育成を目指すため、平成 25 年度入学生より、学際理学コ

ースの教育プログラムを大幅に改変し、４教育プログラムに整理した（資料 5-1-2-5）。各

教育プログラムは、数学・情報数理を除く、理学科４分野より選択した一つの主履修分野と、

それと密接に関わる副履修分野からなる。これにより、理学科全教員による教育体制が構築

され、卒業研究選択の自由度が増した。 

 

資料 5-1-2-5 学際理学コースの改善 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：理学部学務係資料）  

 

 

○ 実践力を高める教育 

先端的研究機関や企業と連携した授業により、科学技術への興味を喚起すると共に現在

学んでいる専門科目との関連を認識させ勉学に意欲を高めさせている（資料 5-1-2-6）。平
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成 20 年度からは、総合的原子科学に関する基礎研究から応用・実用研究まで取り組むこと

のできる新しい人材育成を目指して、日本原子力研究開発機構との連携に基づいて「総合原

子科学プログラム」（資料 5-1-2-7）を開講しており、毎年、多数の学生が履修している（資

料 5-1-2-8）。本プログラムの必修科目など修得した上で、主として日本原子力研究開発機

構において卒業研究を行い、本プログラムを修了した後、日本原子力研究開発機構との連携

による大学院博士前・後期課程に進学した学生もいる。 

「科学と倫理」の授業、「理学部教育と就職 I・II」、「インターンシップ実習」の授業な

どにより、科学技術者として社会で活躍することを自覚した学修を促している（資料 5-1-

2-9）。また、平成 24 年度より、研究所･企業工場見学として、日本原子力研究開発機構原子

力科学研究所（J-PARC）などに、学部学生および院生を引率し、原子力科学研究所概況説明

や施設見学等を行っている。 

さらに、在学生の就職活動をサポートするため理学部後援会の援助を受けて、平成 24 年

度より「キャリア開発のための OB・OG 交流会」を毎年度実施している。第１部は、学部ま

たは博士前期課程を卒業・修了後５年程度たった方々５名による講演会、第２部は、在学生

と OB・OG の交流会を行っており、第１部、第２部とも毎年度約 100 名参加があり、OB・OG、

在学生、教員らで、キャリア開発について意見交換を行っている。 

 

資料 5-1-2-6 企業・研究機関との連携による授業の実施状況：履修者数 

授業科目（連携：企業・研究機関） 22

年度

23

年度

24

年度

25

年度 

26

年度 

27

年度

半導体実践の基礎（(株)ルネサステクノロジ） 9   

加速器科学の基礎Ⅰ、Ⅱ（高エネルギー加速器研究所） 33 21   

学際理学演習（産業技術総合研究所、JAXA） 36 39 32 30  

宇宙環境利用科学概論（宇宙航空研究開発機構（JAXA）） 17 18 28 17 8 6

（出典：理学部学務係資料） 

 

資料 5-1-2-7 総合原子科学プログラム 

本プログラムは、総合的原子科学に関する基礎研究から応用・実用研究まで取り組むことのできる新

しい人材育成をめざして、日本原子力研究開発機構との連携に基づいて平成 20 年度から開始されたも

のです。 

下表の科目から、本プログラムの必修科目２科目と選択科目３科目以上を修得した上で、主として日

本原子力研究開発機構において卒業研究を行うことで、本プログラムを修了したことが認定されます。

日本原子力研究開発機構との連携による大学院博士前・後期課程における研究にスムーズにつながるプ

ログラムとなっています。 

本プログラムの「日本原子力研究開発機構において行う卒業研究」をコースの必修科目として認めて

いるのは、物理学コース、化学コース及び生物科学コースだけです。履修にあたってはこの点に注意し

てください。なお、本プログラムの詳細については、理学部学務第一係に問い合わせてください。 

 

科目名 区分 対象年次 備考 

総合原子科学入門 必修 2 

放射線と RI の基礎 必修 2 

原子核理学概論 選択 3 

放射線生物学 選択 3 

放射線環境科学 選択 3 

放射線応用科学 選択 3 

核エネルギー基礎科学 選択 3 

原子科学基礎実験 選択 3 集中講義 
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（出典：理学履修要項） 

 

資料 5-1-2-8  総合原子科学プログラム関係科目履修者数 

  H22 H23 H24 H25 H26 H27 

修了者数 5 1 4 2 5 3 

              

履修者数 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

総合原子科学入門 63 76 72 76 96 111 

放射線と RI の基礎 88 68 114 90 91 101 

原子核理学概論 20 26 18 20 16 26 

放射線生物学 29 38 35 35 43 57 

放射線環境科学 27 29 34 39 34 33 

放射線応用科学 15 28 18 27 15 39 

核エネルギー基礎科学 47 40 40 50 42 53 

原子科学基礎実験 12 9 9 14 8 11 

 

（出典：理学部学務第一係） 

 

資料 5-1-2-9  研究倫理、インターンシップ・キャリア教育の実施状況：履修者数 

授業科目 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

科学と倫理 159 132 119 118 114 97 

インターンシップ実習 2 6 11 5 4 7 

理学部教育と就職Ⅰ、Ⅱ 19 64 20 23 10 44 

（出典：教務情報システム） 

 

 

○ JABEE 認定の継続 

地球科学技術者養成プログラムが平成 18 年度から開始され、平成 19 年度に JABEE（日本

技術者教育認定機構）認定された。平成 23 年に JABEE の認定継続審査を受け、6 年間にわ

たり、地球科学技術者養成コースは国際的水準の技術者教育を引き続き展開することとな

った（資料 5-1-2-10）。また、地球環境科学コースでは、関連する様々な分野での「理学の

スペシャリスト」を目指す動機づけの向上およびそのための大学院進学率向上を目指し、地

球環境科学の各分野での専門知識を活かすキャリアパスの紹介、またロールモデルとして

大学院生および社会で専門知識を活かし活躍している OB･OG を講師として体験を学生に伝

えるよう、必修科目「地球環境科学入門Ⅱ」の内容を改善している。 

 

資料 5-1-2-10  JABEE 認定プログラム「地球科学技術者養成プログラム」修了者数 

年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

人数 13 16 12 7 8 6

（出典：理学部学務係資料） 

 

 
○ 高等学校などとの連携 
 平成 22 年度から、高校生の科学研究に取り組む活動を支援するために、茨城県教育委員
会・茨城県高等学校文化連盟自然科学部会の共催を得て、理学部主催の「高校生の科学研究
発表会＠茨城大学」を開催している。さらに、平成 27 年度には、茨城県教育委員会との共
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同事業「生徒の課題研究の深化を助ける教員指導力向上プロジェクト: Active Science 
Support in Ibaraki for Students and Teachers(ASSIST)プロジェクト」が JST の「中高
生の科学研究実践活動推進プログラム」として採択された。これにともなって、「高校生の
科学研究発表会＠茨城大学」は第６回より ASSIST プロジェクト事業の一つに位置づけられ、
これに加えて「理科教員のための大学ゼミ」「大学オープンラボ」「実験技術チャレンジ」の
3つの新規企画の実施に取りかかっている。 
 

○ 国際交流を活かした学部生教育 

積極的に国際学術交流学部間協定を結び、タイ・カセサート大学（平成 23 年度〜）、イン

ドネシア・アンダラス大学（平成 25 年度〜）、世界展開力強化事業(AIMS プログラム) 支援

の下、インドネシア・ボゴール農科大学、インドネシア・ガジャマダ大学との間で、交換留

学生事業を行っている。特に平成 27 年度から、インドネシア・アンダラス大学数学自然科

学部と交換留学生事業を開始し、アンダラス大学の学生 13 名が理学部に滞在し、学生の希

望する分野に基づき、４名が数学・情報数理コース、５名が生物科学コース、４名が地球環

境科学コースにおける授業や研究室のゼミ等に参加した。留学生派遣事業については、５名

の理学部生（数学・情報数理コース２名、生物科学コース１名、地球環境科学コース１名、

学際理学コース１名）をアンダラス大学に派遣した（資料 5-1-2-11）。 

 

資料 5-1-2-11  派遣、受入学生数の変動 

 

派遣学生数（協定締結校） 

 25 年度 26 年度 27 年度 

交換留学 0 0 5

短期研修・海外演習 9 4 2

 

受入留学生数 

25 年度 26 年度 27 年度 

7 11 14

 

（出典：留学生センターHP、大学概要） 

 

 

○ 専門科目の精選とコアカリキュラムの導入 

専門課程における教育の質の保証を図るため、平成 23 年度以降の入学生を対象に、専門

科目の精選とコアカリキュラムの導入を行った。講義形式の必修科目に対応する演習と実

験を整備し、主要な授業科目には、TA が配備され授業の充実が図られている（資料 5-1-2-

12）。シラバスには、授業目標、到達目標、授業計画について詳細な情報が記載されている

（資料 5-1-2-13）。シラバスは Web 上に掲載され、学生の履修計画と授業準備等に使われて

いる。また、各教育プログラムの履修モデル（授業関連図）が Web 上に掲載され、各授業科

目がコースの授業体系の中でどのような位置付けになっているかが分かるように明記され

ている（資料 5-1-2-14）。このことにより、学生は履修計画を容易に立てることができる。 
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資料 5-1-2-12 TA 採用の実績 

 

（出典：理学部学務係資料） 

年度 

平成２２ 平成２３ 平成２４ 平成２５ 平成２６ 平成２７ 

前期 後期 
通

年 

前

期 

後

期
前期 後期 前期 後期

通

年

前

期

後

期 

前

期 

後

期 

科目数 38 30 3 37 34 46 33 43 37 1 46 36 52 36 

TA 延員

数 
90 68 7 95 80 111 76 93 79 1

10

5
89 106 77 

年度 

平成２２ 平成２３ 平成２４ 平成２５ 平成２６ 平成２７

前期 後期 
通

年 

前

期 

後

期
前期 後期 前期 後期

通

年 

前

期 

後

期 

前

期 
 

科目数 38 30 3 37 34 46 33 43 37 1 46 36 52 36

TA 延員

数 
90 68 7 95 80 111 76 93 79 1 105 89 106 77
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資料 5-1-2-13 シラバス 一部抜粋 

授業科目 ( Course 

Title )    
化学【基礎化学 I】   

担当教員 ( Instructor )    大友征宇、森聖治   

所属 ( Affiliation )    理学部   

クラス ( Class Number )    E6 クラス   
開講時期 

( Semester )    
前期   

単位数 ( Credit(s) )    2  
曜日・時限 

( Day/Period )    
水２   

対象年次・学生 ( Student 

Year )    
[K]1 年 S・2年全学共通   

備考 ( Remarks )    シラバスコード：Ｋ７１３３   

ナンバリングコード

( Numbering Code ) 
K-CHE-231   

英訳名( Title in 

English ) 
Basic Chemistry I   

授業題目( Topic ) 基礎化学 I   

概要( Outline ) 

物質世界を取り扱う基礎である位置、運動エネルギー、原子量、

物質量(モル)等の概念を説明し、その上で原子の基本的性質を決

めている法則について説明し、その性質が必然的に周期的に変わ

ること(元素の周期律)を理解させる。 原子が分子、イオン、さら

に分子結晶、イオン結晶、金属結晶など物質を形成してゆく過程

(化学結合、分子間力)の本質を理解させる。学習した範囲で理解

可能な身近な応用についても取り上げる。   

キーワード( Keywords ) 
原子、原子軌道、電子配置と周期律、共有結合、イオン結合、金

属結合、電気陰性度、分子の形と軌道   

到達目標( Goals ) 

前半及び後半テストの平均点が 100 点満点で 80 点以上となること

を目標にする。受講生の 80%以上がこの目標を達成することが望ま

しい。   

授業計画( Course Plan ) 

第 1 回:ガイダンス、化学の起源、測定の体系、物質とエネルギ

ー、物質の状態(教科書 1.1~3.8)  

第 2 回:原子と分子、原子の構成(教科書 3.9~4.8)【16】 

第 3回:原子の電子状態(1):エネルギー準位 (教科書 5.1-

5.7) 【16】 

第 4回:原子の電子状態(2):周期表と電子配置 (教科書

6.1~6.5) 【16】 

第 5回:原子の電子状態(3):原子半径、イオン化ポテンシャル、電

子親和力(教科書 6.6~6.9) 【16】 

第 6回:原子の電子状態(4):原子軌道(教科書 6.10~6.11)【16】 

第 7回:原子の電子状態:化学分析への応用、身の回りでの利用

【16】 

第 8回:化学結合(1):点電子構造式・共有結合(教科書 7.1~7.3, 7-

5)【16】 

第 9回:前半テスト 

第 10 回:化学結合(2):イオン結合(教科書 7.4)、金属結合 【16】 

第 11 回:化学結合(3):電気陰性度、共有結合の分極、分子の極性

(教科書 7.6~7.8, 7.11) 【16】 

第 12 回:化学結合(4):酸化数、化合物命名法(教科書

7.9~7.10) 【16】 

第 13 回:分子のかたち(1):原子軌道、分子軌道、混成軌道 【16】 

第 14 回:分子のかたち(2):混成軌道と分子のかたち【16】 

第 15 回:身の回りの様々な分子 【16】 

第 16 回:後半テスト、アンケート   

予習・復習のポイント

( Advice for Preview and 

Review ) 

予習:テキスト(教科書)を事前に熟読  

復習:講義毎に課す課題を解く中で、講義内容を理解する 
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履修上の注意

( Prerequisite ) 

基本的に教科書の流れに沿って講義するが、講義計画から明らか

なように、かなり駆け足で通過する内容も多い。 履修上の注

意 予習・復習は欠かさずに行うこと。 分からないこと、質問な

どは、講義後だけではなく研究室でも随時受け付ける(詳細はガイ

ダンスの際に知らせる)。授業計画は変更する可能性もある。   

成績の評価方法( Grading 

Criteria ) 

試験、小テストで基本的には評価するが、宿題の取り組みで評価

することもある。 到達目標のところでも記したように、80 点以上

を目指して欲しい。   

教科書・参考書

( Texts/References ) 

教科書=化学―基本の考え方を中心に- Sherman 他著、石倉訳、東

京化学同人、2993 円。 

参考書=化学―問題と解答、Sherman 他著、石倉訳、東京化学同

人、1785 円   

 

（出典：理学部 HP 在学生向け 理学部履修要項・シラバス(平成 27 年度以降入学者向け 化学コース

［化学プログラム］基礎化学Ⅰ) 

 

 

 

○ 主体的な学修を促す取組 

新入生には、少人数ゼミ（主題別ゼミナール）（資料 5-1-2-15）により、また、豊富な演

習、実験、実習の時間と授業補助者（TA）を確保することによって、個々の学生が個別の事

象を通して主体的に学ぶ機会が多く提供されている。また、実験科目および学期を通したテ

ーマ別実験が行われ、学生は、実験計画からまとめまで自由に活動し、主体的に学ぶ喜びと

術を得ている（資料 5-1-2-16）。少人数ゼミによる授業を２年次または３年次に開講するな

ど、学生一人一人が学修し能力を伸ばす工夫がなされている。 

各コース別の学修時間は資料 5-1-2-17、授業外学修時間の経年変化は資料 5-1-2-18 に示

されている。 

 

 

 

 

資料 5-1-2-14 履修モデル（一部抜粋） 

 
（出典：理学部 HP 在学生向け 数学・情報数理コース 授業関連図 抜粋)   
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資料 5-1-2-15 主題別ゼミナール実施状況：年度別開講本数 

 

  22 年度 23 24 25 26 27 

数学 4 4 4 4 4 4 

物理 3 3 3 3 3 3 

化学 4 4 4 4 4 4 

生物 4 3 3 3 3 3 

地球 3 3 3 3 3 3 

計 18 17 17 17 17 17 

（出典：教養科目履修案内） 

 
資料 5-1-2-16 主体的な学修を促す実験・実習・ゼミ 
 

主題別ゼミ、化学セミナー、物理学ゼミナール I、テーマ別実験（課題別物理実験[物質科学実験・宇

宙基礎実験]、計算物理実験）、特別演習、卒業研究等 

主題別ゼミの目的と内容（履修案内から）: 大学において学修するために必要な基礎力であるレポー

トの書き方やプレゼンテーションの仕方などを身につけます。また、学問への動機づけや課題意識を与

え、自主性、企画能力、表現能力などを養成することを目的とします。学生が主体的に学修し、教員が

サポートするゼミナール形式の授業を行います。必要に応じて調査、実験、見学を行い、その結果を発

表、討論します。 

物理学ゼミナール Iの概要（シラバスから）：少人数のゼミナール形式の授業で、基本的な物理学の教

科書を基に輪講、演習、発表等を行う。 授業の主役は学生側であり、授業を通じて物理学への興味・関

心を自ら深めながら、物理学的な 考え方、記述、発表の仕方などを修得していく。物理学への自 らの興

味関心を深め、 基礎を理解し、 普段の自主学習の方法確立に役立たせるのが、このゼミナールの到達目

標である。 

 

（出典：教養科目履修案内、理学部シラバス） 

 

資料 5-1-2-17 授業外学修時間 

授業外学習時間

0

20

40

60

80

100

数学 物理 化学 ⽣物 地学

予習 復習

数学 物理 化学 ⽣物 地学
予習 34.5 36.9 29.7 20.5 23.6
復習 49.0 47.6 42.3 32.6 33.7

分

分

 
（出典：理学部学務係資料） 

 

授業外学修時間 
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資料 5-1-2-18 授業外学修時間の経年変化 

 

（出典：理学部学務係資料） 

 

○ アクティブ・ラーニングの導入 

質の高い学士課程教育の推進を目的として、平成 27 年度からアクティブ・ラーニングが

全学導入されたことに併せて、理学部専門科目にアクティブ・ラーニングを導入しその実践

を開始した。特に実験・実習科目に関しては、大部分の授業がアクティブ・ラーニング対応

科目となっている。また、平成 27 年度より、学部の授業に電子ジャーナル調査を取り入れ、

学生の主体的学修能力を高める取組を理学部化学コースが主導して理・工・農学部の学部横

断で開始した。座学による学修と、最先端の研究や知識の集積の歴史を関連付けることによ

り学生の学修意欲向上が期待できる（資料 5-1-2-19）。 

 

資料 5-1-2-19 アクティブ・ラーニング（AL）の効果 

理学部の例：●AL導⼊：16 ◆AL未導⼊：22
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（出典：平成 27 年度第 11 回全学教務委員会資料） 

 

0

20

40

60

80

2013 2014 2015

●AL 導入科目 ◆AL 未導入科目 



茨城大学理学部 分析項目Ⅰ 

－5-18－ 

○ きめ細かな学修支援 

授業時間外での学修サポートとして、前期と後期の年２回履修ガイダンス時に、教務委員、

学生担任、各学年の担当教員によって学部生の履修指導をきめ細かく行い、学部学生の修得

度の状況を把握してきた。しかし、積み上げ式の学修が主となる数学・情報数理コースや物

理学コースでは、ある科目で生じた疑問を放置しておくことが他の科目の理解の妨げとな

ることから、院生の指導による、講義の枠にとらわれないで質問が可能な学修相談室を設置

して対応することとした。 

現在では、数学・情報数理コース「数学相談室（平成 17 年度前期〜）」「プログラム相談

室（平成 16 年度後期〜）」、物理学コースで「物理学相談室（平成 18 年度後期〜）」「化学学

修相談室（平成 27 年度後期〜）」の４相談室が設置されている。平成 27 年度からは、開催

場所は図書館の支援を得て図書館１階で開催し、大学教育センターの理系質問室と協力し

て、ほぼ毎日どの学部学生も受け付けるような体制を整えた。学修相談室では、専門科目の

内容や演習問題に関する質問から、レポート作成、専門の学び方等に対するアドバイスなど

学生からの様々な相談に対応している。高校と大学の学修内容の橋渡しや大学での専門基

礎の修得を助ける場として、利用されていることが伺える。また、大学院学生のティーチン

グスキルの向上にも役立っている（資料 5-1-2-20）。 

 

資料 5-1-2-20 学習相談室（平成 27 年度利用実績） 

 

相談室名 利用者数

数学相談室 78 名

プログラム相談室 338 名

物理学相談室 170 名

化学学修相談室 108 名

 

（出典：茨城大学理学部学務係資料） 

 

 

(水準) 期待される水準にある。 

(判断理由) 

 必修科目と選択科目が適度に配置されており、４年一貫カリキュラムを実質化するよう

に、「基礎科目」、「標準科目」、「発展科目」と系統的に編成されて履修年次が整理されてい  

る。また、研究機関や企業と連携した授業及び、「科学と倫理」・「理学部教育と就職 I・II」・

「インターンシップ実習」などの授業により科学技術と社会的関係を理解したいという要

望に応えている。系統的な教育プログラムと個々の授業科目のシラバスが整備され、理学の

専門的基礎を養成するプロセスが明確となっている。学生の主体的な学修を促す、実践的な

授業科目（演習、実験、実習、ゼミ）が充実しており、講義との組み合わせにより学生の理

解を確実にさせている。TA が配置されるなど学生が主体的に学修する環境と履修相談など

学生支援の体制が整備充実している。 

 また、新入学時に、少人数ゼミ（主題別ゼミ）が開かれ、大学生活を主体的に過ごす意識

の育成と大学での学修方法の修得を図っている。高校との接続教育が充実・整備されている。

学期始めの履修ガイダンスには、教務委員、学生担任、指導教員が中心となり組織的な履修

指導が実施されている。以上、授業形態の組合せと学習指導法の工夫がなされ、主体的な学

修を促す取組が精力的に展開されている。 

 以上のことから、期待される水準にある状況にあると判断する。
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果  

(観点に係る状況) 

○ 全体的な学業の成果 

標準修業年限を見ると、平均して 84.2％の学生が４年で卒業しており、６年以内には

92.4％が卒業している（資料 5-2-1-1）。 

 

資料 5-2-1-1 標準修業年限卒業率 

■学士課程：標準修業年限４年 

学部 入学年度 H19 H20 H21 H22 H23 H24 平均 

理学部 

標準修業年限内 83.6 85.0 83.6 89.5 83.4 80.2 84.2

標準修業年限×

1.5 年内 
91.4 93.5 90.9 93.9   92.4

（出典：学校基本調査を基に作成） 

 

卒業時アンケート結果からは、93.8％の学生の期待に本学が応えることができたことを

示している（資料 5-2-1-2）。また、「課題解決のための思考力・判断力・表現力」について

は 95.6％の学生が身についたと考えており、自然科学的発想や論理をベースとした課題解

決力が身についていることが明らかとなった。「論理的な記述力、口頭発表力、議論などの

コミュニケーション能力」（91.1％）、「自然環境や多様な文化に対する幅広い知識」（86.3％）

なども多くの学生が獲得している。 

 個別の授業アンケート（資料 5-2-1-3）からはで約 92％（H24-H27：４年間の平均）の学

生が履修に対して満足しており、約 86％の学生が理解できたと回答している。 

 

資料 5-2-1-2 ディプロマ・ポリシーの達成度に関する卒業時アンケート（H27.3 実施）

 

設問 
肯定的回

答＊

質問１ 茨城大学で学ぶことで、自然環境、国際社会、人間と多様な文化に対する幅広

い知識を身につけることができたと思いますか。 
86.3

質問２ 茨城大学で学ぶことで、世界を俯瞰的にとらえる視野を得ることができたと思

いますか。 
77.4

質問３ 茨城大学理学部で学ぶことで、課題解決のための思考力・判断力・表現力が身

についた（伸びた）と思いますか。 
95.6

質問４ 茨城大学で学ぶことで、グローバル化が進む地域や社会において多様な人々と

の協働を可能にするコミュニケーション力や実践的英語能力が身についた（伸びた）と

思いますか。 

58.5

質問５ 茨城大学で学ぶことで、社会の持続的な発展に貢献できる職業人としての意欲

と倫理観、主体性が身についた（伸びた）と思いますか。 
85.7

質問６ 茨城大学で学ぶことで、茨城県をはじめとする地域の活性化に自ら進んで取組

み、貢献するという「地域活性化志向」が身につきましたか。 
66.6

質問７ 茨城大学理学部で学ぶことで、論理的な記述力、口頭発表力、議論などのコミ

ュニケーション能力が身についた（伸びた）と思いますか。 
91.1

質問８ 学習面、生活面を含め、茨城大学理学部に在学したことは、あなたの期待に応

えるものでしたか。 
93.8

*選択肢は「←1.全く思わない，2，3，4，5.とても思う→」などの５段階評価を用いた。授業アンケー

トにおいて理学部や理工学研究科理学系では、３を「普通」「平均的」と肯定的に定義している場合が多

いため、今回も３以上の回答の割合を「肯定的回答」とした。 

（出典：平成 27 年度修了時アンケート報告書を一部改変） 
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資料 5-2-1-3 授業アンケート結果（H24-H27）［講義系 460 科目］ 

 

問１ この科目を履修して良かったと思いましたか？ 

（１）思わない （２）←（３）普通 （４）→（５）良かった 

※「普通」以上に肯定的回答の学生の割合 縦軸：％ 横軸：年度 

 

 

問６ この科目は理解できましたか？ 

（１）理解できなかった （２）← （３）普通 （４）→（５）理解できた 

※「普通」以上に肯定的回答の学生の割合 縦軸：％ 横軸：年度 

 

（出典：理学部学生授業アンケート結果） 

 

 

○ 学生の研究実績 

上記のような力を、学部生にも実践的な研究を通して獲得して卒業してもらうことを目

指して、卒業研究にはかなりのウエイトが置かれている。平成 25 年度には、生物科学コー

ス卒業の学生が、教員の指導のもと、院生（第１著者）との共同研究を第２著者として『マ

ウスでがんを生じさせる MCM4 タンパク質変異のヒト MCM4/6/7 複合体形成に対する影響』

というタイトルの論文という形でまとめ、日本生化学会 JB（TheJournal of Biochemistry）

論文賞を受賞したり、平成 26 年度には、学際理学コースの学生が第２著者として貢献した

論文が、BCSJ 賞（Bulletin of the Chemical Society of Japan:日本化学会欧文誌論文賞）

を受賞したなど、質の高い卒業研究が行われている。 

 

 

○ 教員免許の取得状況 

次世代の科学技術を担う人材を育成していくために、理学部で教育を受けた教員を継続

して輩出していくことも期待されている。毎年度、約３分の１の卒業生が教員免許を取得し
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ており、適切な取得状況と言える（資料 5-2-1-4）。 

 

資料 5-2-1-4 教員免許の取得状況 

 

 

（出典：理学部学務係資料） 

 年度 H22 H23 H24 H25  H26  H27 

中学一種数学 18 12 13 9 8 11 

中学一種理科 20 13 13 16 14 14 

高校一種数学  22 18 18 15 20 16 

高校一種理科  37 25 39 28 29 29 

高校一種情報  2 1 3 1 3 2 

一種合計 99 69 86 69 74 72 

 

 (水準) 期待される水準を上回る。 

（判断理由) 

理学部が掲げた「理学の高い専門知識と問題解決能力の習得」については、卒業時アンケ

ート、学生授業アンケートの結果から、十分に達成できていると考えられる。また、標準修

業年限卒業率からも概ね問題なく学生を社会に送り出すことができていることが分かる。

卒業研究をベースにした論文が学会の論文賞を受賞するなど、質の高い卒業研究指導も実

施できている。これらのことから学業の成果が期待される水準を上回ると考えられる。 

 

 

観点 進路・就職の状況  

(観点に係る状況) 

学校基本調査データで過去３年分の進路データ振り返ると 51.3％が進学、40.4％が就職

であった（資料 5-2-2-1）。職業別就職者数（H25-H27：資料 5-2-2-2）を見ると、専門的・

技術的職業に就いた者が 114 名、専門的・技術的職業ではない職に就いた者が 131 名であ

った。大学院進学者が 324 名であることを考慮すると、概ね５分の４の者が専門技術職もし

くは高度専門技術職に就くことを目指して進学した者である。学士課程で就職した学生の

産業別就職者数は資料 5-2-2-3 に示す。「情報通信業」「製造業」「教育学習支援業」の上位

３つで約 50％であり、これらは本学部の教育目標でも想定内の産業である。このようなこ

とから、社会のさまざまな領域で活躍することのできる「理学のスペシャリスト」の育成を

進めることができたと考えられる。 

 

資料 5-2-2-1 進路状況（H25-H27） 

 

年度 進学 就職 その他 

H25 110 78 22

H26 103 98 18

H27 111 79 12

（出典：学校基本調査） 
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資料 5-2-2-2 職業別就職者数（H25-H27 合計） 

専門的・技術的職業 非技

術 
１ 

研究

者 

３ 

製造技

術者 

（開

発） 

４ 

製造技術

者 

（開発除

く） 

５ 

建築・土木・

測量技術者 

６ 

情報処

理・通信

技術者 

７ 

その他の技

術者 

８ 

教員 

14 そ

の他 

1 13 7 11 46 8 26 2 131

（出典：学校基本調査） 

 

資料 5-2-2-3 産業別就職者数（H25-H27 合計） 

産業別業種名 人数

C 鉱業等 1

D 建設業 9

E 製造業 38

F 電気・ガス・熱供給・水道業 3

G 情報通信業 53

H 運輸業・郵便業 2

I 卸売・小売業 18

J 金融業・保険業 16

K 不動産業・物品賃貸 6

L 学術研究専門・技術サービス業 16

M サービス業宿泊業・飲食 5

N 生活関連サービス業、娯楽業 7

O 教育学習支援業 38

P 医療福祉 6

Q 複合サービス事業 8

R サービス業 2

S 公務 26

その他 1

（出典：学校基本調査） 

 

 

(水準) 期待される水準にある。 

(判断理由)  

大学院進学者と専門的・技術的職業に就いた者が５分の４を占め、就職先の産業分類も本

学部の教育目標で想定している分野であることから、社会のさまざまな領域で活躍するこ

とのできる「理学のスペシャリスト」の育成を進めることができたと考えられる。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 
 

（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

近年、内部質保証活動の一環として、学生参画型の教育改善を行う大学が増えつつある。

本学理学部でも第 1期中から毎年、学生モニター会を開催し、学生の生の意見を教育改善に

活用している。 

例えば、平成 22 年度のモニター会では物理学コースのカリキュラムに様々な意見が寄せ

られた結果について FD等を通して共有し、専門科目の精選と新カリキュラム構築を行った。

平成 23 年度の学生モニター会では、「学際理学コース」の選択肢の少なさを指摘され、平成

25 年度には改善を行った。また「化学相談室を設置」の要望についても年度内に対応し、

一時の中断はあったものの現在も継続している。 

理学部ではこのように質保証システムに学生を組み入れ、意見聴取→状況の確認→改善

案の検討→改善案の実施という改善サイクルを運用している。 

 

 

（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

平成 28 年３月実施の卒業時アンケート結果からは、93.8％の学生の期待に本学が応える

ことができたことを示していた。また、「課題解決のための思考力・判断力・表現力」につ

いては 95.6％の学生が身についたと考えており、自然科学的発想や論理をベースとした課

題解決力が身についていることが明らかとなった。「論理的な記述力、口頭発表力、議論な

どのコミュニケーション能力」（91.1％）、「自然環境や多様な文化に対する幅広い知識」

（86.3％）なども多くの学生が獲得している。 

 個別の授業アンケートの結果（H24-H27）からは約 92％（４年間の平均）の学生が履修に

対して満足しており、約 86％の学生がその授業を理解できたと回答している。 

 このようなことから学生が教育の成果を相当程度、肯定的に捉えていることが明らかと

なった。 

 



茨城大学工学部 

－6-1－ 

 

 

６．工学部 

 

 

Ⅰ 工学部の教育目的と特徴 ・・・・・・・６－２ 

Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 ・・・・・６－３ 

    分析項目Ⅰ 教育活動の状況 ・・・・・６－３ 

    分析項目Ⅱ 教育成果の状況 ・・・・・６－１７ 

  Ⅲ 「質の向上度」の分析 ・・・・・・・・６－３０ 

 

 

 

 

 
  



茨城大学工学部 

－6-2－ 

Ⅰ 工学部の教育目的と特徴 
 

茨城大学工学部は、高度研究機関や先端技術産業の集積地である茨城県県北地区におけ

る工学に関する高等教育機関として、高度技術者養成を目指した教育研究を実施している。

人および自然環境と調和・共生し、時代に対応した新しい科学技術を創造し発信することに

よって、豊かな未来社会の構築に貢献するとの理念の下、以下の教育目的を掲げている。 

 

１ 工学部の教育目的 

(1) 豊かな教養と専門分野の基礎学力並びに課題探求能力と問題解決能力を持ちコミュ

ニケーション能力に優れた創造力あふれる専門的職業人養成のための教育と研究を行

う。 

(2) 海外からの留学生や研究者を受け入れ、また国際化社会で活躍できるような技術者

を養成することによって、国際社会の発展と学術の進歩へ貢献する。 

 

２ 工学部の教育の特徴 

(1) 社会的ニーズに沿った体系的でかつ国際基準を満足する内容の専門教育プログラム

により専門的職業人を養成し、主に工業分野の産業界で活躍できる人材を輩出してい

る。 

(2) 適時自己点検評価や FD による改善活動を実施することにより、教育の質の確保と卒

業生の質の保証を行っている。 

 

 

[想定する関係者とその期待] 

 茨城大学工学部が想定する関係者は、在学生とその保護者、卒業後の学生を受け入れる企

業・組織の関係者である。学生および保護者の期待は、学生が卒業後社会人となったとき、

仕事を着実に行うことができる専門基礎学力と社会人としての素養となる教養力や表現力

を修得することであり、さらに学生間の交流や共同作業を通じて、協調力を養うことである。

企業・組織は、受け入れた学生が専門知識を活かして与えられた仕事を着実に実行すること

ができる基礎能力と未知のことに挑戦する意欲と創造力を期待している。 
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 
 
分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制  

(観点に係る状況)  
教育組織は、機械工学科、生体分子機能工学科、マテリアル工学科、電気電子

工学科、メディア通信工学科、情報工学科、都市システム工学科、知能システム

工学科の８学科から構成されている。また、知能システム工学科には夜間主コー

ス（B コース）を設け、すべての学科で３年次編入制度を実施している（資料 6-

1-1-1）。 

また、教育、研究、社会貢献を一体化させた機能の充実を目指して平成 24 年

1 月に４つの教育研究センター（ライフサポート、塑性加工科学、グリーンデバ

イス、防災セキュリティ技術）を立ち上げ、平成 26 年 7 月に新たには ICT グロ

ーカル教育研究センターを設立した。５つのセンターに 86 名の教員が所属し、

学科の枠を越えて教育、研究活動を行っている（資料 6-1-1-2）。また、本学部

では、広域水圏環境科学教育研究センター、IT 基盤センター、フロンティア応

用原子科学研究センター及び独立専攻に所属する教員も学部教育に参加してい

る。 

工学部における教学マネジメント（内部質保証）体制として、各教育プログラ

ム（学科カリキュラム）の学修成果や課題に関する現状把握（自己点検評価）、

その現状把握結果に基づく教育改善を行うために平成 17 年度から副学部長を委

員長とし、各学科から選出された委員で構成される教育改善委員会を設置して

いる。活動内容は、学生による授業アンケートの質問票作成および回収後の集計

と教員へのフィードバック、学部 FD の実施、Web 上での教員による授業点検評

価の管理・実施、外部アンケートの実施である。さらに、工学部では、教員個人

の階層、学科（カリキュラム）の階層、学部の階層と３つの階層でそれぞれ、授

業点検、FD ミーティング（データ等にもとづく教員集団による現状把握、改善

のための議論の場）、FD 研修会（学部レベルで対応すべき課題の共有と議論の場）

を行っている。即ち、個々の授業、学科全体、さらに学部全体の教育体制につい

て、継続的に計画・実行・点検・改善を進めるサイクルが確実に展開できるよう

活動している。 

○ 教員個人の階層 

工学部では、授業改善のための教員による授業点検評価を平成 17 年度から

継続して実施している。その評価では、学期末に全教員が、独自開発の授業改

善作業用の Web システムで担当授業科目ごとに自己点検結果を実施する。そ

の中では、主に１）クラスサイズや成績分布は適切だったのか、２）シラバス

どおりに授業が実施できたのか、３）前年度の課題にどのように対応したか、

４）中間アンケート結果を適切に活かすことができたのかを点検し、学期末の

学生による授業アンケートを踏まえ、次年度への課題と改善策を自己点検評

価結果として、報告している(資料 6-1-1-3）。 

学生による授業アンケートの実施は学期末に行うことが必須となっており、

学部共通の方法で実施され、平成 26 年度平均で 97％の実施率である(資料 6-

1-1-4)。これに加えて、学期中途に中間アンケートを実施することも義務づけ

られており、当該学期中で、学生からの率直な意見に対し、各教員が授業改善

を素早く実施できるように配慮されている。 

○ 教育プログラム（学科）の階層 

各教員の自己点検評価結果を踏まえ、学生からの授業アンケートの結果など

のデータや資料を基に学科 FD を毎学期実施している。学科 FD は原則的に全
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教員が参加し、学科カリキュラム全体の計画・実行・点検・改善について議論

し、学部統一書式の教育点検報告書を作成している（別添資料１）。学科の報

告書は教育改善委員会で点検内容が適切に行われているかの精査が行われる。

その後、学部長に報告され、学部長からの意見も添えて各学科にフィードバッ

クされる(別添資料２）。各学科は、その点検表の評価に基づき、次年度以降の

授業の改善を行うサイクルが確立している。 

○ 学部の階層 

工学部 FD 研修会を平成 13 年度から継続して開催している。ここでは、教養

教育や他大学の教育改革・改善の取組を知り各学科の教育改善や FD の活動情

報を工学部全体で共有することを主な目的としており、毎年の実施記録を工学

部 FD 報告書にまとめ、web サイトでも公表している。 

第２期中期目標期間中、工学部の全学科において日本技術者教育認定機構よ

る JABEE 認証取得が完了した（資料 6-1-1-5）。このことは、本学部の各学科

が継続的かつ自律的に計画・実行・点検・改善（PDCA サイクル）を進め、教育

システムの質の確保、向上を図っていること（資料 6-1-1-6）が、第三者から

認められていることを意味する。また、教員による授業評価報告の背景データ

である各種資料(授業の記録、試験問題・答案・採点基準、授業改善関係の様々

な活動の記録など)を収集・蓄積する体制ができていることが、教員個人の授

業点検、学科 FD ミーティングによる点検評価、学部 FD による課題の共有と改

善のための議論が容易に行える環境が整っていることを意味している。 

さらなる工学教育の改善・充実を目指すために、卒業生へのアンケートを実

施している。大学で学んだことが卒業後にどのように役に立っているか、即ち、

短期的・長期的な学修成果（アウトカム）について把握し、これらの情報を各

自己点検評価で活用している。 

また、工学部では諸活動を記録し蓄積するために平成 15 年度より継続的に

年報を作成している。教育活動に関しても記載し、Web ページや冊子体により

広く社会に公表している（資料 6-1-1-7）。 

 

 

資料 6-1-1-1 工学部学科構成、学生数および専任教員数 

学科名 
入学

定員

収容

定員

学生

現員

総数

専任教員数 大学設置

基準で必

要な専任

教員数 

教

授

准

教

授

講

師

助

教 
計 

機械工学科 85 340 428 10 9 1 4 24 8.5 

生体分子機能工学科 60 240 278 9 8 1 0 18 8 

マテリアル工学科 35 140 151 6 4 3 0 13 7 

電気電子工学科 75 300 358 11 9 2 0 22 8 

メディア通信工学科 45 180 209 5 7 2 0 14 8 

情報工学科 65 260 313 10 4 4 3 21 8 

都市システム工学科 50 200 235 7 8 0 1 16 8 

知能システム工学科 A コース 50 200 227 
10 6 7 2 25 14

知能システム工学科 B コース 40 160 181 

３年次編入 45 90    

工学基礎領域    7 2 1 0 10 

計 505* 2020* 2380 75 57 21 10 163 69.5 
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(平成 27 年 5 月 1 日現在、*3 年次編入学生数は外数) 

（出典：茨城大学概要および工学部総務係資料 (教育組織一覧)）  
 

 

資料 6-1-1-2  工学部附属教育研究センター 

センター名  目的・機能  構成  

ラ イ フ サ ポ ー ト

科 学 教 育 研 究 セ

ンター 

人の生命の支援、機能の補助、環境の充実を目

指した科学技術の研究開発を行い、豊かな人々

の暮らしと生き生きとした活社会を実現する

科学技術の創成を目指す。 

センター長、副セ

ンター長 2 名、兼

務教員 20 名 

塑 性 加 工 科 学 教

育研究センター 

環境にやさしく、高い付加価値を生む加工であ

る「塑性加工」を科学的にとらえた教育研究活

動を進める。 

センター長、副セ

ンター長 2 名、兼

務教員 7 名、名誉

教授 1 名 

グ リ ー ン デ バ イ

ス 教 育 研 究 セ ン

ター 

環境にフレンドリーな高性能・低消費電力電

子・情報デバイスの早期開発ならびにデバイス

をキー技術にした新産業の創生に寄与する。 

センター長、副セ

ンター長 2 名、兼

務教員 10 名、特

任教授 1 名、特命

教授 1 名 

防 災 セ キ ュ リ テ

ィ 技 術 教 育 研 究

センター 

平時でも災害時でも現場で実際に役に立つス

マートシティを視野に入れた途切れないネッ

トワークを持つ将来の自治体クラウドを見据

えた防災セキュリティの実現を目指す 。 

センター長、副セ

ンター長 2 名、兼

務教員 11 名、特

任教員 1 名 

ICT グローカル教

育研究センター 

グローバル(世界的規模)な視点とローカル(地

域的)な視点をもって、地域社会にも貢献する

世界的 ICT イノベーションの創出を目指す。 

センター長、副セ

ンター長 3 名、兼

務教員 15 名、特

命教授 1 名 

（出典：茨城大学工学部 web サイト） 

 

 

資料 6-1-1-3 教員による授業点検項目 

授業基礎情報：記入日、授業科目名、担当教員名、開講時期、必修／選択、授業形態  

項目 A: シラバスの作成   
Q1. シラバスはガイドラインに従って作成したか  
Q2. 各授業時間ごとのテーマを明示したか  
Q3. 成績の評価方法を具体的な形で示したか   

項目 B: 授業とシラバスとの整合性   
Q1. 授業内容は、シラバス通りに進行したか  
Q2. 成績評価は、シラバス通りに行ったか  
Q3. 出席はとっているか  
Q4. 成績評価基準は作成しているか   
Q5. 資料は保存しているか   

項目 C: 成績と達成度   
Q1. 履修者数 Q2. 取止者数 Q3. 欠試者数  
Q4. 受験者数 Q5. 不合格者数  Q6. 成績分布  
Q7. 授業の狙いは達成されたか  
Q8. 新たなアクティブ・ラーニング要素の導入を行ったか  
Q9. シラバスにアクティブ・ラーニング要素を記載することでアクティブ・ラーニン

グ授業を意識的に行うようになったか  

項目 D: 点検結果と改善   
Q1. 昨年の授業を終えて、課題として残った点とその改善策を列挙してください   
Q2. 授業の中間アンケートで指摘された問題点とその改善策を列挙してください   
Q3. 最終アンケートの結果をふまえて、Q1、Q2 の改善策が有効だったか。またどの

ような点が問題点として残ったか列挙してください   
Q4. Q3 の問題点について、来年度の授業をする上での改善策を列挙してください   
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Q5. 上記の改善策とは別に、授業をする上で特に注意・工夫している点を列挙してく

ださい  

（出典：http://educheck.eng.ibaraki.ac.jp/FD/ から入力項目のみ抜粋） 

 

資料 6-1-1-4 平成 26 年度 前・後学期 授業アンケート実施状況(集計) 

                       平成 27 年 12 月 10 日現在

学科 前 期

科 目

数 

後 期

科 目

数 

合 計

科 目

数 

前 期

提 出

数 

後 期

提 出

数 

合 計

提 出

数 

合 計

未 提

出数 

合計提

出 率

（％）

機械工学科 34 30 64 34 30 64 0 100

生体分子工学科 32 26 58 30 26 56 2 97

マテリアル工学科 20 24 44 19 22 41 3 93

電気電子工学科 34 29 63 34 28 62 1 98

メディア工学科 28 24 52 28 23 51 1 98

情報工学科 28 27 55 26 27 53 2 96

都市システム工学

科 

35 27 62 30 27 57 5 92

知能システム工学

科（A コース） 

25 25 50 25 25 50 0 100

知能システム工学

科（B コース） 

23 24 47 23 24 47 0 100

全学科向け開講科

目 

10 12 22 10 11 21 1 96

計 269 248 517 259 243 502 15 97

（出典：工学部学務第一係資料） 

 

資料 6-1-1-5 JABEE 認証の取得状況 

 新規認定 継続認定 

機械工学科 （第一期中） H23 

生体分子機能工学科 H27 － 

マテリアル工学科 H26 － 

電気電子工学科 H22 H27 

メディア通信工学科 H27 － 

情報工学科 H27 － 

都市システム工学科 （第一期中） H23 

知能システム工学科 H25 － 

 

（出典：学務第一係資料

http://www.eng.ibaraki.ac.jp/collegelife/education/jabee/index.html） 
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資料 6-1-1-6 工学部の PDCA サイクル 

  

（出典：学務第一係資料） 

 

資料 6-1-1-7 工学部年報における教育活動の記載項目 

１．学部教育 

1.1 在籍者数 

(1) 研究生受入れ（日本人学生） (2) 学部在籍者 

1.2  卒業生の産業別就職数 

1.3 就職支援 

4．特色ある教育活動 

4.1 学部教育 

(1)社会人入門特別講義 (2)学外実習(インターンシップ) (3) 単位互換制度 

(4)オープンキャンパス 

5．教育環境（学部および大学院） 

 5.1 学費・住居などの支援体制 

(1) 奨学金受給者 (2) 授業料免除者 (3) 学寮制度 (4) 学習・生活相談 (5) 

課外活動 

6．教育改善 

6.1 点検・評価活動 

6.2 工学部後援会と懇談会 

 

（出典：茨城大学工学部年報 2014（対象年度：2013）目次より）年報の Web サイト：

http://www.eng.ibaraki.ac.jp/generalinfo/disclosure/nenpo/index.html 

 

別添資料１ 工学部学科教育点検報告書の書式 

別添資料２ 教育改善委員会における学科教育点検報告の点検表 

 

 

(水準) 期待される水準を上回る。 

(判断理由) 

第２期中期目標期間中、全学科で JABEE 認証の取得が完了した（第１期末２学

科→第２期末８学科）。そのため JABEE(日本技術者教育認定制度)が保証する継

続的な計画・実行・点検・改善（PDCA）を進める質保証のシステムがあり、継続

的かつ組織的な PDCA サイクルを構築して活動を進める体制が形成されている。

また、中間時アンケートを実施することで、学生の理解状況を中間時で把握し、
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授業手法の改善、授業内容の充実に役立てている。これらのことから期待される

水準を上回っていると考えられる。 

教育改善では、教員の階層では、毎学期の授業点検、学科（教育プログラムの

階層）では、全教員が成績データ、授業アンケート結果、教材等を持ち寄り、全

員参加の FD ミーティングを行い、学修成果の把握や、今後の改善計画について

議論している。学部の階層では、各学科の報告を受け学部としての改善を図って

いる。このように工学部で運用している自律的かつ継続的な質保証システムは、

授業点検表のフォーマットが利用されるなど他学部の模範となっている。 

 

 

観点 教育内容・方法 

(観点に係る状況)  
工学部のアドミッション・ポリシー（AP）、ディプロマ・ポリシー(DP)及びカ

リキュラム・ポリシー(CP)を学部ホームページで公開している（資料 6-1-2-1）。

上記の目標（DP）と方針（CP）に従い、工学部の教育課程が編成されている。デ

ィプロマ・ポリシーのどの要素がどの科目で涵養されるか、ということについて

はすべての学科（教育プログラム）においてカリキュラム・マッピング（別添資

料３）を行い、対応関係を検証するだけでなく、学生に明示している。また、そ

れらの検証結果も活かし、平成 27 年からは科目ナンバリングを開始した。科目

の位置づけと意味を学生に適切に示すことで、担任の履修指導と併せ学修動機

の明確化を進めている。 

各科目は、カリキュラム・ポリシーに沿って体系的に配置されている。教養科

目では、技術が社会や自然に及ぼす影響や効果および技術者が社会に対して負

っている責任に関する理解を教育するために、「技術者倫理」を必修化している

（資料 6-1-2-2）。また、大学において学修するために必要な基礎力であるレポ

ートの書き方やプレゼンテーションの仕方などを身に付け、学問への動機づけ

や課題意識を与え、自主性、企画能力、表現能力などを養成することを目的とし

た必修科目「主題別ゼミナール」を用意しており、学生が主体的に学修し、教員

がサポートするゼミナール形式の授業を行っている。この科目では、各学科の特

性に合わせ調査・実験・実習・見学を行い、その結果を発表・討論することで、

自らがなりたい技術者像を実践的な学修を通じて考えさせることで、学修意欲

の向上も図っている（資料 6-1-2-3）。専門科目は、JABEE 認定された専門性の高

い科目群となっている。 

英語力強化は、平成 27 年度からの TOEIC(IP)一斉テストの受験の義務化（成

績への組み込み）、E ラーニング教材の整備（ALC NetAcademy2 等）を以って進め

ている。近隣大学との単位互換を強化しており、同じ日立市内の茨城キリスト教

大学とは平成 8 年度から順次単位互換を進め平成 25 年度には、全学部との協定

を結ぶことができた。学部主催の学外実習(インターンシップ)は 23 名の学生（平

成 27 年度）が参加し、その成果は報告会を通じて特に在学生の職業意識形成に

役立てている。地域志向教育のための COC や COC プラスの事業への参画だけで

なく技術者倫理の涵養を着実に進めている（資料 6-1-2-4）。 

工学教育の基礎となる数学と物理の習熟度別学修は第１期から進めている

（資料 6-1-2-5）。分析の結果、１年前期の成績と４年間の GPA は、強い正の相

関関係を持つこと、留年に成績依存性が強いことを踏まえ、平成 23 年度には、

数学と物理の習熟度別学修と専門科目の成績との関係を分析し、FD 研修会で履

修指導や授業改善に必要な情報を共有している。また、新入生に対し、大学で学

修するための前提となる基礎力や社会常識、大学と高等学校との違い、レポート

の書き方やプレゼンテーションの仕方などを冊子「ガクモン+発信力+常識力＝

∞－茨城大学での学修の手引き－」にまとめ平成 26 年度から学生に配布を開始
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した。１年生前期の授業を利用して学生にその内容を教授している。 

シラバスにおいては、達成目標を明確に記述することにより学生の学修目標

を十分に自覚させる工夫として、学修目標を具体的に「・・・ができる」と明示

している。また、事前・事後学習の必要性を認識させ、自習のための情報を提供

している。また、小テストを学期途中に実施し、教員及び学生双方の理解度の確

認と残りの授業での改善を図っている。加えて、平成 27 年度より、アクティブ・

ラーニング要素をシラバスで明記するようになった（資料 6-1-2-6）。27 年度の

アクティブ・ラーニングの実施科目数の調査結果では学部全体で、アクティブ・

ラーニングを導入した科目は 67.2%となっている（資料 6-1-2-7）。 

図書館工学部分館は、授業時間外も開館しており、学生に資料調査と自習の場

を提供している。茨城大学 IT 基盤センターにおいては、講義室以外にも夜間（平

日は 21:45 まで）でも利用できる自由演習室を設置し、自由にパソコンにアクセ

スできる環境を提供している。また、平成 27 年８月より Office365 を導入し、

全学生に OS と学習に必要な基本的なソフトウェアを提供している。さらに必要

な科目に TA を配置し学生の理解力向上に努めている（資料 6-1-2-8）。 

学生が自分の成績（達成度）を確認し、以降の勉学の指針を提供するため、Web

システムを導入している。また、JABEE 認定学科では、成績や履修科目に関して

のポートフォリオが学生ごとに作成・更新されており、成績と取得単位の確認と

それを基にした教育指導がシステム化されている（資料 6-1-2-9）。 

学生の勉学意欲を増進させるため、毎年各学科から学業成績・人格ともに優秀

と認められた学生 1 名を同窓会の多賀工業会に推薦して、表彰している（資料

6-1-2-10）。 

 

資料 6-1-2-1 工学部の３つのポリシー 

工学部では次のような学生を求めています。 

・専門的な科学技術の修得を目指す高い目的意識を持ち、修得に必要な基礎学力とコミュ

ニケーション能力を持っている人 

・国際的活動を含めた社会とのかかわりへの関心を持ち続け、科学技術に関する高度な知

識の修得と論理的思考力の向上を目指す人 

・持続可能な社会の形成や発展に貢献するための高い工学的専門性を備えた職業人を目

指す人 

工学部のカリキュラム・ポリシー(教育課程編成・実施の方針) 

・幅広い多面的な視野と豊かな人間性、社会性、高い倫理性を養い、国際的に活躍できる

総合力の向上を目指すことができるように、教養科目と専門科目を適切に配置する。 

・自然科学の基礎教育と、工学の専門分野についての先端的教育を行う。科学や技術が社

会および環境に及ぼす影響を理解させるための科目をもうける。 

・問題解決能力を涵養するために、創造的科目をもうける。 

・論理的に表現・説明する能力を育むため、プレゼンテーションに関する科目を有し、日

本語ならびに英語による情報伝達のための科目をもうける。 

・卒業研究を行うことにより、問題解決能力、自律的・継続的研究能力、総合的コミュニ

ケーション能力などの涵養をはかる。 

工学部のディプロマ・ポリシー(学位授与の方針) 

・幅広い多面的な視野と豊かな人間性、社会性、高い倫理性を有し、国際的に活躍できる

総合力の向上を目指すことができる。 

・工学に関する基礎知識と基礎技術を有し、専門分野についての先端的知識をものづくり

やシステムづくりに活用できる。 

・科学や技術が社会および環境に及ぼす影響を理解することができる。自己の目標を確立

し、自律的・継続的に学習することができる。 

・問題を解決するために必要となる専門的知識を有し、プロジェクトの計画・推進におい
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てリーダーシップを発揮することができる。 

・論理的に表現・説明する能力を有し、日本語ならびに英語で情報伝達をすることができ

る。 

（出典：工学部 web サイト） 

 

資料 6-1-2-2 技術者倫理教育（シラバス抜粋） 

概要 自然や社会に大きな影響を与える科学技術の倫理的問題を考察する。技術革新

のスピードが速い現代、エンジニアがプロフェッショナルとして判断を下すと

き、法律や倫理綱領、これまでの社会常識に従うだけではすまないことが生じ

る。また、倫理的要素と技術的要素が分ち難く絡み合っていることは多い。倫

理的な分析の視点および工学の知と倫理の関係などを考察し、プロフェッショ

ナルとして市民としての技術者の責任について考える。 

到 達

目標 

①エンジニアがプロフェッショナルとして義務と責任を負わざるを得ない状

況を理解できる。そして、②プロフェッショナルとして判断する時に、倫理的

要素と技術的要素を分けて考察できる。③いくつか事例を検討することで、直

面する問題の意味を把握し、問題解決のための対話と説明の仕方を考える。以

上を通して、技術者の社会的責任を理解し、どのような技術者になりたいか、

なるべきかのイメージを作る。 

授 業

計画 

１．シラバスを用いたガイダンス 

２．事故の責任１）――チャレンジャー号事故 

事例研究レポート作成の手順および、考察のポイントなどを捉えるための演

習。 

３．事故の責任２）――コロンビア号事故 

コロンビア号事故の分析を学んだ後、グループ討議、小論文作成。 

４．技術者の社会的責任とは？ 

JABEE の認定基準、技術者倫理の歴史を考察したのち、グループ討議、発表。

５．科学技術者と市民のすれ違い 

両者のすれ違いとは何かなぜ生じるのか、資料を参考にしながらグループで話

し合い、発表。 

６．予防倫理とインフォームド・コンセント 

７．欲望と科学技術の関係 

両者の関係で問題をはらむものについて話し合い、発表。 

８．中間のまとめと確認テスト? 

９．道徳と法：倫理綱領の内容と意義を考える 

各学科関連の学協会の倫理綱領を入手し、それについて分析・小論文作成。 

10．環境と技術 

リサイクル・リユース技術など工学が環境に関して何ができるかを話し合い、

発表。 

11．開発と環境保護：水俣病を手掛かりに 

水俣病をめぐるドキュメンタリー番組を視聴後、話し合う。 

12．企業の社会的責任とＰＬ法 

13．内部告発と公益通報者保護法 

14．内部告発の事例考察 

内部告発の条件を理解し、その是非について話し合い、小論文作成。 

15．まとめおよび最終確認テスト 

予 習

・ 復

習 の

ポ イ

ント 

2 回目復習：事例研究レポートの書式及び考察ポイントを捉え直して、自分の

扱う事例を検討する。 

3 回目復習：事故の分析の仕方、考察の仕方を復習する。 

4 回目・5 回目復習：技術者の社会的責任について JABEE の要請について考え、

責任ある技術者とはどういう存在かについて自分のイメージを作る。 

6 回目・7 回目復習：実事例を調べてみる。 

8 回目の予習：自分の事例研究を読み返し、そのポイントを捉えておく。 

9 回目予習：学科関連学協会の倫理綱領を入手する。 

10 回目復習：環境倫理問題化への歴史的背景と持続可能な開発などの考え方

を復習。 

11 回目予習：水俣病の概要を調べておく。 
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12 回目復習：ＰＬ法を読み直し、ポイントを捉え直しておく。 

13 回目復習：内部告発の条件を捉え直しておく。 

14 回目予習：配布事例を読んでおく。 

（出典：平成 27 年度教養科目シラバス「技術者倫理」） 

 

資料 6-1-2-3 主題別ゼミナールの内容 

 内容の概要（工夫） 

機械工学科 

8 名程度のグループにわかれ、与えられたテーマに対してグル

ープ討議をおこなう。グループで討議した内容について、プレ

ゼンテーションをおこなう。討議に必要な論理的思考能力、内

容を人に伝えるための作文技術、アイデアを説明するプレゼン

テーション技術を学ぶ。 

生体分子機能工学科 

学科教員・外部講師による話題提供の聴講と、学生自身で選ん

だテーマに基づいたプレゼンテーションを通して、「生体分子

機能工学関連領域にはどんなトピックスがあるか？」を各学生

が主体的に学ぶ。また、情報収集能力、情報整理能力、プレゼ

ンテーション能力向上も目指す。 

マテリアル工学科 

マテリアル工学に関する課題設定を行い、その課題に対する解

決方法を探索する過程で「情報収集・情報分析・プレゼンテー

ション」能力の開発を行う。また、グループ毎に行う最終発表

会の資料準備のために役割分担やグループディスカッションを

通してコミュニケーション能力の開発を行う。「マテリアルデ

ザイン能力」の養成を目的とする。 

電気電子工学科 

地球温暖化など地球規模での解決が必要とされる問題や社会全

体のさまざまな問題と技術との関わりなどについて、調査、理

解、口頭発表と質疑応答を行い、技術者としての能力を養う。

グループ毎に担当教員が各７テーマを与え、全員が最初の週に

調査を実施し、翌週に指定した学生が発表する。調査結果は全

員レポートを提出する。 

メディア通信工学科 

少人数授業によりメディア通信工学科教員と直接接する事によ

りコミュニケーション能力を向上させ、さらに設定された課題

に対する問題解決能力および自己表現能力を高めることを目的

とし、ゼミナール形式の討論、演習、製作などを行う。 

情報工学科 

受講者を 4 班に分けて、班ごとに異なる教員が担当する。学生

は、自ら選んだテーマについての調査結果を報告する。テーマ

を決めて、種々調査を行い、纏めを作り、人前で発表すること

を通し、総合的な表現・発表の練習とその技法の修得もめざ

す。教員は、調査・まとめ方・発表の方法を伝授し、学生がテ

ーマの選定に悩んでいるときには助言する。 

都市システム工学科 

地盤に関連する環境問題（放射性廃棄物処分場含む）を対象

に、基礎的な知識を持った上で現状の法律・対策法について調

査し、学生・教員・外部実務者との意見交換を基に課題抽出を

行う。加えて、その課題の中から、各自が重要性の高い課題を

選定し、その対応策についてレポートにまとめた上で発表、議

論したりすることで、課題に対するまとめ方や発表を通した第

３者への伝達法等を学ぶ。 

知能システム工学科 

受講生は班に分かれて Project Based Learning による学習と思

考実験を行う。提示されたテーマに基づきプロジェクトを決定

し、各班で協力して市場調査、開発期間・コスト、売上までを

考慮にした具体的なプロジェクトに仕上げる。 

（出典：各学科提供資料） 
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資料 6-1-2-4 地域志向教育や PBL 科目を中心としたプログラム 

プ ロ グ ラ ム
名 

主な外部資金 概要 

「 地 域 志 向 教

育 プ ロ グ ラ

ム」 

平成 26 年度文部科

学省「地（知）の拠

点 整 備 事 業 （ 大 学

COC 事業） 

地域を多角的に捉えながら地域課題と向き合

い、学部１年次から大学院まで一貫して取り組

める、学部横断型のアクティブ・ラーニングで

ある「地域志向教育」を行っている。「地域志向

教育プログラム（学部）」では、地域志向科目や

地域 PBL への取組みから、地域に頼られ地域を

先導できる学生を育成し、さらには地域の課題

解決と活性化を行うことを目的としている。育

成する具体的な人材像は、「地域志向で協創力あ

る学生」、「現場志向で課題解決力ある学生」、「未

来志向でリーダー力ある学生」である。最初の

プログラム修了学生は平成 30 年度卒業生とな

る予定 
「 根 力 ( ね ぢ

から)」育成プ

ログラム 

文部科学省の「産業

界 の ニ ー ズ に 対 応

した教育改善・充実

体制整備事業」ほか

社会に出た後で、実際に役に立つ知識や能力を

「根力(ねぢから)」と呼んで、各学部のカリキ

ュラムに組み込み、学士課程全体で、育成を図

っている。教養科目と専門科目を含めた体系的

なプログラムである。学部の基準に従った一定

の単位数以上を修得し、申請することにより、

プログラム修了認定証が授与される。卒業して

社会に出てから役立つよう、学術的な知識だけ

ではなく、コミュニケーションやプレゼンテー

ション、さらには課題解決、チームワーク、社

会生活等の能力を育成することを目指してい

る。平成 27 年度に学部を卒業した学生のうち、

6 名がその対象者であり、修了証書を受領した。

 

（出典：茨城大学「地(知)の拠点整備事業(大学 COC 事業)HP」

http://www.coc.ibaraki.ac.jp/coc/activity/education/及び 

就業力育成支援カリキュラム「根力育成プログラム」HP 

http://nedikaragp.cue.ibaraki.ac.jp/project/index.html） 

 

 

資料 6-1-2-5 工学部における理系基礎科目の習熟度別学習の概要 

１）新入生に対して、「微分積分」「力学」の学力の調査（プレイスメントテスト）を行な

い、高等学校の微積分が習得できていない学生は「微分積分入門」と「微分積分基礎」と

いう特別科目に振り分ける。 

２）高等学校の物理が習得できていない、(高校での未履修者を含む)学生のためには、「力

学初歩」と「力学基礎」という特別科目が１年前期に用意している。 

３）通常の科目を履修する学生は 15 回の授業が行われるが、特別科目は２科目に分けて

履修するため倍の 30 回授業を受ける。 

４）最終的には、共通テストで成績を確認し、後期からは通常の学生と特別科目の学生が

合流して授業を受ける。 

５）２科目分の習熟度別編成と１科目分履修増加で、成績が向上する学生だけではない。

そこで、図書館共同学習エリアで理系質問室設け、大学教育センターの専任教員が理系科

目全般に対する質問応対行っている。 

（出典：工学部学務第一係資料） 
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資料 6-1-2-6 アクティブ・ラーニングの 17 要素 
要素 

番号 
手法 

要素 

番号 
手法 

【１】 
Problem Based Learning､ 

Project Based Learning 
【10】 ディベート 

【２】 クリッカーを用いたレスポンス 【11】 ディスカッション 

【３】 調査研究 【12】 プレゼンテーション 

【４】 フィールド・ワーク 【13】 輪読学習 

【５】 実験 【14】 双方向型問題演習 

【６】 実習 【15】 双方向型執筆演習 

【７】 実技 【16】 振り返り 

【８】 
ロール・プレイングシミュレー

ション 
【17】 体験型学習 

【９】 ペア・グループワーク   

（出典：茨城大学のアクティブ・ラーニングに関する実施要項） 

 

 

資料 6-1-2-7 アクティブ・ラーニングの実施科目数の調査結果（平成 27 年度）

 

  
1 2 3 合計 

総数 割合 総数 割合 総数 割合 総数 

機械工学科 23 34.8 14 21.2 29 43.9 66

生体分子機能工学科 13 21.7 9 15.0 38 63.3 60

マテリアル工学科 14 31.1 6 13.3 25 55.6 45

電気電子工学科 18 27.3 4 6.1 44 66.7 66

メディア通信工学科 15 27.8 7 13.0 32 59.3 54

情報工学科 24 43.6 13 23.6 18 32.7 55

都市システム工学科 43 65.2 4 6.1 19 28.8 66

知能システム工学科

Ａ 
8 15.4 4 7.7 40 76.9 52

知能システム工学科

Ｂ 
9 18.0 5 10.0 36 72.0 50

全学科向け科目 9 40.9 6 27.3 7 31.8 22

計 176 32.8 72 13.4 288 53.7 536

 アクティブ・ラ

ーニング 

なし 

実験・実習・実

技 

２以外の 

アクティブ・ラ

ーニング 

 

  

 

参 考 ：２と３の合 計 と割 合    

  
２と３ 

総数 割合 

機械工学科 43 65.2 

生体分子機能工学科 47 78.3 

マテリアル工学科 31 68.9 

電気電子工学科 48 72.7 

メディア通信工学科 39 72.2 

情報工学科 31 56.4 

都市システム工学科 23 34.8 

知能システム工学科Ａ 44 84.6 
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知能システム工学科Ｂ 41 82.0 

全学科向け科目 13 59.1 

計 360 67.2 

 

（出典：工学部学務第一係資料） 

 

 

資料 6-1-2-8 講義形態ごとの TA の配置科目数と人数（平成 26 年度） 

学 科 ・コース 

講 義  演 習  実 験  実 習  

科 目

数  

TA 人

数 

科 目

数  

TA 人

数 

科 目

数  

TA 人

数 

科 目

数  

TA 人

数 

機 械 工 学 科  22 29 7 14 1 2 3 18

生体分子機能工学科 1 1 2 8 8 33 0 0

マテリアル工 学 科  3 5 2 9 3 22 0 0

電 気 電 子 工 学 科  21 26 3 8 2 8 0 0

メディア通 信 工 学 科  2 2 0 0 3 14 0 0

情 報 工 学 科  4 13 5 12 1 6 0 0

都 市 システム工 学 科  3 8 8 23 2 15 1 3

知 能 システム工 学 科 A コー

ス 

16 18 6 8 2 7 0 0

知 能 システム工 学 科 B コー

ス 

14 15 5 6 2 8 0 0

合   計  86 117 38 88 24 115 4 21

 

（出典：工学部総務係資料）  
  



茨城大学工学部 分析項目Ⅰ 

－6-15－ 

 

資料 6-1-2-9 エクセルによる学生のポートフォリオの成績欄の例 

 

（出典：工学部学務第一係資料） 

 

 

資料 6-1-2-10 多賀工業会賞について 

趣旨 学業成績・人格ともに優秀と認められ、各学科から（各学科 1 名）推薦された学生

を 3 月の卒業式に表彰する。 

方法 卒業式当日、多賀工業会館において、工学部長から表彰状・副賞を授与し栄誉を称

える。多賀工業会会長、幹事長も同席する。 

（出典：多賀工業会事務局資料） 

 

 

別添資料３ カリキュラム・マッピングの例 

別添資料４ 学習・教育目標とカリキュラム体系や授業科目の流れ 
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(水準) 期待される水準を上回る。 

(判断理由) 

３ポリシーを公開し、JABEE 認定された教育プログラムを展開している。初年

次教育として各学科が工夫を凝らした「主題別ゼミナール」を行い、大学ならで

はの学修方法だけでなく技術者としての将来像も考えさせる内容となっている。

また、数学、物理については、習熟度別学修を行い着実な基礎学力の形成を図っ

ている。また、グローバル化対応としての TOEIC 受験義務化、地域志向教育のた

めの COC や COC プラスの事業への参画だけでなく技術者倫理の涵養を着実に進

めている。特に第２期では、アクティブ・ラーニングの導入を進め、学部専門科

目の 67.2％がアクティブ・ラーニング科目となった。自主的学習支援としての

学習スペースの確保だけでなく、平成 27 年度には Office365 全学導入による学

習環境向上（経済的支援）を実現した。 
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果  

(観点に係る状況)  
平成 26 年度における学年毎の平均単位修得状況調査結果から、A コース（昼

間コース）学生は１年で 42 単位、２年までに 80 単位、３年までに 115 単位をそ

れぞれ修得しており、卒業に必要な単位の 92％を３年次までに取得している(資

料 6-2-1-1）。また、在学３年間 (平成 23 年度入学者)で 85.7％が卒業研究に着

手している(資料 6-2-1-2）。一方、B コース（夜間主コース）学生も１年で 34 単

位、２年までに 65 単位、３年までに 109 単位をそれぞれ修得しており、A コー

スとの相違は小さい。平成 26 年度の４年間で卒業する学生の割合は、72～95％

程度となっており、A コースと B コースの相違は小さい（資料 6-2-1-3）。 

平成 26 年度における資格取得状況では教員免許状取得が圧倒的に多いが、情

報処理技術者資格者や電気主任技術者申請者もいる。JABEE 認定を受けた機械工

学科、都市システム工学科、電気電子工学科、知能システム工学科 A コースの卒

業生は、修習技術者となっており、認定分野での技術士補となる資格を得ている。

(資料 6-2-1-4）。学術関係では、成績優秀者に贈られる賞や様々な学会で発表に

より優秀賞等を受賞している（資料 6-2-1-5)。 

学業の成果に関する評価としては、学期末ごとに実施する学生による授業ア

ンケートがある（資料 6-2-1-6）。平成 26 年度のアンケート結果を（資料 6-2-1-

7）に示す。予習・復習時間数、理解力の向上、視野の拡大、学業意欲増進、授

業内容の理解、シラバスの有用性、成績評価の方法（試験やレポートの頻度、出

席状況のチェックなど）の適切度などに関する設問に対して、平均点が 2.3 から

2.9（5 段階評価、点数が低いほうがよい）までの範囲に入っている。 

平成 27 年 3 月に実施した卒業生に対するアンケート（資料 6-2-1-8）での学

業の成果に関する結果を見ると、就職および業務においても工学教育は役に立

ったと肯定的な評価がなされ、10 個の設問に対して、5 段階評価で平均点は 3.15

から 3.7 までの範囲にあり、肯定的な評価となっている。 

 

 

資料 6-2-1-1 平成 26 年度における単位取得状況 

 

  
A コース学生の平均修得単位数   B コース学生の平均修得単位数  

 
（出典：工学部学務第一係教務資料） 
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資料 6-2-1-2 平成 26 年度における卒研着手者および未着手者数 

 

（出典：工学部学務第一係教務資料） 

 

資料 6-2-1-3 平成 26 年度における卒業状況 
 
 

  
平 成 ２６年 度  

数 １ 数 ２ 率  

機 械 工 学 科  113 89 0.787611

生 体 分 子 機 能 工 学 科  61 52 0.852459

マテリアル工 学 科  39 37 0.948718

電 気 電 子 工 学 科  82 65 0.792683

メディア通 信 工 学 科  50 36 0.72

情 報 工 学 科  69 60 0.869565

都 市 システム工 学 科  57 52 0.912281

知 能 システム工 学 科  53 47 0.886792

A コース計  524 438 0.835878

知 能 システム工 学 科 B コース 44 38 0.863636

計  568 476 0.838028

（注 ）    

数 １：卒 業 生 総 数     

数 ２：４年 間 で卒 業 した学 生 数    

率 ：４年 間 で卒 業 した学 生 の割 合   
 
（出典：工学部学務第一係資料） 

 

資料 6-2-1-4 平成 26 年度における資格取得者数 

  
平成２６

年度 

教員免許状（高等学校・工業）資格取得者数 35

情報処理技術者資格取得者 2

電気主任技術者申請者 5

修得技術者（技術士補資格保持者） 342

*情報処理技術者資格取得者は平成 18 年度より単位認定開始  
教員免許は全学科で取得可能。  
（出典：工学部学務第一係資料） 

0

20

40

60

80

100

120

人
数

未…
着…



茨城大学工学部 分析項目Ⅱ 

－6-19－ 

 

資料 6-2-1-5 平成 26 年度工学部学生の学術関係の受賞状況 

・ 日本機械学会関東支部茨城ブロック－優秀講演発表賞 3 名 

・ 電気学会東京支部茨城支所－優秀講演発表賞 9 名 

・ 地盤工学会関東支部発表会－優秀発表賞 3 名 

・ 国際工作機械技術者会議－エクセレントポスター賞 3 名 

・ ライフサポート学会大会－バリアフリーシステム開発奨励賞 1 名 

・ 日本分析化学会関東支部茨城地区－優秀ポスター賞 4 名 

・ 日本化学会関東支部茨城地区－奨励賞 1 名 

・ 日本化学会関東支部茨城地区－優秀賞 1 名 

・ 応用物理学会国際会議－ヤングサイエンティストアワード 1 名 

・ 日本粘土学会－学術振興基金賞 1 名 

・ 日本水環境大会－学生ポスター発表賞 1 名 

・ 粒加工学会学術講演会－優秀講演賞 1 名 

（出典：工学部学務第二係資料）  
 

 

資料 6-2-1-6 学生授業アンケートの質問項目 
 
（1）この授業についてどの程度予習・復習をしましたか。 

   （宿題、実験レポート作成などのすべての授業時間以外の学習時間を授業一回

について平均） 

   1. 1 時間以上  2. 40 分～1 時間  3. 20 分～40 分 

  4. 20 分未満  5. 5. 全くなし 

（2）この授業は理解力の向上、視野の拡大、学業意欲増進等、得るところの多い 

ものでしたか。 

  1. 大変多い  2. 多い  3. 普通  4. 少ない 5. 全く無い 

（3）この授業の進度は適度でしたか。 

  1. 速い  2. 少し速い  3. 適度  4. 少し遅い  5. 遅い 

（4）あなたは授業内容を理解できたと思いますか。 

  1. 大変良く理解できた  2. 良く理解できた  3. 大体理解できた  

あまり理解できなかった  5. 全く理解できなかった 

（5）授業が理解できなかった場合、その理由として該当するものを以下から選んで

ください。 

  （複数回答可） 

  1. 自分の予習、復習が不十分  2. 先生の準備不足 

  3. 先生の発音が不明瞭又は早口 

  4. 板書・スライドなどが見にくい。 

あるいはすぐ消したり、すぐ変えたりしすぎる。 

   5. 講義資料（教科書や配布物）が分かりにくい。 

実験の場合、装置の使い勝手が悪い。 

  6.  授業が理解できたので 1 から 5 までに該当項目なし。 

（6）この授業を学ぶ上でシラバスは役に立ちましたか。 

  1. 大変良く役立った  2. 良く役立った  3. まあまあ役立った  4.

まり役立たなかった  5. 全く役立たなかった 

（7）この授業における成績評価の方法（試験やレポートの頻度、出席状況のチェック

など）は適切だと思いますか。 

  1. 最適  2. 適切  3. 普通  4. あまり適切でない  5. 不適切 

（8）この授業を後輩に薦めますか。 

  1. 大いに薦める  2. 薦める  3. どちらでもない 

  4. あまり薦めない  5. 薦めない 

（9）この授業に対する感想、要望、意見、あるいは改善のための提案等があれば、

  カードの裏面に自由に書いてください。 

（出典：平成 26 年度授業アンケート用紙より） 
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資料 6-2-1-7 平成 26 年度学生授業アンケートの結果 

 

 
 
※各項目平均値 
 問１…2.85、問２…2.30、問３…2.71、問４…2.80、問５…設問の形式上算出せず

 問６…2.91、問７…2.39、問８…2.31 
 
※設問内容は「資料 6-4-2-1」を参照。 

 （出典：平成 26 年度学生による授業アンケート結果データより） 
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資料 6-2-1-8 学業の成果に関する卒業生アンケートの結果 

 

質問１ 茨城大学工学部で学ぶことで、教養・基礎学力が身についたと思いますか。 

 
 

質問２ 茨城大学工学部で学ぶことで、専門的な知識と技術が身についたと思いますか。

 
 

質問３ 茨城大学工学部で学ぶことで、論理的思考能力が身についたと思いますか。 

 
 

質問４ 茨城大学工学部で学ぶことで、課題をみつけ解決する能力が身についたと思いま

すか。 

平均点：3.63 

平均点：3.7 

平均点：3.63 
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質問５ 茨城大学工学部で学ぶことで、論理的な記述力、口頭発表力、討議などのコミュ

ニケーション能力が身についたと思いますか。 

 
 

質問６ 茨城大学工学部で学ぶことで、自主的、継続的に学習する能力が身についたと思

いますか。 

 
 

質問７ 茨城大学工学部で学ぶことで、計画的に仕事を進め、まとめる能力が身についた

と思いますか。 

 
 

平均点：3.36 

平均点：3.46

平均点：3.56

平均点：3.38
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質問８ 茨城大学工学部で学ぶことで、チームで仕事をするための能力が身についたと思

いますか。 

 
 

質問９ 茨城大学工学部で学ぶことで、技術が社会や自然に及ぼす影響と、技術者の社会

に対する責任について理解が深まったと思いますか。 

 
 

質問１０ 茨城大学工学部で学ぶことで、総合的に見てこれからの技術者に必要な能力が

身についたと思いますか。 

 
 

質問１１ 茨城大学工学部の教育に関してご意見がありましたら、ご記入をお願いします。

（自由記述） 

・論理的な記述力が向上するのは現時点で卒業論文を書く時だけな気がする。３年生以前から何

か書いて、フィードバックして論理的な記述力を向上させる授業があっても良いと思う。 
・社会的教育に関して・学務に関して意見を述べますが、社会的責任が少ない人がいるのではな

いかと思われます。必要書類の提出の際正しい情報を生徒に与えず指摘すると謝りますが、そ

平均点：3.45

平均点：3.15

平均点：3.4 
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の後改善されていないことが多々ありました。就職活動をしている際、十分に前もって学務の

ことをたよらずにしなければならないのかと考えておりました。社会人の先輩としてもう少し

考えていただきたいです。  
・生体分子機能工学科は幅広く生物、化学を学べる点では長所でありますが、広く浅く勉強する

ために専門的分野を深く追求することについて難しく、何が専門であるのかが今一つ分からな

いと思う。 
・メディア通信工学科はもっとやるべき科目を絞った方がよいと思う。 
・全てにおいてゆるい。学校名を知人に言うのが恥ずかしい。 
・教養科目の選択の自由が上がるといいと感じました。また教養科目の分野わけが分かりにくか

ったので、もっとすっきりした分け方にした方がいいと感じました。（分野別基礎自由・分野別

教養自然など）選択科目とされていながらそのカテゴリに１科目しかなく実質的に必修科目で

あるなど、ややこしい部分は改善して欲しいです。 
・学部３年次まで自分の専攻が社会のどのような点で役に立つかがよく分かりませんでした。そ

のため、もっと実地経験を増やすような科目を設けていただければと思います。 
・自主的に社会に出て役に立つ知識を見つけていくことができる環境を作るべきだと感じる。 
・官公庁等に就職を希望している学生も多いので国の基準に基づいた参考書等を用いたほうがよ

いのでは。 例）道路構造令 
・基礎学力は身に付いたと感じておりますが、論理的な思考及び問題解決力は身に付いたと感じ

ておりません。大学院への進学はしておりませんが、大学院生を見てもそう感じておりました。

外部のセミナーや他大学の人と関わる機会を増やして欲しいと思っておりました。 
・先生（研究者）の考えによる影響が大きくなるのに教育者として、生徒を育てる能力が欠けて

いる気がする。就活に関して、会社あてのメールの作成の作り方などの細かい指導、親切な指

導があったら良かったと思う。 
・専門的な事はもっと深く、卒業後も活かせる様な講義をしていただきたかったです。後は教養

科目ももっと色々な内容を多くの学生が受けられる様に、日立キャンパスでも開講してみては

いかがでしょうか？グループワーク、人とコミュニケーションを取りながら進める形態の講義

があると就職後に、上司・先輩・同期・後輩と上手く仕事するスキルが身に付くと思います。

（出典：平成 26 年度外部アンケート調査） 

 

 

(水準) 期待される水準を上回る。 

(判断理由) 

１年次の理系接続教育などの導入により、JABEE 認定を受けたあるいはそれ相当の卒業時

の学力水準に対して、４年で卒業する学生の割合は、平成 26 年度では 72%以上となってい

る。教員免許以外の資格取得者は少ないが、平成 26 年度までに JABEE 認定を受けた 5学科

においては、卒業生が全て技術士補の資格を申請可能となった。学会等の外部での発表が数

多く行われており、優秀発表賞なども多数受賞している。 

学生の授業アンケートからも、受講した授業に対する満足度や成績評価方法の適切さに

関して良い評価が得られている。卒業生に対するアンケート結果から、就職および現在の仕

事において工学教育は役に立ち、計画的に仕事を進める能力に関しても肯定的な評価を受

けた。 

 

 

観点 進路・就職の状況  

(観点に係る状況) 

平成 27 年３月卒業者 568 名の進路比率は、就職 47％、大学院進学 47％、その他（各種学

校入学、不詳も含む）6％程度となっている。就職者 268 名の就職率（分母：卒業者－大学

院進学者) は 90％である。学部卒業者の就職は極めて堅調で教育の成果は大きい。（資料 6-

2-2-1）。 

 また、産業別就職状況を見ると、就職比率平均は、製造業 32％、情報通信業 16％、不動

産・サービス業 13％、公務員 10％、建設業７％等である。その詳細は、機械、生体分子、

マテリアル、電気電子、知能システム工学科では製造業、メディア通信、情報工学科では情

報通信業、都市システム工学科では建設・不動産業が他業種を圧倒し、教育内容との相関が

強く、進路に関しても教育目標に合致している。また、学部平均のほぼ６倍の公務員比 61％
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を示す都市システム工学科では、公共工事等を担うための教育内容が大きく反映されてい

る。 

平成 27 年３月に教育改善委員会が卒業生（資料 6-2-2-2）と就職先企業（資料 6-2-2-3）

に対してアンケート調査を実施し、外部アンケート調査報告書としてまとめた。具体的には

工学部での学修効果の有効性（基礎教育、専門教育、基礎と専門のバランス、教養教育、英

語教育、日本語能力、講義レベル、カリキュラムの妥当性）、教育環境および計画性や協調

性、倫理観等が調査された。221 の企業と 558 名の卒業生にアンケート用紙を送り、16 社お

よび 40 名から回答を得た。卒業生の能力・資質に関する企業からのアンケート結果を見る

と、教育目的として重要視している工学の基礎・専門教育と問題解決能力は評価が高い。教

養および基礎学力、専門的な知識と技術、論理的思考能力、職務遂行能力、技術者の社会に

対する責任の理解、総合的に見てこれからの技術者に必要な能力などの項目に関しては、平

均４点以上となっている。論理的な記述力、口頭発表力、討議などのコミュニケーション能

力に関しても平均 3.8 点となっている。英語能力に関しては、平均 2.5 点となっているが、

TOEIC の全員受験の導入などにより、これからの向上が期待される（資料 6-2-2-3）。 

平成 18 年度から 26 年度までの間に JABEE 受審した５学科においては、審査の過程にお

いて、審査チーム（大学教員と企業人から構成）から良い評価を受けており、教育の内容、

実施体制、実施内容が国際水準となっているとの評価を得ている。 

 

資料 6-2-2-1 平成 26 年度工学部卒業者の進路 

   学科名 
工学

部総

計 
   機械 

生体

分子 

マテ

リア

ル 

電気電

子 

メデ

ィア
情報

都市

シス

テム

知能 A 
知能

B 

進

路 

大学院進学者 66 34 22 40 20 33 21 24 9 269

就  職  者 45 25 13 38 26 32 34 24 31 268

産 

業 

別 

就 

職 

内 

訳 

％ 

建設 4.0  0.0 0.0 19.0 3.0 3.0 18.0 0.0  3.0  6.7 

製造 72.0  52.0 77.0 24.0 23.0 7.0 3.0 30.0  23.0  32.4 

電気・ガス

等 
0.0  0.0 0.0 11.0 3.0 7.0 3.0 25.0  0.0  5.2 

情報通信 0.0  20.0 15.0 7.0 35.0 47.0 3.0 0.0  29.0  16.4 

運輸 8.0  0.0 8.0 11.0 12.0 3.0 3.0 0.0  0.0  5.2 

卸売・小売 0.0  0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0  0.0  0.0 

金融 0.0  8.0 0.0 5.0 0.0 9.0 0.0 0.0  3.0  2.9 

不動産・サ

ービス業 
7.0  8.0 0.0 16.0 12.0 9.0 9.0 25.0  26.0  12.6 

医療福祉 0.0  0.0 0.0 0.0 0.0 6.0 0.0 0.0  3.0  1.1 

教育・学習

支援 
0.0  4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0  0.0  0.9 

複合サービ

ス 
2.0  8.0 0.0 7.0 0.0 9.0 0.0 8.0  13.0  5.5 

その他サー

ビス 
7.0  0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0  0.0  1.1 

公務員 0.0  0.0 0.0 0.0 12.0 0.0 61.0 12.0  0.0  10.0 

専門学校・外国

の学校等の入学

者 

0 0 0 0 0 0 1 0 0 1

上記以外の者 2 2 4 4 4 4 1 5 4 30

不詳 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合  計 113 61 39 82 50 69 57 53 44 568

（出典：平成 27 年３月 工学部学務第二係進路調査資料） 
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資料 6-2-2-2 企業アンケートの調査項目 

質問１ 茨城大学工学部卒業生は、教養および基礎学力を身につけていると思いますか。 

質問２ 茨城大学工学部卒業生は、専門的な知識と技術を身につけていると思いますか。 

質問３ 茨城大学工学部卒業生は、論理的思考能力を身につけていると思いますか。 

質問４ 茨城大学工学部卒業生は、論理的な記述力、口頭発表力、討議などのコミュニケーション能力

を身につけていると思いますか。 

質問５ 茨城大学工学部卒業生は、英語能力を身につけていると思いますか。 

質問６ 茨城大学工学部卒業生は、職務遂行能力を身につけていると思いますか。 

質問７ 茨城大学工学部卒業生は、技術者の社会に対する責任について理解していると思いますか。 

質問８ 茨城大学工学部卒業生は、総合的に見てこれからの技術者に必要な能力を身につけていると思

いますか。 

質問９ 茨城大学工学部の教育に関してご意見がありましたら、ご記入をお願いします。（自由記述） 

 

（出典：外部アンケート（平成 27 年 3月）） 

 

資料6-2-2-3 卒業生を受け入れた企業からのアンケート結果(抜粋) 
 

質問１ 茨城大学工学部卒業生は、教養および基礎学力を身につけていると思いますか。 

 
 

質問２ 茨城大学工学部卒業生は、専門的な知識と技術を身につけていると思いますか。 

 
 

質問３ 茨城大学工学部卒業生は、論理的思考能力を身につけていると思いますか。 

平均点：4.18 

平均点：4.18 
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質問４ 茨城大学工学部卒業生は、論理的な記述力、口頭発表力、討議などのコミュニケーション能力を身

につけていると思いますか。 

 
 

質問５ 茨城大学工学部卒業生は、英語能力を身につけていると思いますか。 

 
 

質問６ 茨城大学工学部卒業生は、職務遂行能力を身につけていると思いますか。 

 
 

質問７ 茨城大学工学部卒業生は、技術者の社会に対する責任について理解していると思いますか。 

平均点：4.16 

平均点：4.12 

平均点：3.81 

平均点：2.56 
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質問８ 茨城大学工学部卒業生は、総合的に見てこれからの技術者に必要な能力を身につけていると思いま

すか。 

 
 

質問９ 茨城大学工学部の教育に関してご意見がありましたら、ご記入をお願いします。（自由記述） 
・職業体験、業界職種理解向上を図るイベントを開催させていただいておりますのでご協力できることがありました

ら、ご連絡頂ければ対応させて頂きます。 

・茨城大学工学部の卒業生は真面目で優秀な方が多いというイメージを持っています。今後も会社に貢献できる優秀

な人材を輩出することを期待しております。 

・多くの企業で最先端の技術を鎬ぎ合っている状態ですので、入社後すぐに実職務を遂行するのは難しいことですが

難題に打ち当たった際でも諦めず粘り強く対処できる技術者の精神を持った学生を育てていただければと思いま

す。 

・現在、大学で学んだ事を生かせる業務を担当してもらっており大変心強く思っております。又、会社への適応力も

高く勉学＋αの教育が行われている様感じられます。 

・当社といたしましては、論理的思考力や論理的記述力又は英語能力についての教育に力を入れて頂けると有難いと

考えております。 

・論理的な思考に基づき口頭発表やプレゼンテーションできる力を養って頂きたい。  

順応性が高いと感じます。  

・当社は１年間の研修後に正式配属となる為に、上記は現状での評価になります。しかし、本人は業務に対して真面

目に取組む姿勢や周囲とのコミュニケーション、社会人としての自覚はすばらしい人材であり技術者としても今後

に期待をしております。 

 

（出典：外部アンケート（平成 27 年 3月）） 

 

 

 

平均点：4 

平均点：4.19 
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(水準) 期待される水準を上回る。 

(判断理由) 

卒業生の進路は、就職約 47％、大学院進学 47％となっており、就職者の産業分野は、各

学科の教育内容と相関が強く、学部での学修が活かされる分野へ進むことが多い。また、卒

業生に対する良好な求人状況が示すように、企業への就職が好調であることは、本学卒業生

に対する評価の一端を示している。 

外部アンケートによって本学の教育目的に則した教育の成果・効果が、就職先の企業によ

っておおむね評価され、高度な専門性を有する実践的な技術者であることが高い評価を受

けた。 

全体としては、卒業生が在学時に身に付けた学力や資質・能力等に関して、卒業生や就職

先等の関係者から意見を聴取した結果、本学教育の成果や効果は、おおむね評価されている。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 
 

（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

工学部では、教育活動向上に対する取り組みを継続的に行っている。第１期末からの顕著

な変化があったのは以下のとおりである。 

平成 26 年度までに、機械工学科、都市システム工学科、電気電子工学科、知能システム

工学科 A コース、マテリアル工学科が JABEE 認定された。また、平成 27 年度に残りの３学

科も JABEE 審査を受審したことで、①工学部の全ての学科が JABEE 認定を受けた。そのう

ち、５学科はすでに、卒業生にプログラム修了証を授与している。 

 第２期中に②教員個人レベルの PDCA サイクルを確立させた。シラバスによる授業計画･

達成目標・成績評価基準等の明示(Plan)、15 回授業の完全実施(Do）、学生による授業の点

検評価(Check)、教員による授業の自己点検評価(Action)である。また、教育プログラム単

位では、第１期中から前期･後期の授業終了時に全学科で FDミーティングを実施しており、

授業の内容、実施方法、成績等について点検評価するだけでなく、第２期からは③教育プロ

グラム単位で技術者教育(JABEE)の基準を満たすことを確認することにより、質の保証を担

保している。 

 これらの教学マネジメントのために平成 17 年度から④工学部内に常置委員会として「教

育改善委員会」を設置している。委員が各学科の教育点検評価書を再点検（ダブルチェック）

することによって、各教育課程における教育改善 PDCA サイクルの実施状況、単位取得を含

めた教育成果の達成状況を組織的に点検している。これらのメタ評価の結果は学部長に報

告され、学部 FD 研修会を経て全教員で共有している。 

 平成 26 年度から授業にアクティブ・ラーニング要素を取り入れることを推進しており、

すでに⑤全科目の 70％以上がアクティブ・ラーニング対応科目となっている。授業で実施

するアクティブ・ラーニング要素についてはシラバスの中で学生に明示され、その実施状況

と効果については学生の授業アンケートの中で点検され、教員の授業改善にフィードバッ

クされている（アクティブ・ラーニング PDCA）。 

 平成 24 年度から工学部の前期･後期授業の中から、優れた授業各 1 科目を推奨授業とし

て選考し、担当教員が表彰される。各学科が学生の授業評価、単位取得状況、成績評価など

の観点から推薦する候補を教育改善委員会が協議し、２科目を選抜する。⑥推奨授業は FD

の一環として学部内の教員に公開されるので、各教員の授業改善に役立っている。 

 （資料 6-3-1）に示すとおり、⑦インターンシップに参加する学生が着実に増加している。

担当教職員の努力もさることながら工学部の実践力を養う教育方針が、学生にも受入企業

にも十分伝わってきた証左と言える。 

 
資料 6-3-1 インターンシップ受講学生 

年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

単位あり 48 名 34 名 46 名 39 名 25 名 26 名

単位なし － － － － 50 名 214 名

※３年生と４年生の合計人数である 
（出典：工学部学務第一係） 

 
（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

 JABEE 認定による「技術士補となる資格（技術士第一次試験免除対象）」を持つ者は資

料 6-3-2 に示すとおり第 2期中に顕著に増加した。 

 
資料 6-3-2 JABEE 認定による「技術士補となる資格」を持つ者 

卒業時期 H23.3 H24.3 H25.3 H26.3 H27.3 H28.3 

人数 237 名 214 名 212 名 263 名 342 名 457 名

（出典：工学部学務第一係）  
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Ⅰ 理工学研究科の教育目的と特徴 
 

１ 理工学研究科の教育目的 

〇茨城大学理工学研究科の理念 

自然や人間社会に対する深い洞察と高度な専門実践能力をもち、自然を探求して知識

を体系的に組み立てながら問題を解決・評価することができる人材を育成する。また、

世界レベルの学術研究を推進して社会に発信し、自然環境と調和した地域と人間社会の

持続的発展に貢献する。 

〇茨城大学理工学研究科の教育研究上の目的 

研究科は、科学・技術における基礎及び応用を教授研究し、学術の深奥をきわめると

ともに、高度な研究応用能力と豊かな学識を有する研究者並びに高度専門職業人を育成

し、文化の進展と人類の福祉に寄与することを目的とする。 

〇茨城大学理工学研究科の教育目的 

多様な科学的創造能力と問題解決能力を養成する教育研究プログラムにより、幅広い

学際的視野と深い専門知識を修得させ、事象への探求心並びに創造性と実行力を併せも

つ高度専門技術者・研究者を育成する。 
 
２ 理工学研究科の教育の特徴 

（1）学科と対応した前期課程専攻を設けることにより、学部教育と連続しさらに高度な

内容の講義や演習を体系的に配置し、学問の進展や社会的ニーズに沿ったカリキュラ

ムを提供し、高度専門的職業人や研究者として活躍できる能力を育成している。 

（2）前期課程では、企画・実行力、問題解決能力、外国語能力も含めた文章力、コミュ

ニケーション能力、発表能力を育成するため、実験・実習を含む研究活動を重視して

いる。 

（3）後期課程では、主指導教員と複数の副指導教員で指導教員グループを形成し、自己

の研究と推進能力の錬磨、専門的知識・技術の修得、総合的視野の涵養を三大要素と

して、教育と研究指導を行っている。 

（4）連携大学院制度により、近隣の研究機関から客員教員を受け入れ、最先端科学技術

の講義やそれら外部施設における研究指導を実施することにより、広い学修の機会を

学生に提供している。 

（5）自己点検評価や FD による改善活動を実施することにより、教育の質の確保と修了生

の質の保証を行っている。 

 

[想定する関係者とその期待] 

想定する関係者は、入学予定者、在学生とその保護者、修了後の学生を受け入れる企業・

組織・研究機関である。前期課程在学生および保護者の期待は、社会人として研究や開発

を着実に行うことができる専門的学力や応用力を修得すること、さらに、表現力、コミュ

ニケーション力、協調性、未知のことに挑戦する意欲や実行力を備えていることである。

後期課程では、さらに、研究者として独立して創造的研究ができるようになること、技術

者としては開発を企画・管理でき、広い視野と総合化能力を身に付けることである。 
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 
 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制  

(観点に係る状況) 

教育組織として博士前期課程は、理学系 1 専攻、工学系７専攻および独立専攻から構成

されている。博士後期課程は、独立専攻を含む６専攻で構成されており（資料 7-1-1-1、

資料 7-1-1-2）、理学部および工学部と関連が深い学内共同教育施設とも連携し、学生の教

育・研究指導を行っている（資料 7-1-1-3）。また、世界的な研究開発を先導している近隣

の研究機関・企業から連携大学院の客員教授を招聘し、教育研究の多様化、高度化を図っ

ている（資料 7-1-1-4）。 

教育研究指導においては、複数教員による指導体制をとっている。前期課程では主指導

教員の他に１名以上の副指導教員、後期課程では主指導教員の他に専門分野が異なる２名

以上の副指導教員が連携して学生指導を行っている。指導計画書を必ず作成し、研究の進

展についてモニタリングを行い必要な指導をタイムリーに行うようにしている（資料 7-1-

1-5）。また修士論文の評価基準（資料 7-1-1-6）を明記し、厳格な修士論文の審査を実施

している（資料 7-1-1-7）。 

教育マネジメント組織を資料 7-1-1-8 に示す。理工学研究科委員会及び運営委員会が決

定機関であるが、前期課程の教育の実施・点検評価、入試の実施等は各地区に担当委員会

が設置され、必要に応じて調整が行われている。 

教員個人の階層での授業点検は半期ごとに１科目から３科目程度行っている（資料 7-1-

1-9）。専攻の階層では、成績データや授業アンケートデータを用いて関係教員で改善のた

めの議論を行っている。工学系では専攻ごとに報告書を作成し、研究科全体で共有してお

り、理学系では、学士課程と合同で研究科レベルでの FD 研修会を実施している。 

博士後期課程については、茨城県や東海村など地元自治体の大強度陽子加速器施設（J-

PARC）に対する強い期待や地場企業等からの要望を踏まえ、平成 27 年度に従来６専攻を教

育の質の保証等諸条件を十分考慮し３専攻に改組した。専攻の再編による理工学研究科後

期課程の強化を実現することができたと考えられる。 
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資料 7-1-1-1 理工学研究科の研究組織  

（出典：2015 年理工学研究科パンフレット） 

 

資料 7-1-1-2 理工学研究科の専攻構成、入学定員・収容定員・在籍者数 

課程 専攻名 

入学

定員

数 

収容

定員

数 

H22 在

籍者数

H23 在

籍者数

H24 在

籍者数

H25 在

籍者数

H26 在

籍者数 

H27 在

籍者数 

博士

前期

課程 

理学専攻 90 180 168 177 179 189 184 179 

理学系計 90 180 168 177 177 189 184 179 

機械工学専攻 33  66 90 103 93 85 95 109 

物質工学専攻 32  64 74 86 88 85 80 79 

電気電子工学

専攻 
25  50 64 70 61 55 65 61 

メディア通信

工学専攻 
21  42 56 67 56 52 42 34 

情報工学専攻 23  46 63 62 58 58 47 57 

都市システム

工学専攻 
22  44 44 46 50 46 46 50 

知能システム

工学専攻 
30  60 102 90 75 73 66 60 

応用粒子線科

学専攻 
25  50 51 61 48 44 47 44 

工学系計 211  422 547 585 529 496 488 494 

小 計 301  602 715 762 708 687 672 623 

博士

後期

課程 

物質科学専攻 5  15 11 17 24 22 24   24 

生産科学専攻 7  21 12 14 28 35 38 35 

情報・システ

ム科学専攻 
7  21 19 18 26 26 31 25 

宇宙地球シス

テム科学専攻 
5 15 19 16 13 11 12 15 
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環境機能科学

専攻 
5  15 18 19 10 16 14 15 

応用粒子線科

学専攻 
9  27 21 27 25 27 18 12 

小 計 38  114 100 111 126 137 137 126 

計 68 716 815 873 834 824 809 799

 

（出典：茨城大学概要） 

 

 
資料 7-1-1-3 理工学研究科と関連深い学内共同教育施設 

理⼯学研究科機器分析センター
（⽔⼾本所、⽇⽴分室）

広域⽔圏環境科学教育研究
センター

IT基盤センター

地球変動適応科学研究機関
(ICAS)

社会連携センター
知財部⾨

産学官連携イノベーション部⾨

理学部

⼯学部

独⽴専攻

⼤学教育センター

宇宙科学教育研究センター

フロンティア応⽤原⼦科学研
究センター

(出典：2015 年茨城大学概要) 

 

資料 7-1-1-4 連携分野教員の所属専攻と連携機関名 

後期課程専攻名 前期課程専攻名 
教員

数 
連携機関名 

物質科学専攻 物質工学専攻 3 (株)日立製作所 

生産科学専攻 機械工学専攻 3 (独)日本原子力研究開発機構 

情報・システム科学専攻 電気電子工学専攻 3 NTT アクセスサービスシステム研究所

応用粒子線科学専攻 応用粒子線科学専攻 3 (独)日本原子力研究開発機構 

宇宙地球システム科学専

攻 

地球生命環境科学専

攻 
４ (独)日本原子力研究開発機構 

環境機能科学専攻 自然機能科学専攻 3 
日立化成工業(株)、 

(独)産業技術総合研究所 

計 17   

（出典：茨城大学大学院理工学研究科博士前期課程、後期課程案内パンフレット） 
 

資料 7-1-1-5 研究指導計画書 

 

茨城大学大学院理工学研究科博士前期課程 

（工学系・独立専攻）研究指導計画書 

 

☐新規・☐変更（いずれかに✓を付けてください）      平成  年  月  日提出 

学 生 氏 名 ㊞ 学 生 番 号  
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所 属 専 攻
 

 

コース 

プログラム 

主指導教員 ㊞ 
副 指 導 教

員 
 

研究テーマ  

研究の方法 

・内容及び 

実 施 計 画 

（方法・内容） 

 

（実施計画） 

 

※掲載用にサイズを大幅に調整 

 

【 備 考 】 

（１）本計画書は学生と主指導教員が相談の上作成し、それぞれが捺印してください。 

（２）作成した研究指導計画書（原本）は専攻長へ提出し、主指導教員及び学生は、それぞれ 

写しを保管してください。 

専攻長は、自専攻の研究指導計画書を取り纏めの上、学務第一係へ提出してください。 

（３）記載内容に変更が生じた場合は、再度作成・提出してください。 

 

註：理学系もほぼ同様の内容である。 

 

（出典：工学部学務第一係資料） 

 

資料 7-1-1-6 理工学研究科博士前期課程における修士論文の評価基準 

 

評価基準 

（１）修士論文の研究課題が的確に設定され、研究の目的及び問題が正しく理解されていること。 

（２）目的の達成及び問題解決のための研究方法と、結果を得るための経過が明確に記されているこ

と。 

 

修士論文の評価は、上記評価基準に基づき、専門分野を同じくする委員から構成される審査会が、学位

（修士）論文申請者の口頭発表及び学位（修士）論文の内容に関する質疑応答により行う。 

これらの結果を審査結果報告書に明確に記述する。 

 

註：日立地区もほぼ同様である。 

 

（出典：茨城大学大学院理工学研究科（水戸地区）履修要項） 

 

資料 7-1-1-7  「学位論文」の審査及び最終試験実施要項 
 

(4) 論文審査員 

学位規則第１２条の規定に基づき、指導教員１名及び学位論文の内容を十分に理解し、評価のできる

本研究科担当教員２名以上をもって審査会を構成し論文の審査に当たる。ただし、必要があるときは、

本学の他研究科等、又は他の大学院もしくは研究所等の教員等を審査会の構成員とすることができる。

 

２ 論文の審査及び最終試験、並びにその期日 

  学位論文の審査は、修士論文が原則として非公開とされていること（注）を考慮し、審査会におけ

る学位（修士）申請者の口頭発表及び学位論文の内容に関係する質疑応答を中心に行なう。最終試験

は、学位論文の内容に関係する事項についての口述試験により行う。学位論文の審査・最終試験とも、
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２月末日（９月期修了予定者については８月末日）までに終了し、審査会はその結果をもって研究科委

員会に報告しなければならない。 

 

註：日立地区もほぼ同様である。 

 

（出典：茨城大学大学院理工学研究科（水戸地区）履修要項） 

 

資料 7-1-1-8 茨城大学大学院理工学研究科運営組織 

 

（出典：工学部総務係資料） 

 

 

資料 7-1-1-9  教員による授業点検項目 

授業基礎情報：記入日、授業科目名、担当教員名、開講時期、必修／選択、授業形態 

項目 A: シラバスの作成  
Q1. シラバスはガイドラインに従って作成したか 
Q2. 各授業時間ごとのテーマを明示したか 
Q3. 成績の評価方法を具体的な形で示したか  

項目 B: 授業とシラバスとの整合性  
Q1. 授業内容は、シラバス通りに進行したか 
Q2. 成績評価は、シラバス通りに行ったか 
Q3. 出席はとっているか 
Q4. 成績評価基準は作成しているか  
Q5. 資料は保存しているか  

項目 C: 成績と達成度  
Q1. 履修者数 Q2. 取止者数 Q3. 欠試者数 
Q4. 受験者数 Q5. 不合格者数 Q6. 成績分布  
Q7. 授業の狙いは達成されたか 
Q8. 新たなアクティブ・ラーニング要素の導入を行ったか  

博士前期課程専攻長会

理工学研究科運営調整委

点検・評価委員

理工学研究科委員

理工学研究科運営委員

博士後期課程専攻長会

理工学研究科 

博士後期課程委員会

副研究科長 

理工学研究科 

水戸地区委員会 

理工学研究科 

日立地区委員会 

理工学研究科

研究科長 
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Q9. シラバスにアクティブ・ラーニング要素を記載することでアクティブ・ラーニング授業を意識

的に行うようになったか 

項目 D: 点検結果と改善  
Q1. 昨年の授業を終えて、課題として残った点とその改善策を列挙してください  
Q2. 授業の中間アンケートで指摘された問題点とその改善策を列挙してください  
Q3. 最終アンケートの結果をふまえて、Q1、Q2 の改善策が有効だったか。またどのような点が問

題点として残ったか列挙してください  
Q4. Q3 の問題点について、来年度の授業をする上での改善策を列挙してください  
Q5. 上記の改善策とは別に、授業をする上で特に注意・工夫している点を列挙してください 

※工学系の例 

（出典：http://educheck.eng.ibaraki.ac.jp/FD/ から入力項目のみ抜粋） 

 

 

(水準) 期待される水準にある。 

(判断理由) 

 博士前期課程では、社会から要請されている基礎的および先進的な理学と工学分野を支

える研究者や高度専門技術者を養成することができる専攻構成と教育体制となっており、

本研究科の教育目的に照らして適切と言える。また、研究指導教員数は各分野バランス良

く配置されており、充分な教員数が確保されている。学務・入試・点検評価を担当する組

織を各地区に設置し、活動している。修士論文の指導体制は研究指導計画書を全学生につ

いて作成するなど適切に構築しており、修士論文の評価基準や審査体制も公表の上、公正

に実施している。授業アンケートや教員の授業評価を実施する体制が整備されており、PDCA

サイクルが着実に実施されている。その内容は FD 報告書に記述され、ホームページを通し

て公開されている。 

 博士後期課程の平成 27 年度に大強度陽子加速器施設（J-PARC）に対する強い期待や地場

企業等からの要望を踏まえ、改組を実施した。後期課程においては、学生定員 114 人に対

して、研究指導教員数 121 人であり、十分な教員数が確保されている。 

 

 

観点 教育内容・方法 

(観点に係る状況) 

理工学研究科の３つのポリシーは資料 7-1-2-1 に示す。博士前期課程では、専攻毎に修

了に必要な必修・選択の単位を定め、最低合計単位数を 30 単位と定めている（別添資料

１）。授業科目は、ディプロマ・ポリシー(DP)およびカリキュラムポリシー(CP)に則って２

種類の共通科目（大学院共通科目、研究科共通科目）、専攻科目、横断型プログラムの科目

で構成される。 

大学院共通科目には、主としてディプロマ・ポリシーの[世界の俯瞰的理解]、[国際コミ

ュニケーション能力]、[社会人としての姿勢]、[地域活性化志向]に関する知識や能力を涵

養する科目がある。研究科共通科目には専門性を高める共通基礎科目と、時々の先端的な

課題や実践的能力の涵養を図るために特別講義を開講している（資料 7-1-2-2）。各専攻の

授業科目は、カリキュラム・ポリシーをもとに専攻毎に定めている「教育目標と履修モデ

ル」によって体系化され、科目相互の連携が学生からも良く理解できるよう工夫されてい

る（別添資料２）。また、科目ナンバリングコードによって学問分野、難易度、授業方法な

どが容易にわかるようになっている。 

連携大学院方式の採用により、(独)日本原子力研究開発機構、(株)日立製作所日立研究

所、日立化成工業(株)、(株)NTT 研究所等の機関から客員教員の招聘した講義を開講する

と共に、これらの機関で研究指導を受けることも可能となっている（資料 7-1-2-3）。 

また、「原子力工学教育プログラム」、「総合原子科学プログラム」「先進創生情報学教育

研究プログラム」、「サステイナビリティ学教育プログラム」などの教育プログラムの充実

も図っている（資料 7-1-2-4）。 
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国内の企業や研究所などにおける社会体験を通して、これまで学んだ知識と実社会での

要求との関連を知ることにより、学業・研究への動機付けや意欲を高めるために、学外実

習（インターシップ）（工学系）／インターンシップ特別実習（理学系）を実施しその充

実に取り組んでいる（資料 7-1-2-5）。地域の特性を生かして日立製作所及び関連企業と

インターンシップ協定を結び、本学大学院生向け専用のインターンシップを行う機会を設

けている。加えて「実践産業技術特論」などの科目を設定している（資料 7-1-2-6、7）。

また、「実学的産業特論」（大学院共通科目）では、経済産業省関東経済産業局、JETRO、（公

財）日立地区産業支援センターや社会連携センターの協力を得て茨城県北部地域の中小企

業社長との対話・討論や企業訪問、国内の中小企業政策やアジア地域でのものづくりにつ

いての講演などを通じたものづくり教育を行っている（資料 7-1-2-8）。 

理工学研究科では平成６年度から「先端科学トピックス」として、各分野での最先端の

研究や社会的動向を学生に教授する講義を年間で 18 回開催している。日立キャンパスで

開講し、水戸地区には中継映像を配信している。本講義は、「社会公開セミナー」として学

外者の聴講も可能としている（資料 7-1-2-9、10）。 

英語能力と発表・コミュニケーション能力の向上が学生および関係者から要請されてお

り、それに対応するため、学生のための国際会議を平成 17 年度より実施している。これは

「学生の、学生による、学生のための、国際会議」を特徴としており、大学院生で構成さ

れた実行委員会が中心に、自ら企画し、開催しており、研究科は経費と実施面でのサポー

トに当たっている（資料 7-1-2-11、12）。またさらに、国際会議などへの参加学生の英語

力向上を図るため、「国際コミュニケーション基礎」、「実践国際コミュニケーション」とし

て、Abstract の書き方に始まり、英語発表までの英語発表技法を中心とした講義を開講し

ている（資料 7-1-2-13）。国際交流実績は、堅調に進んでいる（資料 7-1-2-14）。また、海

外での大学院生の学会発表実績は資料 7-1-2-15 に示す。 

大学院生をティーチングアシスタント（TA）として採用し、学部学生を教育することで

院生本人の主体的な学習を促す効果をもたらすとの考えから前期課程学生に学部専門科目

における実験や演習科目を中心に TA を経験させている(資料 7-1-2-16)。TA 業務の実施状

況把握と教育効果を見るため、平成 18 年度後期から TA の実施報告書を TA 本人と TA を利

用した教員に義務化し、学期末に提出する体制を採っている（資料 7-1-2-17）。 
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資料 7-1-2-1 理工学研究科の３つのポリシー 

 
〇大学院理工学研究科博士前期課程における教育ポリシー 

 

・ディプロマ・ポリシー 

  茨城大学大学院博士前期課程の教育目標は、21 世紀における社会の激しい変化に主体的に対

応し、自らの将来を切り拓くことができる総合的な力を育成することである。よって、茨城大学

大学院では、以下の５つの知識、能力及び姿勢を備えることをもって、学位（修士）を授与する。

 
専門分野の学力・研究遂行能力 

各専門分野で求められる高度専門職業人としての知識及び技能、並びに自立的に課題を発

見・解決しうる研究遂行能力 

世界の俯瞰的理解 

人間社会とそれを取り巻く自然環境に対する幅広い知識と理解力 

国際的コミュニケーション能力 

人間社会のグローバル化に対応し、文化的に多様な人々と協働して課題解決をしていくた

めの高度な思考力・判断力・表現力及びコミュニケーション能力 

社会人としての姿勢 

社会の持続的な発展に貢献できる高度専門職業人としての意欲と倫理観、主体性 

地域活性化志向 

茨城県をはじめとして地域の活性化に、専門性を活かして主体的・積極的に取り組む姿勢

 
・カリキュラム・ポリシー 

学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）に示す教育目標を満たすため、大学院博士前期課程

におけるカリキュラム・ポリシーを以下の４項目に示す。 
教育課程の実施にあたっては、学修時間の確保と厳格な成績評価による大学院教育の実質化を

行う。 
 

教育課程の編成 

ディプロマ・ポリシーで定めた 5 つの知識、能力及び姿勢を育成するため、共通科目と専

門科目を含むカリキュラムマップ等に基づく、横断的かつ体系的な教育課程を編成する。 

課題発見・解決能力の育成 

主体的に課題を発見し、高度専門職業人としての知識・技能及び研究遂行能力を育成する

ため、研究科の特性を活かした高度な専門科目を配置し、複数教員による研究指導を行う。

俯瞰的理解の育成 

大学院教育を限られた専門分野にとどめず、俯瞰的な視野とコミュニケーション能力、創

造性と想像力、職業的素養、倫理観を養成するため、全学及び研究科又は専攻単位の共通科

目を配置する。 

地域活性・グローバル化に取り組む姿勢を育成する教育 

共通科目及び専門科目で、それぞれ、幅広い知識と高い専門性を活かして地域志向の視野

と国際的な視野を育み社会貢献できる能力を育成する科目を配置する。 

 
・アドミッション・ポリシー 

理工学研究科博士前期課程では下記に掲げるように（１）のような人を受験生に求め、（２）の

ような人を在学中に育成し、そして修了後（３）のように社会で役立つ人を求めます。 
 

（１） 特定の分野における学士レベルの基礎及び専門知識が十分にあり、向上心及び 知的好奇

心が高い人 
（２） 理工学の諸課題に挑戦し、自然分野の知識や情報を体系的に組み立てながら、問題を評

価かつ解決していく技術や研究能力を高めようとする人 
（３） 創造性と実行力を併せもつ高度専門技術者・研究者として、自然環境と調和した人間社

会の持続的発展に貢献しようと志す人 
 

 
〇大学院理工学研究科博士後期課程における教育ポリシー 
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・ディプロマ・ポリシー 

茨城大学大学院理工学研究科博士後期課程の教育目標は、専門的な知識・技術を身に付けると

共に、普遍的課題解決能力を持ち、かつ専門とする科学・技術の人間社会の中での位置付けを理

解し、そのことを専門外の人間にも分かりやすく説明できる能力を身に付け、社会の幅広い分野

で活躍する人材の育成にある。よって、茨城大学大学院では、以下の能力を備えることをもって、

学位（博士）を授与する。 
 

専門分野の研究遂行能力 

各専門分野で求められる高度な知識及び技能に基づき、高度な研究を自立して遂行しう

る能力 

普遍的課題解決能力 

専門分野に限らず、関連する分野における課題を自ら発見・解決しうる能力 

人間社会の俯瞰的理解 

専門とする科学・技術の人間社会、特に経営、環境管理、ならびに組織運営における位置

付けを理解できる能力 

説明・情報発信能力 

研究成果を、人間社会の中での位置付けとの関連で専門外の人間にも説明すると共に、広

く国内外に発信しうる能力 

地域活性化に貢献しうる資質 

専門性を活かすと共に、社会情勢を踏まえて地域の活性化に取り組みうる資質 

 
・カリキュラム・ポリシー 

学位授与の方針(ディプロマ・ポリシー)に示す教育目標を満たすための教育課程編成の方針を

以下に示す。 
 

専門分野の研究遂行能力 

各専門分野で求められる高度な知識及び技能に基づき、高度な研究を自立的に遂行しう

る能力を育成するため、演習、実習を中心とした高度な専門科目を開講すると共に、複数指

導教員制の下での組織的な博士論文研究指導を行う。 

普遍的課題解決能力 

専門とする学問分野以外の教員とのディスカッションを通して、専門とする分野の科学

技術全体における位置付けを理解すると共に、専門分野に限らず、関連する分野における課

題を自立して発見・解決しうる能力を養うための、演習科目を開講し、修了要件とする。 

人間社会の俯瞰的理解 

経営、環境、組織論などの人文、社会科学系の科目の履修を修了要件とすることで、専門

となる科学技術のあり方を異なった立場から多角的にとらえることができる能力を培う。 

説明・情報発信能力 

経営、環境、組織論などの人文、社会科学系の科目の履修を修了要件とすることで、研究

成果の人間社会の中での位置付けを理解して専門外の人間にも説明する能力を培うと共に、

特別演習を必修科目とすることで、研究成果を国際的学術誌等において発表し、広く国内外

に発信しうる能力を養成する。 

地域活性化に貢献しうる資質 

近隣に位置する先端的科学技術研究機関ならびに茨城県等の自治体との連携による教育

課程を充実させることで、専門性を活かすと共に社会情勢を踏まえて地域の活性化に取り組

みうる資質を培う。 

 
・アドミッション・ポリシー 

理工学研究科博士後期課程では、以下に示す知識、技能ならびに資質を有する者を入学者とし

て受け入れる。 
 
（１） 主たる専攻とする科学・技術の専門分野における、修士課程・博士前期課程修了者に

求められるのと同等以上の知識と技能 
 
（２） 修得した高度な専門知識、技能を活かし、アカデミアに限らず、民間企業、公的機関

や教育界など社会の幅広い分野で活躍することで、地域の活性化に貢献する意欲と熱意

 
（出典：茨城大学 HP：大学院の教育ポリシー 

https://www.ibaraki.ac.jp/collegelife/educationpolicy/gs/index.html、 
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理工学研究科 HP：大学院入試の概要 http://www.gse.ibaraki.ac.jp/guidance/intro/index.html）

 

別添資料１ 修了要件について 

 
資料 7-1-2-2 特別講義の一例（工学系：H27） 

科 目 名 科目ナンバリングコード 単位数 

LSI 設計・開発技術特論 N-EST-631 2 

組込みシステム開発特論 N-EST-611 2 

エネルギーと核燃料サイクル特論 N-NUC-511 2 

国際コミュニケーション演習 N-COM-513 2 

実践産業技術特論 N-MEW-511 2 

 

（出典：平成 27 年度「大学院理工学研究科履修要項（工学系･独立専攻）」p.20） 
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別添資料２ 教育目標と履修モデルの例 

 
 
資料 7-1-2-3 連携大学院客員教員による授業科目 

授   業   科  目 単位数 開講場所 専  攻  名 

 原子炉物理学特論 I,II 計２ 

日立 機械工学専攻  先進エネルギー材料特論 I,II 計２ 

 核融合エネルギ-工学特論 I,II 計２ 

 セラミックス基礎特論 I,II 計２ 

日立 物質工学専攻  半導体材料基礎特論 I,II 計２ 

 有機機能性材料学基礎特論 I,II 計２ 

 光通信システム基礎特論 I,II 計２ 

日立 電気電子工学専攻  光デバイス基礎特論 I,II 計２ 

 マルチメディア通信基礎特論 I,II 計２ 

 放射線化学特論 ２ 

水戸 

応用粒子線科学専攻 

 放射線工学特論 ２ 

 原子力基礎特論 ２ 

 陽電子科学特論 ２ 

日立  放射線工学基礎 ２ 

エネルギーサイクルシステム特論 ２ 

高エネルギー放射線損傷学特講 ２ 

水戸 宇宙地球システム科学専攻 
核・放射線化学特論 ２ 

放射線生体分子異変特論 ２ 

 分子発がん特論 ２ 

（出典：平成 27 年度大学院理工学研究科履修要項）  

 

 

資料 7-1-2-4 理工学研究科において実施している教育プログラム 
プログラム 概要 

サステイナビリティ

学プログラム 

環境問題やエネルギー・資源の不足、水・食料の逼迫、人口問題などを

解決して、社会の持続性（サステイナビリティ）をいかに確保するかは現

代の大きな課題になっている。本教育プログラムは、基盤科目や海外及び

国内での現場演習を通して、これらの問題を把握する俯瞰的視点と専門

分野の知識をつなぐ分野横断的な勉学の機会を提供する。 

総合原子科学プログ

ラム 

本プログラムは、原子科学に関して、基盤的かつ総合的な専門知識を有

する人材を育成するためのプログラムである。原子科学に関する研究や

実務の分野では、物理、化学、生物などの理学を基盤としつつ、複合的な

分野の専門知識が要求される。本プログラムでは、本学教員と原子力研究

開発機構に所属する教員との連携により、幅広く原子科学に関する専門

知識を身につけることを目指している。 
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先進創生情報学教育

研究プログラム 

本プログラムは、情報学の新しい IT スペシャリストの養成を図るとと

もに、先進的な情報学に関する人材育成と先進的、融合的な研究を推進す

ることを目的として、茨城大学と宇都宮大学が単位互換制度を効果的に

活用して実施するものであり、メディア通信工学専攻及び情報工学専攻

に以下のコースを設置する。 

（1）人間創生情報学コース：人間と IT との関係を対象とし、人間生活

に安全性・経済性・快適性をもたらすサービスや技術の開拓を目指

す。 

（2）社会創生情報学コース：社会と IT との関係を対象とし、社会・環境

と情報の関わり方に関するモデルの構築とそのビジネス化に関す

るサービスや技術の開拓を目指す。 

原子力工学教育プロ

グラム 

環境・エネルギー問題を解決する有力な手段として、原子力はますます

重要性を高めつつあるが、茨城県はその原子力の中心地である。本教育プ

ログラムは、原子力分野以外を専攻する学生を対象として、地元の原子力

関連企業や研究所と連携し、原子力分野の専門知識の習得や原子力の現

場を体感できる実習等により、原子力産業を担う技術者の養成を目標と

する。 

（出典：各研究科履修案内） 

 

資料 7-1-2-5 インターンシップ科目履修実績 

履修者 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

インターンシップ特別実習

（理学系） 

22 70 31 28 14 51 

学外実習（インターシップ）

（工学系） 

78 57 69 57 69 56 

（出典：理学部第二係及び工学部学務第二係資料） 

 

資料 7-1-2-6 「実践産業技術特論」シラバス  

授業科目 ( Course Title )    工学特別講義（実践産業技術特論）   

担当教員 ( Instructor )    西野創一郎   

所属 ( Affiliation )    理工学研究科   

クラス ( Class Number )    A0 クラス   
開講時期 

( Semester )    
後期   

単位数 ( Credit(s) )    2  
曜日・時限 

( Day/Period )    
水６   

対象年次・学生 ( Student 

Year )    
[MT]１年次研究科共通（工）   

備考 ( Remarks )    科目コード：  130   

ナンバリングコード

( Numbering Code ) 
  

英訳名( Title in English ) Advanced Industrial Technology   

授業題目( Topic ) 実践産業技術特論   

概要( Outline ) 

本授業では，㈱日立製作所協力のもとで，構造物の生産技術と

して必要不可欠である「溶接・接合」について，この分野にお

いて第一線で活躍されている大学・企業の方々に，金属組織や

溶接原理などの基礎知識から最新の技術動向まで幅広く御紹介

いただく．さらに企業を訪問して，製造現場の状況に触れ，実

学としての工学を学ぶ機会とする．授業は，講義と企業見学で

構成されている（昨年度：座学 11 回，工場見学 4 回）．   

キーワード( Keywords ) ものづくり，溶接・接合   
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到達目標( Goals ) 

溶接・接合技術に関する基礎知識・最新動向の習得と企業見学

の両面から，次世代を担うエンジニアとして成長するために必

要な素養を身につける．   

授業計画( Course Plan ) 未定（後学期の開講前に掲示する）   

予習・復習のポイント

( Advice for Preview and 

Review ) 

  

履修上の注意

( Prerequisite ) 
オフィスアワーは授業終了後に随時行う．   

成績の評価方法( Grading 

Criteria ) 
授業ごとのレポートで評価する．   

教科書・参考書

( Texts/References ) 

各講義におけるレジュメをまとめたテキストを事前に配布す

る．   

 
（出典：茨城大学 HP シラバス検索ページ 

https://i-student.ibaraki.ac.jp/syllabus2/syllabusSearchDirect.do?nologin=on） 

 

資料 7-1-2-7 「実学的産業特論」履修者（参加者） 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 

505 321 554 300 542 441 

※各回の参加人数の合計（学生以外に地域企業関係者も含む） 

（出典：工学部学務第一係資料） 

 

資料 7-1-2-8 「実学的産業特論」シラバス 

 

授業科目 ( Course Title )    実学的産業特論（２単位）  

担当教員 ( Instructor )    鵜殿治彦  

所属 ( Affiliation )    工学部 

クラス ( Class Number )    A0 クラス  
開講時期 

( Semester )    
後期   

単位数 ( Credit(s) )    2  
曜日・時限 

( Day/Period )    
水５  

対象年次・学生 ( Student 

Year )    
[MK]平成 26 年度以降入学者   

備考 ( Remarks )    科目コード： 407   

ナンバリングコード

( Numbering Code ) 
K-INS-513 

英訳名( Title in English ) Practical business and industry 

授業題目( Topic ) 実学的産業特論  

概要( Outline ) 

本講座は、ものづくり関係専門家や地域企業の方から、企業

の歴史、企業経営、製品開発精神の他、企業人とし ての注意事

項などを学ぶ。   講座は９回の座学と、地域企業６社の訪問・

見学会で構成される。   

キーワード( Keywords ) 地域連携、企業、就職、国際化、技術革新 

到達目標( Goals ) 

特有の産業構造や経営風土を有する工業都市日立の地域産業

形成の歴史や、地域企業の様々な事業活動の紹介、 さらには企

業経営者の考え方を学んだり、企業訪問を通じて工場現場の雰

囲気に触れたりしながら、次世代を担う産業人へと成長するこ

とに必要な素養を、理解すること。 

授業計画( Course Plan ) 1．ガイダンス 
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2．日立市の歴史と産業構造の特徴 

3．地元の元気企業紹介(１) 

4．地元の元気企業紹介(２) 

5．地元の元気企業紹介(３) 

6．地域ものづくり企業探訪(１) 

7．地域ものづくり企業探訪(２) 

8．地域ものづくり企業探訪(３) 

9．茨城大学発ベンチャー企業紹介 

10．茨城大学の産学官連携について 

11．海外のものづくりの現状 

12．地域ものづくり企業探訪(４) 

13．地域ものづくり企業探訪(５) 

14．地域ものづくり企業探訪(６) 

15．全体討論会 

 

※上記日程は、企業との調整により一部変更となる可能性があ

ります。   

予習・復習のポイント

( Advice for Preview and 

Review ) 

 授業教材を授業時間までにチェックする。また、講師の所属

企業や見学先企業の情報を前もってチェックする。 

履修上の注意

( Prerequisite ) 

(1)本講座は外部講師、地域企業の協力を得て実施する講座であ

る。  

(2)授業スケジュールは、訪問する企業や外部講師の調整により

変更することがある。 

(3)本講座は企業訪問等もあるため、正当な理由が無い限り欠

席・遅刻・早退は認めない。   

成績の評価方法( Grading 

Criteria ) 
レポート及び発表と討論で評価する。出席は必須。 

教科書・参考書

( Texts/References ) 
講義資料を事前に電子媒体(RENANDI)で配布。  

（出典：茨城大学 HP シラバス検索ページ 
https://i-student.ibaraki.ac.jp/syllabus2/syllabusSearchDirect.do?nologin=on） 

 

資料 7-1-2-9 「先端科学トピックス」（社会公開セミナー）概要 

 

授業科目 ( Course Title )    先端科学トピックス B  

担当教員 ( Instructor )    鵜殿治彦  

所属 ( Affiliation )    工学部 

クラス ( Class Number )    A0 クラス  
開講時期 

( Semester )    
前期   

単位数 ( Credit(s) )    1 
曜日・時限 

( Day/Period )    
木６ 

対象年次・学生 ( Student 

Year )    
[MK]１年次 

備考 ( Remarks )    科目コード：404   

ナンバリングコード

( Numbering Code ) 
K-INS-511 

英訳名( Title in English ) Advanced Science and Technology Topics B 

授業題目( Topic ) 先端科学トピックスＡ 

概要( Outline ) 
研究機関、教育機関、民間企業等より講師を招き、最新の技

術・研究を紹介する。 

キーワード( Keywords ) 先端技術・外部講師・社会公開セミナー 
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到達目標( Goals )  

授業計画( Course Plan ) 

１．情報爆発時代におけるワイヤレス通信技術の将来展望 

【茨城大学大学院理工学研究科メディア通信工学専攻 梅比良

正弘教授】  

２．自動車制御ソフトウェアの形式検証技術-安全と品質を確保

するために- 

【（株）日立製作所 日立研究所 情報制御研究センター グリー

ンモビリティ研究部 松原 正裕】  

３．ITS(高度交通システム)の最新動向と交通安全 

【東京大学空間情報科学研究センター  非常勤講師 山田晴

利】  

４．宇宙機電源システムの高機能化に向けた研究開発とその技

術と民生応用 

【茨城大学大学院理工学研究科電気電子工学専攻 鵜野将年准

教授】  

５．超微細加工による機能表面の開発 

【東京工業大学大学院理工学研究科 機械制御システム専攻

吉野雅彦教授】 

６．ある科学者がみた生命の起源：時間、距離、そして分 

(A Chemist's Perspective on the Origins of 

Life:Time,Distance,and Molecules) 

【モンタナ州立大学化学科 Robert K. Szilagyi Associate 

Professor】  

７．最先端科学・技術に欠かせない金属「タングステン」の魅

力と課題-極限環境への挑戦- 

【前 東北大学金属材料研究所 准教授 栗下裕明】  

８．有機分子の二次元構造制御と解析-分子作って、並べて、観

る- 

【国立研究開発法人 産業技術総合研究所 電子光技術研究部門 分

子集積デバイスグループ】 

【主任研究員 吉川佳広】  

予習・復習のポイント

( Advice for Preview and 

Review ) 

 

履修上の注意

( Prerequisite ) 
 

成績の評価方法( Grading 

Criteria ) 
各講義時におけるレポートにて評価する。（全 8 回） 

教科書・参考書

( Texts/References ) 
講義時に配布する。 

（出典：茨城大学 HP シラバス検索ページ 

https://i-student.ibaraki.ac.jp/syllabus2/syllabusSearchDirect.do?nologin=on） 

 

資料 7-1-2-10 「先端科学トピックス」（社会公開セミナー）出席者 

 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

学生 435 441 258 162 178 250 

一般 133 121 137 119 102 83 

（出典：工学部学務第一係資料） 
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資料 7-1-2-11 第 10 回茨城大学学生国際会議のパンフレット 

  

 

（出典：第 10 回茨城大学学生国際会議のプログラム） 

 

 

資料 7-1-2-12 茨城大学学生国際会議（ISCIU）の開催概要 

開催期間 テーマ 
学生ス

タッフ

発表 

件数 
うち外国人 開催場所 

H22.11.13-

14 

第６回：可能性 -

Possibility- 
23 名 79 件

24 件

（インドネシア、中

国）

三の丸庁舎サテラ

イト教室、茨城県

立図書館 



茨城大学理工学研究科 分析項目Ⅰ 

－7-19－ 

H23.12.３-

４ 
第７回：Future 27 名 108 件

49 件

（インドネシア、中

国、スリランカ、タ

イ、バングラディシ

ュ）

阿見キャンパス 

H24.11.10-

11 

第８回：Nano-

science and 

Engineering 

60 名 82 件
９件

（スリランカ、米国）
日立キャンパス 

H25.11.30-

12.1 
第９回：Challenge 34 名 73 件

28 件

（インドネシア）
阿見キャンパス 

H26.11.15-

16 

第 10 回：

Diversity 
19 名 36 件

10 件

（タイ、スリランカ）
水戸キャンパス 

H27.12.５ 

-６ 
第 11 回：LINK 27 名 53 件

13 件（インドネシ

ア、タイ）
水戸キャンパス 

 

（出典：学生国際会議（ISCIU）web サイト及びプログラムより集計） 

 

 

資料 7-1-2-13 「国際コミュニケーション基礎」シラバス 

 

授業科目 ( Course Title )    国際コミュニケーション基礎 

担当教員 ( Instructor )    鈴木千加子 

所属 ( Affiliation )    非常勤講師 

クラス ( Class Number )    A0 クラス  
開講時期 

( Semester )    
前期   

単位数 ( Credit(s) )    2 
曜日・時限 

( Day/Period )    
月２ 

対象年次・学生 ( Student 

Year )    
[MK]１年次 

備考 ( Remarks )    科目コード：402  

ナンバリングコード

( Numbering Code ) 
K-COM-513 

英訳名( Title in English ) Basic International Communication 

授業題目( Topic ) 国際コミュニケーション基礎 

概要( Outline ) 

英語によるコミュニケーション、英語論文を書くためのテク

ニカルライティング、英語によるプレゼンテーション、以上 3

つの技能のベースとなる英語力養成を図る。受講生は習得した

技能を基に、茨城大学学生国際会議 International Student 

Conference at Ibaraki University に参加・発表することが望

ましい。 

キーワード( Keywords ) 
英語によるコミュニケーション、Communicative   

Grammar、英語表現法、茨城大学学生国際会議 

到達目標( Goals ) 

本学で開催される学生の、学生による、学生のための国際会

議 International Student Conference at Ibaraki 

University をはじめ様々な国際会議の場において、自らの研究

成果を発表するための英語発信力を身につけることができる。 

授業計画( Course Plan ) 

(1)Orientation 

(2)Basics of Pronunciation 

(3)Assimilation, elision and liaison 

(4)Objects, substances and materials 

(5)Definite and indefinite meaning 

(6)Relations between ideas expressed by nouns 

(7)Restrictive and non-restrictive meaning 
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(8)Time, tense and aspect 

(9)Manner, means and instrument 

(10)Cause, reason and contrast 

(11)Condition and contrast 

(12)Role, standard and viewpoint 

(13)Addition, exception and restriction 

(14)Information, reality and belief 

(15)On presentation 

予習・復習のポイント

( Advice for Preview and 

Review ) 

次回用に配布されるプリントを予習し、自らの疑問点を明確に

しておくこと。 

次回の再確認チェックや小テスト等に備えるため、十分な復習

をしておくこと。 

履修上の注意

( Prerequisite ) 

配布資料、問題などのプリントと共に辞書を必ず持参するこ

と。 

成績の評価方法( Grading 

Criteria ) 

各トピックごとの小テスト（70％）、レポート（15％）、プレ

ゼンテーション（15％） 

教科書・参考書

( Texts/References ) 

講師作成資料配布・お勧めの参考書及び website 

リーダーズ英和辞典＜第 3 版＞ \10,800（電子版有）,Grammar 

in Use Intermediate (Raymond Murphy 著) \3,17 3（電子版

有）,Collins COBUILD Advanced Learner’s Dictionary 

\5,182,ABC News Shower（NHK BS 放送有り 

 

（出典：茨城大学 HP シラバス検索ページ 

https://i-student.ibaraki.ac.jp/syllabus2/syllabusSearchDirect.do?nologin=on） 

 

 

資料 7-1-2-14  国際交流実績 
 

派遣学生数（協定締結校） 

 25 年度 26 27 

交換留学 0 1 0

短期研修・

海外演習 

7 8 9

 

受入留学生数 

25 年度 26 27 

61 59 54

 

(出典：留学生センターHP、茨城大学概要) 

 

 

資料 7-1-2-15 学生の海外における国際会議での発表件数 

研究科等 H26 

理工学研究科（理） ３名 

理工学研究科（工） 19 名 

理工学研究科（後） 13 名 

農学研究科 ２名 

（出典：国際戦略室作成資料） 
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資料 7-1-2-16 ＴＡ配置科目数と人数 

 

 年 度 

平成２２年度 
平成２３

年度 

平成２４

年度 
平成２５年度

平成２６

年度 

平成２７年

度 

前

期 

後

期 

通

年 

前

期 

後

期

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

通

年

前

期 

後

期 

前

期 

後

期 

理学系 

前期専

攻 

科目

数 
38 30 3 37 34 46 33 43 37 1 46 36 52 36

TA 延

員数 
90 68 7 95 80 111 76 93 79 1 105 89 106 77

 

年 度 
24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 

工学系 

前期専

攻 

科目

数 
51 59 63 63 68 69 72 66

TA 延

員数 
119 169 140 155 144 159 165 172

 
（出典：工学部総務係資料） 

 

 

資料 7-1-2-17 ティーチングアシスタント（TA）実施報告書の記述内容 

TA 学生用： 

報告書作成者情報（専攻名、学生番号、氏名） 

担当授業科目情報（学科、 年対象、科目名、担当教員名）                   

１．TA 業務として行った授業の補助内容を記載して下さい。  
２．担当した TA 業務の実施において、困難を感じた点や改善すべき点があれば列挙してください。

また、自分で改善や工夫した点があれば列挙してください。（例：事前のオリエンテーション

が不十分，業務の内容が複雑すぎるなど）  

３．TA 業務を行って新たに得られたこと（知識や有用な経験など）を記入してください。 

４．その他、感想など自由に記入してください。  

 

教員用： 

担当授業科目情報（学科名、授業科目名、担当教員名、受講学生数） 
TA 学生名、使用時間数  
１．オリエンテーションの実施内容（実施日時、オリエンテーションの内容） 

２．授業内容とそれに対する TA の業務内容 

３．TA 実施による成果・意見・感想・要望 

 
（出典：平成 27 年度用ティーチング・アシスタント実施報告書より項目を転記） 

 

 

(水準) 期待される水準にある。 

(判断理由)  

理工学研究科では、社会から要請されている基礎的および先進的な理学と工学分野を支

える研究者や高度専門技術者を養成することができる専攻構成と教育体制となっており、

本研究科の教育目的に照らして適切と言える。地域の特色を活かした実践的科目を多数配

置し、実践力の涵養に力を入れている。グローバル化については、学生国際会議を支援し

たり、大学院生向けの英語科目を配置するなどの工夫をしている。これらのことから関係

者の期待に応えているものと考えられる。 
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果  

 (観点に係る状況) 

平成 22～27 年度に修了した前期課程の学生は年平均 383 名であり、年度による変動は

少ない。標準修業年限修了率も第２期は常に 90％以上で安定して、修了生を社会や次の進

学先に送り出せていることが伺える（資料 7-2-1-1）。後期課程においては、標準修業年限

修了率の 1.5 倍以内の年数で、75％以上の学生が学位を取得している（資料 7-2-1-2）。 

前期課程の学業の成果に関する評価としては、学期末ごとに実施する学生による授業ア

ンケートを実施している。学業の成果に関連する理解度、満足度については資料 7-2-1-3

で示すとおり満足度は 96％～97％、理解度は 82～96％となっている。 

平成 27 年３月に実施した理学系の学生を対象としたディプロマ・ポリシーの達成度に

関する修了時アンケート（資料 7-2-1-4）からは、論理的思考能力、専門的な知識と技術、

論理的な記述力・口頭発表力・議論する力が身に付いたと回答している学生は 95％以上に

達し、DP に掲げた能力を十分身に付けていることが分かった。また、理工学研究科での学

習等が期待に応えるものだったと回答している学生は 95.2％であった。 

平成 26 年に実施した工学系修了生に対するアンケート調査（資料 7-2-1-5）では、前期

課程修了後就職した学生のデータ（30 名）を抽出し、その中で学業の成果に関する結果を

用いて学生からの評価を判断した。その結果、就職および仕事においても工学教育は役に

立ったと肯定的な評価がされ、5 段評価で平均点は 3.77（問４）と 3.20（問９）と 3.60

（問 10）である。問 5.7.8 の身につけた資質に関する問いに関しても、コミュニケーショ

ン能力、計画性、協調性に関して、3.60、3.07、3.10 と平均以上の評価であり、肯定的な

評価となっている。 

学術関係では、成績優秀者に贈られる賞や様々な学会で発表により優秀賞等を受賞して

おり、優秀な学業の成果を得た学生も多い（資料 7-2-1-6）。 

 

 

資料 7-2-1-1 標準修業年限修了率 

■博士前期課程・修士課程：修業年限２年 
学部・ 

研究科 
入学年度 H21 H22 H23 H24 H25 H26 平均

理工学研

究科博士

前期課程 

標準修業年限内 89.4 94.1 90.8 92.9 94.4 92.0 92.3

標準修業年限×

1.5 年内 
93.9 95.5 93.2 93.5 96.2 

 
94.5

（出典：学校基本調査を基に作成） 

 

資料 7-2-1-2 博士後期課程における標準修業年限修了率 

■博士後期課程：修業年限３年 

学部・ 

研究科 
入学年度 H20 H21 H22 H23 H24 H25 平均

理工学

研究科

博士後

期課程 

標準修業年限

内 
57.1 61.3 42.9 42.9 45.3 40.0 48.3

標準修業年限

×1.5 年内 
85.7 77.4 66.7 81.1   77.7

（出典：学校基本調査を基に作成） 

 

資料 7-2-1-3 授業アンケート結果から判明した理解度、満足度 

■理学系（H25-H27） 

設問 
肯定的回答

の割合 
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授業に対する理解度について 

（１）ほとんど理解できなかった （２）少し理解できなかった 

（３）平均的だった （４）十分理解できた （５）ほぼ理解できた 

［肯定的回答は３以下とした］ 

82.7％ 

この科目に対する全体的評価について 

（１）悪かった （２）どちらかと言えば悪かった （３）普通  

（４）どちらかと言えば良かった （５）大変よかった 

［肯定的回答は３以下とした］ 

97.6％ 

（出典：理工学研究科理学系授業アンケート） 

 

■工学系（H24-H26） 

設問  

この授業は理解力の向上、視野の拡大、学業意欲増進等、得るところの多いもので

したか。 

1. 大変多い 2. 多い 3. 普通 4. 少ない 5. 全く無い 

［肯定的回答は３以上とした］ 

96.2％ 

あなたは授業内容を理解できたと思いますか。 

1. 大変良く理解できた 2. 良く理解できた 3. 大体理解できた 

4. あまり理解できなかった 5. 全く理解できなかった 

［肯定的回答は３以上とした］ 

86.2％ 

（出典：理工学研究科工学系授業アンケート） 

 

資料 7-2-1-4 ディプロマ・ポリシーの達成度に関する修了時アンケート（H27.3 実施）

設問 
肯定的

回答*

質問１ 茨城大学大学院で学ぶことで、人間社会とそれを取り巻く自然環境に対する幅

広い知識と発展的な理解力を身につけ、世界を俯瞰的にとらえる視野を得ることができ

たと思いますか。 

84.8％

質問２ 茨城大学大学院で学ぶことで、人間社会のグローバル化に対応し、文化的に多

様な人々と協働して課題解決をしていくための高度な思考力・判断力・表現力、および

コミュニケーション能力が身についた（伸びた）と思いますか。 

77.3％

質問３ 茨城大学大学院理工学研究科で学ぶことで、論理的思考能力が身についた（伸

びた）と思いますか。 
96.9％

質問４ 茨城大学大学院で学ぶことで、専門的な知識と技術が身についた（伸びた）と

思いますか。 
95.4％

質問５ 茨城大学大学院で学ぶことで、論理的な記述力、口頭発表力、議論する力が身

についた（伸びた）と思いますか。 
96.9％

質問６ 茨城大学大学院で学ぶことで、社会の持続的な発展に貢献できる高度専門職業

人としての意欲と主体性が身についた（伸びた）と思いますか。 
84.8％

質問７ 茨城大学大学院で学ぶことで、茨城県をはじめとして地域の活性化に、専門性

を活かして主体的・積極的に取り組む姿勢（地域活性化志向）が身についた（強くなっ

た）と思いますか。 

59.0％

質問８ 学習面、生活面を含め、茨城大学大学院への在学は、あなたの期待に応えるも

のでしたか。 
95.2％

*選択肢は「←1.全く思わない，2，3，4，5.とても思う→」などの５段階評価を用いた。授業アンケー

トにおいて理学部や理工学研究科理学系では、３を「普通」「平均的」と肯定的に定義している場合が

多いため、今回も３以上の回答の割合を「肯定的回答」とした。 

 

（出典：平成 27 年度修了時アンケート報告書を一部改変） 
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資料 7-2-1-5  学業の成果に関する博士前期課程（工学系）修了生アンケートの結果 

 

問４．茨城大学工学部（又は大学院理工学研究科）で学ぶことで、課題をみつけ解決す

る能力が身についたと思いますか。 

  

   

 

 

問５．茨城大学工学部（又は大学院理工学研究科）で学ぶことで、論理的な記述力、口

頭発表力、討議などのコミュニケーション能力が身についたと思いますか。 

  

   

 
 

問７．茨城大学工学部（又は大学院理工学研究科）で学ぶことで、計画的に仕事を進め、

まとめる能力が身についたと思いますか。 

  

   

 
 

問８．茨城大学工学部（又は大学院理工学研究科）で学ぶことで、チームで仕事をする

ための能力が身についたと思いますか。 
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問９．茨城大学工学部（又は大学院理工学研究科）で学ぶことで、技術が社会や自然に

及ぼす影響と、技術者の社会に対する責任について理解が深まったと思いますか。 

 

   

 

 

問 10．茨城大学工学部(茨城大学大学院理工学研究科)で学ぶことで、総合的に見てこれ

からの技術者に必要な能力が身についたと思いますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：平成 26 年度外部アンケート調査報告書、P.7～13）  

 

 

資料 7-2-1-6  2014 年博士前期課程（工学系）学生の学術関係の受賞状況） 

 

理学系 

・日本原子力学会 フェロー賞 ２名 

・日本医学物理学会学術大会 大会長賞 ２名 

・日本生化学会 JB 論文賞受賞 ２名 

・日本プロセス化学会 日本プロセス化学会優秀賞受賞 １名 
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・日本地質学会 研究奨励賞受賞 １名 

・日本化学会関東支部茨城地区研究交流会 優秀賞 ２名 

・日本化学会関東支部茨城地区研究交流会 奨励賞 ２名 

・日本化学会 欧文誌論文賞 １名 

 

工学系 

・砥粒加工学会学術講演会 優秀講演賞 １名 

・茨城デジタルコンテンツソフトウェア大賞アプリ部門 最優秀賞 １グループ 

・日本生科学会関東支部例会 ポスター賞 １名 

・国際会議 International Conference on Materials Science and Technology (ICMST) 2014  BEST 

POSTER 賞 １名 

・応用物理学会学術講演会 講演奨励賞 １名 

・日本機械学会関東支部茨城ブロック 優秀講演発表賞 ２名 

・電気学会東京支部茨城支所     優秀講演発表賞 ８名 

・地盤工学会関東支部発表会     優秀発表賞２名 

・国際工作機械技術者会議エクセレントポスターアワード賞 ３名 

・ライフサポート学会大会バリアフリーシステム開発奨励賞  １名 

・日本分析化学会関東支部茨城地区優秀ポスター賞３名 

・日本化学会関東支部茨城地区奨励賞１名 

・日本化学会関東支部茨城地区優秀賞              １名 

・応用物理学会国際会議 ヤングサイエンティストアワード賞 １名 

・日本粘土学会学術振興基金賞          １名 

・日本水環境大会学生ポスター発表賞        １名 

 

（出典：理学部学務係資料、工学部学務第二係資料） 

 

(水準) 期待される水準を上回る。 

(判断理由)   

博士前期課程では、ほぼ収容定員数の学生が在籍し、その約 90％が標準就業年限の２年

間で修了している。学生の研究成果は専門分野の学会等での発表が奨励されており、多く

の学生が成績優秀賞や学会での優秀発表賞などを受賞している。また、学業の成果に関す

る学生からの評価について、授業アンケートから判断すると、「履修して良かったと思う」

や「成績評価法も適切だった」との肯定的な評価が多く、授業内容についてもほぼ理解で

きたとの評価であった。 

 さらに、平成 26 年度に実施した工学系卒業生に対するアンケートでは、「工学教育は役

に立った」と肯定的な評価であり、身に付けた資質に関する問いに関しても、コミュニケ

ーション能力、計画性、協調性に関して、平均以上の評価で肯定的な評価であった。 

このことにより、大学院における教育は、在学時においても、卒業後においても有益で

あり、期待される水準を上回ると判断される。 

 

 

 

観点 進路・就職の状況  

(観点に係る状況) 

平成 22 年度から平成 27 年度の修了者の進路先を資料 7-2-2-1 に示す。就職率は高く、

順調に修了生を社会に送り出すことができていることが分かる。資料 7-2-2-2 は平成 27 年

度の職業別就職者数である。研究者、技術職、教員など本研究科で学んだこと活かしてい

ると考えられる分野には前期課程で 91.9％が、後期課程で 89.3％が就職していている。ま

た産業分類別就職者数は資料 7-2-2-3 であり、製造業など理工学研究科の教育研究分野に

関する業種が多い。 
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博士前期課程（工学系）では、平成 26 年 12 月に修了生（資料 7-2-2-4）と就職先企業

等（資料 7-2-2-5）に対してアンケート調査を実施し、外部アンケート調査報告書として

まとめた。具体的には学習効果の有効性（基礎教育、専門教育、基礎と専門のバランス、

教養教育、英語教育、日本語能力、講義レベル、カリキュラムの妥当性）、教育環境、およ

び計画性や協調性、倫理観等が調査された。企業アンケート結果に対して学部卒業者と前

期課程修了者を別々に集計することはできないので、ここでは同じデータを用いる。200 人

の博士前期課程（工学系）修了生に学生アンケートと企業アンケートを送付し、企業アン

ケートは本人から上司や人事部へ回付してもらうこととし、14 社から回答を得た。卒業生

の能力・資質に関する企業からのアンケート結果を見ると、工学の基礎・専門教育と問題

解決能力は評価が高い。コミュニケーション能力や職務遂行能力に関しても、５段階評価

（５が最良）の平均で 3.7 点以上となっており、それら能力への評価が高いことがわかっ

た。 

 

 

資料 7-2-2-1  理工学研究科修了者の進路（H25-27） 

 
・博士前期課程 

 

 

 

 

 

・博士後期課程 

 

 
 
 
 

（出典：学校基本調査） 

修了年度 修了生 就職者 進学者 不明・その他 就職率 

平成 25 年度 342 人 308 人 15 人 1 人 94％ 

平成 26 年度 323 人 287 人 11 人 2 人 93％ 

平成 27 年度 327 人 301 人 11 人 3 人 95％ 

修了年度 修了生 就職者 進学者 不明・その他 就職率 

平成 25 年度 18 人 15 人 0 人 2 人 83％ 

平成 26 年度 27 人 24 人 0 人 1 人 89％ 

平成 27 年度 36 人 28 人 1 人 7 人 81％ 

  
 

資料 7-2-2-2  職業別就職者数（平成 27 年度） 

 

 職業別 理工学研究科（前期） 理工学研究科（後期） 

1 研究者 8 14

2 農林水産技術者 0 0

3 製造技術者（開発） 115 7

4 製造技術者（開発除く） 36 0

5 建築・土木・測量技術者 28 1

6 情報処理・通信技術者 47 0

7 その他の技術者 20 2

8 教員 8 1

14 その他  23 3

（出典：学校基本調査） 

 

 

資料 7-2-2-3 産業別就職者数（平成 27 年度） 

産業別 理工学研究科（前期） 理工学研究科（後期） 

A 農業 1 0
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D 建設業 25 1

E 製造業 161 16

F 電気・ガス・熱供給・水道業 15 0

G 情報通信業 36 1

H 運輸業・郵便業 6 0

I 卸売・小売業 3 0

L 学術研究専門・技術サービス業 15 1

N 生活関連サービス業、娯楽業 1 0

O 教育学習支援業 10 7

Q 複合サービス事業 1 0

R サービス業 3 1

S 公務 8 1

 
（出典：学校基本調査） 

 

 

資料 7-2-2-4  卒業生アンケートの調査項目（抜粋） 

 
質問１ 茨城大学工学部（または大学院理工学研究科）で学ぶことで、教養・基礎学力が身

についたと思いますか。 

質問２ 茨城大学工学部で学ぶことで、専門的な知識と技術が身についたと思いますか。 

質問３ 茨城大学工学部（または大学院理工学研究科）で学ぶことで、論理的思考能力が身

についたと思いますか。 

質問４ 茨城大学工学部（または大学院理工学研究科）で学ぶことで、課題をみつけ解決す

る能力が身についたと思いますか。 

質問５ 茨城大学工学部（または大学院理工学研究科）で学ぶことで、論理的な記述力、口

頭発表力、討議などのコミュニケーション能力が身についたと思いますか。 

質問６ 茨城大学工学部（または大学院理工学研究科）で学ぶことで、自主的、継続的に学

習する能力が身についたと思いますか。 

質問７ 茨城大学工学部（または大学院理工学研究科）で学ぶことで、計画的に仕事を進

め、まとめる能力が身についたと思いますか。 

質問８ 茨城大学工学部（または大学院理工学研究科）で学ぶことで、チームで仕事をする

ための能力が身についたと思いますか。 

質問９ 茨城大学工学部（または大学院理工学研究科）で学ぶことで、技術が社会や自然に

及ぼす影響と、技術者の社会に対する責任について理解が深まったと思いますか。 

質問１０ 茨城大学工学部（茨城大学大学院理工学研究科）で学ぶことで、総合的に見てこ

れからの技術者に必要な能力が身についたと思いますか。 

質問１１ 茨城大学工学部（茨城大学大学院理工学研究科）の教育に関してご意見がありま

したら、ご記入をお願いします。（自由記述） 

（出典：外部アンケート（平成 26 年 1 月）） 

 

 

資料7-2-2-5   修了生を受け入れた企業からのアンケート結果 

 

質問１ 茨城大学工学部卒業生（または大学院理工学研究科修了生）は、教養および基礎学力を身に

つけていると思いますか。 
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質問２ 茨城大学工学部卒業生（または大学院理工学研究科修了生）は、専門的な知識と技術を身に

つけていると思いますか。 

 

 
 

質問３ 茨城大学工学部卒業生（または大学院理工学研究科修了生）は、論理的思考能力を身につけ

ていると思いますか。 

 

 
 

 

質問４ 茨城大学工学部卒業生（または大学院理工学研究科修了生）は、論理的な記述力、口頭発表

力、討議などのコミュニケーション能力を身につけていると思いますか。 

 

0
20
40
60
80

100

1.
全く思わない

2 3 4 5.
とても思う

［％］

0
20
40
60
80

100

1.
全く思わない

2 3 4 5.
とても思う

［％］

0

20

40

60

80

100

1.
全く思わない

2 3 4 5.
とても思う

［％］



茨城大学理工学研究科 分析項目Ⅱ 

－7-30－ 

 
 

質問５ 茨城大学工学部卒業生（または大学院理工学研究科修了生）は、英語能力を身につけている

と思いますか。 

 

 
 

質問６ 茨城大学工学部卒業生（または大学院理工学研究科修了生）は、職務遂行能力を身につけて

いると思いますか。 

 

 
 

質問７ 茨城大学工学部卒業生（または大学院理工学研究科修了生）は、技術者の社会に対する責任

について理解していると思いますか。 
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質問８ 茨城大学工学部卒業生（または大学院理工学研究科修了生）は、総合的に見てこれからの技

術者に必要な能力を身につけていると思いますか。 

 

 
 
（出典：外部アンケート（平成 27 年 1 月）） 

 

 

(水準) 期待される水準を上回る。 

(判断理由)  
  理工学研究科博士前期・後期課程修了者の就職率は３年平均９割以上と高く、その就職

先は職業別・産業別先からも、高い割合で企業等のニーズと合致していると判断できる。 

 また、卒業生及び就職先企業に対して実施したアンケート調査結果は調査報告書として

取りまとめられており、概ね肯定的・好意的な調査結果が得られている。 

  これらのことにより、本研究科の人材育成の目的に則した高度専門職業人育成が図られ、

企業等ニーズに合った高い就職率を維持していることにより、期待される水準を上回ると

判断する。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 
 

（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

前期課程では教育の点検評価・改善に関して、学生による授業評価、教員による授業評

価、専攻 FD を主要な活動と決め、それらを着実に実施する体制を確立した。特に教員によ

る授業評価をその特徴と考えており、学生による授業評価アンケート結果をもとに、授業

担当者は、履修学生数・成績などの基礎情報、シラバスと実施授業の関係、前年度の課題、

学期中途の中間アンケートや学期末の授業アンケートと改善策との関係、次年度への課題

と改善策等の自己点検を行うシステムとなっている。さらに、学期ごとの専攻 FD において

その内容が検討され、専攻カリキュラム全体の点検・評価・改善策とともに実施報告書と

して提出される。このように、教育内容と教育方法の継続的な点検と改善を各科目のレベ

ルから研究科前期課程全体のレベルまで一貫して行う体制となっており、また着実に実施

されている。その結果は、工学系は FD 報告書として一般に公開されている。理学系は、実

施報告書の作成は行わず、その代わりに学部と合同で FD 研修会を実施し、各専攻での FD

の結果を報告し共有している。 

 

（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

修了生の就職状況は、90%以上と良好である。また、卒業時アンケートや就職先企業等に

対してアンケート調査を実施している。これらを総合して、社会からの要請に従った教育

活動が行われていると判断している。前期課程では、学生や社会からの要請に対して、様々

な取り組みを積極的に行っている。最先端の科学技術を学生に教授するため、連携大学院

制度の充実を図ると共に学外の著明な研究者にも協力を得て先端科学トピックス（社会公

開セミナー）を定期的に年間 18 回開講し、多くの学生や学外者の科学技術の知識向上に努

めている。学生のための国際会議を定期的に実施しており、その準備のための講義も実施

することにより、学生および就職先から要請が強い学生の英語力・発表力・文章力アップ

を図っている。 
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Ⅰ 農学部の教育目的と特徴 
 

１ 農学部の教育目的 

農学部においては、幅広い教養と、農学に関する専門的知識を修得させ、もって生命を

支える食料と環境の問題について科学的視点から多面的に検討し、解決する力を身につ

けた人材並びに修得した知識や技術を駆使した研究を進め、グローバル社会の中でそれ

を活用し、持続的な社会の発展に貢献することができる人材を育成することを目的とす

る。 

 

２ 各学科の教育目的 

（1）生物生産科学科 

世界の人口増加が予想される中での食料不足や地球的規模での環境破壊を克服してい

くためには、環境保全に配慮しながら農産物の生産システムをさらに改善し、効率的で

持続可能なものとする必要がある。そのため、生物生産科学科では、作物(食用作物、園

芸作物、飼料作物)や動物(家畜などの産業動物) を、高品質で安全な生産物として持続

的に生産するために必要な知識、技術、問題意識を学び、これを発展させる人材の育成

を目指している。 

（2）資源生物科学科 

バイオテクノロジーや分子生物学などの先端的な生命科学、貴重な生物資源を育む地

球環境の修復・保全に係わる環境科学、酵素学や食品成分に係る食品科学に関する専門

知識と実験技術とともに社会人として必要な高い教養と主体的に考える力を身につけ、

21 世紀の重大課題である食料問題、資源・エネルギー問題および環境問題を解決できる

能力と豊かな想像力を持った人材の育成を目指している。 

（3）地域環境科学科 

環境に配慮した持続可能な地域のあり方に関する基礎的・応用的な教育・研究を行っ

ている。特に農業・農村地域を対象に食料生産基盤と生活環境の保全・再生、持続型社

会の創造を目指して活躍する人材の育成を目的としている。 

 

３ 農学部の教育の特徴 

茨城大学農学部は、３学科の中に、植物生産科学、動物生産科学、資源生物科学、地域

環境工学、緑環境システム科学の５つのカリキュラム持ち、それぞれ特色ある教育および

地域連携活動と産学連携活動を展開している。また、附属フィールドサイエンス教育研究

センターはフィールドサイエンス分野の教育と地域連携活動の拠点となっている。また

全学共同利用施設の遺伝子実験施設とはバイオテクノロジー分野で農学部と密接に協力

体制を築いている。学士課程修了後、大学院農学研究科（修士課程）、さらには東京農工

大学大学院連合農学研究科（博士課程）に進学してさらに研鑽を積む学生も多い。 

 

 

［想定する関係者とその期待］ 

茨城大学農学部が想定する関係者は、直接的には在学生及びその家族、卒業生が活躍する

職場や地域社会であるが、間接的にはすべての国民と国際社会である。農学は、食料の安定

供給と生物資源の高度利用を目指す科学を基本としつつ、現在、今世紀のキーワードである

食料、生命、環境、エネルギーを含む総合科学へと発展している。茨城大学農学部には、こ

れらの様々な課題を的確に理解し、問題解決に向けて社会で指導的な役割を果たすことの

できる人材を育成することが期待されている。 
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 
 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制  

(観点に係る状況) 

茨城大学農学部では、３つの学科に５つのカリキュラムを配置し学生の教育を教員１名

あたり４年生ならば約 2.2 名という少人数教育を行っている。想定する関係者の意見を踏

まえ、第２期中に学部改組（平成 29 年度から）を行うことを決定した（資料 8-1-1-1）。 

農学部には生物生産科学科、資源生物科学科、地域環境科学科が設置されており、学部全

体の入学定員は 115 人で、各学科の定員はそれぞれ 45、35、35 人である。これに３年次編

入生が学部全体で 10 人加わり、３年次生以上では各学年 125 人となる。各カリキュラムの

学生定員と現員は資料 8-1-1-2 に示す。 
平成 27 年 10 月現在の教員数は 59 名であり（資料 8-1-1-3）、全教員の 98％が博士の学

位を有している。各学科では平成 23 年度より学年担任制を採用している。 
当学部では男子学生が 273 名に対し女子学生が 237 名であり、全学生の 46.5％が女子学

生であるが、第１期末には女性教員が１名しか在籍していなかった。そこで第２期中には、
女性教員の積極的な採用を行い４名へと増員したことで、女子学生への相談や支援体制が
充実され、教員１人当たりの学部学生数は約 8.9 人、４年生だけでは教員１人当たり約 2.2
人となった。 
農学部における内部質保証システムは、教員－カリキュラム－学部の３つの階層化を進

めている。各教員は、半期ごとに大学戦略・IR 室から成績分布、授業アンケート結果を web
システム経由で提供を受け、概ね３科目程度を目安に授業点検を実施する（資料 8-1-1-4）。
カリキュラムの階層では、就職先へのアンケートや卒業生アンケートの結果を共有し、教育
目標に沿った人材が輩出できているかどうかの点検を行っている。また、授業アンケートの
結果を用いて毎回テーマを定め（例えば、資料の用い方が好評な教員を探す等）、授業相互
レビュー（授業参観）を行っている。加えて、平成 27 年度よりアクティブ・ラーニングの
全学展開に伴い（農学部の専門科目での導入率 76％）、学修成果の測定や関連 FD ミーティ
ングを実施している。学部の階層では、FD 研修会を行って授業アンケート結果の学科間比
較や担任制の有効度合いなどを議論している。また、教育の質の向上を目的とし、平成 26
年度から教育課程の見直しを実施するとともに、平成 29 年度からの改組について議論を行
ってきた。特に平成 29 年度からの改組については、茨城県農林水産部、ジェトロ茨城など
農学部が想定するステークホルダーとの意見交換や調査を行い、社会との繋がりを密にし
た教育課程を編成した学科改組案を平成 27 年度中に決定することができた（資料 8-1-1-
5）。そして、この改組案の実現は茨城県などの関係者から非常に期待されている（別添資料
１）。 
入学試験においては前期日程、後期日程、推薦、私費外国人の４種類の入試を実施し、学

部のアドミッション・ポリシーに即して多様な学生の確保に努めている（資料 8-1-1-6）。

また、推薦入試合格者に対しては入学までの期間に自主学習課題を課し、基礎学力の向上を

図っている。 
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資料 8-1-1-1 改組案作成に係る意見交換・調査概要  

（文科省事前相談資料（H27年5月27日）一部改）

コミュニケーション能力 課題発見力・解決力 論理的思考力

 スーパーマーケットなので、農作物の流通経路等の農業経
済学を学んでほしい
 食品を扱うので「食品衛生管理者」の資格を修得してほしい
 海外の方と接することがあるため語学力を高めてほしい

 農地の復旧や担い手の確保など課題が多く、被災地の復興
に貢献したいという熱意のある学生を育ててほしい

具体的意見・課題

必要
８０％

必要
６９％

必要
４９％

働く上で必要な能力・課題
（平成26年度企業アンケート：35社回答）

全国第２位の農業産出額を誇る「茨城」の利
点を活かした、農産品のブランド化、国際化と
地域活性化

 茨城県産品のブランド化・高付加価値化
 農産物輸出
 ６次産業化と農商工連携
 女性や若手を含む担い手の育成

茨城県からの要請

（茨城県農林水産部、ジェトロ茨城との連携に係る意見交換会）
H26.8.11、 H26.12.2、H27.3.23、 H27.7.16 、H27.9.7実施

（文科省事前相談資料（ H27年10月6日）改）

⾷料・⾷品の国際化に教育に関する意識調査
（いばらき農林⽔産物等輸出促進協議会アンケー３４社回
答）

【英語力強化の教育】 【HACCP管理者資格の取得】

高校生 保護者

知名度・歴史がある 60 7

研究・教育が優れている 149 79

好きなことや専門分野が学べる 337 159

就職実績が高い 61 58

資格や専門技術が得られる 61 51

国公立大学である 202 81

私立大学である 0 0

自分の学力レベルに合っている 98 30

学費など経済的負担が少ない 80 62

自宅から通学できる 43 23

その他 4 2

合計回答数 1095 552

進学先を決定するにあたり重視すること
（高校生、既卒者（４５１人）、保護者（２１８人）アンケート）

（文科省事前相談資料（H28年2月7日）一部改）

（文科省事前相談資料（H27年11月16日）改）

（出典：文科省事前相談資料） 

 

資料 8-1-1-2 学科別の学生定員と現員 
平成 26 年５月現在 

 
 
 

学科 

定員 現員 

１

学

年 

総定

員 

１年

次 

２年

次 

３年

次 

４年

次 
合計 

生物生産科学科 

 植物生産科学カリキュラム 

 動物生産科学カリキュラム 

 総合カリキュラム 

45 180 46 46 47 56 195 

資源生物科学科 

 資源生物科学カリキュラム 
35 140 37 35 43 47 162 

地域環境科学科 

 地域環境工学カリキュラム 

 緑環境システム科学カリキュラム 

35 140 39 36 38 51 162 

(３年次編入学(３学科計)) 10 20      

合計 125 480 122 117 128 154 519 

（外国人留学生を含む) 

（出典：茨城大学農学部 2014（一部修正）） 

 
資料 8-1-1-3 教員組織の構成（平成 27 年 10 月現在） 

領域 専門分野 教授 准教授 講師 助教 計 

生物生産科学 
植物生産科学 6 4 0 0 10 

動物生産科学 5 3 2 0 10 

資源生物科学 
応用生命科学 6 3 0 0 9 

農業化学生態学 4 2 0 0 6 

地域環境科学 
地域環境工学 4 4 0 1 9 

緑環境システム科学 5 4 1 0 10 

フィールドサイエンス教育研究センター 1 3 0 0 4 
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合計 31 23 3 1 58 

（出典：茨城大学概要 2014（一部修正）） 

 
資料 8-1-1-4 授業点検の項目 
 
（１）昨年度の授業を終えて、課題として残った点とその改善策 

（２）本年度授業の成績評価分布 

（３）本年度授業アンケートでの「授業の理解度」に関する設問の結果 

（４）本年度授業アンケート結果の分析によって出てきた問題点、および改善策等で生まれた良かった

点 

（５）(4)の問題点について、来年度の授業での改善策 

（６）その他の意見、カリキュラム等への提言 

（７）シラバスにアクティブ・ラーニング要素の導入を行ったかについて 

（８）シラバスにアクティブ・ラーニング要素を記載することでアクティブ・ラーニング授業を意識的

に行うようになったか？ 

（出典：茨城大学・教育改善情報提供システム） 
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資料 8-1-1-5 新学科の概要 

食生命科学科の特色

 生物、化学系科目の重点的に学びます
（例：生化学、有機化学、分子生物学など）

 卒業後の進路選択に繋がる実験技術を修得します
（例：生物学実験、化学実験、機器分析実験など）

英語での授業と海外留学を通じて、食品

安全の専門家として海外で活躍できる力

を身につけます

コースの特色
英語力をより強化します

（卒業時にTOEIC 700点以上を目標）
半年間の海外留学を行います

バイオサイエンスコース（仮称）

生命科学に関する専門科目と実験の履

修によりバイオ産業で活躍できる知識と

技術を身につけます

コースの特色
各生物種（動物、植物、微生物）を

深く学びます
先端的実験技術を修得します

地域総合農学科の特色

 社会科学系科目を学び農業と社会との繋がりを意識させます
（農業経済学一般、農業経営学、地域計画学など）
 農業・環境科学系科目を基礎から学びます。（作物学、園芸学、農業と水と土など）
 地域と連携した講義、実習を行います

農業科学コース（仮称）

農作物や園芸作物などの生産技術や品

種開発の専門知識に加え、農業経営な

どについても学修し、地域の農業生産を支
える力を身につけます

コースの特色
栽培や植物防疫について専門的に

学びます
実習を通じて農業技術を学びます

地域共生コース（仮称）

農地と水の利用に関する専門科目と実習

に加え、地域の問題を社会科学的観点か

ら考察することで豊かな地域づくりを支え

る力を身につけます

コースの特色
 農業と水・土等について専門的に

学びます
社会調査を通じて地域課題の解決法

を学びます

国際食産業科学コース（仮称）

 

（出典：農学部資料） 

 

別添資料１ 茨城大学農学部の改組に対する要望書 
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資料 8-1-1-6 平成 27 年度茨城大学農学部入学試験実施状況 
 

学科 

前期日程 後期日程 

募集 

人数 

志願

者数

受験

者数

合格

者数

入学

者数

募集

人数

志願

者数

受験 

者数 

合格 

者数 

入学

者数

生物生産学科 28 79 75 34 28 7 127 127 17 7 

資源生物学科 24 79 76 28 24 5 78 78 11 5 

地域環境科学科 23 116 109 27 24 5 95 94 14 5 

合計 75 274 260 89 76 17 300 299 42 17 

 

学科 

推薦入試 私費外国人入試 

募集 

人数 

志願 

者数 

受験

者数

合格

者数

入学

者数

募集

人数

志願

者数

受験 

者数 

合格 

者数 

入学

者数

生物生産学科 10 33 33 11 11 若干名 7 5 2 2 

資源生物学科 6 23 23 7 7 若干名 13 7 1 0 

地域環境科学科 7 14 14 7 7 若干名 3 1 0 0 

合計 23 70 70 25 25 若干名 23 13 3 2 

（出典：茨城大学概要 2015） 

 

(水準) 期待される水準を上回る。 

(判断理由) 

農学部においては、大学戦略・IR 室と連携し内部質保証のシステムの構築を図った。成

績分布、授業アンケート結果に基づき、質の保証に係る要素を抽出し、概ね６科目程度（前

後期それぞれ３教科）を目安に授業点検を実施した。加えて、FD 研修会を行って授業アン

ケート結果の学科間比較や担任制の有効性などを議論した。 

さらに、就職先へのアンケートや卒業生アンケートの結果を共有し、教育目標に沿った人

材が輩出できているかの点検を行った。このようなアクティブな活動を踏まえ、平成 26 年

度からの教育プログラムの再編や平成 29年度からの改組を行なうことを第２期中に決定し

たことから、期待される水準を上回るものと判断される。 

 

観点 教育内容・方法 

(観点に係る状況) 

 農学部における３つのポリシーは資料 8-1-2-1 のように定められ web サイト等で公表さ

れている。これらのポリシーに沿って教育課程を編成し、５つのカリキュラムで教育活動を

実施している。資源生物科学科には、食品衛生管理者任用資格を取得できる特別カリキュラ

ムがあり、毎年 13 名程度が資格を取得している（資料 8-1-2-2）。平成 21 年に文部科学省 

大学教育・学生支援推進事業〔テーマＡ〕大学教育推進プログラム「初年次からの食のリス

ク管理教育プログラム」が開始され平成 23 年度までプログラムの運営と改善を行った。こ

のプログラムは現在も恒常化させて運用しており、平成 29 年度からの改組では、食生命科

学科において、同プログラムを体系的な教育課程の中で融合し、食料、食品の安全等に関す

る HACCP 管理者資格及び食品衛生管理者並びに食品衛生監視員資格の取得を可能とするプ

ログラムの中に完全に取り込むこととなった。 

 平成 12 年度から農学が対象とする食料や生物資材、生命、環境等の課題をシステムとし

て全体的に理解するために自然科学や社会科学・人文科学を横断した総合的教育「専門基礎

科目」を開始した。これらの科目群では生物学、工学、経済学などの農学の隣接分野の理論

や手法を基礎にしつつ、それらの教育の中で農学分野における課題の分析・解決を目指した

農学特有の視点や実践的能力を養成することも目的としている。平成 26 年度からは、教育

課程の見直しを実施し、専門基礎科目は「農学基礎科目」として位置付け、１年次生向けに

「農学入門」「農学基礎（食料）」「農学基礎（生命）」「農学基礎（環境）」の４科目を配置し、

２年次生向けには主に附属農場を活用した「農学実習」を配置している。これらの基礎科目

では、すべての学生が受講するだけでなく、農学部全教員も原則的に何らかの形で携わる科

目群となっており、農学を総合科学として捉えるための多様な視点や、農学的視点での「も
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のの考え方」の涵養のための全カリキュラム共通の必修科目である。授業アンケートからは

これらの科目を受講することにより当該分野に興味が持てるようなった学生の割合は平均

で 96.2％であり、受講したことが有意義であったと感じている学生は 96.5％であることか

ら導入の目的は十分に満たしていると考えられる（資料 8-1-2-3）。 

 平成 27 年度からは、本学では生涯にわたって常に新しい理論、手法、技術の修得を心掛

け、学問の最新化を意識する姿勢を持ち、主体的に考える力や問題解決能力を持った人材を

育成するための能動的学修（アクティブ・ラーニング（AL））を推進している。農学部でも

71.8%の科目が１つ以上の AL 要素（全学で 17 要素を定義）を提示している。農学部では、

従来から講義と実験・実習（演習の場合もある）の相乗効果に配慮したカリキュラム編成を

行っていたが、全学的な AL 導入を受けて、シラバス上に全学で定めた 17 の AL 要素のどれ

を含むのかを明記するようになった。 

学部学生が参加できる海外（アジア・太平洋地域）での教育プログラムを２つ新たに設置

し、学生の国際教育への要望に応えてきた。平成 25 年度に開始された「国際インターンシ

ップ」では 36 名の学生を２週間程度の短期プログラムとして海外に派遣した。平成 26 年

度には、東京農工大学及び首都大学東京とのコンソーシアムで平成 25 年度文部科学省「大

学の世界展開力強化事業」の取組の中心学部として ASEAN 地域との留学交流（派遣・受入）

に関わる科目群「AIMS プログラム」を開講し 17 名の農学部生を海外に派遣した（資料 8-1-

2-4）。 

3 年次の専門科目の一つとして企業等でのインターンシップを開講している（資料 8-1-

2-5）。民間企業や官公庁等での実際の業務を体験することにより、大学では学ぶことが困難

な経験や知識を修得するとともに、大学における新たな学修の動機付け、将来の進路選択の

指針、社会人となるための素養などを学生自身が積極的に身に付けることを目標としてい

る。大学が委託した受入先への派遣に当たっては担当教員に加えてコーディネーターを配

置し、事前研修ならびに報告会を開催し、その効果を高めている。また、受入先の開拓と就

職活動への波及効果のため「１day インターンシップ」や「就活相談会」を併せて開催して

いる。履修者は 40％を超えており、これまでに企業からのマイナスのコメントはなく、履

修前後の自己評価ならびに企業評価の分析から、全体的な社会人基礎力の向上がみられて

いる。 

 事前・事後学習の内容は「予習、復習のポイント」としてシラバスに掲出している。学生

の授業アンケートで「シラバスどおりだった、科目選択の役に立った等」の好意的に回答し

た学生の割合は 88.9％であることから、ほとんどの学生は事前・事後学修の必要性につい

て認識している。検証作業は、授業アンケート等で測定している授業外学修時間の実測値を

教員に通知の上、全員が自己点検を行っている。現在、１科目あたりの授業外学修時間は 77

分であり、１時間以上学修している学生の割合は 43.1％である（資料 8-1-2-6）。自主的・

自律的な学修を支える施設設備としては、平成 27 年度にラーニング・コモンズを整備し、

アクティブ・ラーニングの場としても活用している（資料 8-1-2-7）。 

 当学部の１年生は本部がある水戸キャンパス、２年生以上が阿見キャンパス（水戸市の約

60km 南方）に配置される。当学部では、初年時における学部教員による学修動機の向上や

支援が重要と考えており、1年次開講の主題別ゼミナールでは、阿見キャンパスおいて学修

する「阿見オリエンテーション」を春と秋の２回実施している。全学での成績不振学生の基

準とその対応方針は策定されているが、当学部では、必修の科目で３回以上欠席した学生に

は担任がすぐにコンタクトを取り、相談に乗るなどの対応を行っている。 

 

(水準)期待される水準を上回る。 

(判断理由) 

農学を総合科学として捉えるための多様な視点や、農学的視点での「ものの考え方」を涵

養するための「農学基礎科目」は十分に学生に受け入れられている。また、国際インターン

シップで 36 名、AMIS プログラムで 17 名の学生を海外に派遣している。単位の実質化のた

めの学修成果の測定と点検評価・FD を継続的に実施している。平行して環境整備（ラーニ

ング・コモンズ）も進めており、期待される水準を十分に上回っているものと考えられる。 



茨城大学農学部 分析項目Ⅰ 

－8-9－ 

 

資料 8-1-2-1 ３つのポリシー（学部） 

 

アドミッション・ポリシー 

・ 農学を学ぶ上で、高等学校で履修する主要科目の内容を理解している人 

・ 農学に関する専門知識を主体的に習得し、社会で活用する意欲を有する人 

・ 自然との共生社会の実現のために、生涯にわたり学び考え続ける意志を有する人を求

めています。 

 

カリキュラム・ポリシー 

・「環境と調和した生物資源の生産と利用」、「生物資源の機能性や有用性の科学的理解」

をめざす教育を行います。 

・「生命を支える食料と環境」の問題を科学的に理解する総合知識と専門技術を身につけ

た専門職業人を育成します。 

・「食料・生命・環境に関する総合的な知の力」を備え、多角的な視点から問題解決を行

い、21 世紀のグローバル社会の中で自立的かつ豊かに生きる市民を育成します。 

 

ディプロマ・ポリシー 

・ 環境と調和した生物資源の生産と有効利用に関する高度な専門知識や技術を身につけ

た人材を育成します。 

・ 生命を支える食料と環境の問題について科学的視点から多面的に検討し、解決する力

を身につけた人材を育成します。 

・ 修得した専門知識や技術をグローバル社会の中で活かし、持続的な社会の発展に貢献

する意欲を持った人材を育成します。 
 
（出典：茨城大学 web サイト及び農学部履修案内） 

 

資料 8-1-2-2 食品衛生管理者任用資格取得者 

 

資源生物科学科特別カリキュラム 年度別卒業者数（人） 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 

4 5 19 20 13 18 

（出典：農学部学務係資料） 

 

資料 8-1-2-3 農学基礎科目の概要と効果 
科目名 開講期 内容 

農学入門 １年前

期・２

単位 

農学に関わる人々は、食料、生命、環境などに関わる個別な問題や複合的な

課題を総合的かつ有機的に理解し、21 世紀を生きる上でますます重要となる

資源循環型社会の形成にについて考えることが必要です。本授業では、食料、

生命、環境の科学に関する個別事象のみならず、それらの複合的な知識を習

得し、「農学の立場から」私たちが直面する諸課題に対して高い見識と展望を

持つ力を養います。 

農 学 基 礎

（食料） 

１年後

期・２

単位 

作物(食用作物、園芸作物など）や動物（家畜など）を、高品質で安全な生産

物（食料など）として持続的に生産し、利用するための教育、研究や技術開

発を行っている農学部教員団が、各々の専門分野の研究や技術革新の動向に

ついて講義を行い、初年次生の食料に関する理解を深め、各専門分野に関す

る好奇心を涵養する。 

農 学 基 礎

（生命） 

１年後

期・２

単位 

生物の多様性、遺伝子操作、植物の生理機能、動物の生体機能調節、動物の

こころと遺伝子、微生物バイオテクノロジーをキーワードに農学分野におけ

る生命科学研究の位置付け、重要性などと共に具体的な研究内容を平易に紹

介する。多角的な視点から生命活動に関わる生化学、化学、遺伝学など様々



茨城大学農学部 分析項目Ⅰ 

－8-10－ 

な分野を学修することで、農学における生命科学の概要を理解する。 

農 学 基 礎

（環境） 

１年後

期・２

単位 

農業や環境の問題は、人々の活動を原因とし、人々に影響を与えます。現在、

我々が直面している農業・環境に関する問題が、①どのような構造で発生し

ているのか、②どのような影響を人々に及ぼしているのか、③その問題をど

のように克服しようとしているのか、について、基礎、応用、エネルギー、

災害対応の４つのパートにわけて紹介します。 

農学実習 ２年通

年・１

単位 

農業生産の場において展開される各種農作業の体験を通して、季節感、環境、

農業および農作業の概念とその構成について理解を深める。また、農学の基

本概念について実体験を通じ理解できることを目指す。FS センターの圃場お

よび施設などの生産現場において、春から秋冬期にかけての農作業を通して

農業、農学についての基本的概念を体験的に理解する。 

 

○効果について 

科目名 
１回あたりの平

均学修時間（分） 
平均理解度 

当該分野に興味が

もてるようなった

学生の割合 

有意義だったと感

じた学生の割合 

農学入門 56.0 65.5 98.1 97.0

農学基礎（食料） 60.3 82.6 97.1 95.0

農学基礎（生命） 31.4 72.2 93.1 95.0

農学基礎（環境） 71.9 75.3 96.4 99.1

農学実習 80.6 95.1 96.4 96.3

（出典：平成 27 年度農学部授業アンケート結果をもとに大学戦略・IR 室で集計） 
 
資料 8-1-2-4 農学部の国際交流プログラム派遣学生数 

項目 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 

国際インタ（インドネシア） 7 11 (+1) 8 (+1) 10 (+1) 

AIMS 派遣（インドネシア） - 5 4 (+2) 6 

AIMS 派遣（タイ） - 0 1 (+2) 1 (+3) 

※カッコ内は理学部生の数、2013 年国際インタには農学研究科の修士学生 2 名も参加（計 9 名）        

(出典：農学部国際交流委員会取りまとめ資料 単位：人) 
 
資料 8-1-2-5 企業等へのインターンシップ履修人数 

年度 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

人数 13 17 44 53 44 52 55 

※授業として設定されているものに限る 

(出典：農学部学務係取りまとめ、単位：人) 

 

資料 8-1-2-6 授業外学修時間（平成 24-26 年度の平均値） 

単位：分 

学科 講義系 実験系 

生物生産 76.9 60.2 

資源生物 90.1 83.4 

地域環境 83.7 79.3 

その他（共通系） 64.9 － 

（出典：農学部授業アンケートを基に大学戦略・IR 室で集計） 
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資料 8-1-2-7  ラーニング・コモンズ（図書館農学部分館） 
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果  

(観点に係る状況) 

（１） 卒業状況から判断される学修成果 

平成 28 年３月までの６年間における学生の卒業状況を資料 8-2-1-1 に示す。学科および

年度ごとに変動はあるが、標準修業年限内での学位取得率の６年間の平均は地域環境科学

科の 91.2％～生物生産科学科の 94.1％であり、おおむね９割以上の学部生が 4年間で学位

を取得している。標準修業年限×1.5 年以内での取得率はこの５年間で 95.7～99.9％であ

り、農学部全体では 98％の学生が６年以内に卒業した。留年する学生の理由は個々様々で

あるため担任が個別に丁寧に対応している。担任制の導入によって平成 27 年度から留年率

の改善が認められた（資料 8-2-1-2）。 

 

資料 8-2-1-1  学生の卒業状況 

標準修業年限での学位(学士)取得率(％） 

学科 入学年度 H19 H20 H21 H22 H23 H24 平均 

生物生産学科 

標準修業年限内 94.2 95.6 93.6 93.5 93.8 91.5 94.14 

標準修業年限内 

×1.5 年以内 
98.1 100 100 100 97.9  99.2 

資源生物科学科 

標準修業年限内 88.4 92.7 88.9 97.6 90.0 83.3 91.9 

標準修業年限内 

×1.5 年以内 
95.3 95.1 95.6 100 92.5  95.7 

地域環境科学科 

標準修業年限内 89.2 94.6 87.9 86.8 97.5 94.7 91.2 

標準修業年限内 

×1.5 年以内 
100 100 100 97.4 97.5  98.98 

学部全体 

標準修業年限内 90.9 94.3 90.4 92.9 93.8 89.8 92.46 

標準修業年限内 

×1.5 年以内 
97.7 98.4 98.4 99.2 96.1  97.96 

うち留学生人数 

標準修業年限内 0 1 1 0 1 1 0.6 

標準修業年限内 

×1.5 年以内 
0 1 2 0 0  0.6 

（出典：農学部学務係資料） 
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資料 8-2-1-2  留年生の経年変化 

H21 H22

2010

H23 H24 H25 H26 H27

2009 2011 2012 2013 2014 2015

生物生産学科 1 1 2 2 2 3 1

資源生物科学科 0 0 3 2 4 2 3

地域環境科学科 2 2 3 3 3 3 1

留年者数合計 3 3 8 7 9 8 5

新入生より 順次
担任制度導入

担任制度導入
後初の卒業

最低卒業年限を超
える卒業生の減少

単位の厳格化
留年者の増加

 

（出典：農学部学務係資料） 

 

（２） 資格取得状況や学生の受賞状況から判断される学修成果 

平成 28年３月までの６年間における卒業時の資格取得状況は資料 8-2-1-3 に示すとおり

である。表中の高等学校教諭一種免許状の取得者については、一括申請該当者のみの数値で

ある。年度によって取得人数には変動が大きいが、６年間の平均で高等学校教諭一種免許状

を 10.2 人、家畜人工授精師を 6.5 人、食品衛生管理者・監視員の任用資格を 13.2 人、測量

士補の資格を 15.8 人程度が取得している。卒業生 113（平成 24 年度）～120 人（平成 22、

23 年度）中の 32～57 人（28.1～50.0％）が何らかの資格を取得して卒業している。農学部

の専門的職業教育のカリキュラムが十分に機能している証拠といえる。 

 

資料 8-2-1-3 卒業時の資格取得状況 

資格名 H22 H23 H24 H25 H26 H27 平均 

高等学校教諭一種免許状 10 12 9 8 17 5 10.17 

（内訳） 

理科及び 

農業 
0 0 0 0 0 0 0 

理科 3 9 7 5 12 3 6.5 

農業 4 3 2 3 5 2 3.17 

家畜人工授精師 7 4 12 5 9 2 6.5 

食品衛生管理者・監視員 4 5 19 20 13 18 13.17 

測量士補 20 20 16 14 18 7 15.83 

*教職は大学を通しての一括申請該当者のみ    

（出典：平成 28 年３月 農学部学務係資料） 

 

 学生の受賞状況を資料 8-2-1-4 に示した。学部生ではこの６年間では学会賞等の学外組

織の受賞はなかったが、茨城大学内での表彰制度で２件の該当があった。この２件はいずれ

も農学部内の学生ボランティアサークルの活動に対する表彰であり、本学が平成 27 年度か

ら採択された COC 事業の契機ともなった活動である。また、平成 27 年度には各学年の成績

優秀者６名の学生の表彰を行った。 
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資料 8-2-1-4 学生の受賞状況 
年度 活動内容 受賞名 

平成 25 年度 
のらボーイ＆のらガールの食農教育プロジ

ェクト－No Food．農 Life－ 

平成 25年度茨城大学優秀プロジェ

クト 

平成 26 年度 
のらボーイ＆のらガールの食農教育プロジ

ェクト－No Food．農 Life－ 

平成 26年度茨城大学優秀プロジェ

クト 

平成 27 年度 

農学部のクラス委員長として、学生と大学

との意見交換に尽力し学生生活の改善を図

るとともに、大学行事等への積極的支援を

する姿勢は、他の模範とするに足る行為と

認められる。 

茨城大学学生表彰（学内） 

（出典：農学部学務資料） 

 

（３）各種学生調査から見た学習成果 

各授業終了時に実施している授業アンケートの結果（平成 24～27 年度）を資料 8-2-1-5

に示す。授業アンケートの結果から、授業の理解度で普通（5段階の中央）以上を選んだ学

生と、授業の満足度で普通（4段階の中央）以上を選んだ学生の割合は高く、４年間の平均

で、92.4％の学生が普通以上に授業を理解できたと回答しており、83.1％の学生がその授業

に満足していた。 

 

資料 8-2-1-5 授業アンケート(学部)の結果 
年     度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 平 均 

授業の理解度で普通（5段階の中央）

以上を選んだ学生の割合（％） 
90.84 92.30 94.21 92.03 92.36 

授業の満足度で普通（4段階の中央）

以上を選んだ学生の割合（％） 
88.68 88.66 89.82 79.13 86.57 

（出典：農学部資料） 

 

資料 8-2-1-6 に学部卒業時のアンケート結果を示した。このアンケートは平成 26 年度卒

業生から実施し始めたもので、平成 26、27 年度の２年間の結果を示す。「農学部入学前に大

学教育に対して最も求めていたものは何ですか？」という質問に対して「豊かな教養を身に

付ける」「専門的な知識や技術を習得する」「研究で真理を探求する」「就職のための学歴を

得る」のように、いわゆる「学業」を求めて入学したと回答したものが合わせて 81%（平成

26 年度）～86％（平成 27 年度）と大半を占めた。また、「茨城大学農学部に入学して大学

教育に求めていたものが満たされましたか？」との質問に対して「満たされた」または「ど

ちらかといえば満たされた」と回答したものが全体の 84％（平成 26 年度）～74％（平成 27

年度）であり、逆に「満たされなかった」または「どちらかといえば満たされなかった」と

回答したものが合わせて 3％（平成 26 年度）～12％（平成 27 年度）であった。学生の大学

へのニーズが多様化している状況を考慮すると、全体の大半（80％以上）の学生が「学業」

を求めて入学し、全体の 74～84％の学生が農学部での４年間に対してプラスの評価をした

と理解することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



茨城大学農学部 分析項目Ⅱ 

－8-15－ 

資料 8-2-1-6 学部卒業時のアンケート結果 

「農学部入学前に大学教育に対して最も求めてい

たものは何ですか？」 

「茨城大学農学部に入学して大学教育に求めて

いたものが満たされましたか？」 

H27.3 H27.3 

H28.3 H28.3 

（出典：農学部卒業アンケート） 

 

 (水準) 期待される水準にある。 

 (判断理由)  
４年生が学年末に卒業する割合が 6 年間の平均で 92.5％であり大部分の学生は４年間で

卒業しているといえる。卒業時アンケートの結果によれば、大学教育に対して学業を最も求

めていたと回答した学生が全体の 81～86％で、プラスの評価を回答した学生が全体の 74～

84％であった。また授業アンケートの結果でも、平均で 92.4％の学生が普通以上に授業を

理解できたと回答しており、さらに 83.1％の学生がその授業に満足していた。つまり、勉

学に対する学生の評価はほぼ良好と判断される。以上のことから学業の成果は十分に優れ

ているといえる。 

 

観点 進路・就職の状況  

(観点に係る状況) 

平成 22年度から27年度の進路を資料8-2-2-1に示す。就職した者の割合は全体で62％、

進学した者は 30％であった。その他の８％は公務員試験準備、教員採用試験準備、帰国、

家事手伝い、未定の者などである。 

就職希望者の中での就職率はほぼ 100％である。平成 25 年度から 27 年度の職業別就職者

数（資料 8-2-2-2）からは、専門的・技術的職業には 24％が就いていることが分かる。産業

別就職者数（資料 8-2-2-3）からは、製造業、公務員、卸売・小売業、学術研究専門・技術

サービス業に就く者が多いことが伺える。 

平成 26 年度に過去６年間に茨城大学農学部から採用実績がある企業や地方公共団体等を

対象に、「茨城大学農学部の教育と卒業生について」のアンケート調査を実施した。78 企業・

団体等に郵送でアンケート用紙を送り、35 企業・団体等から回答を得ることできた。「農学
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部卒業生・修了生が、特に優れている」という問いに、多くの企業・団体等から「一般教養・

基礎学力」、「専門知識・専門技術」や「論理的思考能力」等の項目があげられていた。 

 

資料 8-2-2-1 平成 22～27 年度における卒業生の進路（平均値）                    
学科 

区分 

生 物 生 産 学 科         資源生物科学科         地域環境科学科               計 

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

卒業者数 236(128)  206(111)  186(82)  628(321)  

就職者数 157(81) 66.5 108(61) 52.4 124(62) 66.7 389(204) 61.9

進学者数 57(32) 24.2 86(44) 41.8 43(13) 23.1 186(89) 29.6

そ の 他 22(15) 9.3 12(6) 5.8 19(8) 10.2 53(29) 8.5

      （ ）内は女子を内数で表す 
（出典： 農学部学務係資料） 

 

資料 8-2-2-2 職業別就職者数（平成 25～27 年度） 

  職業別  人数 

専 

門

的 

・

技

術

的

職

業 

1 研究者 2

2 農林水産技術者 5

3 製造技術者（開発） 9

4 製造技術者（開発除く） 12

5 建築・土木・測量技術者 11

6 情報処理・通信技術者 8

7 その他の技術者 5

8 教員 1

11 医療技術者 1

14 その他  8

上記以外 189

（出典：学校基本調査を基に作成） 

 

資料 8-2-2-3 産業別就職者数（平成 25～27 年度） 

産業別 H25－H27 

A 農業 14

D 建設業 7

E 製造業 69

F 電気・ガス・熱供給・水道業 6

G 情報通信業 7

H 運輸業・郵便業 4

I 卸売・小売業 30

J 金融業・保険業界 6

K 不動産業・物品賃貸 2

L 学術研究専門・技術ｻｰﾋﾞｽ業 22

M 宿泊業、飲食サービス業 3

N 生活関連サービス業、娯楽業 1

O 教育学習支援業 4

P 医療、福祉 7

Q 複合サービス事業 16

R サービス業 2

S 公務 48
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上記以外 3

（出典：学校基本調査を基に作成） 

 

(水準) 期待される水準にある。 

(判断理由)  

卒業生の進路（平成 22～27 年度）で、就職した者の割合は 62％、進学した者の割合は

30％であった。就職者の中では、製造業、公務員、卸売・小売、学術研究専門・技術サービ

ス業に就く者が多く学部の目的と概ね整合的な進路であると考えられる。平成 26 年度に実

施した企業や地方公共団体等へのアンケート結果では「農学部卒業生・修了生が、特に優れ

ている」という問いに「一般教養・基礎学力」、「専門知識・専門技術」や「論理的思考能力」

等の項目があげられた。これらのことから期待される水準あると考えられる。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 
 

（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

 第２期中において、農学部では、①女性教員を４倍に増加させた。女子学生比率が比較的

高い（46.5％：H27）ものの第一期中は女性教員が１名しか配置できていなかったが、４名

に増員できたことで女子学生の支援については飛躍的に環境が向上した。農学部は、教員と

学生の比率が教員１人あたり 8.9 人と比較的に学生と教員の距離が近い環境がある。学生

支援・学生対応の濃淡をなくし、すべての学生に必要かつ十分な学生サービスを提供するた

めに第２期に入った平成 22 年度から「②学生サービスのパッケージ化」を図った。行った

施策は以下の３つである。農学部の１年次学生は本部のある水戸キャンパスで過ごすため、

まずは１）学生同士のつながり強化（ラーニング・コミュニティ形成）と農学部での学修に

対する目標設定や勉学意欲の向上を図るために水戸から阿見までバスでのミニトリップ要

素を入れた「１年次生阿見オリエンテーション（年２回・日帰り）」を開始した。２）毎年

担任の教員が各学年の全学生との面談を行っており学生への履修指導、生活指導を行いつ

つ意見の聴取も行っている（前後期各１回）。さらに、平成 23 年度の入学者から担任業務を

見直し、よりきめ細かな対応を行った結果、平成 27 年度の留年数が激減した。３）学生の

教学運営への参画として「③クラス委員制度」があり阿見オリエンテーションの際に１年生

から４年生までのクラス委員が一堂に会して修学上の種々の課題に対して議論し、学修環

境の改善等に対する提言を行っている。 

 平成 26 年度から④総合的な農学的視点を涵養する初年次教育「農学基礎科目」（５科目９

単位：全学生必修）を開始した。これらの科目群では農学を総合科学として捉えるための多

様な視点や農学的視点での「ものの考え方」の涵養を図っている。これらの科目を受講する

ことにより当該分野に興味がもてるようなった学生の割合は平均で 96.2％であり、受講し

たことが有意義であったと感じている学生は 96.5％であることから高い導入効果があった

と考えられる。 

第２期には、⑤海外（アジア・太平洋地域）で学部学生が参加できる科目や教育プログラ

ムを新たに設置した。平成 25 年度に開始した「国際インターンシップ」（36 名派遣）、平成

26 年度に東京農工大学及び首都大学東京とのコンソーシアムで開始した ASEAN 地域との留

学交流（派遣・受入）に関わる科目群を開講し「AIMS プログラム」（２年間で 17 名派遣）

である。 

 また第２期末の平成 27 年度には、これまでの教育改善の集大成として、地元の期待（茨

城県の農業政策等）や学生の期待を調査し⑥平成 29 年度からの学部改組を決定した。この

ことは、本学農学部の教育改革が関係者の期待を十二分に応えることができると考えられ

ていることの証左であろう。 

 

（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

〇事例 「アンケートに基づく理解度、満足度の向上と質保証の取組との関係」 

 平成 22～25 年度までは学科長や農学部執行部の担当する授業科目を対象に参観し、参観

者にアンケートを行って授業の質を点検してきたが、実質的に「教育の質保証」を充実させ

るために、平成 25 年度にこれまでの授業アンケートの質問項目を見直し、より的確に授業

評価の分析ができるように改善を図った。さらに、平成 26、27 年度は「予習・復習の時間

確保」の視点から優れた授業科目を抽出して全教員が授業参観できる体制を整え、参観した

教員からアンケートを実施するとともに自身の授業改善に役立てる PDCA サイクルを実施し

た。 

 次いで、卒業時アンケートを見ると、65％が４年間を経て大学教育に求めていたものにお

よそ満足と回答しており、過半数近くが農学部の教育で得られたものは「専門的知識や技

術」、「豊かな教養」と答えている。また、平成 26 年度に採用実績のある企業や地方公共団

体等を対象にアンケートを行った結果、「農学部卒業生・修了生が、特に優れている」とい

う問いに、「一般教養・基礎学力」、「専門知識・専門技術」や「論理的思考能力」等の項目

があげられていたことから、第Ⅱ期における学部教育は目標以上に達成できたといえる。 
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Ⅰ 農学研究科の教育目的と特徴 
 

１ 農学研究科の教育目的 

   農学研究科（修士課程）では、21 世紀に求められる環境と調和した人類の持続的発

展のために、農学を基盤とした食料・生命・環境に関する幅広い基礎知識と専攻分野

における高度な専門知識・技術及び研究開発能力を備え、地域・国際社会で自立的に

問題解決ができる力を持った人材の養成を目的としている。 

   農学研究科は３専攻で構成され、それぞれ以下のような教育目的と特徴を持ってい

る。また、農学研究科（修士課程）に接続して、茨城大学と宇都宮大学を構成大学と

した東京農工大学大学院連合農学研究科（博士課程）があり、希望する者にはさらに

高度な教育研究への道が開かれている。 

 

２ 農学研究科各専攻の特徴 

（1）生物生産学専攻 

生物生産学専攻では、環境と調和した生物生産・利用システムの構築と改善を目的

とした教育と研究を行う。その中で、高収量・高品質な植物及び福祉や安全性に適っ

た動物の生産と利用に関する知識と専門性を備えた人材を育成し、新しい時代の発展

に寄与することを目指している。 

生物生産学専攻には、植物生産科学と動物科学の 2つの専門分野がある。 

（2）資源生物科学専攻 

   資源生物科学専攻では、生命科学的手法及び化学生態学的手法を用いた生物資源の

有効利用や食料問題の解決、環境の修復・保全及び生物機能の解明を行い、深い専門

知識と先端的な技術を修得し、問題解決能力・研究能力を身に付けた高度で専門的な

能力を有する人材の育成を目指している。 

資源生物科学専攻には、応用生命科学と農業化学生態学の 2つの専門分野がある。 

（3）地域環境科学専攻 

   地域環境科学専攻では、環境に配慮した持続可能な地域の有り方に関する専門的な

教育・研究を行っており、特に農業・農村地域を対象に、食料生産基盤と生活環境の

保全・再生、持続型社会の創造について自立的に問題解決ができる力を持った人材の

養成を目的としている。 

   地域環境科学専攻には、地域環境工学と緑環境システム科学の 2 つの専門分野があ

る。 

 

 

［想定する関係者とその期待］ 

農学研究科（修士課程）が想定する関係者は、直接的には在学生とその家族、修了生が

活躍する職場や地域社会であるが、間接的にはすべての国民と国際社会である。農学は、

食料の安定供給と生物資源の高度利用を目指す科学を基本としつつ、現在、今世紀のキー

ワードである食料、生命、環境、エネルギーを含む総合科学へと発展している。農学研究

科（修士課程）には、これらの課題をそれぞれの専門的立場から的確に理解し、問題解決

に向けて社会で指導的な役割を果たすことのできる人材（高度専門的職業人）を育成する

ことが期待されている。 
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 
 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制  

(観点に係る状況)  
 農学研究科修士課程には、生物生産科学、資源生物科学、地域環境科学の３つの専攻（資

料 9-1-1-1）が設置されており、資源生物科学専攻において(独)国立科学博物館筑波実験植

物園および(独)農業・食品産業技術総合研究機構食品総合研究所と連携大学院方式による

教育研究を行っている。（なお、博士課程は東京農工大学大学院連合農学研究科である。）

農学研究科全体の入学定員は 43 人で、各専攻それぞれ 13、17、13 人である（資料 9-1-1-2）。

教員組織は３専攻で教授 31、准教授 23、講師 3、助教 1、合計 58 人から構成される（平成

27 年 10 月現在）。教授と准教授を合わせた数に対する修士学生の入学定員比は 0.63 人で、

現員では 0.59 人である。 

 本学では、研究科横断型の「サステイナビリティ学教育プログラム」を置いている。ま

た、農学研究科内では専攻横断型のプログラムとして、「地域サステイナビリティの実践農

学教育プログラム」を置いている。これは、「サステイナビリティ」という概念の持つ多様

性・国際性・学際性を理解し、農業と環境に関する地域社会の問題についての専門知識お

よび問題解決に対する実践的な能力を養うと共に、社会への適用について検討できること

を目指したプログラムである（資料9-1-1-3）。平成27年度は1年次生の49名中10名（20％）

の学生が、このプログラムの一環としてインドネシアで開講している「熱帯農業フィール

ド実習」を履修した。 

 国内においては連携大学院で国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構食品総

合研究所、国立科学博物館筑波実験植物園と連携している。また、国立研究開発法人農業

環境工学研究所とは包括連携協定を締結している。国外ではインドネシアのガジャ・マダ

大学、ボゴール農科大学、ウダヤナ大学と連携している。これらインドネシア３大学とは

ダブルディグリー・プログラムを締結しており、茨城大学と提携大学にそれぞれ１年間滞

在して２つの修士論文を提出し、双方から修了認定を受けることができる（資料 9-1-1-4）。 

農学研究科では、各教員が半期ごとに大学戦略・IR 室から成績分布、授業アンケート結

果を web システム経由で提供を受け、概ね１科目程度を目安に授業点検を実施している。

研究科 FD 研修会については、学部 FD 研修会と合同で年に１回以上実施している。また、

平成 26年度からの教育プログラムの再編や総合科学としての農学分野の拡大に伴う教育課

程の再編、留学生数の増加に伴う大学院教育の一層の国際化に対応するために、平成 29 年

度からの改組について検討を行ってきた。本改組では、農学研究科が想定するステークホ

ルダーとの意見交換や調査を行い（資料 9-1-1-5,別添資料 1）、特に茨城県が平成 28 年度

から開始した農業改革（別添資料 2）への支援強化のために、学部との同時改組を計画した。

本改組では社会とのつながりを意識させる分野横断的な 1 専攻４コース制へと再編し、う

ち１コースについては英語のみで修士の学位が取得可能なコースとして教育課程の国際化

を図る改革案を平成 27 年度に決定することができた（資料 9-1-1-6）。 

入学試験においては4月入学については第一次(8月)と第二次(1月)の2回実施している。

また 10 月入試については環境共生農学コースとして英語による修学を行っている(資料 

9-1-1-7)。また、社会人のため長期履修制度を設け、その就学を支援することに多様な学

生の確保に努めている。 

 

資料 9-1-1-1 農学研究科の構成（平成 27 年 5 月 1 日現在） 
研究科 専攻 専門分野 

農学(修士

課程) 

生物生産科学 植物生産科学専門分野、動物生産科学専門分野 

資源生物科学 応用生命科学専門分野、農業科学生態学専門分野 

地域環境科学 地域環境工学専門分野、緑環境システム科学専門分野 

(出典：農学研究科履修案内) 
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連携大学院方式の講座、協定締結先：(独)国立科学博物館・筑波実験植物園；(独)食品総合研究所 

 

資料 9-1-1-2 専攻別の学生定員と現員 

専攻 定員 現員 

入学定員 総定員 １年次

 

２年次 合計

生物生産科学専攻 13 26 18 17 35 

資源生物科学専攻 17 34 18 19 37 

地域環境科学専攻 13 26 13 7 20 

合計 43 86 49 43 92 

（出典：茨城大学概要 2015）  

 

資料 9-1-1-3 地域サステイナビリティの実践農学教育プログラム 

 

「地域サステイナビリティの実践農学教育プログラム参加学生の推移」 

平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 

13 人 20 人 15 人 6 人 7 人 7 人 

（出典：農学研究科資料） 



茨城大学農学研究科 分析項目Ⅰ 

－9-5－ 

資料 9-1-1-4 ダブルディグリーの概念図 

 

（出典：農学研究科資料） 

 

資料 9-1-1-5 改組案作成に係る意見交換・調査概要 

 

別添資料１ 茨城県からの要望書 

 

別添資料 2 新たな茨城農業改革大綱（答申）の概要 
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資料 9-1-1-6 改組の概念図 

＜グローバル課題への対応＞
ダブルディグリープログラムの実施
（特別経費) 
AIMSプログラムからの接続
（世界展開力強化事業）
国際インターンシップからの接続
（農学部独自開講科目）

生物生産科専攻
（入学定員１３名）

資源生物科学専攻
（入学定員１７名）

地域環境科学専攻
（入学定員１３名）

＜地域課題への対応＞

自然共生型地域づくりの教育
プログラムの実施（現代GP）
霞ヶ浦の環境保全研究を基盤
とした気候変動適応農学研究

＜農業・農学全般に係る課題への対応＞
地域サステイナビリティの実践農学教育の実施（大学院GP)
バイオ燃料の地産地消「茨城モデル」の構築と持続的社会展開研究
心身の健康を維持・改善する農医連携研究 （特別経費)
植物の病虫害防除及び病虫害抵抗性に関する研究

食品食料の高度化・国際化への対応 （学部の新設コース）

農学専攻（入学定員４８名）

アジア展開農学コース

（英語開講）

生物生産の高度化や食品の安全に関
わる知識と技術を学び、グローバル、
特にアジアの農業生産力の向上と安定
的な食料供給に貢献できる高度専門職
業人を育成します。

実践農食科学コース

分子レベルから個体にいたるまでの生
命現象の本質を学び、生物固有の能力
を生かしたモノ作りや健康で豊かな人
間生活を創造する食料・食品開発を担
う高度専門職業人を育成します。

地域共生コース

環境保全や社会基盤整備、社会構造
などの知識や分析手法を専門的に学
び、地域や国際社会と連携して環境と
調和した２１世紀の持続可能社会形成
に寄与する高度専門職業人を育成しま
す。

応用植物科学コース

植物生産に係る技術や防疫、品種開発、
利用などについて専門的に学び、先端
的農業技術の開発等により２１世紀の
持続可能社会の発展を担う高度専門
職業人を育成します。

 
（出典：文科学省事前相談資料 H28 年 4 月 14 日） 

 

資料 9-1-1-7 平成 27 年度 大学院入学試験実施状況 

 平成 27 年 4 月入学 平成 27 年 10 月入学 

募集人数 志願者数 受験者数 合格者数 入学者数 募集人数 志願者数 受験者数 合格者数 入学者数

生物生産学科 13 19 19 19 15 若干名 1 1 1 1 

資源生物学科 17 26 25 20 18 若干名 1 1 1 1 

地域環境科学科 13 17 17 16 12 若干名 3 3 3 3 

合計 43 62 61 55 45 若干名 5 5 5 5 

（出典：茨城大学概要 2015）

 

観点 教育内容・方法 

(観点に係る状況)  
農学研究科では、養成する人材像の特徴を踏まえて教育目的やディプロマ・ポリシー、

授与する学位を定め、カリキュラム・ポリシーに基づいて、専攻ごとに授業科目を配置し

て、教育課程を編成している（資料 9-1-2-1）。大学院課程の特徴として、全学的な共通科

目として、幅広い学識と俯瞰的視野及び職業的素養などを涵養するための授業科目（大学

院共通科目 2 単位）と研究科共通科目（必要な修得単位数 2～4 単位：資料 9-1-2-2）を設

けている。研究科共通科目は「農学基礎科目」として４単位以上の履修を義務付けており、

農学系の大学院生としてのミニマム・リクワイアメントを満たし、ファンダメンタルズと

しての科目群であり、第１期中に導入している。学生個々人が学部レベルで修得した様々

な分野の知識を再確認し、その知識と最先端の農学研究分野との関連付けを図っている。

このように実施してきた研究科共通科目は、平成 29 年度改組以降は、「アジア農業論」、「科

学リテラシー」、「英語表現技法」を必修化し、農学領域における高度専門職業人としての

汎用的能力を向上させるための科目として位置付け、高度な専門性に裏付けられた俯瞰力

等の醸成を図る。また、プレゼンテーション演習を設置し、各専門分野でのディベート能

力や発表能力を向上させることとしている。また第１期からクォーター制を導入して、専

攻科目を幅広く履修できるようにしている。 
農学研究科では、第 1期に予算措置を受けた「地域サステイナビリティの実践農学教育」

を第２期には研究科の副プログラムとして発展・継続させた（資料 9-1-2-3,4）。また、こ

の取組は、平成 23 年度から「ダブルディグリー・プログラム」へと発展し、インドネシア
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３大学との教育・研究連携をより強固なものにした。加えて、平成 25 年度からは JICA と

の連携によりアフガニスタン国のインフラ及び農業・農村開発分野の省庁行政官及び大学

教員を本邦大学に研修員として受入れ、研修員は修士課程等において必要な知識と技術を

修得する「未来への架け橋・中核人材育成プロジェクト(PEACE プロジェクト)」を開始した。

これらのプログラムの実績は資料 9-1-2-5 に示す。 

 
資料 9-1-2-1 ３つのポリシー（大学院） 

 

教育目的 

農学研究科修士課程では、２１世紀に求められる環境と調和した人類の持続的発展の

ために、農学を基盤とした食料・生命・環境に関する幅広い基礎知識と専攻分野におけ

る高度な専門知識・技術及び研究開発能力を備え、地域・国際社会で自立的に問題解決

ができる力を持った人材の養成を図り、もって、広く文化と社会の進展に寄与すること

を目的としています。  

  

アドミッション・ポリシー（入学者受入れ方針）  

農学研究科修士課程では、農学あるいは関連する分野における基礎学力を有し、明確

な目的意識と旺盛な探求心を持って食料・生命・環境に係わる専門知識・技術の学習と

研究を進めようとする意欲を持った学生を求めています。  

  

カリキュラム・ポリシー（教育課程の編成・実施方針）  

農学研究科修士課程では、学士課程での教育によって得た成果を発展させ、農学研究

に関する幅広い基礎・専門知識、研究手法、科学英語使用能力等を身につけさせるとと

もに、それらを活用できる広い視野と応用力を持った人材を育てるという観点から、分

野横断的に学修するカリキュラムを編成・実施しています。更に研究の推進能力、研究

成果の論理的説明能力、学術研究における倫理観を持ち、自ら課題を発見し解決する能

力を有する高度技術者、研究者を育てるという観点から、各専攻は分野の特性を踏まえ

た課題研究、ゼミナール、演習、実験等の実践的な教育を取り入れたカリキュラムを実

施しています。  

  

ディプロマ・ポリシー（学位授与の方針）  

農学研究科修士課程では、農学を基盤とした食料・生命・環境に関する分野で高度専

門職業人として活躍するのに必要な基礎・専門知識、技術・研究手法、問題解決能力等

を身につけるという教育目標に照らして、専攻科目等の修得及び研究成果が基準を満た

すことを判定するために、以下の通り修了（学位取得）要件を定めています。  

·2 年以上在学して研究指導を受けること。 なお、学修・研究について著しい進展が認め

られる者については、在学期間を短縮して修士課程を修了することができる。 

·カリキュラムポリシーに沿って設定した修士課程プログラムが定める授業科目を履修

して、基準となる単位数（30 単位）以上を修得すること。  

·修士論文の審査及び最終試験に合格すること。 

（出典：茨城大学 Web サイト）  

 
資料 9-1-2-2 研究科内共通科目「農学基礎科目」（平成 2７年度現在） 

研究科 研究科共通科目 
農学研究科 応用生理学、応用生態学、分子細胞生物学、生物機能分子学、生物資源環境学、環

境情報・政策学、環境共生農学特論、科学論文作成技術論、キャパシティ・ディベ

ロップメント論、プロジェクト運営管理演習、農業技術普及論、バイオインフォマ

ティクス 
（出典：農学研究科履修案内） 
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資料 9-1-2-3 「地域サステイナビリティの実践農学教育」の概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （出典：農学研究科資料） 

 

資料 9-1-2-4「地域サステイナビリティの実践農学教育」の学習フィールド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （出典：農学研究科資料） 

 

資料 9-1-2-5 農学研究科の国際交流プログラム参加人数 

    H22 H23 H24 H25 H26 H27 

派遣 熱帯農業フィールド実習 24 17 11 7 9 11 

  DD プログラム（入学年度）  1 1 1   

受入 グループ課題演習 19 22 21 19 28 

DD プログラム（入学年度） 2 1 1 0 

  PEACE プロジェクト    4 3 3 

 

（出典：農学研究科資料）  

(水準) 期待される水準を上回る。 

(判断理由)  

大学院課程の特徴として農学研究科では、養成する人材像の特徴を踏まえてディプロ
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マ・ポリシーを定め、カリキュラム・ポリシーに基づいて、専攻ごとに専門性の高い授業

科目を配置している。また、初年次の早い段階においては、幅広い学識と俯瞰的視野及び

職業的素養などを涵養するため、大学院共通科目（２単位）と研究科共通科目（必要な修

得単位数、２～４単位）を設けており、これによって農学系の大学院生としてのミニマム・

リクワイアメントを満たしている。 

第２期中 6年間の授業アンケートに結果を見ると、90%を超える修了生から大学院教育に

満足しているとの回答を得ており、各専攻において効果的な授業科目の編成がなされてい

るといえる。また、国際化の実質化に向けて、ダブルディグリーや地域サステイナビリテ

ィの実践農学教育の導入を図り、海外の大学との教育研究の連携を強めた結果、平成 29 年

度の大学院改組におけるアジア展開コースの設置に繋がった。 
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果  

(観点に係る状況) 

（１）履修・修了状況から判断される学修成果 

  平成 28 年３月における大学院修士学生の修了状況は資料 9-2-1-1 のとおりである。修

士課程の学生数は少ないため、年度間で大きな変動が見られるが、研究科全体で平均

88.7％の学生が標準修業年限内に修了しており、標準修業年限×1.5 年以内ではほとんど

の学生（95％以上）が修了している。 

 

資料 9-2-1-1 大学院修士学生の修了状況 

  標準修業年限での学位(修士)取得率(％） 

 入学年度 平成 21 年度平成 22 年度平成 23 年度平成 24 年度平成 25 年度 平成 26 年度 平均 

生物生産学科 
標準修業年限内 100 73.3 100 92.9 64.3 64.3 86.1

標準修業年限内×1.5 年以内 100 93.3 100 100 78.6 94.38

資源生物科学科 
標準修業年限内 94.4 100 95.7 88.9 75.0 80.8 94.75

標準修業年限内×1.5 年以内 100 100 100 100 93.8 98.76

地域環境科学科 
標準修業年限内 93.3 100 84.6 92.3 72.7 60.0 88.58

標準修業年限内×1.5 年以内 100 100 100 100 100 100

研究科全体 
標準修業年限内 96.1 91.5 94.1 91.1 70.7 70.6 88.7

標準修業年限内×1.5 年以内 100 97.9 100 100 90.2 97.62

うち留学生人数 
標準修業年限内 4 5 6 10 8 6.6

標準修業年限内×1.5 年以内 0 0 0 0 1 0.2

（出典：2016 年 3 月 農学部学部係資料）

 

 

（２）学生の受賞状況から判断される学修成果 

大学院生によるこの６年間の受賞として、農学研究科（修士）と連合農学研究科（博

士）での受賞件数を資料 9-2-1-2 にそれぞれ示した。修士学生の研究成果として、日本

応用動物昆虫学会大会優秀発表賞１名（平成 23 年度）や、環境微生物系学会合同大会優

秀ポスター賞１名（平成 26 年度）などがある。 

 

資料 9-2-1-2 大学院生の受賞状況 

受賞年度 農学研究科（修士） 連合農学研究科（博士） 

平成 23 年度 第 57 回日本応用動物昆虫学会大会優秀発表賞 農村計画学会 2012 年度ベストペーパー賞 

平成 24 年度   
農業農村工学会平成 24 年度関東支部大会奨励

賞 

平成 24 年度   第６回日本ゲノム微生物学会優秀発表賞 

平成 25 年度   
農業農村工学会平成 25 年度関東支部大会奨励

賞 

平成 25 年度   2013 年度Ｓ−ＰＬＵＳ学生研究奨励賞 

平成 26 年度 環境微生物系学会合同大会 2014 優秀ポスター賞   

平成 27 年度 日本家禽学会 2015 年度秋季大会優秀発表賞  

※博士課程分は参考資料。 

（論文賞：筆頭著者、連合、第 2著者修士; 学会優秀発表賞：修士） 

（出典：農学研究科資料） 
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（３）学生アンケートからみた学修成果 

各授業終了時に実施している授業アンケートの結果（平成 24～27 年度）を資料 9-2-1-3

に示す。授業アンケートの結果から、授業の「理解度」で普通（５段階の中央）以上を

選んだ学生と、授業の「満足度」で普通（５段階の中央）以上を選んだ学生の割合を資

料 9-2-1-3 に抽出した。4年間の平均で、92.3％の学生が普通以上に授業を理解できたと

回答しており、98.4％の学生がその授業に満足していた。学部の授業での満足度が 83.1％

であったのに対して大学院では満足度は高くなっている。進学者はそもそも勉学への志

向が高いことに加えて、１科目平均 4.2 名（H26 実績）という少人数クラスによる授業実

施が学生の満足度を高めていると考えられる。 

 

資料 9-2-1-3 学生アンケート(大学院)の結果 

年  度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平 均 

授業の理解度で普通（５段階の中央）以上を選んだ学生 88.66 93.87 90.61 96.02 92.29 

授業の満足度で普通（５段階の中央）以上を選んだ学生 98.38 98.39 97.97 99.00 98.44 

（出典：農学研究科授業アンケート） 

 

資料 9-2-1-4 に修士課程修了者の「修了時アンケート」の結果（平成 26・27 年度）を

示した。こちらも学部の場合と同様、の２年間のみの結果である。「入学前に、大学院教

育に対してあなたが最も求めていたものは何でしたか？」という質問に対して、「専門的

な知識や技術を修得する」「研究で真理を探究する」「就職のための学歴を得る」「資格を

取る」のように学業を優先すると回答したものが合わせて約 100％となる。「大学院修士

課程に入学して、あなたが大学院教育に求めていたものが満たされましたか？」との質

問に対して「満たされた」または「どちらかといえば満たされた」と回答したものが全

体の 84％程度、逆に「満たされなかった」「どちらかといえば満たされなかった」と不満

と感じた学生は、２年間で１人のみあった。このことから、大多数の学生の学修に対す

る期待に応えることができたと考えられる。 

 

資料 9-2-1-4 修士課程修了時アンケート結果（平成 27 年３月） 

「入学前に、大学院教育に対してあなたが最

も求めていたものは何でしたか？」 

 

「大学院修士課程に入学して、あなたが

大学院教育に求めていたものが満たされ

ましたか？」 

H27.3 H27.3 
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H28.3 H28.3 

（出典：茨城大学大学院農学研究科修了時アンケート結果） 

 

 

(水準) 期待される水準を上回る。 

(判断理由) 

大学院（修士課程）学生の平均 88.7％が２年間で修了している。修士課程修了時のアン

ケート結果によれば、「大学院教育に求めていたものが満たされた」と回答したものが全体

の約 84％であり、満たされなかった学生は１名しかいなかった。 

授業アンケートの結果からも 92.3％の学生が普通以上に授業を理解できたと回答してお

り、98.4％の学生がその授業に満足していた。このことから大学院教育は学部よりも「学

業」を求めて進学する学生が多く、それらの学生期待に十分応えていると考えられる。 

 
 

観点 進路・就職の状況  

(観点に係る状況) 

平成 22 年度から 27 年度の修了生の進路を資料 9-2-2-1 に示す。就職した者の割合は３

専攻平均で 62％、進学者は 19％であった。その他は公務員試験準備、帰国、（留学生）な

どである。平成 25 年度から 27 年度の職業別就職者数（資料 9-2-2-2）からは、専門的・技

術的職業には約半数（33 名/67 名中）が就いていることがわかる。産業別就職者数（資料

9-2-2-3）からは、製造業、公務員、学術研究専門・技術サービス業に就く者が多いことが

伺える。大学院（博士課程）に進学する者と合わせ約 70％が高度専門技術職に就いたもし

くは（博士課程修了後に）就くことを目指しており、研究科の教育目的や学生の期待に十

分応えた実績となっていることがわかる。なお、主な進学先は、茨城大学が構成大学にな

っている東京農工大学大学院連合農学研究科（博士課程）である。 

 

資料 9-2-2-1 平成 22～27 年度大学院農学研究科（修士課程）修了生の進路 

    専攻 
 
区分 

生物生産科学専攻 資源生物科学専攻 地域環境科学専攻       
   計 

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 

修了者数 72（31）  89（38）   68（21）  229（90）  

就職者数 48（22） 66.7 66（28） 74.1 29（ 6） 42.7 143（56） 62.4

進学者数 8（ 1） 11.1 12（ 4） 13.5 23（ 8） 33.8  43（13） 18.8

そ の 他 16（ 8） 22.2 11（ 6） 12.4 16（ 7） 23.5  43（21） 18.8

  （ ）内は女子を内数で表す。 
（出典：農学部学務係資料） 
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資料 9-2-2-2 職業別就職者数（平成 25-27 年度） 

 
  職業別就職者数   

専 

門

的 

・

技

術

的

職

業 

1 研究者 7

2 農林水産技術者 1

3 製造技術者（開発） 9

4 製造技術者（開発除く） 5

5 建築・土木・測量技術者 4

6 情報処理・通信技術者 1

7 その他の技術者 2

8 教員 2

14 その他  2

  上記以外 34

 
（出典：平成 26-28 年度 学校基本調査 卒業後の状況調査票） 
 
 
資料 9-2-2-3 産業別就職者数（平成 25-27 年度） 

 
産業別就職者数   

A 農業 2

D 建設業 2

E 製造業 29

F 電気・ガス・熱供給・水道業 1

G 情報通信業 2

I 卸売・小売業 5

L 学術研究専門・技術ｻｰﾋﾞｽ業 8

O 教育学習支援業 2

P 医療、福祉 1

Q 複合サービス事業 2

R サービス業 1

S 公務 12

上記以外 0

 
（出典：平成 26-28 年度 学校基本調査 卒業後の状況調査票） 
 
また、平成 26 年度において、過去 6年間に茨城大学農学部からの採用実績がある企業や

地方公共団体等を対象に、「茨城大学農学部の教育と卒業生について」のアンケート調査を

実施した。78 企業・団体等に郵送でアンケート用紙を送り、35 企業・団体等から回答を得

ることできた。「農学部卒業生・修了生が、特に優れている」という問いに、多くの企業・

団体等から「一般教養・基礎学力」、「専門知識・専門技術」や「論理的思考能力」等の項

目があげられていた。 

 

(水準) 期待される水準を上回る。 

(判断理由)  
修了生の進路（平成 22～27 年度）は就職者 62％、進学者 19％であった。就職者の中で

専門的・技術的職業には約半数（33 名/67 名中）が就いていることがわかる。産業別就職

者数からは、製造業、公務員、学術研究専門・技術サービス業に就く者が多いことが伺え

る。これらの進学、就職実績は研究科の教育目的に沿ったものであり、学生の期待に十二

分に応えた実績となっていることがわかる。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 
 
（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

〇事例 「国際交流プログラムの整備による学修における国際性並びに主体性の確保」 

国際交流プログラムとして、(1)研究科副専攻「地域サステイナビリティの実践農学

教育プログラム」の一環として、「熱帯農業フィールド実習」と「グループ課題演習」

における短期派遣および受入制度が整備されており、さらに、(2)「ダブルディグリー

プログラム」による茨城大学と海外提携校の双方に入学をする形での 1 年間の派遣制

度や、(3)「未来への架け橋･中核人材育成プロジェクト（PEACE プロジェクト）」が、

JICA との連携の中で、アフガニスタン国の開発に関連づけつつ、行政官や大学教員を

研修員として受け入れながら修士課程等で必要な知識と技術を修得させる制度が整備

されている。 

熱帯農業フィールド実習への参加者数は、平成 24 年度以降、10 名前後で推移してい

る。参加学生への教育効果は高く、派遣後の学生の感想を見てみると、純粋で強い向

上心を持っているインドネシアの学生と触れ合うことで、適応能力や自己認識の向上

につながるなど、主体的学修を促進するのに大きな効果が見られた。 

また、ダブルディグリー・プログラムについては、長期の留学に対する不安感が強

く、派遣学生は計 3名に留まった。現在は AIMS プログラムにより学部生の派遣が促進

されているため、修士課程で再度留学に挑戦する学生が増加すると期待できる。 

PEACE プロジェクトの推進により相当数のイスラム圏の留学生がキャンパス内で学

ぶこととなったため、お祈り部屋の設置や施設表示の英語表記など、留学生支援体制

を強化することで、キャンパスの国際化を確保できる制度が整備されつつある。 

 

（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

〇事例 「学生アンケートに見る高い満足度と学修成果」 
   修了者を対象としたアンケートにおいて、大学院教育において求めたいたものが「満

たされた」「どちらかといえば満たされた」と回答する者が 80%近くに上り、第２期の

6 年間で安定して高い値を示している。一方で、逆に、「満たされなかった」「どちらか

というと満たされなかった」とした者は 5%に過ぎない。また、授業の満足度は、ほぼ

100％近くの者が第２期の期間中「およそ満足」と回答しており、同じく理解度につい

ては、「概ね理解」したと回答した者が平成 24 年度に 88％であったが、その後徐々に

増加し平成 27 年度には 96％に達した。このことは、授業が小規模クラスサイズであり、

必然的にアクティブ・ラーニングが実施されていることによる効果に加え、平成 26 年

度から導入したシラバスの改善など学生への自学自習を促がすための教育実施体制の

見直しによる効果が表われたことによるものである。 
なお、同アンケートから、ほとんど全員の学生（95%）が「専門的な知識や技術の修

得」「研究での真理の探究」「就職のための学歴取得」「資格の取得」など、研究科にお

ける学業優先を目指す高い志を持っていることが判明している。本研究科では、平均

して約 90％の修士学生が修了しており、この数字からも本研究科における学修成果が

十分に把握することができるが、それだけではなく、本研究科における教育が、学業

への高い志を持つ学生から優れたものとして評価されていることからも、その学修成

果が読み取れる。加えて、第２期における本学大学院修士課程修了者の東京農工大学

連合農学研究科への進学者は平均 8 人程度で、社会人特別選抜入学者を除く入学者全

体の 2 割程度を占めている。特に最近では、修士課程からの入学者が増加傾向にある

ことから、大学院教育の質的向上が図られたと言える。 
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